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はじめに

国立大学の劣悪な教育・研究環境を抜本的に改善していくことは緊急の課題である。

そのため国立大学協会第６常置委員会に国立大学財政基盤調査研究委員会がもうけら

れた。

本委員会の研究目的は調査研究に基づき大学の現状を明らかにするとともに、そこ

に表われた問題点を整理し、今後への提言を策定することにある。そのため、平成２

年度､３年度の２年間にわたり､文部省科学研究補助金（総合研究Ａ）「大学の財政運

営に関する基礎的研究」（研究課題番号02306001）を受けて調査研究を進めた。この

間に国立大学全教官を対象としたアンケート調査等を実施するとともに、その結果を

２回にかけ中間報告として公表し、国立大学のおかれている実態を明らかにしてきた。

ここにこの調査にかかわって種々ご協力を得た各位に対し、心から感謝申し上げる。

この報告書は研究の全体をまとめたものであるが、構成は十分整理した形式にはな

く、また､問題の深刻さに十分対処できていないところもあるが、国立大学の財政基盤

確立のため、今後各方面において更なる検討が深められる際の一助となれば幸である。

平成４年３月

国立大学財政基盤調査研究委員会委員長

東京大学教授林健久
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国立大学財政基盤の改善

一まとめと提言一

本研究の趣旨

国立大学は、学術研究の推進、各分野における人材の育成、研究の後継

者育成、国際化への対応や地域社会との連携等に顕著な貢献をしてきてい

ることは自他共に認めているところである。しかしながら、一方では、学

生や若手あるいは中堅教員の国立大学離れが－部において見られるなど、

国立大学に対する評価の低下が顕在化してきている。

本研究は、国立大学が直面している具体的な財政上の問題を洗いだし、

人材育成、学術研究の推進等の社会の要請に応え、国際的な責務を果たす

に必要な、より強固な財政的基盤の構築と、より効果的な財政運営を可能

にする新しい指針を求めようとして実施したものである。そのため、国立

大学の教育・研究を直接担当している教官が直面している財政上の問題や

意識等の微視的な状況や、国立大学に関連した国の財政状況及び国外の高

等教育に関する財政基盤等の巨視的な状況について実情を調査し、その両

面から国立大学の抱えている問題点を抽出することに主力を注いだ。

ここで開示する方策は、当調査研究グループが調査研究を進める過程で

俎上に載ったものであって、政策として十分に検討したものではなく、場

合によっては、具体的な方策を例示せずに、解決の方向だけを開陳するに

止めてある。例示した方策は、あくまで一つの例であって、これらを参考

に各方面において多面的に検討され、緊急な課題として国立大学の財政基

盤の強化について、時宣を得た最適解決方策が決定され、実施されること

を願っている。
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提言

第１国立学校特別会計の予算規模の拡大

現状の国立学校特別会計制度のもとで、一般会計からの繰入率を高め、

少なくとも昭和５５（１９８０)年度以前の水準である対ＧＮＰ比0.4％に

早急に回復させる措置をとることを提案する。

発足当初は、一般会計からの繰入率は８０％、ＧＮＰに対する比率も0.4％あったが、

１９８２年度から始まった財政支出のゼロ．シーリング、マイナス・シーリング以後、

その割合は急激に下がり、繰入率は６０％、ＧＮＰ比も０．３％に低下した。国立大学の

窮状を打開する道を、現状の国立学校特別会計の枠内で行うためには、一般会計からの

繰入率を増加し、その規模の拡大を図ることが必要となる。

今回の調査研究の結果や先進諸外国における公的負担の水準を考慮するならば、当面

少なくとも昭和５５年度以前のＧＮＰ比０．４％の水準に早急に戻すことが必要であると

考える。

この国立学校特別会計に包括されるもののうち、特に重点的に考慮すべき事柄として、

次の諸事項を挙げることができる。

①施設整備の促進

建物の不足と老朽化は、ここで改めて述べるまでもなく深刻を極めており、建築事業

量が将来とも１９９１年度と同じく２８万㎡として試算すると、１０年後の２００１年

には５０％近くの建物が２５年以上を経過することになり、より深刻な状況に追い込ま

れることになる。こうした事態に対応するためには、格段の財政的配慮を緊急に払うと

ともに、長期的な改善計画を策定し整備を図ることが望まれる。

②設備の充実

国立大学では、計測・分析機器、電算機等から医療機器に至るまで、各種の教育・研

究用機器を駆使して、科学技術をはじめとする学術の諸分野で先駆的地歩を確保する努

力を続けている。しかし、教官の約８０％は、それらの機器の性能が現在の研究水準か

らみて不十分であるとしている。また今後、研究を進めていく上で、講座、学科ないし

は学部等で共同利用の新しい設備がぜひ必要だとする教官が圧倒的に多い。

設備費の必要額は、各大学からの概算要求によっても推測できるが、要求事項数や金

額等の制限等によって何年間か順番待ちを余儀なくされているのが通例で、陳腐化した

り更新期間を経過したものを含め、毎年の概算要求に取り残されている設備も多くあり、

研究の促進の大きな阻害要因になっている。
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以上のことから、国立大学が現在必要とする教育・研究用機器について、更に具体的

に調査をし、短期間の年次計画によって充実を図り、学術研究及び教育の面で、国際的

にも先導的な役割を果たし得る措置を至急に整えることが必要である。

③教官・学生当積算校費の増額

教育・研究を支えている主な経費としては、教官当積算校費、学生当稲算校費及び教

育研究特別経費がある。しかしこの校費のすべてが直接教育・研究の経費に当てられる

のではなく、光熱水費をはじめ、大学、学部、学科の運営に必要な、経常的な経費を賄

うのにその大部分が使われている。アンケート調査によると、各教官の教育・研究費と

して直接配分を受けている額は、教官当積算校費の４０％程度であるとの実情が明らか

になった。また、教官一人ひとりが実際に教育・研究に使用できる金額として期待して

いるのは、現在の２～３倍程度であることも同時に明らかになった。

教官・学生当積算校費はここ１０年間ほぼ同水準にとどまっているが、物価上昇を考

慮すれば実質的な校賓単価は大幅に減少している。またこの間には大学院生の急増、さ

らにそれを大幅に上回る留学生増により、教育・研究費の窮乏は一層深刻な事態となっ

ている。各教官が直接教育・研究経費として使用できる金額の大幅な増額が望まれとこ

ろである。

校費単価の引上げは、ばらまき的との批判もあるが、基礎研究を充実し、独創的な研

究の芽を育成していくためには、基幹的な投資が極めて効果的であることを銘記し、早

急に校費単価を引き上げることが望まれる。

④旅費の増額

配分された教官研究旅費の一部は、全学ないしは全学部等の運営に必要な共通旅費と

して拠出きれているのが通例で、教官個人に配分きれる研究旅費は年間７万円程度（中

位値）にしかすぎない。国内旅費については大部分の教官が１０万円前後を自己支弁し

ている。また、国際会議等への海外出張旅費は約３０％の教官が３０万円ないし５０万

円程度を自己支弁している。

このような現状を踏まえると、国内旅費については現在の配分額の１００％増の措置

が必要になる。また、海外出張費については、国際化にふざわし〈公費で出張できる財

源の確保が望まれる。

⑤定員削減率の圧縮

教育・研究は人間の営みであり、それを保持するには一定水準の人数が必要である。

従来、教官の定員削減率は低く押きえられているが、事務官、技官の削減率は大きく、

教育・研究を従来どおり遂行するためにやむを得ず校費を割いて非常勤職員を雇用して
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事態の悪化を防いでおり、これがまた教育・研究の直接の経費を圧迫している。このよ

うな状況を回避するために、事務官、技官の定員の削減を極力押きえる必要がある。

⑥教官処遇の改善

昭和６１年１１月に国立大学協会第一常置委員会が取りまとめた「国立大学の果たし

てきた役割と今後の課題」に関連して調査した結果から見られるように、国立大学教官

の大部分は、学術研究の推進、各分野での人材育成、研究の後継者育成等に貢献してき

たとの自負・自信を持っている。

しかしながら、この自負・自信を持続させるための基本的な要件である建物、設備、

給与等の教育研究環境については、民間の企業、研究所、病院と比較して著しく劣ると

判断し、その格差は時間の経過と共にますます拡大するであろうとの推測をしている。

教育と言い研究と言い、それは畢きょう人間の営みであり、その成果は当事者の意欲

に左右きれることが大きい。しかし、この意欲を支える教育・研究環境が劣悪化し、そ

の上給与が不十分である現状のままでは、教育・研究を支える優れた人材を国立大学か

ら失う結果にもなりかねないことに留意しなければならない。少なくとも民間の研究者

の実質給与に見合った給与が支給されるべきである。

第２、科学研究費補助金の飛躍的拡大と採択率の引き上げ

科学研究費補助金の飛躍的拡大と新規採択率を５０％程度まで引き上げ

ることとし、それに必要な財源措置を講ずることを提案する。

科学研究費補助金は、国立学校特別会計の枠外にあって、国立大学教官の研究活動の

最も重要な原資として、学術研究の大きな推進力になってきた｡今後ともその役割は益々

大きくなることは間違いない。また、最近の科学研究費補助金の増加分が重点配分に傾

斜していることの必要性は否定できないが、独創的な研究を発掘し発展させるためには

新規採択率を引き上げることも必要である。

科学研究費補助金は年々増額されてきているが、交付申請件数も増加してきており、

新規採択率は１９８１年以来２５％以下にとどまっている。また、大学によっては４０

％程の教官が過去５年間に全く交付を受けられないでいるのが実態である。更に、調査

結果にみられるように、配分及び採択過程の改善に強い要望があった点にも配慮し、研

究の活性化を一層促進すべきである。

補助金の配分に当たって、重点主義をとるか、均等主義をとるかは経々には判断でき

ないが、基盤の広がりと厚みの上に学術研究の高まりが期待できる事実を認識し、それ

に基づいた方策をとるべきである。
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第３・外部資金の積極的導入

国立大学の財政改善の手段として、臨時教育審議会の第３次答申にも提

案されているところでもあるが、大学の主体性を維持しつつ寄付講座等を

含む奨学寄付金の導入、大学財団の設置等について積極的に自助努力を傾

注することを提案する。

奨学寄付金を中心とした学外からの研究費の導入は、年々増加し１９９１年には５６

９億円と科学研究費補助金の総額に匹敵するまでになっている。このうち奨学寄付金は、

外部からの研究資金全体の８０％近くを占めて、校費、旅費の補完的な役割を果たして

いる。なお、奨学寄付金は特定の大学及び分野に集中していることを考慮するならば、

大学の主体性を維持しつつ大学全体の活性化に役立てることも検討する必要があろう。

更に、民間資金の導入として、各大学の独自の工夫を生かした基金・財団の創設の推進

も必要であろう。

以上を考慮しても、受け入れ手続きのより一層の簡素化と税制上のより一層の優遇措

置などにより、導入の活発化をはかるよう検討する必要がある。

第４、他省庁との連携の強化

科学技術庁をはじめ、文部省以外の省庁の試験研究機関等における研究

活動を国立大学が組織的に支援できると同時に、それが大学における研究

の活性化に役立つ方策について検討することを提案する。

各省庁は、それぞれ独自の目的をもって研究を実施している。この際、他省庁からの

依頼によって教官が個別的に参加している例が多く見られる。この個別的参加方式によ

るほか、他省庁対大学あるいは文部省といった組織間の提携を保つこと等により、研究

が一層促進されると同時に、大学の主体性を保ちつつ大学における研究の推進力にもな

り得る方策を考究する必要がある。

第５、地方自治体との連携の検討

国立大学が地方の文化や産業の振興の中心的な役割を果たす立場から、

地方自治体との連携について検討することを提案する。

国立大学が地域の学術文化の中心的な存在として、地域の文化や産業の進展に果たし

てきた役割は高い評価を得ている。この役割を推進することは自治体にとっても、大学
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にとっても有益であり、地方財政法や地方財政再建促進特別措置法等の見直しを進め、

大学と地方自治体との連携を強化する方策を案出する必要がある。

第６・大学間交流による財政の効率化

各大学の門戸を開放し、施設などを相互に積極的に利用できるなど、教

育研究の交流を進めるよう提案する。

同じ国立大学でありながら、各大学間の物的・人的な交流は必ずしも円滑に行われて

いない面があり、これが我が国全体としてみたとき教育・研究の投資効率向上の阻害要

因となっていることも否定できない。この阻害要因を除去して、全国立大学としての財

政の効率化を図ることが必要である。他方、財政基盤の改善の方向として、設備等を含

めた研究経費の重点的配分方式が考えられるが、整備された教育・研究環境が多くの大

学で容易に活用できる開放的な体制が確立きれるならば、我が国全体の教育・研究水準

の向上に稗益すると推察される。

第７，国立大学財政制度運用等の弾力化の再検討

国立大学の財政基盤をより強化する立場で、国立学校特別会計制度の在

り方も含め財政制度の運用に関し、国立大学協会として検討することを提

案する。

国立学校特別会計制度は、他の事業特別会計と異なり、独立採算を目的とせず、国立

大学にふさわしい弾力的な運営が期待きれて昭和３９年度に発足した。この制度によっ

て、国立大学は量的にも質的にも充実されてきたが、その後、国の財政の緊迫による一

般会計からの繰入額の低迷を、授業料や病院収入等の国立大学独自の収入拡大で補完す

る措置がとられ、制度の発足当初の理念とは裏腹に独立採算的な色彩を濃くしてきたが、

結局は今日の窮状を招致するに至った。そこで、先に述べたように、国立学校特別会計

の予算規模の拡大を図ろとしても、発足後約３０年を経たこの制度自体の在り方も含め、

予算科目の弾力化、繰越しに対する規制の緩和など特別会計の経費の弾力的運用を可能

とする会計法の特例措置等について、教育と研究の両面を担う特殊性を考慮し、国立大

学協会でも再検討する時期にきていると判断する。
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おわり

学術研究の推進および、国の発展を推進する各分野での人材と研究の後継者の育成に

貢献してきたと自負している国立大学の財政基盤を、公的な支出・投資によって強化す

ることを国の役割とし、国の中核的政策に据えるための方策を全国立大学が挙げて考究
し、実行に移す努力をより一層推進すべきである。

この際、国立大学が自らその活性化を図り、大学の現状について広く国民の支持を得

ることが必要になるが、多くの教官が教育・研究の実績、情報を公開することは勿論、

各大学で総合的自己評価を行うことが、現下の窮状を打破する前提として必要と考えて
いることが明らかになった。

本調査研究によって得られた提案を吟味するにあたっては、国立大学協会がそのため

の特別委員会等を設置するなどして、提案の実現に向けて十分な配慮をされることを期

待すると同時に、後述の「国立大学の役割と今日的意義」も十分に吟味きれ、個々の大

学の利害得失にとらわれることなく、全国９８国立大学が連帯し、行動されることを願
うものである。

なお、平成４年度高等教育関係の政府予算案は、歳出抑制の中にもかかわらず、最近

にない増額と新しい試みが盛られている。これを新たな第一歩として、さらに一層の改

善を進め、国立大学の強固な財政基盤が確立されることを期待する。

-７－



ｌ国立大学の役割と今日的意義

１．１国立大学と私立大学

わが国には国立大学の他に少数の公立大学と多数の私立大学が存在し、学部学生縫数は

約200万人に達している。特に私立大学は、現在学校数でも学生数でも全体の７割を超え

ている。いうまでもなく我が国近代の大学制度は、明治期にフランスやドイツを範として

官立（国立）大学の設置に始まったが、大正期に公立、私立の設置も認めて、アメリカ合

衆国同様の公私併存型となった。そして、国民の学歴要求に即応する私立大学の量的普及

速度は早く、既に昭和戦前期から戦後にかけてはそのシェアは過半数を超えていた。した

がって、昭和３０年後半以降の経済の高度成長の中にあって、主として国などの人材養成

の視点から最小限度設置されて行く国公立大学と、国民の高学歴要求に応じて任意に近い

状態で設置されて行く私立大学との割合が、今日のように大きく開いてきたことにも、あ

る種の必然性が感じられる。

しかし、この量的拡大に伴って、国立と私立の役割についての社会の一般的な認識に微

妙な変化が生じていることは、国立大学として深刻に受け止めて、改めて国立大学の役割

について真剣に自己点検すべき段階にあるように思われる。高等教育や学問研究はその分

野によりさまざまに展開されているから、ひと言で断定的に言うことには誤解を招きかね

ない。しかし、一般的に見ればかっては私立大学は教育面でも研究面でも、国立大学の

「「補完的役割」を担っていものと認識されていた。しかし、今その認識は薄らぎつつあ

る。反面国立大学に対する社会一般の批判は厳しく、その存在理由が問われたり、存鏡す

るにしても設置形態の変更を求められたりする場合がある。

それが、巷間の私的な意見であるばかりでなく、行政改革を論議した場や臨時教育審議

会で「法人化論」が主張されろなど、国立大学としては見逃し得ない状況になっている。

1991年12月には第二臨調の後継機関である「臨時行政改革推進審議会・豊かなくらし部会

第二次報告」が、国立大学について再度の指摘を行っている。「地方の国立大学について

は（中略）地方公共団体への委譲等についても所要の条件整備を含め、その可能性を検討

する」、「国立大学全体の〈中略）組織・運営の在り方について法人化など設置形態の見

直しを含め検討する」、などとしている。

たしかに、国立大学は学生や研究者からも見放されつつあるのではないかと見られる現

象もないわけではない。･入学者選抜に際しては、国立大学と一流私大の両方に合格した資

質の優れた学生について、「国立大学離れ」現象が見られろ。また、かっては例外的現象

だった、中堅の国立大学教員の私立大学への転職などという現象も珍しくなくなってきた。

これらの現象は地方国立大学においてとりわけ顕著であることも黙視できない。

国立大学の低迷については、それを構成する教員の研究や教育への姿勢、国の行政機関

という設置形態に由来する業務の非能率・非活性化など、大学自身として厳しく反省し、
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たださなければならない点も多い。しかし、最近ではジャーナリズムでもしばしば取り上

げられるようになった施設・設備の老朽化、乏しい研究費、若手・中堅教員の劣悪な待遇

といった問題が山積しており、それが国立大学の低迷をもたらしている面も大きい。

しかし、わが国の大学の中で国立大学のウェイトが繕小し、その存在意義が問われるよ

うな傾向がこれ以上高まることは決して好ましいことではない。世界的に共通する「大学

の普遍的な役割」として、高度顧業人の養成や学術研究の推進ということがある。それを

国立大学だけが専管的に行っているというわけではないが、そのはたしている役割は依然

として大きなものがあるからである。それは以下のように、基礎研究と研究者養成、大学

の学問分野別構成、大学の国際化への対応、地域社会の発展に果たす役割など、さまざま
な面に現れている。

１．２基礎研究・研究者養成と国立大学

研究者や高度専門職業人養成について、今では私立大学も相応の役割を担っているが、

国立大学のはたしている役割は、なお大きい。大学の研究と研究者養成は主として大学院

によって行われているが、その開設されている研究科数は、国立354、公立49、私立４３４

，計837研究科となっている（1990年）。大学院では、私立は学部の数におけるほど大き

なシェアを占めているわけではないが、それでも国立に匹敵する研究科数を保有している。

しかし、入学学生数では修士課程（博士前期課程を含む）が国立19,804人、私立9,649人

で、国立が定員を若干上回っているのに対して、私立は定員に達していない。博士課程入

学者は国立が5,170人なのに対して、私立は2,226人にすぎないというように高度専門的
覇業人や研究者養成で、国立大学の占める役割は大きい。

修士課程入学者を分野別に見ると、施設・設備にさほどの経費のかからない人文・社会

科学系では国立1,706人に対して、私立は3.519人と、それを凌駕している。しかし、工

学系では、国立10,267人に対して、私立は3,948人などと、大きな差がある。設置費用の

調達、学生に負担可能な授業料などの面で、私立大学が理工系学部を新増設したり、それ

を維持するのは困難であり、この面では今後も国立大学での拡充への期待は大きい。

研究科の内容面をみると、私立ではたやすく試みにくい新構想の大学院教育の多くは、

まず国立で実践され、普及していくという傾向にあることも無視できない。例えば教員組

織が学部から独立した独立大学院制度や、数個の大学院修士課程の上に連合して設けた連

合大学院制度などである。さらに、工業高等専門学校卒を入学資格として、学部後期と修

士課程の一貫教育をする技術科学大学（長岡・豊橋）、現職教員に修士課程の教育をする

新教育大学（上越、兵庫、鳴門）、先端科学技術大学院大学（北陸、奈良）、大学共同利

用機関等に接続した総合研究大学院大学など、財政難の昨今でも、国立では種々の試みが
行われている。

もっとも、社会科学関係の大学院では慶応大学・経営管理研究科、国際大学・国際関係
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学研究科、同国際経営学研究科など、私立大学の大学院で先導的試みが行われている場合

もま戎あり､理工系ほど国立大学の先進性や独自性を主張することはできない。

１．３国立大学の研究成果

わが国の大学はある分類方法によると、研究大学、大学院大学、準大学院大学、修士大

学、学部大学と分類できて、私立に比べての国立大学の優位性が実証できるという（注1)。

ここでいう研究大学とは①すべての学部の上に博士課程大学院を持ち、②大学院生／学部

学生比が国公立で9%以上、私立で6%以上、医歯系の単系大学では20％以上を基準としてい

る。この研究大学は24大学で、内訳は以下のようになっており、現在なお国公立大学が多

数を占めている。

縫合大学(16）北大、東北大、筑波大、東大、名大、京大、阪大、神戸大、広島大、九大

都立大、大阪市大、大阪府大

慶応大、上智大、早稲田大

複合大学（２）一橋大、お茶の水女子大

単科大学（６）東京医歯大、東京工大、東京芸大、札幌医大、東京医大、日本医大

（注1)慶伊富長編「大学評価の研究」東大出版会１９８４年

なお大学院大学は、すべて乃至大多数の学部の上に博士課程を持つが、大学院生

の比が研究大学以下の大学であり、準大学院大学とは、一部の学部のみが博士課程

を持つ大学である。大学院大学には私立の多くの縫合大学や国公私立の医・歯・薬

などの単系大学が含まれ、その数は121校に達している。また準大学院大学院には、

医学部を持つ国立大学が多く、３５校に達している。

先靖的学問研究の推進は、先進国家における大学として当然果たさなければならない役

割だが、その多くの分野は国立大学とその関連機関（大学共同利用機関など）によって担

われている。例えば、その推進が国際的義藩だとされている重要基礎研究（注2)の多くが、

主として国立大学と大学共同利用機関で行われている。

（注2)文部省学術国際局が重要研究としているのは、天文学研究、加速器科学、

宇宙科学、核融合研究、生命科学、地震・火山繭火予知研究、海洋科学、超伝導

研究、地球環境科学、南極観測事業、新プログラム方式による大型研究である。
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以上は大学の研究体制の規模の問題だが、その内容に立ち入った調査の一例として、有

馬朗人東大学長らによって行われた物理関係の「研究論文評価の研究」がある（注3)。

lNSPEC(lnternationallnformationSe｢vicesforthePhysicsandBngineeringCoImn-

njcations）という、ある年に発表された研究論文の中に、その前年と前々年に発表された

論文が、どの程度引用されているかについての国際的な調査結果である。これにより１９７６

年から1985年までの主要国の物理学の論文数をみると、米国、ソ連、日本、、西ドイツの

活躍が目立ち、しかも日本の論文生産数の年々の成長速度は早いという。そして、INSPEC

に500件以上の物理関係論文数が掲載されている、日本の大学および研究機関は以下のよ

うになっている。（注3,括弧内は總論文数）

〔国立〕東京大(9,463),東北大(6,344)，京都大(6,069),大阪大(6,062)，東京工大

（3,824),名古屋大〈3,737>,九州大(2,727),北海道大(2,671ハ広島大(1,589)，

筑波大(1097＋１３１東京教育大),金沢大(752)，名古屋工大(695)，静岡大(639>，

神戸大(620)，岡山大(614）

〔公立〕大阪府大(657)，東京都立大(582),大阪市大(545）

〔私立〕早稲田大(815),慶応大〈769),東京理科大(544)，日本大(518）

〔国立研究所ほか〕原研(2.086)，電子技術総研（1,610)，理化学研(883〉

金属材料研(797),無機材質研(649),高エネルギー物理研(580),防衛大学校(522)，

国立工業研(522)，

〔民間会社〕ＮＴＴ(2,853)，日立(2,093),東芝(801)，三菱(681)，日本電気(635>，富士

通(619>,松下電器(592）

これを見ると、１日７帝大と東京工大が大璽の研究成果をあげていることが分かる。しか

し各年別の百分率でみると、この８大学のシェアは年々僅かながら低下し、他の国立大学、

私立大学、官民の研究所のシェアが僅かずつ上昇している。また、国立大学では筑波に移

転して実験施設や設備を大幅に拡大した筑波大学と、東広島の新キャンパスに移転を開始

している広島大のアウトプットが増えているのが目立っている。いま、国立大学の研究教

育に危磯をもたらしている古い大学の施設設備の劣悪化の問題が、こういう面にも現れて

いるということが出来る。

（注３）科学研究費報告書「科学諸分野の研究論文数．特定研究2,1990年）によっ

た。報告書では、このような評価方法については、研究者が引用されやすいよう

な論文を粗製乱造する傾向を生むのではないかという批判もあるとしている。し

かし、この研究グループとしては、「わが国では良い論文を香かなければならな

い」と言い訳をしているうちに、研究活動が沈滞してしまう傾向があるから、そ

れを防ぐためには、あえて、このような試みをしたとしている。

－１２－



一方、人文・社会科学の研究は自然科学系とは趣きを異にする面も多い。日本文学や日

本史の研究で、日本が優れているのは当然のことであるとか、経済学・政治学・社会学な

どの研究でも、それぞれの国や地域の政治・経済・社会の体制に応じた特色があるから、

国際的に比較するのは必ずしも妥当でない場合もある。また自然科学系の研究に比べれば

経費がかからないために、私立大学や民間の研究機関など、さらに場合によっては個人で

も研究が相当程度まで可能である。現にその研究水準も高まっている。

哲学・史学・文学・法学・政治学・経済学など、戦前からディシプリンが確立していた

分野では、もはや国立・私立という区分は考えられなくなった。しかし、地域研究・比較

文化・国際関係論・経営政策科学・社会工学などの新しい学問分野や、調査やフィールド

ワークなど、研究専従要員を必要とし、研究経費のかかる分野は、主として国立大学で、

ないしはその出身者によって開拓され、発展をとげつつある傾向にある点には留意しなけ

ればなるまい。（注4）

（注4)些細な一例をあげれば、文部省留学生課は1968年から日本人若手研究者の

アジア・中近東諸国への派遣留学生生制度を実施している。インド哲学、文化人

類学、アジア経済論、同社会論など、一般的に内外の奨学制度に恵まれない、こ

れらの地域にかかわる人文・社会科学の35歳未満の博士課程在学者を含む研究者

要員に、派遣旅費と比較的潤沢な生活費を支給して２年間の留学研究の機会を与

える制度である。帰国者の大半がすでに日本の大学で教壇に立っており、効率の
よい研究者養成制度とされていろ。

この制度の1990年までの23年間の派遣者167人の学歴を分類したところ、公私

立大学の大学院生、海外大学院生などが35人なのに対して、国立大学の大学院生

・助手などは124人だった（他に経歴分類不能８人）。この国立大学の大学院生

の中には、学部段階の教育は他の国立大学は勿論、公私立大学で受けていたもの

も少なからず存在している。しかし、その上で旧帝大系などの国立大学院に進学
しているのであり、学郎段階の教育内容や水準ではともかく、大学院段階でのそ

れは依然として国立大学で維持・発展されているものと見ることができる。

１．４専門分野別教育と国立大学

次に学艶教育の面で国立大学がはたしている役割の特長を、私立大学との比較で特長づ
けてみよう。1990年度のわが国の学部学生数1,988.572人中、社会科学分野は787,325人

で、その全体に占める率は39.6％ときわめて高い。ひとえにこの分野での私立の比重が高

いためで、私立の全学生数の1,499,523人のうち、696,582人と４６．４％もを社会科学分野
で占めている。これに対して国立では433,166人中７０，６１４人で16.3％に過ぎない。

人文科学分野も同様の傾向で、その全体に占めるシェアは15.2％である。このうち私立
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は262,834人で17.5％を占めているのに対して、国立では28,123人で６．５％である。

このように私立は圧倒的に社会科学系と人文科学系に偏っているが、国立は万辺なく各

分野にまたがっている。人文・社会系とともに学部学生数の多いのは工学系で、その全体

数は290,646人で、１９．６％を占めている。工学部学生数の多いのは欧米と比べたわが国大

学の特色である。このうち私立は259,158人で私立全体の12.2％だが、国立は124,919人

で、国立全体の28.8％を占めている。

理学系は全体で66,778人中、私立が36,880人に対して、国立は27,708人である。その約

３割が大学院に進学して、研究者と高等教育教員の養成に大きな役割をはたしていろ。

教育学系（その大部分が教員養成）は全体で140,960人のうち、国立が90,632人、私立が

48,951人となっている。小・中・高校教員の量的にも質的にも、その中核部分を国立大学

で養成している。

公共事業や基幹産業にたずさわる高度専門技術者の養成、初等中等教育にたずさわる教

員の養成は、直接国や地方自治体の政策や行政にかかわることである。その役割はかって

はもっぱら国や都道府県の設置する学校に委ねられてきた。今日では私立大学等も携わっ

ているとはいうものの、費用や効率の面から国立大学に期待するところは大きい。

１．５地域社会と国立大学

教育の面では、国立大学は全国に分散しており、全国的な教育の機会均等と地域文化の

振興に大きな役割をはたしていることも無視できない。

第二次大戦直後、わが国は「１県１大学」という基本方針のもとに、各都道府県に少な

くとも、ひとつの国立大学を設置することを原則に、国家的な見地に立った計画的な地域

的配置をはかってきた。1960年代に入り重化学工業の発展を軸とした経済の高度成長期に

入ると、それに必要な人材養成のために全国的に工学部の増設・拡張が必要となったが、

それが比較的容易に達成されたのは、全くの新設ではなくて、すでに設置されている地方

国立大学というストックの拡充としてはたされたためである。また、この時期には工業高

等専門学校という中等教育の期間と一貫した新しい高等教育制度も開始されて技術者の育

成の寄与した。公立や私立の工業高専も各数校設置されたが、多くは国立の工学部が親大

学となって、ごく短期間にこの難事業を達成した。

1970年代に入って医師・歯科医師の不足から医歯系大学・学部の新設が見られた。これ

は戦後それまで継続していた厚生省の医師養成制限政策が緩和されたためで、東京圏、中

京圏、京阪神圏等には数年の間に多数の私立医学部が設けられた。このため、大都市圏と

地方との医学研究と医療格差が拡大するおそれを生じたが、政府は「１県１医科大学」の

方針を立て、地方に多くの国立医科大学を設置して、全国的な均衡をはかった。

最近は地方にも私立大学がかなり設けられ、また公立大学の設置もさかんである。しか

し、現在(1989年度）、学部段階の収容力のうち、国立大学の占める割合が５割を超える
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県が25県に及んでおり、また国立大学のみしか存在しない県が、なお２県残っている。

私立に比べれば低廉な学費ですむ地方国立大学の存在は、直接的に地方の人材に大学教

育の機会を付与するとともに、地方の全般的な進学への関心の高まりに寄与している。あ

る調査研究によれば、地方で資質は高いが、家庭が比較的低所得の層が、きわめて多く国

立大学に進学しており、国立大学は教育の機会均等の役割をはたしている（注5）。

（注５）金子元久他「高等教育機会の選択と家庭所得」（広島大学大学教育研究セ

ンター｢大学論集・1989年」）

これらの事情で、大都会地と地方の大学・短大進学率の差は、高い都道府県の下降、低

い県の上昇という形でl清まりつつある。進学率を1975年度と1990年度で比較すると、全国

平均では37.8％→36.3％とほぼ横這いである。これに対して、東京61.5％→45.3％、京都

53.3％→43.5％、大阪52.3％→39.4％と、大都市圏では大幅に下降している。対照的に１９

７５年に最下位グループだった３県は、青森20.3％→22.6％、岩手21.3％→24.4％、宮崎24.

0％→29.1％となっている。しかし、格差はなお存在しているのであり、地方における高

等教育の振興はなお必要である。

戦前の国の高等教育諸機関の立地政策には、旧制高等学校を全国に適当に分散して配置

するとか、地域ごとの産業の状況に応じて実業専門学校を設けるという、計画的な面があ

った。戦後も学制改革の当初は、上記のように１県１国立大学という地域計画を持って

いた。その後も文教政策として、そのような理念を全く放棄したわけではなかったが、経

済の急激な高度成長による地域状況の変化、高等教育に対する乏しい財政支出などで、拡

張の多くを私立大学に依存したために、国立工業高等専門学校の設置、地方国立大学の若

干の拡張、無医大県の解消措置程度しか実施できなかった。

地方国立大学も精綴な計画に基づいたわけではないが、学部・学科数や募集人員を僅か

ずつ増やしている。今後、大学進学人口の減少といった事態を考えると、私立大学では個

別大学の間の競争が激化するあまり、全体への均衡といった配慮を期待するのは困難であ

る。また私学の場合には、学生の確保に困難な地方で大規模に発展する可能性は乏しく、

今後地域による高等教育機会の格差は再び拡大するおそれすら考えられる。その防止のた

めにも、国立大学や公立大学の拡充を軸とした政策の展開が期待されるのである。

すでに述べたように多くの県や大都市では、１０数年前から私立大学の誘致に積極的で、

そのために用地を提供するとか、支援財団を通して財政援助する傾向が目立った。その上

最近は単独ないし事務組合方式で、公立大学を譜圏する傾向が注目されている。昭和６０(1

985)年以降、釧路公立、都立科学技術、静岡県立、奈良県立商科、広島県立、沖縄県立芸

術、富山県立の各大学が設けられた。平成４年には福井県立、福岡県立両大学の設置は決

定しており、さらに福島県立、青森公立、宮崎公立、広島市立冬大学などが創設準備に入

っている。これは、かっては「大学教育は国か学校法人のすること」といった意識の強か

った地方自治体などに、大学を中心とした高等教育を自らの行政範囲をする気風が生じつ

つある、傾向ということができよう。
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このような現象は地方国立大学の存在が、地域の大学への関心を高めるという先導的役

割を果たした結果ということも出来よう。だが同時に、地方国立大学が地域の教育要求に

充分に応じきれないために、自治体が私立大学を誘致したり、自ら大学設置の乗り出す傾

向になった点にも留意しなければなるまい。国は地方国立大学への投資を高める必要があ

る。また地方自治体は、自ら大学経営に乗り出すとともに、すでに教育・研究について人

的にも物的にも、相当なストックとなっている地方国立大学を援助して、地域高等教育の

「核」的な存在として行く方法を検討すべきであろう。差し当たって、地方公共団体が直

接国立大学を援助することを困難にする象徴のようになっている、地方財政法12条や地方

財政再建促進特別措置法24条の再検討を自治省に求めたい。

１．６留学生と国立大学

国際化の進展、とりわけ我が国の国際的地位や高等教育内容への認識の向上に伴って、

海外からの留学生が増えている。1990年５月の状況を見るとその人数は学部15,095人、大

学院12,383人、専修学校12,574人などで、計41,347人となっている。

このうち学部学生では私立が10,324人と全体の三分の二を占めているが、大学院段階で

は国立9,128人、公立513人と、国公立で８割近くを占めている。留学生の内訳が国立大

学と同様の構造になっている私大は早稲田大と慶応義塾大である。

これは、私立大学には社会科学関係の学部への私費留学生が比較的多く、国公立大学に

は理・工・農・医歯薬・教員養成等の大学院への国費留学生や外国政府派遣留学生が多い

ためである。この年の留学生数は1位が東大で1,461人、次が筑波大の759人、京大の7

13人、以下500-400人台に東北大、大阪大、東京工大、名古屋大、神戸大、千葉大、広

島大の頓に並んでいる。総合大学ではない東京工大が６位にあるのは、いかに理工系留学

生が多いかを示している数字だといってよかろう。

このため、理工系大学院の一部の博士課程では、日本人学生よりも留学生の方が多くな

り、実験・実習設備の不足や指導教員のオーバーワークに困りはてていろという現象も生

じている。これは、従来は留学生のための施設・設備や教員配当が重視されていなかった

ためで、今後この面への厚い手当てが渇望されている。

政府の「２１世紀への留学生政策の展開について」（いわゆる１０万人招致計画）では、

西暦2000年の大学院への留学生数を国立で20,000人私立で10,000人と見込んでいる。む

ろん学部段階の留学生も増加する。この計画を着実に実現するのは、かって国際的人材養

成の面で先進各国の留学生政策の恩恵を受けて成熟した日本の、現在における世界に対す

る重要な責務である。我が国が本当に「大国」ならば、それはかけ声だけで済まされるこ

とではない。優れた教員が、優れた施設・設備を使って留学生を教育し、さらにその研究

を指導するという体制を敷くことは、今日国立大学に課せられている重要な使命である。
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１．７国立大学法人化論への対応

以上、国立大学の役割と今日的意義について、ざっと見渡してきたたが、それにしても

「そのような意義を持った大学はナゼ国立大学でなければならないのか」という問いかけ

には、なお対応して行く必要があろう。つまり、冒頭の臨時行政改革推進審議会などの問

題提起に反論することであるが、それについて臨教審での審議経過を簡単にたどってみよ

う。臨教審では、－部委員から法人化論を検討して欲しいという強い要望もあって、アド

ホックに設けられた「大学の組織・運営に関する研究会」（代表新野幸次郎神戸大学長.

当時）に研究調査を委託した。この研究会は戦前・戦後の大学設置形態論の変遷、現在の

国・公・私立大学運営の現状、当面国立大学から移行しやすく見える特殊法人の現状等を

調査した。その結果、現在の特殊法人のような設置形態となった場合の合理化・効率化の

面（メリット）と、従来の「大学らしさ」を損なう面（デメリット）して次のような点を

あげた。

（１）管理運営に関しては、予算会計の手続きをはじめとして経営努力を行い得る余地が、

国立大学という現状よりは大きい。しかし、特殊法人といえども、多額の一般会計支出を

伴う以上は会計法の適用を免れず、また管理運営に関しては総務庁行政管理局の規制を受

けるのだから、自主的な経営努力の余地はそう大きくはならない。

(2)特殊法人形態の大学では、民間等の研究資金を導入しやすくするために、個人研究よ

りも共同研究方式が重視されよう。また、理事会が研究者集団よりも、強いリーダーシッ

プを発揮する可能性が大きい。これは研究者個々人が、自主性と主体性を持つ集団という

大学の性格との間に違和感を生じよう。

(3)職員は労働三権を享受できるが、運営費の多くの部分を一般会計に依存する特殊法人

では、理事者に当事者能力はない。このため、大学の特殊法人化は労務問題を現在以上に

複雑化する可能性が強い。

さらに行政法学や行政学の立場から見れば、特殊法人や第三セクター論の研究は着手さ

れたばかりで、それを大学という組織に照らした研究はまだ行われていない、とも述べら

れた。そして結論として「設置形態を特殊法人に移行させることには極めて慎重でなけれ

ばならない」としながらも、これは既存の特殊法人と比較しての検討の結論であり、「現

在の特殊法人の枠をこえて、活力ある大学の研究教育活動にふさわしい設置形態を新たに

探究することに篭曙してはならない」としていた。この報告書の結論は臨教審第三次答申

ともなっていたのである。（注6）

（注6)臨教審委託調査「大学の組織・運営に関する研究調査報告書・1987年２月」

１．８当面の国立大学活性化方策について

われわれ国立大学の関係者は、上記臨教審委託調査報告の見方を基本視点としたいが、
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それにしても国立大学の当面の活性化について、良質な外部資金の導入や、国立学校特別

会計制度運用の弾力化などとという努力を惜しんでいてはならない。以下そのための手だ

てを列挙してみよう。

(1)個別大学、学部、教員個人が社会の関連する個所に呼びかけて、良質な外部資金の導

入に一層の努力をすべきである。①学術研究助成のための奨学寄付金、②一定の研究調査

依頼にもとづく委託研究費、③国立"学校教員と民間磯関との共同研究のために受け入れる

共同研究費の総額は1991年には569億円と、文部省の科学研究費総額に匹敵している。１０

年前の５倍強、５年前の２倍強という著しい伸び率だが、なお増額の余地があろう。

（２）教員の選考は大学が行うが、給与や研究費はこの奨学寄付金によって賄う「寄付講

座」等は1991年現在、１３大学等に40講座ほど設けられているが、さらに増加することが期

待される。

また、地域の民間企業や自治体との共同研究が可能な地域共同研究センターの設置が1９

８７年以来進み、1991年には23大学に達した。研究内容は理工系が中心だが、やがて環境、

福祉などといった学際的課題の面でも、その拡充が期待される。

（３）国立試験研究畿関や企業等の研究所との協力は従来は教員の個人ペースで、その内容

も応用研究や開発研究に傾斜していた。しかし最近の動きは違ってきた。埼玉大学と理化

学研究所（特殊法人）との連携大学院が1985年に発足、1992年からは筑波大学で６研究科

が筑波研究学園都市の２省２庁所管の16研究所と提携するという、大規模な連携大学院を

計画している。電気通信大でも、最寄りの郵政省通信縫合研究所や、ＮＴＴ研究所、鉄道総

合技術研究所と連携した独立研究科の設題を計画している。これらは推進すべき傾向であ

ろう。

研究内容も、従来もっぱら大学での領域とされていた基礎研究の分野に省庁や民間の研

究磯関が踏み込んできている。また大学での基礎研究に付随して開発的な果実が生じれば、

それはそれで歓迎すべき傾向である。いずれにしても「縄張り意識」の払拭が必要であり、

中央官庁の方により強いその傾向が大学の活性化を妨げる場合には、それをただしていく

のが大学人の責務であろう。

(4)特別会計制度の弾力的運用は、教官等積算校費や学生等積算校費に関して、すでにあ

る程度は各大学内で行われていることである。これを明朗な形で実施することにより、各

大学ごとに構成員に連体感が生まれ、組織は活性化しよう。

しかし、特別会計といえども一般会計なみに財政法、会計法、物品法、予算決算及び会

計令の適用を受けるために、研究機関としての大学には馴染まない面が多い。それが、国

立大学において、教員に対応する末端の事務官に硬直した「会計のための会計」的な顧務

を要求することになる。事務官が誠実に、確実に事務を執行するために、教員に研究教育

活動以外の煩雑な書類作成を求めることになり、教員の側を困惑させる場合も注々にして

見受けられろ。このことが、ひいては大学全体の非活性化に連なっている面も決して小さ

くないのである。
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「予算の単年度主義」は憲法にも記載されていることで如何ともし難いが、研究にとっ
ては不便この上もない。旅費と謝金は厳密に区分されていることが、「旅費はあるが謝金
がない」といったことで、外部研究者等との交流を阻害する。こういったことから予算決
算及び会計令等の直接適用を受けない特殊法人化論は、教育研究活動に熱意と実績のある
国立大学教員からは、意外にも魅力を待たれているという面もあることは無視できない。
（注7）

（注7)これは、本報告者が臨教審専門委員として、上記の審議に関係していたこ

ろ、旧知の多くの国立大学教員から積極的に寄せられた所感でもある。

したがって、国立大学予算のたて方やその主要費目について、個別大学ごとに、ないし
は学部ごとにその特性に応じて、弾力的に運用できるような改正はできないものだろうか。
また、その会計処理の方法なども、研究教育機関に相応しい方法に改めることができない
ものだろうか。この点について、国立大学協会と文部本省の施設や会計の担当部局等が共
同して、早急に具体的な検討を開始することを期待したいのである。

大学人は高迺な概念的議論はするが、それに関して細かい具体的詰めはなかったり、み
ずからは詰めたつもりでも、実施不可能なことを主張する場面もなしとはしない。しかし、
この問題については、学問研究の自由と主体性を踏まえて、それを活性化して行くという
視点から、早急に対処する必要性が高い。また、そういう姿勢を具体的に見せることは、
社会全般の国立大学に対する理解を増すことにも効果があろう。さらに、その努力をつく
したのちであれば、「国立大学にふさわしい設置形態や運営方法の模索」も、ケレン味な
く、着実に進められ得るのではなかろうか。

(黒羽亮一）
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Ⅱ国立大学財政の現状

2.1国立学校特別会計の現状

１歳入構造の変化

国立大学の財政制度は，昭和３９年度に成立した国立豊對交特別会計制度によって運用さ

れている。この特別会計の収入源は，(1)一般会計からの繰入金，(2)付属病院収入（3M受業

料及び入学検定isfなどからなっている。こころみに平成２年度の歳入予算の総額は１兆

９８８８億円に達しているが，そのうち一般会計からの繰入金が1兆１９９８億円，付属

病陶､【人が４１４８億円．授業料課'又入が２０００億円，となっている。また．その構成

比は－１段会計からの受入が６０．３％，付属病院収入が２０．９％，授業料等収入が１０

．１％となっており，現在ではいわゆる国立畠剴交の自己収入が，全震入予算の４割を占め

･るまでになっている。

現行国立奇司交特別会計f嶺陵はすでに３０年間の歴史を経てきたが，その間にその収入構

造は大きく変化した。その変化を一言に表現するならば，一般会計からの繰入金の減少，

それに対する付属病院収入，授粟料収入などの自己収入の増UblIである。国立２;剣交特別会計

制度発足後の初年度である昭和３９年度では，国立学佼特別会計歳入予算のうち８２％ま

でがこの一般会計からの繰入金で占められ,それに対して自己収入は２０％以下の水準に

あった。こうした収入構造は，国立皆賛交特別会計H引陵発足以降最初の１０年間は維持さ

･れたが，昭和４９年度を境として，その時以来一貫して，一般会計力､らの受入の構成比が

年々低下することとなった。（資料ｌ）

その原因は．基本的には国家財政の悪化にともなう繁､甑Ｉ政画簾にある。国の一般会計

歳出予算の総額は，昭和５２年度までは対前年度比において，１０％あるいは場合によっ

ては，２０％を超える高水準で伸びてきたが，昭和５３年度以降は国家財政の悪化のなか

で，ゼローシーリング，あるいはマイナスーシーリングという枠が設定されることとなっ

た。その結果，ひとり国立大学予算のみが，他の予算項目に比して，突出した形で伸びる

ことが困難となり，一般会計からの繰入金の伸び率は．その枠内に厳しく抑制されること

となった。（資料２）
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２施設整備費の削減

もともと国立学校特別会計は．人件費の占める比率力塙く，それだけ硬直的な特徴をも

っている。平成２年度の場合,総予算約２兆円のうち６１兆1000万円蝋予算の５６

％）までが人件費であり，残りの４４％，つまり８８３０億円でもって，教育・研究経費

，施設・設備の充実のための費用を，すべてまかなわなければならない構造になっている。

このうち，人件費は入学定員増にともなう教員増，教育・研究の高度化にともなう新学

部，新講座等の新設による教員増などで，増加傾向にあり，総定員法による事務系職員の

削減をもってしても，人件費の増加を抑制することは困難である。その結果，これまで最

大の削減の対象となってきたのは施設整備費である（資料３）。国立大学のための用地の

取得，校舎・研究施設の建築，図書館の建設などは，すべてこの費目から支出されるが，

こうした施設整備費の削減の結果，教室，研究室，実験施設，図書館の新・増築が進まな

いばかりでなく，老朽化した施設・設備の改築・補修もまた進んでいない。

国立学校特別会計制度発足当初，国立学校特別会計歳出予算のうち，約２２％が施設轄

備費として割かれていたが，その比率は年々低下を続け．平成２年度にはわずか１４４２

億円．全体の７％の水準にまで落ち込んだ。その結果，平成２年度『我が国の文教施策」

が指摘する通り，『現在，大学キャンパス内では，昭和３０年代後半の量的拡大の時期に

建てられた老朽建物の改修・改築が必要になっている。また，国立の高等教育施設につい

ては，昭和５０年代後半以降の国の予算の厳しい抑制のため，施設設備費が一時期に比べ

て半減しており，教育・研究における多様化・高度化する要請への十分な対応が困難にな

っている。特に建物保有面積約１，６８９万７，０００㎡の約４割（平成元年５月現在）

･が，建築後２０年以上を経過し，その改修・改築が大きな課題となっている」（９１～９

２頁）という状態にたち到っている。

このように、既設施設の整備が大幅に立ち遅れたのは，昭和４０年代後半におこなわれ

た医科大学の新設に施設整備費のかなりの部分を割かざるをえなかったこと，さらにはこ

の近年来の国立大学の入学定員の増加に応ずるために，特別会計のなかからかなりの経費

を割かざるをえなかったことなどが，原因しているとされている。国立学校施設整備費に

よる事業量（建築面積）は，これまで平常時には．年間約６０万㎡であったが，昭和６０

年度以降は，その半分の３０万㎡以下の水準に落ち込んでいる。（資料４）

-２１－



３施設整備費削減の影響

このような施設整備費の削減の結果建物の新・増設が進まず，理系にあっては実験施

設器械の置場に苦盧するという事態が起こり，文系の場合には．図書等を収納する場が

ないという事態が生じている。このスペースの狭陰化は，最近における学生の定員増，さ

らには院生・留学生の増加によって，さらに拍車がかけられており，大学における研究条

件は急速に悪化しつつある。

ちなみに国立大学全体でみた場合，大学院生の占める割合は昭和５５年度の８％から，

平成２年度には１１％に増加し，さらに留学生の占める割合は．同期間に０．７％から，

２．９％へと急速に増加した。とくに博士課程を置いた大学院では外国人学生の増加が

著しく，そのこと力研究室，実験室の狭陸ｲﾋをもたらしている。

現行の「国立学校建物基準面積」は新制大学発足当時に定められたものであり，その後

の教育・研究活動の質的変化を考狙H2した場合，すでに時代遅れとなっている。この点に関

して。８大学工学部長懇談会の「未来を拓く工学教育」Ｉよ「博士課程講座に対する10

0㎡の上積み措置は，大学院における教育研究の比重が増大している８大学工学部におけ

る教育研究活動の実態にそぐわなくなっている」と指摘している。
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Ｇ萱米斗Ｓ＞ 国立学校特別会計（昭和４１年度）

歳出予算

DftZI（0６

備費 (21.8%）研

附属病院（1４

国立学校（55.3%）

国立学校特別会計（平成２年度）

歳出予算

(７．３%）

附属病院（

学校（59.4%）

｢国立学校特別会計予算執行ハンドブック（平成２年度）」より。
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＜髪萱未斗４＞

国立学校施設整備費（文教施設費）予算額及び事業量（建築面積）の推移
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(注２）事業丑（建築面積）…………………千鉢＄柔且

文部省からの提供資料。
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２．２基幹教育研究経費の現状

１教官当積算校費、学生当積算校費の推移

こうした雄譲■噌費の落ち込みとともに，基幹的な教育・研究経費である教官当積算校

費もまた伸び悩みの状態に陥った。教官当積算校費は，昭和５０年度以降昭和５６年度ま

では年々数％の増額がなさｵＬ昭和５６，５７年度にはピークに達したが，翌５８年度に

は対前年度比において２．２％の肖臓がなされ，それ以降平成２年度の改定にいたるまで

の７年間削減されたままの状態が継続してきた。平成２年度にいたって対前年度比で１

％の増額されたが，それでも５７年度水準を回復するにはいたっていない（資料５）。

それに対して，この間の消費者物価指数は昭和５１年度を１００として，平成元年度ま

でには１５４に達しているのに，教官当たり積算校費は講座制，学科目制をとわ承この

間に１２２の伸びにとどまっており，物価上昇率を下回る状態はすでに２０年間以上にわ

たって継続しており，なかば恒常化の傾向をみせている（資料６）。

これに対して，学生当たり積算佼費は，昭和５６年度までは教官当たり積算校費を上回

る比率で増額されてきた。なかでもとくに大学院学生の積算校費は，他の学生以上の比率

で増額がなされてきた。しかし，これもまた５７年度をピークとして．翌５８年度には対

前年度比で１．５％の削減を受け，その状態が平成元年度まで継続してきた。平成２年度

には教官当たり積算佼費と同I蕊１％の増額がなされたが．５７年度の水準を回復するに

は到っていない（資科７）。

学生当積算校費を消費者物伍指数との比較でみるならば，昭和５７年度頃までは消費者

物価指数と平行した改定がなされてきたが，それ以降は伸び悩み傾向のなかで，とくに学

部学生の積算校費は物IHL上昇率に追いついてはいない。

２研究コストの上昇

さらにまた、近年における研究活動の高度化とともに，研究コストが上昇し，第一線の

研究水準を維持するには，多額の経費を要する時代が到来しつつある。理工系の場合には

、校費ではなかなｶﾘﾛ9入できない１，０００万円から２，０ｏ０万円程度の設備に対する

希望が多い（資Ｈ８）。また，現在使用中の研究教育用鰻器の性能に対する不満が，広い

輯囲にわたって広まっている（資料９）。理工系では，校費として配分される予算は，ほ

とんど光#Ｍ(乳基才釣なジャーナル類の鬮人，日常的な実験用消耗品等で消え，ほとん

どの場合も実F抽な研究は科研費によってまかなわれている。しかもその科研費が配分さ

れる日騨は３年，あるいは５年に１度の程度であり，こうした不安定な財政基盤力研究
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者にフラストレイション感を与えている（資料１０）。

文科系においても，フィールド・ワーク，データ解析をともなう研究の増Dmlは不可避的

であり，研究におけるコンピュータリゼイションはすでに当然のこととなっている。それ

に加えて，箪入書籍の単価高魁ジャーナノ噸の倉謎なfi錨lにともなって，基本的文献の

収集・整備に多大な経費を要する事態が至床している。

理工系博士講座の積』輯1価は７５２万円であるが，先にも述べたように．末鎧の研究

者にはその半分程度し力行き渡らず，３００万円程度を所属教官と多くの院生が四日分しな

ければならない状態におかれている。また，文系博士講座（非実験講座）の場合には，も

ともと講座当たりの櫛蝉価が１９２万円にしかならずｂそのうち半分が中間段階で消え

，実際に使用できるのは，100万円程度でしかない。基本文献の購入蓄積をはかり，

同時にデータ分析を行うことは．ほとんど不可能な状選にある。

３民間研究機関との格差増大

さらに理工系の場合ｂ民間企業の研究所ｂあるいは政府研究１日関と比較して，大学の研

究条件は年を追うごとに悪化の傾向をたどり，そのことが国立大学の危機感の重要な源泉

となっている。研究者＝人当たりの研究費をH鮫してみると．昭和４０年度当確大学の

２６８万円に対して，研究機関の３５２万円，会社等の４２８万円と，その当時からすで

に大学１００に対して，研究機関１３１，会社等の珊断１６０の格差が存在していたが

，この格差は昭和６３年度には大学１００に対して会社等の研究所２６７，研究機関３９

５と．急速に格差力紘大しつつある（資料１１）。また．研究者一人当たり研究補助者数

を比較してみると，平成元年度には会社等の研究所が０．５６名．研究機関がｑ５４名

であるのに対して，大学の場合には０．１５名にしか達せずｂ大学の研究条件の悪化は明

白である。（科学技術白書。平成２年度版）

こうした大学における研究条件の悪化とともに，大学は多くの博士課程院生を失い優

れた人材を大学に誘致することがますます困難となってきている。

４国立大学に対して講じられてきた措置

このように稜算単価は，長年にわたって据え置きの状態に冠かｵzてきたことは事実とし

ても，6h万$その間に国立大学に対しては，さまざまな形で特別の措置力翰じられてきた

。その一例は教育研究特Z経費の創設であり，その増額である。これは積算佼費のみの突

出した増額が匪膜Eとなったことに対応する措置として設けられた費目で，Ｈｇ和５６年度に

は７８．９億円であったものが，平成２年度には２０９．８億円と。教官当積算校費を上
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回る伸び率で増額されてきている。その額は平成２年度の場合には国立大学教員一人当

たり約３９万円に相当することに着目する必要がある（資科１２）。

さらにまた，教官当積算校費そのものも，積多額ﾖ価の伸び悩みにもかかわらず，その総

額においては，積娚幽噸以上の伸び率で増加してきている事実に注目する必要がある。つ

まり教官当積算校費の総額は．昭和５６年度の８８９．９億円から平成２年度の１，１０

０６億円にいたるまで１－２４倍に増加した。この増加の主たる要因は，国立大学教

官数の増加にあることは明らかであるが，それだけでは説明できない。今，これを国立大

学の本務教員一人当たりに換算すると，昭和５６年度の１８２万円から平成２年度には２

０５万円と，約１．１３倍ほどに増加している。積算佼費の単価が，この間に０．９９８

１に減額しているにも力､かわらボ本務教員一人当たりの教官当積算校費が上昇している

のは，ほかでもない，積算単価の低い学科目から修士講座，修士講座から博士講座への転

換が進められたためである。

たとえば，全国国ウ大学の教官のうち，教官当積算校費の最も高い博士講座に所属する

者は昭和５７年度には全体の４７．２％を占めていたが，平成２年度には５０．１％に増

加し，また修十蟄庫所属教官は２８．５％から３２．３％に増加，これに対して教官当積

算校費の最も低い学科目に所属する者は，全体の２４．３％から１７．６％に減少した（

資料１３）。つまり，教官当積算校費の単価そのものの伸び悩みにもかかわらず、このよ

うな博十塞庫修士講座の増設それに代わる学科目の相対的な減少の結果．教育研究経

費の改善が図られてきている。

このように緊誼財政下にあって，他の庁費と同橇その増額が厳しく制約されている状

況にもかかわらず，大学院の設置，それにともなう教官当積算校費の増額，さらには教育

研究特別経費の創設を通じて，国立大学に対しては，さまざまな財政上の措置が講じられ

てきた。いま，教官当積算校費と教育研究特別経費の両者の合計し，国立大学教官＝人当

たりの平均額に換算してみると，昭和５６年度の１９８．５万円から，平成２年度には２

４３．７万円へと，約１－３８倍に増加している。これだけの伸び率は，同期間における

文吉B省所管歳出予算の伸び率１．０８をはるかに上回っており，さらにまたこの間の消費

者物価指数の伸び率１．２２倍をも上回っていることに注目する必要がある。
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<資料５）教官当積算校費
文部省からの提供資料。単位･百万８

７
６
５
４
３
２
１
２

ＳＣＯ６
５９６１

非実験（博士）…･･実験（博士）…非実験（学科目）－－実験(学科目）

〈資料ｓ＞教官当り積算校費と物価指数との比較

162

152

148

１３２

122

112

122

ＣＳＣ
Ｓ６０

一教官当り積算校費---消費者物価指数

文部省からの提供資料
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（罎至米斗７＞ 学生当積算校費文部省からの提供資料｡；
単位･千

322

25日

2２２

152

1B２

5０

曰

８６０６

５１

－文科（博士）

５ｓ５５５７５９６１６ｓ２

．．理科（博士）…文科(専門課程）一理科（専門課程）
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Ｇ萱米斗＆）＞ 新しく必要な露器〕

希望数

(人〕
価格

(中位値）

計測・分析機器 10,3441,500万円

電算器 7,020３００

理化学機器'2,6171,000

試験機器ﾀｶd工機械《、1,8172.000
光学・写真影像装置了1,7561.000

医療機器装置鑓雛ｉ1,5941.500

,国立大学財政基盤調査研究委員会中間報告「教官の直面する教育研究費の現状」より。□

＜宝萱未斗ｇ＞ 使用中の研究教育用擾器の性能網〕

きわめて不十分不十分十分

計測･分桁機器

電算機
情報関連装置.

理化学機器

国立大学財政基盤調査研究委員会中間報告「教官の直面する教育研究費の現状」より。

Ｇ萱米斗ユＯ＞科研冒の過去5年間の交付回数分茄(湖

大都市の地方のその他
総合大学総合大学の大学

学
体

大
全

0回 2０４１３６３３

1回 2１２３１５２０

２回 1８１５１６１６

３回 ８ ９１０1２

４回 ８ ５ ５６

５回 ８ ４
￣

｡ ６

6回以上１３ ４１．１９

計 100１００１００１００

国立大学財政基盤調査研究委員会中間報告「致官の直面する致育研冗費の現状」よりＧＱ
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＜舅萱米斗ユユ＞ 研究者－人当り研究費

万円）単位

千
明

38iｇ

３
2585

２

698

昭和４０年度 昭和６ｓ年農

図大学国会社等圏研究機関

科学技術白書各年度版より。
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<資米斗１２）教育研究特別経費
（億円）

０７－２１０

麺
麺
翅
、
蝿
、
、
鋼
銅
姻
麺
０

193

173１７３

157

■
145 〆

Ｚ138

107 ／

参7９
' '

Ｚ

参骸 笏’i1房〃

５６５７５８５９６０６１６２６３１２

｢国立学校特別会計予算執行ハンドブック（平成２年度）」より。

Ｇ萱料工ｓ）博士講座・修士講座・学科目別教官数

四
銅
銅
祠
釦
銅
姻
犯
麺
烟
０

１

昭*IlDr王

総数４２，４００名， 総数４７，７００名

因博士講座国修士講座圏学科目

「国立大学の学科及び課程並びに謂座及び学科目に関する省令（昭和３９年文部省令第３
●

号）ｊに基づく試算。

－３３‐
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2.3教育研究支援組織の現状

１定員削減の影響

上記のように，さまざまな措置によって，国立大学予算の増額が計られてきたことは事

実であるが，こうした財政努力にも力､かわらボ国立大学の財政的危機を指摘する声は広

範囲に広まっている。いったい，その原因はどこに存在するのか。その原因の一つとして

挙げなければならないのは，定員削減によってもたらされる教育研究経費の実質的目減り

である。

昭和３９年度以降導入された総定員法のもとで，国家公務員全体の定員は，厳しく抑制

されることとなった。それとともに，他の省庁と同旗国立大学は多くの鞍員定員を失う

こととなった。これまで，教員，看護婦に関しては，極力定員を確保する措置がとられて

きたが．その分だけ，駿員に関しては，厳しい肖臓が行われた。そのことは．昭和４０年

度と平成２年度を比較すると，学生数は２．１８倍に増加し，教員数は１．８倍に増加し

たのに，職員は１．２７倍にしか増えなかった，という事実からも明らかである（資料１

４）。

これまでの推移を見ると，職員数は昭和５９年度の６４，０３３名とピークとして，そ

の後は減少傾向にある（資料１５）。職員一人当たり学生数は，昭和４０年度の５．０人

から，平成２年度には８．６人と１．７倍に増加，鞍員一人当たり教員数は同じく0．６

２人から０．８９人へと，１．４倍に増加した（資料１６）。その結果，一人一人の職員

の覇溺作業量が増加し，そのことは更に教員の作業量の増加となって跳ね返えり，そのこ

とが教育・研究活動を阻害している。

さらにこの定員官職は，個別大学におりた場合，国全体，あるいは文部省全体としての

削減率を上回る削減率となって現れてきた。こころみＡ大学の場合における削減率を見る

と，以下のようになる。

国全体率文部省率Ａ大学率

第１次定削（４３～４６）５％３．８％４Ｊ８５％

第２次定削（４７～４９）５％３．６％７．１％

第３次定削（５０～５１）２．４％１．７％４．１％

第４次定削（５２～５４）２．４％１．７％３．７５％

第５次定削（５５～５６）４－２％２．９％２．８８％

第６次定則（５７～６１）５％３．６％８．３６％

－３４－



第７次定削（６２～３）５％３－３６％８－３１％

その結果．各大学とも事務職員の不足が顕著となり，近年の学生定員の臨時増とあいま

って．事務職員の負担は急速に高まりつつある。Ａ大学を一例にとるならばｂ教員，学生

数が継続的に増加しているにもかかわらず，事務職員は昭和５０年度前後をピークとして

，絶対数において減少傾向をたどり，昭和４１年度以降現在にいたるまでに，職員一人当

たり学生数は１．９倍となり，職員一人当たり教官数は１．５倍となった。

２教育・研究経費の実質目減り

さらにまた，このようにして削減された騒員の職務を補填するため，多くの匡泣大学は

臨時騒員を雇用せざるをえなくなった。しかし，そのための経費は，結局のところ，従来

教育研究に投じてきた部分から割かざるをえず，その結果，大学共通，学部共通，あるい

は学科共通で負担しなければならない経費が急速に増ｉｎし，教育・研究の第一線で活動す

る教官への配分額は，絶対額において減少し，そのことが財政的窮乏感となって現れてい

る。

もとより，各学部レベル，学科レベルで，いかなる経費を共通経費として共同負担し，

どの程度を個別教官に配分するかは，それぞれの学離学科で異なっており，一律に論じ

ることは困難である。しかしながら，塵B繋裁員のための経費が教育研究経費の目減りの大

きな部分を占めていること'てＬ否定しがたい。いったい国立大学全体として，どれほどの

臨時職員を採用し，そのためにどれだけの経費が支出されているかは不明であるが．われ

われの実施したいくつかのケース・スタディによると，教官当積算校費の約１０数パーセ

ントが失われているものと推計される。

その結果，我々の実施した匡位ﾌﾟご鴬教官に対するアンケートの集計結果によると，各教

官に!i扮される経常的な研究費は，人文・社会系で年間約６０万円，理工農系で約100

万円となっている（資料１７）。しかしながら，文部省を出るときの教官当積算校費の教

官-人当たり平均額は２０５万円である。それが教育研究の第~線で活動している各教官

のもとに要盾するまでの中間段階で，かなりの額が差し引かれていることを物語っている。

（潮木守一）
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＜賢司ｑ工４）学生数、教員数、職員数の伸び率

2.18昭和４０年度と平成２年度とのこ２
２
８
６
４
２
１
８
６
４
２
０

●
●
●
●
●

●
●
●
０

２
１
１
１
１

９
０
０
０

1．８０

1．２７

〃〃
ＺＺＺ

職員数教員数学生数

学校基本調査各年度版から算出。

Ｇ震副sI-工ら＞
国立大学の学生数、職員数、教員数倣

而

の●●●●●●●Ｃ■●夕■●Ｓ●●●●●●●●●●■■●●●。●

■●

69

卵

4８

36

22

4日f↓三三当ﾆﾖﾃﾞﾖ異P雷芒黒黒ご巳P急魏
－学生数（１０のｌ）－－教員散…職員数

学生数は，この目盛りの１０倍となる。

学校基本調査各年度版から算出。
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＜資料工ｅ＞職員一人当り学生数、教員数（国立大学）

０．９

9.8

０７

●●びり●｡●●●６．６

ｊＰ●□●●●●夕■pＤＣＢ■●g■■●●●PＣｏｍｏ
ひＰ

□●

0.5 ●●

､.４

４０４２４４４６４Ｓ５０Ｓ２Ｓ４Ｓ６１５Ｓ'６０Ｇ２'元年
４１４Ｓ４５４７４ｇ５１５Ｓ５５５７５ｇ６１６Ｓｌ

－職員一人当り教員数．…･職員一人当り学生数

職員一人当たり学生数は，この目盛りの１０倍に当たる。

学校基本調査各年度版から算出。

<髪菱斗sトユ７）

教養課程
］必要蕪

人文社会系

教育系

理工農系
250

医歯薬系

国立大学財政基盤調査研究委員会中間報告「教官の直面する教育研究費の現状」より。

-３７－



2.4国立大学の教育研究施設整備．設備費の推移

１長期的な縮減傾向にある施設整備費

国立学校特別会計の歳出予算は、大きくいって教職員の人件費と国立学校の教育研究をき

さえる基幹的な教育研究経費や施設整備費などからなる物件費とに分けられる。この物件費

の内訳は、概ね以下のようになっている。

･教育研究経費

蝋壬蕊iii＄
･病院診療経費

物

･施設整備費 ･各種新営経費（一件2,500万円未満の工事費）

式型機械装置-[露|鰯鮎医療機械購入，
･不動産購入費

･一般改修費

(経常的修繕に要する工事費）
･施設災害復旧費

･付帯事務費

件

賛

･借入金償還

･外部資金研究費

棚充実費ljHl;病院壬讓欝;設㈱（一般、特別設備費等）

国立学校特別会計の歳出予算における人件費と物件費の構成比の推移は、物件費の増加に

比べて人件費の増加の伸びが著しいことから昭和５１年を境にその比率を逆転させ、それ以

降は物件費の圧縮・抑制の傾向が一般化するようになった。こうした物件費の傾向にたいし

ては、国立大学協会第６常置委員会「国立大学の財政の現状と問題点』（昭和５３年５月）

なども早くから、「この人件費の増加は、主として物価の高騰に基づく給与・手当等の引上

げおよび定員の増加によるものであるが、本来ならば、物価の高騰は物件費にも及ぶべきも
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のであり、また定員の増加につれて物件費も上昇すべきものである。そして、現在の教職員

の給与等（退職金を含む）水準が決して高くないこと、および研究・教育手段が高度化しつ

つあることを考えるならば、研究・教育のための物件費の比重の低下は憂慮すべき事態であ

るといわなければならない。物価の高騰が人件費を押し上げ、それが全体としての大学予算

が抑えられている下で物件費をますます圧迫していく傾向は、とくに最近顕著にみられると

ころであり、人件費と物件費のバランスをいかにして確保するかは、当面の大きな問題であ

る」と指摘していた。しかしながら、その後の経緯は、上記のように指摘される問題を一層
深刻なものとさせてきた（図１）。

図１

％

１００

国立学校特別会計歳出予算の物件費と人件費の構成比推移

８０

６０

唖
．
人
糀
費

４０

２０

０

３９４５５７５８５９６０６１６２６３元２３

ただ物件費の長期的な圧縮・抑制といってもその影響は一様ではなく物件費の各費目によ

って大きく異なってあらわれている。平成３年度国立学校特別会計予算の物件費の費目は金

額の大きい順に、教育研究経費３８９，５８０百万円、病院診療経費２５７，８２８百万円、

施設整備費９１，１７７百万円、外部資金研究費５６，９６２百万円、借入金償還５６，０２８

百万円、大型機械装置４１，１７５百万円、設備費２７，９９２百万円、不動産購入費等２０，

６７９百万円となっている。そして、物件費の長期的な圧縮・抑制という状況の下で、物件

費中最も経費の削減の影響を被っているのが施設整備費、設備費といった中核的・基幹的な

施設・設備の費目である（設備費については、後の「（３）設備費の窮乏化問題」の項を参

照）。その原因は、昭和５７年以降の予算編成におけるゼロ（マイナス）・シーリングとい

う財政政策の下で、当校費等の教育研究費の維持や科研費、ビッグサイエンス、歳入見合い

での病院診療関係整備費等を確保することを余儀なくされる状況が続くなかで施設整備・設
備費にそのしわ寄せが集中した結果である。
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表１ 国立学校施設整備費予算額年次別一覧（当初予算）

(国立学校施設整備費事務研究会編集「国立学校施設整備事務必携」

平成２年度版ぎようせいより抜粋）

７４８ｇｌ９ｌ２５８８，７１２，９１４４０７７５Ｍｑ２２ｑ７１１

表１は、物件費の施設整備費の各費目における予算額の推移をみたものであるが、これか

らも国立学校建物の新・増・改築・改修、環境整備等といった基幹の施設整備を賄う文教施

設費、各所新営経費が各々昭和５４年度をピークに減少しつづけ近年ではピーク時の５０％

前後を確保しているにすぎないことが分かる。そうした文教施設費の減少とともに、毎年の

事業量（建築面積）も低迷し近年では２７～２８万㎡を維持しているにすぎない（図２）。

-４０－

年度 文教施設費
籔蔚営経 ： 病

ヨ議鱸 轤溌楓 一般改修畳
評産Rn入 事務貝等 計

４１ 3７，２３１，５２７ ２．０４４，４８１ 20700,000 5930429 420569,437

４２ 4２ 364 878 ２ 327 ４１１ ５ IOD 000 678 9現 5０ 471 243

４３ 4３ 835 845 ２ 497 233 ５ 300 000 709 947 5２ 343 025

４４ 4３ 649 234 ２ 668 1３２ ０ 800 000 7駒 9画 5１ 881 289

4５ 4０ 248 755 ２ 988 ０００ ４ 500 000 6” 301 4８ 436 056

４６ 4０ 622 185 ３ 317 000 ４ 000 000 709 836 4８ 649 ０羽

4７ 4４ 531 516 ３ 748 000 ５ 800 000 774 943 邸 854 459

4８ 5２ 1６７ 349 ４ 623 000 ５ 700 000 902 605 閲 392 954

４９ 7０ 032 211 ４ 623 000 ８ 000.000 1.319 O海 国 974 286

5０ 9８ 498 ４６５ ４ ８５４ 000

・
４

000,009 ２ O” 0“ 109 379 529

５１ ・１０４ 444 ５６０ ５ 131 000 1，０４８，９４４ 2,092,000 3,057.790A ’５ 915 000 Ⅱ 942 191 1鱒 631 4“

5２ 116 001 ３７１ ６ 347 402 544 404 ２ 702 000 ３ 017,838 ８ 159 919 Ｚ 475 240 139 248 224

5３ 133 8１２ 968 ９ 583 258 876 ６１４ ５ 467 000 1,717,4別 ３ 609 000 1２ 310 024 ２ 9鹿 766 】7０ 359 0関

５４ 154 570 212 1５ 334 157 960 310 ８ 000 000 ６ 139 ７１５ ３ 830 000 1４ 656 000 ３ 1魔 308 206 6別 702

5５ 150 ６ 399 1４ 446 067 764 455 ７ 470 000 ５ 717 055 ４ 072 000 1１ 789 176 ２ 9６３ 614 l” 005 165

5６ 1４１ 4１９ 235 １２ ７１２ 539 114 992 ８ 327 000 ８ 122 570 ４ 281 000 1２ 779 324 ２ 777 877 191 534 537

5７ 1３１ 870 900 1１ 885 067 1．９５７ 400 ８ 192 000 1６ 498 IOD ４ 526 000 1２ 607 680 ２ “８ 019 190 085 170

5８ 115 586 154 1１ 069 000 １．７２３ 000 10 856 000 2６ 761 400 ４ 781 000 1６ 748 １両 ２ 0Ｍ 409 189 539 136

5９ 9７ 014 216 ９ 635 000 4９７ 000 ８ 467 000 2４ 143 900 ５ 409 000 1２ 842 000 １ 840 568 159 648 6別

6０ 8２ 759 340 ８ 387 000 1２１ 700 ７ 929 000 2２ 306 000 ５ 657 000 1６ 3卿 297 １ 372 853 144 856 190

'６１ 7８ 803 853 ７ 968 000 ０ ８ 729 000 1６ 971 000 ５ 679 000 1３ 488 １６８ １ 321 932 1３２ 960 953

6２ 7８ 803 853 ７ 550 000 ０ 1１ 107 000 1５ 776 950 ５ 923 600 ９ 025 851 １ 2万 ０７８ 129 4“ 332

6３ 7９ 119 000 ７ 034 200 ０ 2０ 00.1 000 1５ 269 800 ６ 366 800 ７ 177 3６１ １ 300 ０１３ 136 271 174

一
躯 ８０ 776 346 ６ 936 892 ０ 2２ 327 310 1６ ８１４ 938 ６ 788 730 ６ 930 382 １ 313 8鍋 14】 888 457

２ 関 675 990 ７ 1８６ 4０３ ０ 2０ 166 000 】７ 489 076 ７ 191 258 ６ 071 209 １ 444 775 Ｍ４ 224 711



図２国立学校施設整備費(文教施設費)予算額及び事業量(建築面積)の推移
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物件費一施設整備費の中で最も経費削減の影響を受けている文教施設費をその各費目ごと

にみたものが表２（平成２年度文教施設費内訳）、図３（文教施設費予算額の推移）である。

文教施設費は、その事業の内容を新設大学等施設、研究学園都市施設、移転統合施設、附属

病院施設、既設学部等施設といった各事項に区分されている。ちなみに、平成２年度におけ

る文教施設費は８４６億７５９９万円であるが、その内訳別の金額をみたものが表２である。

表２平成２年度文教施設饗内訳

（）内は、平成元年度

新設大学等施設とは、新設医科大学、新構想大学、共同利用機関の施設、医療技術短期大学

部の創設、学生増募、特殊施設の新設及び特殊設備の導入に伴い必要とする施設などの整備

に関する経費であり、学生増募等を含むことからその全てが新設大学に要する経費という訳

ではないが、既存・既設の大学・学部の施設整備費である他の項目（研究学園都市施設、移

転統合施設、附属病院施設、既設学部等施設）とは区別きれる。

文教施設費の各項目毎の予算額推移を見てみると、図３からも明らかなように全般的に経

費の減少傾向にある文教施設費の中で歳入見合いで財政投融資からの借入金を確保できてい

る附属病院施設経費が微増ながらこの間唯一増額しつづけていることは注目されるが、他項

目は新設大学等施設も移転統合・研究学園都市・既設学部を合わせた既存・既設大学学部の

施設経費も共に昭和５４年度のピーク時から半減している。ただし、移転統合・研究学園都

市施設も確かに既存・既設の大学・学部の施設整備費といえるものであるが、これらが移転

統合や研究学園都市の対象となっている特定の大学・学部に集中して投資きれるのにたいし

て、大多数の既設学部等の施設整備に充当きれる既設学部等施設費が文教施設費のなかで股

-４２－

、
２ 千円

(1)新設大学等施設
(８５，０２０）

８２，１４０
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も顕著な低落傾向を示してきたことは看過できない事態である。平成２年度の既設学部等施

設費７０億９１９９万円は、文教施設費全体のわずか８．３８％にすぎず、移転統合・研究
学園都市施設以外の大多数の既設建物の施設や環境の整備費としては少額ともいえ、これら

が教育研究の高度化に対応する国立大学の施設整備の充実を滞らせ建物施設の老朽化をすす
める一因ともなっているとも考えられる。
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２施設整備の老朽化問題

前述のように、文教施設整備費一なかでも既存既設大学・学部等の施設・環境の整備費、
各所新営経費等が長期にわたって経費削減の最も大きな影響を被ってきたということが、国
立大学の施設設備の全般的な立ち後れと建物の老朽化を著しくすすめる結果を招来すること

になったといえよう。現在、国立学校の保有建物面積は約１９４４万㎡であり（内の約９０

％が大学の建物である）、その国立学校建物の年代別・経年別保有面積をみたものが図４で
ある（平成３年５月現在の国立学校施設建築年代・経年別保有面積）．

図４国立学校施設建築年代・経年別保有面積（３．５．１）
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これによれば、建物の改築・改修の一つの目安ときれる築２０年を超える建物の面積が、

平成３年度現在で全体の４５％以上となっていること、そして今後はそれら築２０年を超え

る建物の面積が年を追うごとに増大していくことが明らかとなっている。平成３年度の文教

施設費８９８億円の事業面積は２８万㎡であり、こうした施設整備費と事業面積の水準が

今後とも続いていくと仮定すると老朽建物や建物の改修・改築の後送りが毎年かなりの量で

累積きれていく事態になり、５年後で築２０年を超える建物面積は全体の５２％、１０年後

で６０％前後になると推定される。その意味からも施設整備にたいしては国の早急な対応策

が求められている。

３設備費の窮乏化問題

これまで見てきた施設整備費一文教施設費の長期的な圧縮傾向は、国立大学の教育研究を

支える基幹的な設備費においても同様である。この「設備の更新充実に必要な経費」は、国

立学校、大学附属病院、研究所の教育、研究、管理に関する設備費を包含するものであるが、

前述の施設整備費一文教施設費と同様に昭和５７年度以降のゼロ（マイナス）シーリングの

下で一貫して縮小の対象となってきた。昭和５７年度の４９４億円をピークに、昭和５８年

度４１２億円、昭和５９年度３４４億円、昭和６０年度３１２億円、昭和６１年度２８０億

円、平成元年度２５９億円、平成２年度２８６億円、平成３年度２７９億円、と推移してき

ている。なかでも国立大学の大学院教育研究設備費、学部等設備費、研究基盤設備費（一般

設備費、特別設備費）等の基盤的な設備費が横ばいないし抑制の傾向にある（図５．国立大

学の研究設備費の推移）。

図５国立学校の研究施設費の推移

（先導的研究設備費、研究基盤設備費）
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こうした基盤的ともいえる設備費とともに施設整備費に含まれる大型特別機械整備費も昭

和５８年度をピークに減少し続けていることから（表１を参照）、国立大学の教育研究活動

に様々な支障をうみだしてきている。

図６は日本化学会の研究費調査zl､委員会により行われた関連領域の大学関係者にたし､する

備品・設備・機器に関する充足度調査の結果である（日本化学会・研究費調査小委員会｢日

本の化学をとりまく研究環境一化学関係研究費・設備に関する調査一』昭和６３年３月）。

この充足度調査によれば、１００万円以下の備品費・消耗品費や１００万円以上３００万円

未満の設備・機器では、旧制国立大・新制国立大関係者の充足度は低く、更に３００万円以

上１０００万円未満の設備・機器と１０００万円以上の設備・機器においては、全く「足り

ない」「極度に不足している」という状態にある。

図６備品、設備、機器の充足度調査
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また８大学工学部長懇談会「未来を拓く工学教育一大学院改革のための検討と提言一』(１

９９１年）では、全国材料系教室協議会において作成した材料系学科設置基準案（昭和６２

年作成）に基づいて、８大学材料系学科の設備の設置状況を調査している。それによれば、

表３にみるように区分１（単価２０００万円～５０００万円）の設備は５学部（研究科）に

約１台、区分２（単価５０００万円以上）では７学部（研究科）に１台の割合で設置されて

いる。これについて、同報告書は「設置対象とした設備をすべての大学が必ずしも完備する

必要はないとは考えられるが、調査対象とした先端的材料研究に必要な設備が５～７大学に

平均１台というのは如何にも低い充足状況である」と述べ、「これらのことは現在において

すら、材料科学の分野において必須な精度の高い分析、組織、組成の評価、同定などは大学

において不能に近くなりつつあることを意味している。戦前から高度成長期まで、我が国の

大学では民間企業に対して高性能の研究設備の面ではかなり優位にあった。この蓄積をこの

２０年間で一気に食い潰してしまった結果、大学には陳腐化した設備しか残っていないのが

現状である」と国立大学工学系の研究設備の窮乏を憂慮している。

表３ 8大学における材料科学必要設備中高額設備の設置状況

区分１（単価2000万円～5000万円）

磁気測定装置、低温比然測定装置、Ｘｅランプイメージ炉、熱膨張測定

装置、ラマンスペクトル分析装置、自助蛍光Ｘ線分枅装置、超高温機械

試験装麗、極低温機械試験装遼、高温匠サイクル疲労試験殿、走査型電

子顕微鏡、ズパヅタ装置、多擬鰭蒸濁装置、半導体単桔晶引上装置、超

高温j、鶴炉、磁気異方性トルク計、ＭＯＣＶＤ装置、プラズマＣＶＤ、

農度雰囲気制御型ホットプレス、Ｘ線応力測定装置、電界放射型走査電

顕、高温顕微鏡、集合組織測定装置、Ｘ線回折装置、万能試験機、ＮＣ

フライス盤、熱間圧延機、真空高周波鋳導溶解炉

区分２〈単価５０００万以上〉

アトム・プロープ・フィールドイオン顕微鏡、Ｘ線光電子分光分析装置、

プラズマ発光分光分析装置、ＮＢＥ装置、電子ビーム溶接機、超音波顕

微鏡、質風分析:f、核磁気共圏吸収分析義置、常磁性共喝吸収分析装置、

走査電瓢エネルギー分散型Ｘ線分析装置、複合表分析装置、高分解能透

過型電甑、単桔晶自動解析装圃、Ｘ線吸収微細構造解析装置、２軸塑性

加工試験機、魚問等方圧プレス、電子ビーム溶解炉

-４７－

設備

区分 件数

ｌ学部（研究科》

当りの平均設腫件数
投硬設備の要変更率

】 ２７ ０．２０２ ５０．８％

２ 1７ ０ １３９ ２６．９％



また個別大学の工学部を一例に設備費の問題をみてみる。Ｋ大学工学部（２５教室１５８

講座）では、多額（１件５００万円）な教育研究用の設備・機器の新設や更新は講座に配分

きれる経常的校費で賄うことはほとんど不可能である。そのため、高額な設備・機器の経費

を確保するため、文部省へ申請して交付をうける一般設備費（１件当り１５００～２０００

万円）を活用することになるが、それも年に３件程度であることから、当学部では学部に配

分きれる当初予算から留保して１件７００万円程度の設備を１０件購入することができる程

度の独自の特別設備費を工夫しており、これにより各教室では２年に１件の頻度で高額設備

の設置が可能になっている。しかし、それ以上の高額な設備については上記のような措置で

は設置することが不可能となっており、そのため毎年の文部省にたし､する特別設備の概算要

求の方法に頼ることになっているが、その特別設備経費もきわめて不十分な状態にある。表

４は当学部から申請が出きれた最近の特別設備の概算要求件数とその採択状況をみたもので

ある。学術研究の高度化によりその必要度が高まっている高頓な設備・機器を十分に確保で

きていない状況の一端を伺い知ることができよう。

表４特別設備の概算要求の実績推移

要求件数金額(千・・

ｍＺＤ】ⅡＩ

１９６３４１０００

＊１件は設備更新
＊＊うち１件246,300千円は62年度先取り

採択件数のうち2年度にわたるもの2件(58,59年度及び59,60
年度)、３年度にわたるもの2件(60～62年度及び62～元年度）
が当該年度にそれぞれ含まれている。

４基準面積、スペース確保の問題

現在、国立大学の施設整備に関する面積基準については、現在、国立大学の施設整備に関する面積基準については、大学設置の認可の際の「大学設

置基準」と昭和３５年に国立学校建物整備のために暫定的な最低基準という性格をもつてつ

-４８－

要求件数 金額(千円） 件数 金額(千円）

昭和5５ 1４ １．６３１，０００ ３ 142,000

5６ 1１ １，６９０，０００ ２ 58,000

5７ 1２ １，７２０，６００ １ 77,000

5８ 12＊ 1.982.600 １ 158,000

5９ 1３ 2，７００，９００ ２ 252.000

6０ 1３ 3，１５０，０００ ２ 110,000

6１ 1１ ３，８７２，０００ １ 233,000

6２ 1２ ３，３１９，０００ ２ 257`0００

6３ 1２ ３，２９２，９００ 2*＊ 360,000

平成元 1５ ３，９３６，０００ １ 271.000

２ 1８ ４，５８２，５００ １ 123.000

３ 1９ ６．３４１．０００



くられた「国立学校建物基準面積算出表」とが存在している。国立学校関係の施設整備の面
積としては、後者の「国立学校建物基準面積算出法」が使われている。

この「国立学校建物基準面積算出表」で設定きれている基準面積は、前記のように今から
３０年以上前につくられたものであるが、「施設の広さは、それを使用する教育・研究の目
的に合致していると同時に、時代とともに発展伸長を続ける教育・研究に対応するために進
展の余地を持っている必要がある」（国立学校施設整備事務研究会編「国立学校施設整備事
務必捌平成２年度版ぎようせい１６頁）という考えから、その後の教育研究上の必要
に応じてこの基準面積にたいする加算がおこなわれてきた（表５）。また、現有施設のなか

に基準面積では積算されていないような大型の実験設備を収容する施設や特殊な用途に供す

る施設等がある場合で、特別に面積の加算を必要とする時には「基準特例面積」として基準
面積に加算することができることになっており、今日まで表６のような陛準特例面積」が
つくられてきた。

しかし、こうした国・文部省の基準面積、スペース確保の努力にもかかわらず、多くの国

立大学関係者からは施設面積の狭あい化に伴う問題の指摘や基準面積の見直しを求める声が
強くだされてきている。例えば、１０大学理学部長の提言「基礎科学振興の為の理学教育・

研究のあり方」（１９９１年３月）では、大学院生、外国人留学生等の増加や機械設備の大
型化等に伴って建物の狭あい化が切迫した問題となっていると述べ、事例として東大・京大
では殆どの研究室で設備の占有率が３０％を超え５０％に達するところもあって（表７を参
照）、「教官・学生が居住し行動する空間を考えるとこれはきわめて狭あいであり、研究活
動に支障をきたす場合や危険を伴う場合さえある」と指摘している。

図７建物・施設のスペースの充足度調査

＋分ではないが
なんとかやっている 足りない 極度に不足している

l騨鰯霧露鑿旧制圃寸大 60.0％

新制国立大

また、図７は、前記の日本化学会・研究費調査小委員会による調査で関連の国立大学教官

にたいして建物・施設のスペース充足度を聞いたものであるが、圧倒的多数が「極度に不足

している」促りない」という回答を示し、「十分ではないがなんとかやっている」との回

答は１０％台にすぎない（日本化学会・研究費調査小委員会調査報告書「日本の化学をとり
まく研究環境』昭和６３年３月）。
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表５大学学部等の基準面積の変遷（昭和３５年度以降）

(注）上記は、大学に関するものを褐戦しており、高専、附属学校等に関するものは除いている．

－５０－

鞭 大学学部等 附漣研・属研 附属病院 大学本部等

８３

文系学部
実験講座設定

理・工学部
実習エ場加算

教員養成学部
特設課程加算

附置研究所
数学系研究部門段定
附属研究施設
新設

歯学部附属病院
新設

体育館

学生数[よ‘面積設定

3９ 医歯系学部
臨床校舎ｾﾞ病院より分離

福利厚生施設
学生会館加算

4０

4１ 医歯系学部
入学定員[よO区分で段定

医学部附属病院
M鮴､6,,8による格差是正
医学部附属病院分院
新設

研究所附属病院
新股

■■の●、●●■●■●●■●●●■●■⑤印⑥甲■￣●￣●｡ｐ●の●●日●ｂｐ●●■－■ウ■■■￣●－■Ｇの●ﾛ

図惑館
算出式改定(蔵脅6定数化）

4３

4４

体育館
武道場加算

体育館
4,200人以上規模
(600Aどこ80.→300,i）

４５１教員養成学部
特設課程加算&改定

１大学院修士際程加算

l鍵Ｉｉ医(120A）
歯(80A）6設定

4９

5，

教員養成学部
基箪改定
(2鴨鰹･糠､腱6-醇雛;慨）

一般教養
理系学部、エ系学部@
加算面積を理・ｴｰﾙｱｯﾌﾞ

附歴研究所
全国共同利用研究所設定
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附属研究施設
｢部門0,Ｉ研究施股｣6設定

医学部附属病院
医員（研修医） 6加算
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福利厚年施澱
現行０３施設区分に分離
(M1蝋R､侃側餌R風､卿ｌｉｂ趣）

学生寄宿舎
1Aﾖﾋﾘ1811t確保

短期学生宿舎

一般教養
学生数[応6ｔ低減6廃止

●

－
０
０
０
０
０
０
０
０
０
０
０
０
０
０
０

９５

０６

舗堂

1,300人以下
最低規模９５OUIに;'1W

6２ 夜間主ｺｰｽ&設遼↑6学部
補正面積を設定

独立研究科
兼担博士鱗座Ｏ「標準の
面穣」&設定

医学部附属病院
再開発整剛１１t行う場合Uリ
｢標準の面械」t設定

二
Ｉ

歯学部附属病院
医員（歯科・研修医)も加算

２ 国際交流会館
新設

ﾀﾄ国人教師宿泊施設
新段



表６基準特例施設一覧表

１．博物館法（昭和２６年法律第285号）第２９条の規定に基づき、博物館に相当する施設として指定
されたもの。（昭和３０年文部省告示第１０８号参照）

２．歴史的、建築的に価値が高い建物で、長期計画上保存が決定言れているもの。

３．学部等のうち、lか所１００㎡以上の下記の特殊施設。

なお、主室と密接な関係にある附属室（附属実験室、測定室、準備室等）、当該施設専用の共用

室（受付、便所、更衣室、事務室、器材倉庫等）及び当該施設と密接な関係にある通路等を含む。

（１）ＲＩ施設（3730ＲＩ総合センター、6705学内共用ＲＩ施設は除く。）
（２）電算機室（3720大型計算機センター、3721総合情報処理センター、

3722情報処理教育センター、6700学内共同電算機施設は除く。）
（３）原子炉、加速器施設（４）風洞実験施設

（５）大型実験水槽施設（６）水理・水力実験施設

（７）超高圧実験（８）超低温実験施設

（９）中央電子顕微鏡施設（1o）温室・ガラス室

（１１）音響実験施設（12）大型構造物実験施設
（13）屋内プール （14）その他上記に類する特殊施設

４．附属病院のうち、１か所１００㎡以上の下記の特殊施設

（１）組織上設置された特殊診療施設

（２）ＩＣＵ施設（予算ベット内のＩＣＵ病室は除く。

（３）ＣＣＵ施設（予算ベット内のＣＣＵ病室は除く。）

（４）ＲＩ診療施設（予算ペット内のＲＩ病室は除く。）

（５）高エネルギー治療施設（リニアック治療室、コバルト60治療室、ベータトロン室）

（６）ＭＲＴ－ＣＴ施設（７）医用サイクロトロン施設

（８）ヒューマンカウンター施設（９）高圧酸素・高気圧施設

（10）人工透析施設（11）電算機施設

（12）中央カルテ室（13）動物実験施設

（14）その他上記に類する施設

5．昭和２４年以降の寄附建物で下記のもの（ただし、公立学校等から国立学校へ移管され

たものを除く。）

（１）学部・附属病院で、講座名・授業科目名に対応しない特定テーマのために使用さ

れている研究室・実験実習室・診療室

②特定目的の図書室、資料室、標本室

－５１－



表７建物狭陰度調査、機材等占有率表
東京大学理学部

京都大学理学部

*学生を含む

スペースの不足といった問題は、確かに一方では、大学関係者の側における管理能力の問

題やスペースに対する基本的考え方にも起因する面もあって、大学及び地域における大学間

でのスペース確保の計画化や諸施設の共同利用機関化など今後検討しなくてはならない課題

も多くあると思われる。しかしながら、今日の基本的問題は研究教育の高度化と質的変化を

考慮した場合に、昭和３５年に設定された現行の「基準面積」の水準自体が時々の加算や特

例加算の対応にもかかわらず現状に合わなくなってきており、その見直しが強く求められる

段階に至っているということにあると考えられる。

-５２－

同室者数（人） 室面積（ｍ２） 機材占有面積（ｍ２） 占有率（％）

数学科 ４３ ２．５２３ ６７１ ２６．６

情報科学科 ７３ １．７７８ ５２５ ２９．５

物理学科 ２８９ ６．７７９ ２．５３８ ３７．５

天文学科 ８５ １，１０３ ４６３ ４２．０

地球物理学科 ６５ １．６７７ ５１６ ３０．８

化学科 １７１ ５．６９６ ２，０７１ ３６．４

生物化学科 ８１ ２，３８０ ８７９ ３６．９

動物学科 ７７ １．６４７ ５９５ ３６．１

植物学科 ７４ １．９９５ ７７２ ３８．７

人類学科 ２４ ７２２ ２６０ ３６．０

地質学科 ３４ 1．８２８ ６０３ ３３．０

鉱物学科 ２７ ９６６ ２６６ ２７．６

地理学科 ３７ ７４９ ２８３ ３７．８

同室者数＊（人） 室面積（ｍ２） 機材占有面積（ｍ２） 占有率（％）

数学科 ２２０ ８７６ ４１６ ４７．５

物理学科 ３４４ ２．６１３ １，４４８ ５５．４

宇宙物理学科 ５０ ９１５ ４３５ ４７．５

地球物理学科 １０１ ５６７ ２６９ ４７．５

化学科 ２５３ ２，５４７ １．０１９ ４０．０

動物学科 ７４ ９００ ３５２ ３９．１

植物学科 ６３ ３４７ １６５ ４７．５

地質・鉱物学科 ８３ １．０３０ ３７６ ３６．５

生物物理学科 １３７ １．１７４ ４８５ ４１．３



おわりに－施設整備費、設備費等の拡充に向けて－

１９９１年１０月２日に大阪大学基礎工学部で起きた爆発事故を扱った「日本経済新聞』

（１０月５日朝刊）の記事は、爆発事故の背景には深刻な設備の老朽化問題のあることを指

摘し、日本の国立大学の施設・設備の老朽化の実態を一アメリカ人研究者の目を通して次の
ように報じていた。

「１９９１年の初め、日本学術振興会の招きで日本の主要大学の研究室を訪問し

た米国オハイオ州立大学のＬ、Ａ，バクエット教授は、次のようなリポートを同
振興会に提出している。

▲研究室、建物の状態はひどい。短期、長期の保守は全くない。こんなみじめ

な例は米国では皆無だ。

▲教官と学生の健康は毎日危険にさらされている。排気装置のない実験装置か

ら漏れ出た蒸気が廊下や隣の研究室に侵入している。

▲スペースが極度に不足し、廊下は機器や薬品であふれている。米国の消防当

局ならこんな危険な状態は認めない。

▲汚い研究室を嫌って学生は大学に残ろうとせず、民間企業に就職する」

上記の指摘が決して誇張した内容ではないことは、同様の他の多くの調査報告を見ても明

らかなことである。そして、現在の施設整備費と事業面積の水準が今後とも長く続くならば、

その実態は一層深刻となることは明白であり、施設整備費の拡充と安定的な確保が喫緊の対
策として強く求められている。

平成４年度の予算要求に向けて、文部省高等教育局は最先端設備などの整備や施設・設’傭

の老朽化にたいする対策として、国立学校特別会計の中の財政活用や国立大学の資産売却収

入により、「国立学校財務センター」「国立学校振興基金」（仮称）を創設する準備を進め

るとしている。現在のところ、それらの内容は定かではないが、こうした国立学校の施設整

備・設備費を中心とした「振興基金」の創設は、施設整備・設備費の安定的計画的な確保を

可能とさせる上で有効と思われその早期の実現を期待したい。

また、これまで奨学寄付金、委託経理金、寄付講座等の個々の企業と研究室・研究者、学

部等との関係で進められてきた外部資金の導入とともに、単独ないし数社の企業の出資によ

る大学の研究助成財団や各大学ごとの後援法人（大学財団）の設置動向も注目される（文部

省通知「大学の後援法人の設置許可等の取扱いについて」昭和６２年６月１７日）。これら

外部資金の導入や後援法人・大学財団等の設置・運用については、大学の自主性の確保への

懸念や大学間の格差拡大等を指摘する声も多く、十分に考慮きれなければならない問題が存

在することも事実である。しかし、それらの問題を関係者で十二分に検討しながら、国立大

-５３－



学の施設整備等の充実を図ろ研究支援の財政を確保していくためにその設置と拡充は考慮き

れてよい課題である。

【資料１】国立大学の後援法人の設置状況

寄付行為の内容

－５４－

法人名 代表者 大学名 寄付行為の内容

側Ⅶ樽商科大学後援会

(財)帯広畜産大学後援会

(財)秋田大学鉱山学部鉱業博物館後援会

側)東京農工大学後援会

(財)東京工業大学後援会

側)東京商船大学後援会

(財)東京水産大学後援会

(財)一橋大学後援会

(財)京都大学後援会

側)神戸大学六甲台後援会

(jM･淋戸商船大学後援会

側)和歌山大学経済学部後援会

(財)琉球大学後援財団

野口正二郎

小田豊四郎

大塚一雄

堀禄助

中山一郎

児玉忠康

鈴木善幸

鈴木永二

堀田庄三

大谷一二

永井典彦

北二郎

岸本本秀

小樽商科大学

帯広畜産大学

秋田大学

東京農工大学

東京工業大学

東京商船大学

東京水産大学

一橋大学

京都大学

神戸大学

神戸商船大学

和歌山大学

琉球大学

教員の教育・研

究活動の支援、

大学間交流の支

援等、大学にお

ける教育・研究

の樹愛



【資料２】

･臨時教育審議会「教育改革に関する第三次答申」（昭和６２年４月１日）

各大学への諸種の自己基金や附置財団の設立の促進

･大学審議会「平成５年度以降の高等教育の計画的整備について」

（１９９１年５月１７日）

「・・・国立学校特別会計の充実とその教育研究の質的充実のための基盤的整備及び各

大学の努力を奨励するための重点配分を推進する必要がある。また、国立の大学・短期

大学の運営の自主性を高めるとともに、教育研究の活性化・個性化を図ろため寄附講

座・寄附研究部門や後援財団などによる民間資金の導入の促進を含め諸条件の整備に一

層努める必要がある。」

.また、これまで外部資金導入に慎重な対応をとってきた全国大学高専教職員組合は「予算・定員

問題に関する「中間報告」」（１９９１年７月１９日）において、次のような研究助成団体・大学財

団の設立について提言していることも注目される。

研究助成財団及び大学財団について

（１）文化・学術への寄与についての企業の社会的責任

（詮）の展開

①この問題を考えるに当たっては、次のような社会

的通念ないし合意が形成されなければならない。す

なわち、公的財政の一定の負担の下に、高等教育に

よって育成された人材と大学が提供する研究成果を

活用する企業には、寄附講座、特定部門・課題・研

究者への奨学寄附金といった形での直接的な投資な

いし支援のみでなく、一般的な形で文化・学術への

寄与のために「無償で」寄附する、つまりその収益

の一定割合を社会・公共のために還元する社会的責

任があるという考え方である。

②わが国では今日、企業等の単独ないし共同出資に

より数百に上る財団が設立され、研究助成活動を行

っている（特に、生命科学・科学技術関係、「助成

団体要覧1990年版」）が、奨学金財団への取組や大

学財団への定期的・臨時的な支援は、今後の課題に

残されている。

③大学が企業に対し以上のことの照会を行い、学生

向け就職案内（求人企業リスト）等において、求人

企業の文化性の程度も参考情報として紹介すること

は、こうした世論形成に役立つであろう。

(2)大学財団の活用について

①大学財団についての考え方

医学部附属病院関係の財団以外にも、「△△大学

後援会」「××大学○○周年記念事業募金」といっ

た形で、従来からも大学の教育研究支援を認う財団

は存在していたが、文部省通知「大学の後援法人の

設立許可等の取扱いについて」（文高大第198号・Ｉ

９８７．６．１７、資料３参照）と前後して、後援財団
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・醸金者集団との関係においても、大学の自主性が

制度的に保障されていること（supportpbutnot

controll）。

(B）大学財団の運営および助成事業の審査･決定等が、

－部有力者の意向に左右されることなく、大学の自

治の仕組みに基づき公正・民主的に行われること。

(ｑ大学財団の財産目録・経理･事業内容等について、

文部省（監督官庁）に報告することで事足れりとす

るのでなく、必要な情報は大学教職員・研究者の要

求に応じて開示されること、などの諸原則が定款・

運営要綱等に盛り込まれる必要がある。

③考えられる事業内容

すでに発足している大学財団の事業内容を見ると、

(A）（多機能）講堂・会館・研究交流センターなどの

建設（学会・シンポジウム・研究会開催等への便宜

提供）。

⑧研究支援（当面は学術研究轡の刊行助成などにと

どまっているが、将来的には拡大）。

(。国際交流（研究者の海外派遣、外国人研究者の招

聰、国際交流協定校との学術交流・留学生交換）。

などが主要なものである。これらはいずれも、学

術の国際化、研究交流の促進の視点からは不可避な

ものでありながら、国立学校特別会計予算や科学研

究費からの措置が不十分な分野であり、また私学と

の格差が目立つ分野である。

大学財団の事業としては、こうした研究支援・交

流に重点が霞かれるべきであって、大学の日常的な

経費の赤字補填等には充当されるべきではない。

①大学財団の事業・運営資全

事業・運営資金としては、同窓会会員・教職員か

らの募金、個人篤志家の遺贈、地元企業・同窓会員

企業からの寄付、民間財団からの出資などが挙げら

れるが、この外に奨学寄付金＝委任経理金の受入に

際して、一定額のオーバーヘッド（あるいは大学財

団への積上げ嵐金要請)も考慮されてよいであろう。

（大学財団、資料４参照）を持つ大学が一般化する

傾向にある。財団設立やそのための基金集めについ

ては、政府予算の貧困を民間に肩代りさせ、資金集

めや出資の有力者･財界による大学支配に道を開き、

「持てる大学」と「持たざる大学」の格差を一層助

長する、などの批判を浴びた経過がある。

今日もそのような危慎がなくなったわけでもない

が、奨学寄附金＝委任経理金を媒介とする個々の企

業・民間財団と個々の研究者・グループとの結びつ

きよりも、研究と教育の共同体としての大学の一体

性・主体性を保ちつつ、学問分野の調和的発展を図

る次善の策として、資金をプールし共同体としての

大学がその資金運営に当ることのできる、大学財団

の積極的活用も視野に入れるべきである(図､参照)。

なお､研究教育条件に関する大学間格差の調整は、

国立学校特別会計の運営にかかわって相当の当事者

能力を発揮するであろう国大協の役割に期待するこ

とになるであろう（国大協は、私立大学協会、私立

大学連盟が擁しているような組織とスタッフを持

ち、調査・調整・政策立案能力を充実していくこと

が望まれる）。

②設立、運営に当たっての原則

大学財団の設立・運営には、自主・民主・公開の

原則が、当然貫かれなければならない。

すなわち、

(A）大学財団の協立が、政府・文部省に対して大学の

財政的自主性を強めるものであり、かつ基金提供者

(神田修、小川正人）
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2.5科学研究費補助金の現状

１．予算額・申請採択状況の推移

科学研究費補助金は、昭和１４年に「科学研究費交付金」として発足し、人文・社会科学か

ら自然科学までのあらゆる分野における優れた独創的・先駆的な学術研究を支えるうえで大き

な役割を果たしてきた。その予算規模も年々拡大され、平成３年度で６００億円となり、申請

件数６３０００件、採択件数２００００件に及んでおり、教官当積算校費とともに、学術研究

を推進するための基幹的な経費となっている。

補助金の区分としては、優れた独創的・先駆的な学術研究を格段に発展させることを目的と

する「科学研究費」（平成３年度予算額５４５．８億円）、我が国の重要な学術研究の成果等の

公開を促進することを目的とする「研究成果公開促進費」（１４．５億円)、国際的に顕著な役割

を果たしている民間学術研究機関が行う学術的・社会的要請の強い特色ある研究事業を奨励す

ることを目的とする「特定奨励費」（４億円)、学術研究の急速な進展に柔軟かつ弾力的に対処

する新プログラムによる研究を推進することを目的とする「創成的基礎研究費」（１２．７億円)、

及び日本学術振興会の特別研究員（外国人特別研究員を含む)が行う研究を援助するための｢特

別研究員奨励費｣(１２億円）に区分される。

１９７０（昭和４５）年度以降の科学研究費補助金の予算額の推移を図１に示す。年度によ

り違いはあるが最近の１０年間は年６％程度の伸び率を示している。

図１科学研究費補助金の予算額の推移
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同様に、新規と継続分を含めた申請・採択状況の推移を図２に示した。申請件数もほぼ同じ

様な割合で伸びているため、採択率は３０％（新規分の採択率は２３％）前後でほぼ一定にな

っている。

図２申請・採択状況の推移
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(注）１．対象研究者散は、「学校基本調査報告書」の大学、短期大学及び高等専門学校の本務教員散である。
２．採択率及び充足率は、各年度における新規分の当初配分時の数字である。
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2．配分の推移

以下では科学研究費補助金の中で、最もかかわりの大きい「科学研究費」を中心に、科研費

の現状をみることにする。

図３は種類別に見た予算額の推移である。図には特別推進研究、特別研究及び重点領域研究

等の重点的な研究にかかわる大型予算はまとめて「重点研究」とし、一般研究(Ａ)、（Ｂ)、（Ｃ）

はまとめて「一般研究」として扱った。図から明らかなように、重点研究の予算額が急激に伸

びていることがわかる。それに比べ圧倒的な数の研究者が関連している「一般研究」の伸びが

少ない。

最近１０年間での伸び率でみると、試験研究、奨励研究(Ａ）（特別研究員奨励研究を含む）

がそれぞれ１．８２，１．８０倍で重点研究が１．７３倍となっている。それに比べ一般研究は大

幅に低く１．２７倍にとどまり､総合研究(Ａ)と総合研究(Ｂ)にいたっては全く伸びていない。た

だし一般研究の内訳でみると､一般研究(Ａ)の伸び率が低いのに比べ、一般研究(Ｃ)が高い伸び

率を示しており、重点化の傾向が強い中で、若干の考慮が払われているといえる。国大協の調

査のざい、自由記入欄に、重点研究に関する問題点や批判が数多く出きれているが、一般研究

の伸びに比べ重点配分が急激に伸びていることとも関連していると思われる。

図３種類別にみた予算額の推移
(億円）

2３３

厘点研究Ｉ

ト般研究」１５臼

1Ｇ日

奨励研究(Ａ）5日

試験研究

総合研究(Ａ）総合研究(Ａ）

総合研究(Ｂ）

今

日

４５４８４７４８４ｇ５Ｇ５８５２５３ｓ４５Ｓ５８Ｓ「５８５ｇ６ＢＢ１ｅ２８Ｓ2２３
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図５人文・自然別にみた新規分の申請件数と採択件数
の推移（４５年度を基準）人文と自然の分野で配分額

に差があることは当然として、

どのような割合で伸び率が推

移しているかを、両分野での

配分予算額及び１件当たりの

配分額を対象に、１９７０年

を基準に示したものが図４で

ある。両者に特に大きな違い

はみられなかった。

さらにこれら分野の違いを、

新規分の申請件数と採用件数

の伸びでみたものが図５であ

る。図４と同様１９７０年を

基準にとった。人文に比べ自

然分野で、申請件数より採択

件数の伸びが顕著であること

がわかる。

では採択率自体はどのよう

になっているか、その推移を

示したものが図６で、最近１

０年間は人文は２７％前後で

自然の２２％前後に比べると

５％ばかり高くなっている。

人文分野の採択率が２０年前

はかなり高かったことが、図

５の採択件数の違いになって

表われている。

ｍ

ｌＩ

図４鑑嶺蝋禰鰻蕊f1件当たりの

F1

L｣

図６人文・自然別にみた新規分の採択率の推移
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３０ 人文
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科研費が分野別にどのように使われているかを、国大協のアンケート調査をもとに調べた結

果が図７である。分野を学部単位にとり、金額は一人当りが平均して使えるとした「平均額」

で表わし、使っている人の割合を「交付者率」として表わした。研究所を除くと、理学部、工

学部、医学部といった自然系の学部が平均額、交付者率ともに高く、文系は自然系に比べ平均

額で１／５、交付者率で１／２と少ない。

図７学部等別にみた科研費の平均額と交付者率
万円，％

一平均額(万円）
￣交付者率(％）

２０

１５ Ａ一般教育
Ｂ人文系：文学、人文、教育、貫麗、外国語、図書

８鯖難法学､法文､遜…萱､社会､商学
盟蕊霊菱錨科学
；鱗;鱗鍵藁学
ｌ病院
Ｊ音楽、美術、家政、教養、商船、体育
Ｋ研究所（実験系）
Ｌ研究所（文系）
Ｍ短大
Ｎその他

１０

５

ＡＢＣＤＥＦＧＨＩＪＫＬＭＮ

科研費の配分が大規模の大学に集中しているとの批判があるが、大学の教員一人当りいくら

使用できるか、先のアンケート調査を基にして、大学別に平均額と交付者の割合を示したもの

が図８である。旧帝大の他に理系の単科大学で、平均額も交付者の割合も高くなっていること

がわかる。

図８大学別にみた科研費の平均額と交付者率

２００

几平均額(万円）

★交付者率(%）１５０

１００

５０

０
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３．重点化の傾向

最近急激に伸びた費目の中に重点領域がある。この種目の配分がどのような機関にわたって

いるかを、１９９１年度の配分について調べた。配分総額は１４２億円で私立大学に１６億円、

研究所に１２億円、公立大学に４億円で、残りの１１０億円が国立大学に配分きれている。国

立大学別にみた配分割合を示したものが図９である。東大、京大、阪大で全国立大学の４７％

（５０億円）が配分きれており、旧帝大に東工大、筑波大学を加えた９大学に、実に全体の７

８％（８６億円）が配分きれ、残りの２２％を８７大学で配分してることになる。アンケート

調査の自由記入欄に重点領域の配分方法に強い不満が出てきたのもうなずける。

図９大学別にみた重点領域の配分額割合
％

２５

２０

１５

１０

５

0

臭至嬰 笑斐曇里呈

同様の傾向は一般研究Ａにもみることができる。図１０は平成３年度一般研究Ａの交付額が

どのように配分きれているかその割合を大学別に示したものである。

図１０大学別にみた一般研究Ａの配分額割合
％

２０

１５

１０

５

0

-６２－
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このような重点交付の傾向を助長する一つに、科研費の申請条件があることを指摘しておく。

科研費の申請にあたっては異なる研究機関に所属する研究者は１名に限られている。そのため、

同じ研究を志す研究者の数が極端に少ない小規模の研究機関では、他機関の協力者を得て重点

的な研究を押し進めようとしても、先の申請条件により応募が困難になってしまう。小規模の

機関における特色ある研究を伸ばすためには一考を要する問題であろう。

4．採択率のアップ

科研費に対する要望が、アンケートの自由記入欄に極めて多くみることができるのも、科研

費に対する期待が非常に高いためである。科研費全体の増額はもちろとして、審査委員の片寄

り、審査方法や採択基準の不透明ざ、配分が特定の大大学やグループに集中することへの不満

が多くあげられているが、こうした問題も基本的には配分率が低いことに大きく起因すること

である。アンケート調査の結果からは、６割が交付件数の増加を望んでいた。

高等教育関係の予算の中にあって、科研費は比較的順調に伸びてきているといってもまだま

だ不十分である。今後とも大幅な増額が必要であるが、特に採択率を大幅にアップすることが

重要である。

(田原博人）
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２．６外部資金導入の現状と問題点

１制度

国立大学の財政難は、基本的に国費支出増大によって打開きれねばならないが、早急にそ

れが満たしえないとすれば次善の補助手段として外部からの資金導入拡大を考慮しないわけ

にはいかない。現行制度上、国立大学が導入しうる外部資金は、奨学寄付金、受託研究費、

共同研究費の三つのカテゴリーにわけられる（次頁第１表）。もっとも、外部資金といって

も財政法第１４条の総計予算主義および会計法第２条の収入支出統一原則に従ってそれらの

資金はすべて国庫に納められ、歳入歳出予算に計上されなければならない。

これらの収入は国立学校特別会計（以下「特会」と記す）法では第３条の歳入項目で「寄

付金及び付属雑収入」として規定されており、毎年次の歳入予算では「雑収入」の中の歳入

（目）「用途指定寄付金受入」「受託調査試験等収入」として計上されている。前者が奨学

寄付金にあたり後者が受託研究費と共同研究費（昭和５８年度）にあたる。

「特会法」第１７条「国立学校における奨学を目的とする寄付金を受けた場合において、

必要があるときは、文部大臣は、当該寄付金に相当する金額を国立学校の長に交付し、その

経理を委任することができる」といういわゆる委任経理の規定は、上記の寄付金の経理に係

わる定めであり、学士院を除けば国立大学にのみ認められた、資金の自主的・弾力的な運用

を図る規定である。その現金は一旦国立学校の長に委任されると、以後歳入歳出外現金とな

り、予算科目の拘束をうけず、会計年度独立の原則にもしばられない。

２マクロの計数

平成２年度の場合、受託調査試験等収入の金額は１１４億円、寄付金は３９２億円、合計

５０６億円である。これはこの年度の特会歳入１９．９兆円のわずか２．５％に当たるにすぎ

ない。しかし第２表が示すように、５年前の５９年にはわずか１７３億円、１％であったの

第２表特会歳入・寄付金等収入

１１４３３１０１６５

１６８９２

２４１９０

－６４‐

昭和５９年度 昭和６０年度 昭和６１年度 昭和６２年度 昭和６３年度 平成元年度 平成２年度

百万円

特会逮入（Ａ）
1,601,811 1,606.337 1,675,456 1,769,734 1,818,342 1,962,283 1,988,8頭

百万円

受託等（Ｂ）
4,616 5,634 7,298 8,145 8,885 10,165 11,433

寄付金

百万円

(Ｃ）
12,692 14,712 16,892 22,361 24,853 33,113 39,164

(Ｂ＋Ｃ〉
百万円

17,308 20,426 24,190 30,ﾖ0６ 33,738 43,358 50,597

(Ｂ＋Ｃ／Ａ）

缶
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に比べ、金額で２．９倍、比率で２．４倍の増加ぶりである。なかでも、寄付金は１２７億円

から３９２億円へ３．２倍となり、とりわけ６２年度以降の伸びは急激で、同年以降の寄付

講座開設の影響の大きさを推測させる。ちなみに、一般会計繰入れが抑制されるなかで特会

の自己収入増加がつねに要求されているが、特会のうち代表的な自己収入である病院収入は

この間１．３９倍、授業料は１．６５倍である。もともとのペースが比較にならない大きさな

ので、直接比較する意味は乏しいがともかく外部資金の急激な増大は明らかだといってよい。

３政策動向・教官の意見

国立大学に外部資金を導入しうること自体は、特会法に定めがあることから判るように、

初めから予想ないし予定されており、事実たえずある程度の金額は受け入れられていた。し

かしその伸びがスピード・アップし始めたのは、長期にわたる財政緊縮によって一般会計か

らの特会繰入が抑制きれつづけた時期と対応しているように思われる。各種の政策的文書で

も、その時期から積極的な姿勢が示されているようである。

まず昭和５７年７月の「行政改革に関する第三次答申３文教（４）高等教育の費用負担

の在り方」は、こう記している。「個人や民間企業による教育、学術研究への貢献を期待し

て、税制上の措置の活用等きめ細かな誘導方策により大学及び育英奨学法人等への寄付の促
進を図ろ」。

臨時教育審議会「教育改革に関する第三次答申」（昭和６２年４月）は、第３章高等教

育機関の組織・運営の改革第１節高等教育財政で「地域社会と高等教育機関との連携を深

め、とくに地域の大学等と地方公共団体が、財政的にもそれぞれの発意により、協力関係を

実現し得る方策を讃ずる。高等教育機関に対する寄付金の増大を促すため、国・公立大学等

および私立大学等のそれぞれにかかわる寄付金受け入れの諸条件を改善する。国立大学の財

政自主権を拡大し、大学が自己の経営に積極性を発揮し得る条件を整備するため、予算、会

計の弾力化を図り、各大学に諸種の自己基金や付置財団の設立を促す」と新しい方策を提言

している。

文部省の文書としてはおそらく昭和５９年１２月２２日付通知「奨学寄付金等外部資金の

受け入れについて」がもっとも詳細かつ積極的な受け入れ姿勢を示している政策文書といっ

ていいようである（付属資料１）。

これらの文替は総じて外部資金の導入を進め受入態勢を整え、弾力的運用によって研究教

育の充実を図るべきことを目指しているといっていいであろう。なお臨教審第３次答申の提

言している自己基金や付置財団が実現した場合、上記の外部資金３カテゴリーとの関係がど

うなるのか、経理上如何に取り扱われることになるのかなどつめて考えるべき課題があるよ

うである。なお既存の財団については、後にケース・スタディとして言及する機会がある。

-６６－



政策当局もさることながら現場で財源難に苦しんでいる教官の外部資金への期待が大きい

ことは当然に予想きれる。事実われわれが行ったアンケート調査の結果にもそれは明白に表

れている（｢国立大学財政基盤調査研究委員会中間報告教官の直面する教育研究費の現状」
ｐ７）。それによれば、文部省以外の官庁および政府機関からの資金の拡大を求めるもの７

２％、地方自治体資金６５％、民間財団資金６６％、民間企業資金５４％などとなっている。

しかし一方でこれら資金すべてについて拡大すべきでないと回答しているものも７～８％あ

り、とくに民間企業については１６％あるうえに、どちらともいえないの３０％を合わせる

と４６％で、積極的拡大論にせまる割合をしめていることになる。自由記入欄などから推察

きれる反対論の根拠は、企業による学問の自律性の侵害の恐れがもっともつよく、ついで外

部資金を利用しうる大学とそうでない大学との格差の拡大も指摘されている。その両者の解
決の手段として外部資金は一旦国大協のような共同組織にプールし、そこで自律的かつ公平
に分配せよという提言もあった。

４ケース・スタディその１－Ｔ大学一

上記の通り、国立大学全体を取れば、平成２年度の場合､寄付金等の収入は総収入の２．５

％であるが、大学によってかなり差があるであろうことは当然予想される。おそらく寄付や

共同研究などの件数・金額の大きい有力・大型大学ではその比率も高いのではなかろうか。

そこでここではそれらが国立大学のなかでもっとも大きいと思われるＴ大学をとりあげて検
討することにしよう。

第３表はその総括表である。ただし表題が示すようにここの構成比はＴ大の「校費・受託

研究費・奨学交付金・科学研究費補助金」のみをペースとしたものであり、公債収入等を含

んでいる第２表とは比較可能ではない。５５年度に受託研究費が１．１％､奨学交付金が３．９

％、合計５％をしめていた。５９年度には2.0％と８．３％、合計１０３％であり、平成元

年度をとれば３．１％と１３．８％、合計１６．９％となる。奨学交付金だけをとってみると、

ピークとなっている６３年度には１６．３％で前年から一挙に６％ポイント上昇している。

それは実数にして３６億円から５６億円へと２０億円の増加であり、対前年比５６％の増額

となる。Ｔ大としてはここで不連続的に寄付金への依存を高めたことは明らかであろう。受

託研究費にはそれほどの断絶は認められず、実数・比率とも漸増傾向をたどっている。とす

ればＴ大の場合、最近時における外部資金導入のポイントが奨学寄付金にあることは明らか
であろう。

全体としてのＴ大の外部資金依存状況は上記のとおりであるが、当然予想されるように部

局ごとの依存度の差は著しい。第４表がそれを示している。これでみると寄付金への依存度

は薬学部の４２％を最高､教養学部の３．８％や教育学部の４．３％を最低として大きなひらき

のあることがわかる。受託研究費は絶対額が小さく、法・経・青などのようにゼロの学部も

－６７‐
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第４ 表校費・受託研究費・奨学交付金・科学研究補助金予算額調

Ｔ大学平成元年度

lib筆皀iｉ
あるとはいえ、最高でも医の８．７％であって、部局ごとの差のもつ影響力は寄付金とは比

較にならない小さなものにとどまる。ちなみに、掲出しなかったがＴ大で薬学部のパターン

にもっとも近い部局は、後述するように寄付講座を多く持っている先端科学技術研究センタ

ーである。ここでは校費と寄付金はほとんど同額で３４．７％と３４．２％をしめ、のこりは
科研費２１％、受託研究費１０％となっている。

５ケース・スタディその２－Ｔ大学Ｅ学部一

Ｔ大の中にあってＥ学部の規模は小さく、外部資金の金額も小さいのであるが、特定の財

団（前述の臨教審の「付置}け団」に該当すると思われる）からの寄付金を持っていることと、

寄付講座を持っているという点で特徴的なのでとりあげておく。第５表で見るとおり財政規
模は２～３億円で、８０％を校費でまかなうほか、科研費が１０％、委任経理金５～１１％

程度となっている。むろん年によってすべての項目に多少の上下はあるが、とくに目だつの

が昭和６３年度に委任経理金が前年の１７００万円から３３００万円へと倍増している点で

あろう。これは掲出したようにこの年から寄付講座２０００万円が新たに加わったからであ

る。それは財政規模３億円程度のこの学部にとって強力な新財源の追加であった。だが一方、
かつては１０００万円ないし８００万円ほどの寄付をつづけていた財団が５００万円レベル

に落ち込んでいる。財団の基金が増加しないため、低金利I時代をむかえて運用益が低下した
からである。

-６１－

区分 教官当菰算校費 学生当積算校費 その他 校費合計 受罷研究費 奨学交付金金 科学研究費 合計

法学部 ３４．０％ １０．０％ ２３．０％ ６７．１％ ２５．９％ ７．０％ １００％

医学部 １９．１％ ４，１％ ２０．１％ ４３．３％ ８．７％ １０－２％ ３７．７％ １００％

工学部 ２２．２％ ４．９％ １９．１％ ４６．１％ ４．５％ ２２．１％ ２７．３％ 100％

文学部 ３４．４％ １２．６％ １４．０％ ６１．０％ ０．８％ ２０．８％ １７．４％ １００％

理学部 ２０．９％ ５－３％ ２６．０９６ ５２．２％ １．４％ ６．４％ ３９．９％ 100％

良学部 ２３．４％ ５．５％ ２１．２％ ５０．１％ ２．９％ １６．１％ ３０．９％ １００％

旦拐 ３６．７％ ６０．２発 ９６．９％ ３．１％ １００％

水産実恩t所 １３．６％ ７１．３％ ８４．９％ ２．２％ １２．９％ １００％

演習林 ９．４％ ８５．５％ ９４．９％ ３－６％ ０．３％ １．３％ １００％

経済学部 ５０．１％ ８．７％ ２０．４％ ７９．２％ １０．９％ ９．８％ １００％

教養学部 ２７．５％ １６．７％ ２６．１％ ７０．４％ ０．２％ ３．８％ ２５．６％ １００％

教育学部 ３９．３％ １７．３％ ２５．９％ ８２．６％ ４．３％ １３．１％ １００％

薬学部 １２．６％ ５－５％ ９．４％ ２７．５％ ４．１％ ４２．１％ ２６．３％ １００％



第５表Ｔ大学Ｅ学部経理状況

職且旅

（最終決算額

100.0oz

100.00■

100.00m

100.00■

100.00＄

この財団は「Ｔ大学Ｅ学振興財団」といい、「Ｔ大学におけるＥ学およびＭ学の振興を図

ろために必要な援助を行い、もって日本の産業経済の発展に寄与することを目的」（「寄付

行為」第３条）として昭和３６年に設立された。当初は基本財団２０００万円運用財産３０

０万円であり、「基本財産は処分しまたは担保に供」（同第６条）することはできず、「経

費は資産から生ずる果実、寄付金およびその他の運用財産をもって支弁する」（同第９条）。

基本財産はその後３億６６００万円に増額きれている。こうした目的と機能とを持った財団

が設立きれた背景は設立趣意書によれば、大学の「わが国産業経済の現状研究・・・にあて

られる年間予算は極めてとぼしくわが国産業経済の急速な発展に即応することはとうてい不

可能」であるうえに「Ｅ学およびＭ学の国際的交流にわが国の学者を十分に参加せしめるこ

とすらおぼつかない」と認められたからであった。財団は、基金から生ずる果実を寄付し、

Ｅ学部はこれを委任経理金として受け入れ、財団の目的にそって各教官の研究調査援助費、

海外出張経費に充当している。
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校費

(妓終決算額）
職貝旅費

(最終決算額）
委任軽理全 科学研究Bｉ 合８十

昭和６０年度

1990751千円

79.8096

6,399千円

2.56発

7件13,649千円

(うち財団8,000）

5.45兇

15件３０β00千円

(2０131,564）

12.11魁

250,299千円

100.00兜

昭和６１年度

196,369Ff円

71.53％

6,295千円

2.55％

7件20,058千円

(うち勘団10,200）

8.12名

13件24,200千円

(1６60,20M$）

9.80艶

246,922千円

100.00路

昭和６２年度

212,1，けPＲ

81.31路

6,588千円

2.52魁

7件１７口50F千円

(うち財団5,200）

6.72男

15件24,65,F円

(1８56,835）

9.4ｓ努

260178千円

100.00､

昭和６３年度

219,109千円

76.06■

6,247千円

2.17％

7件33,385千円

(うち財団5,500）

(寄付20,000）

11.5996

16件29,350FFR

(1８56,262）

10」,96

288ｐ91千円

100.00魁

平成元年度

246,661千円

77.10発

6,668千円

2.08鮎

,件36,000千円

(うち財団5,500）

(寄付20,000）

11.25兇

15件30,60ＤＦＲ

(2０59117）

9-56発

319.,29千円

100.00発



６ケース・スタディその３－Ｔ大学の寄付講座一

寄付講座は外部資金導入のうちの奨学寄付金の利用形態のひとつであるが、最近急速に開

設きれていて、おそらく今後も各大学に広がると思われるので、その現状をとくにＴ大を中

心に見ておきたい。

制度上、寄付講座が可能になったのは比較的新しい。国立学校設置法施行規則（昭和３９

年文部省令第１１号）が、昭和６２年５月１６日文部省令第１３号によって改正され、第３

０条の５，６が追加きれたことによるのである（付属資料２）。その実施は５月２１日の文

部大臣裁定「国立大学の寄付講座及び寄付部門の実施について」（付属資料３）に基いてな

されるべきものときれ、同日付の「国立大学等の寄付講座及び寄付研究部門の実施の運用に

ついて（通知）」（付属資料４）が、運用に当たって留意すべき点を指示している。たとえ

ば寄付講座は２～５年と時限的になっているが、これは文部大臣裁定によっている。

こうした規定に基いて設置された全国立大学の寄付講座回寄付研究部門は平成２年４月現

在、第６表に示きれた１１大学の１９講座・１０寄付研究部門である。このうちＴ大学が５

講座・８研究部門をしめている。学部・部門の分野別でみると、文学系ゼロ、社会科学系５

（法１、経済・経営４）でのこりはすべて自然科学系に属する。

Ｔ大学は「Ｔ大学寄付講座要項」（６２年５月）（付属資料５）を定め、すべての寄付講

座はこれに基いて設置きれるべきものとしている。ここでは寄付講座は「研究教育体制にお

ける流動化、国際化、学際化、及び公開化の推進」をはかるべきものとし、設置運営に当た

っては大学の主体性が確保されねばならないとしている。

現在Ｔ大学では第６表（次頁）掲出の講座、研究部門が設けられているのであるが、その

大部分は５年を期限としており、３年のものが少数あり、３年経過後更新されたものもある。

設置する場合は各部局ごとに運営規則や細則を定めているようである。そこでは例えば外部

の企業または個人の特定の利益の増進を図ってはならない、軍事研究に従事してはならない、

教官は寄付する企業や組織等からの採用を禁ずる等、大学の主体性を確保すべき旨の条項が

もりこまれていることが多いようである。また講座設置の可否も教授会構成員３分の２以上

出席、３分の２以上の賛成によって決するという厳格な条件を付しているのが普通のようで

ある。担当教官としては、Ｔ大全体の国際化に資するという方針にのっとって、外国人学者

を任用するケースが多い。

こうした大学側の厳しい条件に服きなければならないとすると、直接的なメリットがある

とは思えないのに何故企業などが寄付をするのかについて、関係部局が企業等から得ている

回答は、「企業イメージの向上」「研究・教育への貢献」などの由である。前掲表でみると

２９の講座・研究部門のうち、講座名自体に寄付者の名が付せられているケースは２例であ

り、１７例が講座名の後ろに括弧付きで企業名を記入しており、残りはそれもしていない。

寄付側と受け入れ側の微妙な立場・思惑がここから推測きれるように思われる。
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第６表国立大学の寄附講座、寄附研究部門

平成２年４月現在

包
凹

國聾鵜謝

繍滞場餅

副塵｜①

｡鰯騒
工学部

瓦陶圃翻

」冒窓「

１１大学１９寄附諦座・１０寄附研究部門
●詩誼麹

大学名 学翻名 寄附講座等の名称 分野尋 寄附者

筑波大学 経営・政策
科学研究科

山一証券ファイナンス寄附露座
豊鍵蕊等 山一

禰
群馬大学 医学部 神経輔神薬理学（ツムラ）謝座 中枢・

体内Ｉ
乍用性東洋医学の
M1蝋と作用樋序

ヅムラ
(株）

東京大学

法学部

経済学部

理学部

工学部

薬学謡

繍露夢童

羨産技術研究

証券取引法

ファイナンス（山一証券）

予溺制御数学

エネルギー極限工学（東京電力）

医薬分子設計学

①コンピュータ・通侶（ＮＥＣ）
密附研究部門

②書繍鑿繍日鉄）

③薯瀞議畠ＳＫ）

④雲 鱸錨ＴＴ）

⑤
蕊鱗編弁東庄化学）

⑥雲棗鱸壼請 (ＧＣ５）

⑦蕊識雛 (三菱重工業）

インフォメーション・プュージョ
ン（リコー）寄附研究部門

証券取引法制度

ファイナンス研究

嚢季纒塞溺理護の

謬鬘議蝋霊
貯蔵

曇
ブ 霧学，
雛響雲爾鵠ス

鍵慧襲科

豊鐇艫処理技術等

鯛量鱸鰐債

冨灘艤辮

鱒騨艤二

ム
ム

テ
性
テ

ス
顔
ス
立

シ
信
シ
確

大
ク
の

巨
性
ヅ
法

型
全
二
手

来
安
ロ
学

末
の
ホ
エ

①
②

騨騨雲ディア等

鴎
野村

掘興
基金

山一
雪簔）

蕊保険

東京蝋）

エー

瀧）

日本
鵜）

新日
需瀞

ＣＳＫ
(株）

昌塞亨凛）

謹雫榛）

甕鑿
組

苧
三菱
專瀞

ﾘｺﾏ株）

東京エ業
大学

工学部

総合理工学
研究科

工業材料
研究所

知能憎報システム
座

(東芝）寄附講

知能機械（日立）寄附講座

ＪＭＡ創造性開発毎附講座

先蝋鰯能セラミックス
寄附研究部門

(ＴＤＫ）

霞並列楠報処理ﾆﾕﾗ､ﾈｯﾄﾜｰｸ佃報処理

雛鵜艤寵製作
膣合ｼｽﾃﾑ

慧霊薑牲研究者のため霜発

①超伝導ｾﾗﾐﾜｸｽ

蕊霧擢艤ﾂｸﾞｽ
ﾐガス

東芝
(株）

日立
(株）

塁妻祷 ）

ＴＤＫ

(株）

横浜国立
大学

工学部

掴能分子設計講座

知能機械システム（日立）講座

機能性有磯化合物

駿籠欝諦ﾃム

明治製菓
(株）

日立
雫鱒

葵撃医科 医学部 メディカルホトニクス講座

鱸鑿織|鶴 溌轆テ
葵塞医科 掌誘蕊謬

￣

分子生命動態学寄附研究部門

麓篝鰐雰二重三
樹河ﾒﾁ゛ｶﾙ
ｼｽﾃﾑ（株）

大駁大学

基礎工学部

経済学部

知能1ｉｉ報処理システム寄附講座

投資信託寄附調座

知能個報と憤報処理シ
ステム

投資信託

ＳＲＡ
(株）

誓穫響
徳島大学 医学部 臨床分子栄養学（大塚）露座

露蝋性疾患の病因
竃塚霧子

九州大学

経済学部

縫合理工学

保険学講座

電気エネルギーシステム学講座

雛蕊譽

①エネルギー供給シズ

②壽壽ｴﾈﾙｷﾞｰの新

襄里毒鬘）

九州
雫謀）

突撃工業 工学部 高分子材料工学（ＴＯＴＯ）講座
鯛貧鑛形加エ 東陶

轤）



７問題点

外部資金導入すべてについて根本的な問題は、国立大学が何故国庫以外の財源を導入しそ

れに依存しなければならないのか、してもよいのか、よいとすればどの程度が適当かなどと

いった国立大学存立の根拠との対応で、財源の性格を問うという問題である。しかし、ここ

ではその種の本質論は避け、財源難という事実を前提し、すでに法律に基いてある程度積み

重ねられてきた経験をふまえて、そこで生じてきたり察知されたりした問題点なり課題なり

をとりあげることとしたい。

第１：まず外部資金流入に伴って学問の自由、大学の自治が侵害されるのではないかとい

う広く持たれている危倶の念が問題となる。それは学問の内容から人事、学生の就職、特定

企業（個人、組織）への利益供与などざまざまなレベルで起こりうると懸念される。この解

決は最終的には教官個人のモラルに帰着するのであろうが、最小限、Ｔ大の場合のように大

学全体なり部局なりの要項や運営規則などに明示して、教授会、評議会などの機関によるチ

ェック機能を十分に働かせることによって確保すべきものであろう。大学としてはその趣旨

を十分理解している寄付者・委託者のみを選ばなければならないのである。

第２：共同研究や委託研究はいうまでもなく、寄付金の場合でも事柄の性質上当然に委託

者や寄付者の意志が話の出発点であり、それ故にかれらによる大学や部局や教官の選択・選

別が先行する。それはしばしば特定大学・特定部局への資金集中とそれ以外の部分の恒常的

な貧窮との並存をもたらすことになる。教官アンケートの自由記入欄でそれを指摘し、全国

的プール案が提示されていたことは前述した。しかしそれは委託研究に妥当しないことはい

うまでもないし寄付者の意志と食い違うおそれが大きく、寄付を得にくくすることは疑いな

い。付置財団をもっているＴ大Ｅ学部の場合、財団からの委任経理寄付金の配分（ここでは

Ｔ大Ｅ学部以外に用いることはないので大学間、学部間の選択はありえず教官の選別のみが

問題となる）のうち、教官については実質上学部教授会にまかざれている。したがってその

点では問題は解消しているが、逆に個別企業ないし個人として（特に個別教官を特定して）

寄付者となることを望む場合、財団に埋没することを好まず寄付を見合わせるという事例も

あるようである。もっとも、こうした点は外部資金の大部分をしめる寄付金の寄付者の意識

が「研究・教育への貢献」一般に純粋化すればするほど解消していくことが期待されよう。

第３：寄付者としての地方公共団体の位置づけについて。現在地方公共団体は地方財政法

第１２条及び地方財政再建促進特別措置法第２４条２項の規定によって、国立大学への寄付

はできないことになっている。これらの法の精神は、制定当時としては妥当なものであった

であろうが、その後国と地方の財政事情や両者の間の事務配分などがおおきく変わった。そ

のうえ、大学教育の大衆化は全国各地で著しく進み、国立大学の地方への立地が当該地方の

教育・文化水準の向上や教育の機会均等化に不可欠の役割を果たしていることは広く認識さ

れているところである。その大学が財政難の故に教育研究水準の低下に見舞われるとすれば、
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そのマイナスの効果は直接に当該地方に及ぶことになる。とすればそれに対する自己防衛の

意味から言っても、地方住民や地方団体は、法改正を求めるなり第３セクターを通じるなり

して、地方国立大学に財政的支援を行うことに積極的かつ合理的な理由があるというべきで

あろう。

第４：委託研究や共同研究はかなりながい間の経験があり、現在ではあまり問題なく定着

しているのではないかと推察きれる。しかし、新しい寄付講座については、経験の乏しさも

あって実際上・実務上の問題が少なくないようである。とくにＴ大の場合などは、教官とし

て外国人学者を招くことが多いせいでそれに伴うさまざまな困難もあるようである。まず寄

付講座設置事務の手続きが煩雑であり、文部省への提出書類の簡略化が要求きれている。外

国人学者との関係では、任期が時限的である上に給与水準が低いこともあって、しばしば適

材のスカウトに失敗しているとのことである。時にはむしろこの欠陥を逆手に取って、数ヵ

月という短期間単位で多数の優秀な学者の来日を企画し成果を挙げている例もある。また日

本では当然とされている手続きや書類提出が外国人の場合には不適切だったり不可能だった

りすることもあるという。ざらに細かいことになるが、赴任手当、家族旅費、宿舎などをめ

ぐるトラブルや気苦労が受け入れ当事者のかなり大きな負担になっている。

(林健久）

－７４‐



付属資料１

近
年
、
大
学
等
に
お
け
る
研
究
活
動
に
対
し
、
科
学
技
術
の
振
興
簿
に
関
連

し
て
、
産
業
界
等
社
会
の
各
方
面
か
ら
多
く
の
期
待
や
要
爾
が
寄
せ
ら
れ
て
お

り
、
こ
れ
に
伴
い
、
国
立
学
校
が
民
間
会
社
、
研
究
関
係
公
益
法
人
等
外
部
の

機
関
か
ら
受
け
入
れ
る
奨
学
寄
附
金
や
受
託
研
究
経
費
等
の
研
究
資
金
が
逐
年

増
加
す
る
傾
向
に
あ
り
ま
す
。

こ
の
よ
う
な
状
況
に
か
ん
が
承
、
文
部
省
と
し
て
も
、
奨
学
寄
附
金
等
外
部

資
金
の
受
入
れ
に
係
る
勤
務
手
続
の
簡
素
化
等
の
改
蕃
を
図
っ
て
い
く
こ
と
と

し
て
お
り
ま
す
が
、
国
立
学
校
に
お
い
て
も
、
本
来
の
使
命
を
踏
ま
え
つ
つ
、

こ
れ
ら
の
社
会
的
要
請
に
対
応
す
る
た
め
、
外
部
の
機
関
と
の
協
力
・
連
携
を

一
周
適
切
か
つ
円
滑
に
進
め
る
こ
と
が
で
き
る
よ
う
、
外
部
資
金
の
受
入
れ
手

統
等
に
つ
い
て
改
善
を
図
ろ
必
要
が
あ
る
と
考
え
ら
れ
ま
す
。

つ
い
て
は
、
奨
学
寄
附
金
等
外
部
資
金
の
取
扱
い
に
関
し
て
ば
、
会
計
法
令

及
び
関
係
通
知
に
よ
る
ほ
か
、
左
記
の
点
に
十
分
配
慮
し
、
学
内
規
程
の
整

備
、
教
職
員
へ
の
周
知
等
に
つ
い
て
よ
ろ
し
く
お
取
り
計
ら
い
願
い
ま
す
。

記
’

一
奨
学
寄
附
金
に
つ
い
て

Ｈ
奨
学
寄
附
金
は
、
議
入
歳
出
外
現
金
と
し
て
国
立
学
校
の
長
に
交
付
さ

れ
、
そ
の
経
理
が
委
任
さ
れ
る
も
の
で
あ
り
、
歳
出
予
算
に
比
べ
、
教
育

研
究
上
の
必
要
に
応
じ
一
層
磯
動
的
に
支
出
で
き
る
経
費
で
あ
る
の
で
、

出
張
先
で
の
魯
箔
、
資
料
の
購
入
等
教
育
研
究
上
必
要
な
経
費
で
通
常
の

支
出
手
腕
に
よ
る
こ
と
が
明
ら
か
に
困
難
な
場
合
な
ど
に
は
、
立
替
え
払

い
を
囲
め
る
な
ど
制
度
の
趣
旨
に
則
し
て
弾
力
的
に
取
扱
う
よ
う
配
虚
す

る
こ
と
。 ｏ
奨
学
寄
附
金
等
外
部
資
金
の
受
入
れ
に
つ
い

て

昭
和
五
十
九
年
十
二
月
二
十
二
日
文
学
助
郷
二
六
八
号

文
部
省
学
街
田
原
局
長
、
文
郎
古
大
臣
官
図
会
叶
陳
長

か
ら
各
国
立
大
学
長
、
各
国
立
寅
等
専
門
学
校
長
、
各

国
立
大
学
共
同
利
当
楓
関
の
長
あ
て
通
知

ロ
奨
学
寄
附
金
は
、
寄
附
の
趣
旨
に
沿
っ
て
、
教
育
研
究
上
必
要
な
使
途

に
幅
広
い
使
用
を
罷
め
る
こ
と
が
で
き
る
も
の
で
あ
る
の
で
、
例
え
ば
、

国
際
学
会
の
登
録
料
等
の
経
費
、
研
究
連
絡
等
の
会
合
費
、
研
究
調
査
等

に
帯
同
す
る
学
生
の
旅
弼
、
外
国
人
研
究
者
の
招
へ
い
旅
費
・
鱸
演
劇

金
・
接
遇
費
、
研
究
補
助
負
や
事
務
補
助
員
の
時
間
雇
用
の
経
費
等
に
も

支
出
を
認
め
る
な
ど
制
度
の
趣
旨
に
則
し
て
弾
力
的
に
取
扱
う
よ
う
配
慮

す
る
こ
と
。

ロ
国
立
学
校
の
長
が
行
う
こ
と
と
な
っ
て
い
る
奨
学
寄
附
金
の
受
入
れ
に

つ
い
て
は
、
必
要
に
応
じ
受
入
れ
の
決
定
を
学
部
、
附
腫
研
究
所
又
は
附

属
病
院
の
長
の
専
決
に
し
た
り
、
受
入
れ
の
学
内
審
査
や
報
告
を
一
層
機

動
的
に
行
う
な
ど
迅
速
に
処
理
で
き
る
よ
う
に
す
る
こ
と
。

図
研
究
関
係
公
益
法
人
等
か
ら
国
立
学
校
の
教
官
個
人
に
助
成
金
等
が
供

与
さ
れ
た
場
合
に
、
助
成
等
の
趣
旨
が
当
骸
教
官
の
職
務
上
の
教
育
、
研

究
を
援
助
し
よ
う
と
す
る
も
の
で
あ
れ
ば
、
‐
当
該
教
官
が
改
め
て
奨
学
寄

附
金
と
し
て
寄
附
す
る
こ
と
と
な
っ
て
い
る
の
で
、
今
後
と
も
前
記
の
よ

う
な
趣
旨
の
助
成
金
等
は
、
こ
の
よ
う
な
取
扱
い
に
よ
り
受
け
入
れ
る
よ

う
周
知
徹
底
を
図
る
こ
と
。

二
受
舵
研
究
等
に
つ
い
て

い
受
妬
研
究
経
饗
は
、
受
駈
研
究
契
約
の
趣
旨
か
ら
ふ
て
適
切
な
場
合
に

は
、
研
究
連
絡
等
の
会
合
費
、
研
究
鬮
査
簿
に
帯
同
す
る
学
生
の
旅
費
等

に
も
支
出
を
罷
め
る
な
ど
制
度
の
趣
旨
に
則
し
て
取
扱
う
よ
う
配
慮
す
る

』
」
と
。

口
受
舵
研
究
の
受
入
れ
に
つ
い
て
は
、
受
入
れ
に
つ
い
て
の
学
内
審
査
を

一
層
機
動
的
に
行
う
な
ど
迅
速
に
処
理
で
き
る
よ
う
に
す
る
こ
と
。

ロ
国
立
学
校
の
教
官
が
研
究
関
係
公
益
法
人
等
の
行
う
研
究
活
動
に
協
力

を
要
騎
さ
れ
、
こ
れ
に
応
ず
る
場
合
に
は
、
兼
業
の
手
続
を
と
る
よ
う
周

知
徹
底
を
図
る
こ
と
。
ま
た
、
協
力
の
内
容
が
当
該
大
学
に
お
け
る
研
究

活
動
を
中
心
と
す
る
な
ど
教
官
の
職
務
上
の
研
究
と
囲
め
ら
れ
る
場
合
に

は
、
受
能
研
究
と
し
て
行
う
よ
う
に
す
る
こ
と
。
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付属資料２
（
国
立
学
校
設
置
法
施
行
規
則
）

第
三
十
条
の
五
学
部
、
学
部
に
置
く
学
科
そ
の
他
国
立
大
学
に
置
く
教
育
研

究
を
行
う
組
織
に
、
・
寄
附
講
座
を
設
け
る
こ
と
が
で
き
る
。

２
寄
附
講
座
に
係
る
経
費
は
、
国
立
学
校
特
別
会
計
法
（
昭
和
三
十
九
年
法

律
第
五
十
五
号
）
第
十
七
条
の
規
定
に
よ
り
国
立
大
学
の
学
長
に
経
理
を
委

任
さ
れ
た
金
額
を
も
っ
て
支
弁
す
る
も
の
と
す
る
。

３
前
二
項
の
規
定
の
実
施
に
関
し
必
要
な
事
項
に
つ
い
て
は
、
別
に
文
部
大

臣
が
定
め
る
。

第
三
十
条
の
六
附
置
研
究
所
そ
の
他
国
立
大
学
に
置
く
研
究
を
行
う
組
織

に
、
寄
附
研
究
部
門
を
設
け
る
こ
と
が
で
き
る
。

２
寄
附
研
究
部
門
に
係
る
経
費
は
、
国
立
学
校
特
別
会
計
法
第
十
七
条
の
規

定
に
よ
り
国
立
大
学
の
学
長
に
経
理
を
委
任
さ
れ
た
金
額
を
も
っ
て
支
弁
す

３
前
二
項
の
規
定
の
実
施
に
関
し
必
要
な
事
項
に
つ
い
て
は
、
別
に
文
部
大

臣
が
定
め
る
。

る
も
の
と
す
る
。

（
昭
六
二
文
令
一

（
寄
附
研
究
部
門
）

（
寄
附
講
座
）

（
昭
六
二
文
令
一
三
・
追
加
）

追
加
ミーグ
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付属資料３
国
立
大
学
等
の
寄
附
識
座
及
び
寄
附
研
究
部
門
の
実
施
に
つ
い
て

昭
和
六
二
年
五
月
二
一
日

文
部
大
臣
裁
定

国
立
学
校
設
腫
法
施
行
規
則
（
昭
和
三
九
年
文
部
省
令
第
一
一
号
）
第
三
○

条
の
五
第
三
項
及
び
第
三
○
条
の
六
第
三
項
並
び
に
国
立
大
学
共
同
利
用
機
関

組
織
運
営
規
則
（
昭
和
五
二
年
文
部
省
令
第
一
二
号
）
第
六
条
の
一
一
一
第
三
項
の

規
定
に
基
づ
き
、
国
立
大
学
及
び
国
立
大
学
共
同
利
用
観
閲
（
以
下
「
国
立
大

学
等
」
と
い
う
Ｊ
に
瞳
か
れ
る
寄
附
謙
座
及
び
寄
附
研
究
部
門
の
実
施
に
関

し
、
左
記
の
と
お
り
定
め
る
。

一
趣
旨
寄
附
鱗
座
及
び
寄
附
研
究
部
門
（
以
下
「
寄
附
鱒
座
等
」
と
い

う
Ｊ
は
、
次
の
趣
旨
に
よ
り
実
施
す
る
。

①
寄
附
露
座
等
は
、
国
立
大
学
等
に
お
け
る
奨
学
を
目
的
と
す
る
民
間
等

か
ら
の
寄
附
を
有
効
に
活
用
し
て
設
置
運
営
し
、
国
立
大
学
等
の
教
育
研

究
の
豊
富
化
、
活
発
化
を
図
る
こ
と
を
目
的
と
す
る
も
の
で
あ
る
こ
と
。

②
寄
附
講
座
に
あ
っ
て
は
講
座
に
お
い
て
行
わ
れ
る
教
育
研
究
に
、
寄
附

研
究
部
門
に
あ
っ
て
は
研
究
部
門
に
お
い
て
行
わ
れ
る
研
究
に
相
当
す
る

．
も
の
を
実
施
す
る
こ
と
。

二
・
教
員
等
教
員
の
身
分
、
呼
称
、
寄
附
露
座
等
の
構
成
等
に
つ
い
て
は
、

次
の
と
お
り
と
す
る
。

①
寄
附
鱒
座
等
を
担
当
す
る
教
員
と
し
て
採
用
す
る
者
の
身
分
は
一
般
職

の
非
常
勤
職
員
と
す
る
こ
と
。
た
だ
し
、
外
国
人
に
つ
い
て
は
、
国
家
公

別
承

記

務
員
法
（
昭
和
一
一
二
年
法
律
第
一
二
○
号
）
第
二
条
第
七
項
に
規
定
す
る

勤
務
の
契
約
に
よ
り
雇
用
す
る
こ
と
も
で
き
る
こ
と
。

②
寄
附
瞬
座
等
を
担
当
す
る
教
員
に
対
し
て
は
、
別
に
定
め
る
と
こ
ろ
に

よ
り
、
客
員
教
授
又
は
客
員
助
教
授
を
称
せ
し
め
る
こ
と
が
で
き
る
も
の

と
す
る
こ
と
。

③
寄
附
鱗
座
等
の
構
成
に
つ
い
て
は
、
少
な
く
と
も
教
授
又
は
助
教
授
相

当
者
一
人
及
び
助
教
授
又
は
助
手
相
当
者
一
人
を
単
位
と
す
る
こ
と
。

④
寄
附
騨
座
等
を
担
当
す
る
教
員
は
、
当
該
寄
附
鱒
座
等
の
教
育
研
究
に

従
事
す
る
ほ
か
、
そ
の
他
の
授
業
又
は
研
究
指
導
を
担
当
す
る
こ
と
が
で

き
る
も
の
と
す
る
こ
と
。

三
経
理
等
教
員
給
与
、
研
究
費
、
旅
費
等
寄
附
群
座
等
に
係
る
経
費
は
、

国
立
学
校
特
別
会
計
法
（
昭
和
三
九
年
法
律
第
五
五
号
）
第
一
七
条
に
よ
り

国
立
大
学
の
学
長
に
経
理
を
委
任
さ
れ
た
金
額
に
よ
り
隆
理
し
、
支
弁
す

る
。

四
存
続
期
間
寄
附
露
座
等
の
存
続
期
間
は
、
原
則
と
し
て
二
年
以
上
五
年

以
下
と
す
る
。

五
そ
の
他
国
立
大
学
等
が
寄
附
露
座
等
を
設
け
る
栂
合
及
び
寄
附
識
座
等

、
の
内
容
等
に
大
き
な
変
更
を
加
え
る
場
合
に
は
、
事
前
に
文
部
省
と
必
要
な

協
議
を
行
う
も
の
と
す
る
。

附
則

こ
の
裁
定
は
、
昭
和
六
二
年
五
月
一
二
日
か
ら
施
行
す
る
。
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付属資料 ４

国
立
学
校
設
置
法
施
行
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令
（
昭
和
六
一
一
年
五
月

一
六
日
文
部
省
令
第
一
一
一
一
号
）
、
国
立
大
学
共
同
利
用
機
関
組
織
運
営
規
則
の

一
部
を
改
正
す
る
省
令
（
昭
和
六
一
一
年
五
月
一
六
日
文
部
省
令
第
一
四
号
）
に

よ
り
、
国
立
大
学
及
び
国
立
大
学
共
同
利
用
機
関
（
以
下
「
国
立
大
学
等
」
と

い
う
Ｊ
に
寄
附
講
座
及
び
寄
附
研
究
部
門
を
設
け
る
こ
と
が
で
き
る
こ
と
と
な

り
、
そ
の
実
施
に
つ
い
て
は
、
昭
和
六
一
一
年
五
月
一
一
一
日
文
部
大
臣
裁
定
「
国

立
大
学
等
の
寄
附
講
座
及
び
寄
附
研
究
部
門
の
実
施
に
つ
い
て
」
に
よ
る
こ
と

と
な
り
ま
し
た
が
、
そ
の
運
用
に
当
た
っ
て
は
、
左
記
の
点
に
御
留
意
下
さ
る

よ
う
お
願
い
し
ま
す
。

記

一
趣
旨
寄
附
講
座
及
び
寄
附
研
究
部
門
（
以
下
「
寄
附
講
座
等
」
と
い

う
Ｊ
は
、
国
立
大
学
等
に
お
け
る
教
育
研
究
上
不
可
欠
な
講
座
又
は
研
究
部

門
の
存
在
を
前
提
と
し
て
、
民
間
等
か
ら
の
寄
附
に
基
づ
い
て
付
加
的
に
設

置
さ
れ
、
国
立
大
学
等
の
教
育
研
究
の
豊
富
化
、
活
発
化
を
図
る
こ
と
を
目

的
と
し
て
設
通
さ
れ
る
も
の
で
あ
る
こ
と
。

ｏ
国
立
大
学
等
の
寄
附
講
座
及
び
寄
附
研
究
部

門
の
実
施
の
運
用
に
つ
い
て

《蝋緤雛繍繍繍鱗迩
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二
教
員

Ｂ
名
称
、
身
分
等

①
寄
附
講
座
を
担
当
す
る
教
員
の
名
称
は
寄
附
講
座
教
員
と
し
、
寄
附

研
究
部
門
を
担
当
す
る
教
員
の
名
称
は
寄
附
研
究
部
門
教
員
と
す
る
こ

と
。

②
寄
附
講
座
教
員
及
び
寄
附
研
究
部
門
教
員
（
以
下
「
寄
附
講
座
教
員

等
」
と
い
う
〕
の
身
分
は
、
一
般
職
の
非
常
勤
職
員
と
す
る
こ
と
。
た

だ
し
、
外
国
人
に
つ
い
て
は
、
国
家
公
務
員
法
（
昭
和
一
一
一
一
年
法
律
第

三
一
○
号
）
第
二
条
第
七
項
に
規
定
す
る
勤
務
の
契
約
に
よ
り
雇
用
す

る
こ
と
も
で
き
る
こ
と
。

③
寄
附
講
座
教
員
等
の
任
用
等
の
取
扱
い
に
つ
い
て
は
、
昭
和
三
六
年

一
一
一
月
三
一
日
文
人
任
第
五
四
号
大
臣
官
房
人
事
課
長
通
知
「
非
常
勤
職

員
の
任
用
及
び
そ
の
他
の
取
扱
い
に
つ
い
て
」
に
よ
る
こ
と
。
こ
の
場

合
、
同
通
知
の
記
の
一
一
の
１
に
よ
り
任
用
す
る
こ
と
を
原
則
と
す
る

が
、
記
の
一
一
の
２
に
よ
り
任
用
す
る
こ
と
も
可
能
と
す
る
こ
と
。

た
だ
し
、
勤
務
の
契
約
に
よ
り
雇
用
す
る
外
国
人
に
つ
い
て
は
、
寄

附
講
座
に
あ
っ
て
は
、
昭
和
四
四
年
四
月
一
六
日
文
大
庶
第
一
一
五
一
号

文
部
事
務
次
官
通
知
「
外
国
人
教
師
の
取
り
扱
い
に
つ
い
て
」
及
び
昭

和
五
一
年
九
月
一
三
日
文
大
高
第
二
九
六
号
文
部
事
務
次
官
通
知
「
外

国
人
特
別
招
へ
い
教
授
に
つ
い
て
」
に
、
寄
附
研
究
部
門
に
あ
っ
て
は
、

昭
和
五
○
年
三
一
月
一
五
日
文
学
機
第
三
四
○
号
文
部
事
務
次
官
通
知

「
外
国
人
研
究
員
制
度
に
つ
い
て
」
に
よ
り
取
り
扱
う
こ
と
。

④
寄
附
講
座
教
員
等
に
対
し
て
客
員
教
授
又
は
客
員
助
教
授
を
称
せ
し

め
る
に
当
た
っ
て
は
、
昭
和
六
二
年
五
月
一
一
一
日
文
部
大
臣
裁
定
「
国

立
大
学
等
に
お
け
る
客
員
教
授
及
び
定
員
助
教
授
の
取
扱
い
に
つ
い

て
」
に
よ
る
こ
と
。

⑤
寄
附
講
座
教
員
等
の
採
用
の
選
考
方
法
及
び
選
考
基
準
並
び
に
客
員

教
授
等
の
呼
称
に
つ
い
て
は
、
当
該
国
立
大
学
等
に
お
い
て
定
め
る
声
〕

と
。

Ｑ
構
成

寄
附
講
座
等
は
、
少
な
く
と
も
教
授
又
は
助
教
授
相
当
者
一
人
及
び
助

教
授
又
は
助
手
相
当
者
一
人
を
単
位
と
し
て
構
成
す
る
も
の
と
す
る
こ

と
。

㈲
職
務
内
容

寄
附
講
座
教
員
等
は
、
当
該
寄
附
講
座
等
に
お
け
る
教
育
研
究
に
従
事

す
る
ほ
か
、
当
該
国
立
大
学
等
の
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
当
該
寄
附
講

座
等
に
お
け
る
教
育
研
究
の
遂
行
に
支
障
の
な
い
範
囲
内
で
、
そ
の
他
の

授
業
又
は
研
究
指
導
を
担
当
す
る
こ
と
が
で
き
る
も
の
と
す
る
こ
と
。

四
給
与

寄
附
講
座
教
員
等
の
給
与
に
つ
い
て
は
、
当
骸
寄
附
講
座
等
に
係
る
経

餐
と
し
て
国
立
学
校
特
別
会
計
法
（
昭
和
三
九
年
法
律
第
五
五
号
）
第
一

七
条
に
よ
り
国
立
大
学
の
学
長
に
経
理
を
委
任
さ
れ
た
金
額
（
以
下
「
委

任
経
理
金
」
と
い
う
〕
の
範
囲
内
に
お
い
て
支
給
す
る
も
の
と
し
、
昭
和

一
一
一
七
年
六
月
二
八
日
文
人
給
第
一
一
九
号
大
臣
官
房
人
事
課
長
通
知
「
非

常
勤
職
員
の
給
与
に
つ
い
て
」
に
よ
り
取
り
扱
う
こ
と
。
こ
の
場
合
、
同

通
知
の
記
の
一
日
は
適
用
さ
れ
な
い
こ
と
。
ま
た
、
採
用
が
著
し
く
困
難
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な
場
合
そ
の
他
特
別
の
事
由
が
あ
る
場
合
に
は
、
記
の
二
に
基
づ
き
、
文

部
大
臣
と
協
議
の
上
、
給
与
の
額
を
決
定
で
き
る
こ
と
。

な
お
、
勤
務
の
契
約
に
よ
り
雇
用
す
る
外
国
人
の
給
与
の
取
扱
い
に
つ

い
て
は
、
寄
附
講
座
に
あ
っ
て
は
前
記
「
外
国
人
教
師
の
取
り
扱
い
に
つ

い
て
」
及
び
「
外
国
人
特
別
招
へ
い
教
授
に
つ
い
て
」
に
、
寄
附
研
究
部

門
に
あ
っ
て
は
前
記
「
外
国
人
研
究
員
制
度
に
つ
い
て
」
に
そ
れ
ぞ
れ
よ

る
こ
と
。

三
経
理
等

Ｂ
①
給
与
喪
（
退
職
手
当
及
び
社
会
保
険
料
の
事
業
主
負
担
分
を
含

む
Ｊ
、
研
究
費
、
旅
費
等
寄
附
講
座
等
に
係
る
経
費
は
、
委
任
経
理
に

よ
り
経
理
す
る
も
の
と
し
、
そ
の
取
扱
い
に
つ
い
て
は
、
「
奨
学
寄
附

金
委
任
経
理
事
務
取
扱
規
則
」
（
昭
和
三
九
年
文
部
省
令
第
一
四
号
）

そ
の
他
関
係
法
令
等
に
よ
る
こ
と
。
な
お
、
昭
和
四
二
年
九
月
八
日
文

会
総
第
三
四
一
号
大
学
学
術
局
長
、
大
臣
官
房
会
計
課
長
通
知
「
奨
学

寄
附
金
の
取
扱
い
に
つ
い
て
」
の
記
の
二
㈹
㈹
に
か
か
わ
ら
ず
、
寄
附

講
座
教
員
等
に
つ
い
て
は
．
寄
附
講
座
等
の
存
続
期
間
を
限
度
と
し

て
．
再
採
用
又
は
任
用
の
更
新
が
で
き
る
も
の
と
す
る
こ
と
。

②
寄
附
金
の
受
入
れ
に
つ
い
て
は
．
寄
附
者
の
申
出
が
寄
附
講
座
等
に

お
け
る
教
育
研
究
が
実
施
さ
れ
る
全
期
間
に
わ
た
っ
て
必
要
な
額
を
寄

附
す
る
旨
で
あ
る
こ
と
が
確
実
で
あ
る
場
合
に
限
る
こ
と
。
ま
た
．
委

任
経
理
の
方
式
は
、
次
の
い
ず
れ
で
も
よ
い
こ
と
。

、
寄
附
講
座
等
を
設
け
る
際
に
一
括
し
て
必
要
な
寄
附
を
受
け
入
れ

て
基
金
を
設
定
し
、
そ
の
果
実
及
び
計
画
的
な
基
金
の
取
り
崩
し
金

で
運
用
す
る
。

⑥
毎
年
度
、
必
要
な
寄
附
を
受
け
入
れ
る
。
（
継
続
し
て
受
け
入
れ

る
こ
と
が
確
実
な
場
合
に
限
る
９

口
寄
附
講
座
等
に
お
け
る
教
育
研
究
の
実
施
に
伴
う
経
費
（
寄
附
講
座
等

に
係
る
光
熱
水
料
等
の
経
費
を
含
む
ｊ
は
、
委
任
経
理
金
を
も
っ
て
充
て

る
も
の
と
し
、
他
の
予
算
を
も
っ
て
充
て
て
は
な
ら
な
い
こ
と
。

四
発
明
に
係
る
特
許
等
の
取
扱
い

昭
和
五
三
年
一
一
一
月
一
一
五
日
文
学
術
第
一
一
七
号
学
術
国
際
局
長
、
大
臣
官

房
会
計
課
長
通
知
「
国
立
大
学
等
の
教
官
等
の
発
明
に
係
る
特
許
等
の
取
扱

い
に
つ
い
て
」
に
よ
る
こ
と
。

五
設
置
に
当
た
っ
て
の
手
続
等

日
①
各
国
立
大
学
等
の
寄
附
講
座
等
を
設
置
す
る
場
合
に
は
、
次
に
掲
げ

る
書
類
を
添
え
て
事
前
に
文
部
省
と
必
要
な
協
議
を
行
う
こ
と
。

、
寄
附
講
座
等
の
概
要

⑥
担
当
教
員
予
定
者
の
履
歴
書
及
び
就
任
承
諾
書

、
寄
附
申
込
書
又
は
こ
れ
に
類
す
る
書
面

②
前
記
①
③
に
係
る
書
類
は
、
寄
附
講
座
に
あ
っ
て
は
別
紙
「
寄
附

研
究
部
門
に
あ
っ
て
は
別
紙
こ
の
様
式
に
よ
り
作
成
し
、
⑥
及
び
＠
に

係
る
書
類
と
併
せ
て
、
四
五
部
文
部
省
高
等
教
育
局
大
学
課
ま
で
提
出

す
る
こ
と
。

○
寄
附
講
座
等
を
設
け
る
に
当
た
っ
て
は
、
学
内
諸
規
程
等
の
整
備
を
行

う
こ
と
。
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寄
附
講
座
の
概
要

一
大
学
名
（
学
部
名
）

二
寄
附
講
座
の
名
称

三
寄
附
者

四
寄
附
者
の
概
要

五
寄
附
予
定
額
（
施
設
設
備
等
を
併
せ
て
寄
附
す
る
場
合
は
そ
の
概
要
）

六
寄
附
の
時
期
及
び
期
間

七
寄
附
金
の
使
途

八
寄
附
方
法

九
担
当
予
定
教
員
名
及
び
職
名

一
○
寄
附
講
座
の
教
育
研
究
領
域
の
概
要
（
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
を
含
む
①

二
現
有
組
織
の
構
成
状
況
及
び
そ
れ
ら
に
照
ら
し
た
寄
附
受
入
れ
の
必
要

性

別
紙
一

九
担
当
予
定
教
員
名
及
び
職
名

七
寄
附
金
の
使
途

八
寄
附
方
法

五
寄
附
予
定
額
（
施
設
設
備
等
を
併
せ
て
寄
附
す
る
場
合
は
そ
の
概
要
）

六
寄
附
の
時
期
及
び
期
間

二
現
有
組
織
の
構
成
状
況
及
び
そ
れ
ら
に
照
ら
し
た
寄
附
受
入
れ
の
必
要

性

一
○
寄
附
研
究
部
門
の
研
究
目
的
及
び
研
究
課
題

四
寄
附
者
の
概
要

三
寄
附
者

一
大
学
名
（
研
究
所
名
）
又
は
国
立
大
学
共
同
利
用
機
関
名

一
一
寄
附
研
究
部
門
の
名
称

別
紙
二

寄
附
研
究
部
門
の
概
要
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付属資料５

■曇議鑿篝鑿篝薑薑i霧霊溌ごﾐ童衰大学識錘k雲頃
（趣旨）

第１この要項は、寄付講座に関し必要な事項を定めるものとする。

２寄付講座に関しこの要項に定めない事項については、その性質に反しない限り、一般

の講座の例による。

（定種）

第２この要項において、「寄付露座｣とは、個人又は団体の寄付による基金をもってその

基礎的経費を賄うものとして置かれる露座をいい、「寄付講座教官｣とは、寄付講座に所

属する教員をいう。

２前項にいう「基礎的経費」には、おおむね、次に掲げる径費が含まれるものとする。

（１）寄付露座教官の人件費及び旅費

（２）建物及び大型の設備にかかるものを除き、寄付講座における研究教育に必要な経費

（段丘及び運営の原則）

第３寄付購座の設冠及び運営は、本学における研究教育の進展及び充実を目的とし、学

術に関する社会的要請その他の賭条件の変化への対応並びに研究教育体制における流動

化、国際化、学際化及び公開化の推進に配慮して行うものとする。

２寄付講座の設置及び運営にあたっては、本学の主体性が確保されるよう十分に配慮す

るものとする。

（名称）

第４寄付露座には、当該購座における研究教育の内容を示す名称を付するものとする。

２寄付購座の名称には、寄付者が明らかとなるような字句を付することができる。

（設匝の手続及び存続期間）

第５寄付露座を設置するときは、当該部局の教授会においてこれを決定し、評鎌会に報

告しなければならない。

２寄付露座の存続期間は、原則として３年以上５年以下とする。５年を越えて存続すべ

き寄付露座を設置しようとするときは、評溌会の承鯉を求めるものとする。

３前項の存続期間が終了したときは（５年を越えて存続すべき寄付露座については、お

おむね５年毎に)、当該部局の定めるところにより、その研究教育の成果の概要のとりま

とめを行うものとする。

４寄付講座の存続期間は、更新することができる。更新の手続は、設置の例に準ずる。

－８２‐



（寄付購塵教官）

第６寄付講座教官は、本学の教官（以下「一般の教官」という｡）以外の者をもってあて
ることを原則とする。

２寄付鷹座教官は、教授に相当する看、助教授に相当する者及び助手に相当する者の三
種類とする。

３寄付露座教官のうち、少なくとも１名は、教授に相当する者又は助教授に相当する者
でなければならない。

４寄付講座教官の選考は、一般の教官の選考基準によって行うことを原則とする。その

他これに関して必要な事項は、各部局において定める。

５寄付購座教官は、その職を主たる職とすることを原則とする。

６寄付購座教官の職務権限については、各部局において、第３各項の原則のもとに、必

要な定めを置くことができる。

７寄付露座教官のうち、教授に相当する者又は助教授に相当する者は、それぞれ、「客員

教授」又は「客員助教授」と称することができる。

８前項までの規定にかかわらず、特別の事情があるときは、一般の教官が寄付講座教官

を兼ねることができる。

（基金）

第７寄付露座の基金の寄付は、その存続期間にかかる総額を一括して受け入れることを

原則とする。ただし、受け入れの見通しが確実であるときは、年度毎に分割して受け入

れることもできる。

２基金は、奨学寄付金として経理する。

（補則）

第８この要項の規定は、個人又は団体の寄付による基金をもってその基礎的経費を賄う

ものとして冠かれる研究部門についても準用する。

附則

この要項は、昭和62年４月21日以後において、国立学校に関する法令に寄付露座に関

する規定が置かれたときに、その規定の施行の日から実施する。

(昭和62年５月16日実施）

了解事項

寄付露座（要項第８の研究部門を含む）が、教授会のない学内共同教育研究施

設等に置かれる場合仁ついては、要項第５第１項に「当該部局の教授会」とある

のは「当該施設等の運営委員会又はそれに相当する機関」と読み替えるものとす

る。
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2.7大学にみられる財政事情の事例

１エ学部の事例調査

この事例調査は比較的大規模なある国立総合大学の工学部を対象として行ったものである。
この大学では、文部省から交付される定員を基礎とした歳出予算総額の5％を本部事務室経費と
して控除し、各費目毎に大学独自の基準配分額により、現員配分することが従来から行われて
きている。

平成２年度における工学部へ配分された歳出予算の代表的な費目の算定表を示すと、以下の
とおりである。

教官研究旅費

なお、工学部への配分にあたって控除されている4％分は本部留置の予備費で、

上記の本部事務室経費（5％）とは別である。

教官当積算校質

－８４－

区分

教授

助教授

讃師

助手

員数

1３卜
1２５

3７

2４２

基準配分額

原
０
０
０

額
踊
卯
躯
弘

、
０
０
０

７
２
６
１

金
朋
弘
皿
閖

■
８
０
０

４
１
３
４

１
１
１

価単

原
０
０
０

５
４
４
７

２
３
３
３

０
０
、
●

９
２
２
１

０
９
９
６

１

工学部への配分額

単価金額

104.88

8８

８８

５８

、

、

甲,4.368.5619
64611,080

646３，２７９

91514,257

、

０

750

902

430

控除率

4． 1６
4.0

4.0

4.0

計 541 44.777,870 4２，９８６，６４２ 4.0

区分

教授

助教授

調師

助手

員数

1５７

１５１

3２

人

2７６．５

基準配分額

単価金額

3，８１９

２．２８１ Ｐ

2４Ｐ 5９９

450３４４

1.379.170４４

620,060１７１

Ｄ

Ｃ

６２０

４９８

１３３

４４６

6８甲
950

440

590

工学部への配分額

２

１

１

単価金額

8３７．８６田 4４５

6９５．２２１２５５ 、

5４５

９７８

024,786３２，７９３

4６０，７３２１２７，３９２

、

4３ 甲
3７１

１５２

３９８

控除率

25. 鰯
25.7

25.7

25.7

計 6１６．５ 1,159,699,660 861,709.354 25.7



学生当積算校賀

＊博士学生数209で計算

晋通庁貧

教育研究特別経費

その他の主な経費

－８５‐

区分

学部学生

修士学生

博士学生

員数

2，０２

1，

李
096

203

基準配分額

単価金額

52,48甲 1０６

171.910188

245.862４９

● 269

413

909

9７甲
360

986

工学部への配分額

単価金額

37,76Ｆ76,464.00Ｆ
1２３，６９４１３５．５６８

１７１，８２９３５．９１２ ●

624

２６１＊

控除率

28. i６
28.0

28.0

計 3.324 344,593,321 247.944.885 28.0

区分

教育職（－）

行政職（－）

員数

8２十

基準配分額

単価金額

25, 49Ｆ 20.929,75甲

工学部への配分額

単価金額

1９，１８原 1５．７４８，４２厚

控除率

24. 簾

基準分 教官当積算校費分 学生当積算校費分 合計

基準配分額

工学部への函分額

控除率％

原
０

如
叩
Ｕ
〔
叩
Ｕ

の
皿
Ｕ
穴
叩
Ｕ

、
、
妨
げ
０

△
月
強
ｎ
ｘ
Ｕ
●

⑤
■
Ｕ
Ｐ
ｈ
ｕ
宇
内
Ｕ

の
〃
■
ｎ
ｕ
Ｕ
の
〃
■

０
５

７
９

６
４

円
〔
皿
凹
へ
Ⅲ
ｕ

ｎ
ｍ
ｖ
、
Ⅲ
Ｕ

、
Ⅲ
）
〔
皿
Ｕ

０
，
”
Ｏ
Ｕ

ｐ
ｍ
Ｕ
Ｐ
ｎ
Ｕ
●

、
ｘ
〕
”
■
０
Ｐ
ｈ
ｕ

。
■
△
、
〃
Ⅲ
⑤
〃
凸

▽
Ｂ

２
８

５
３

円
０
０

０
０

０
０

，
，
７

３
４
・

１
６
５

８
２
２

９
Ｐ

３
０

１
１

甲
０

、
皿
〕
ｎ
ｍ
Ｕ

へ
ｍ
Ｕ
へ
叩
辿

．
、
Ｄ
ｍ
ｉ
ｌ

ｎ
ｎ
Ｕ
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以上、校費の工学部配分にあたって、基準配分額から控除されている金額は、本部事務室経費

（5％）を含まない本部に留め置く予備費である。なお、大学本部地区の光熱水費の工学部分担

等の共通経費もこの控除額に含まれている。

教室等への予算配分にあたっては工学部配分額から学部共通経費等を控除した後配分される。

旅費と校費のそれぞれの総配分額について示すとつぎの表のとおりである。

ここで、控除率は教室等への配分額について示しているが、＊は基準配分額から、＊*は工学部へ

の配分額から計算したそれぞれの控除率である。

なお、工学部への配分額から控除される経費は旅費については事務室経費、校費については

つぎの表の経費が費目によって控除される。

工学部共通経費は工学部の大学本部地区にない隔地に存在する施設の光熱水費の他、学部配

分額の2%が控除される。留保金は1件500万～1000万円程度の設備を購入するために留保するも

ので、文部省に別途申請して交付をうける一般設備費と同様に教室から申請し、３年に１回程度

の頻度で各教室に配分することのできる設備費として主としてあてられるものである。その捻

出費目は欠員教官分と学部配分額の2.5%控除によるものである。従って、経常的ではないが、

教育・研究のために直接関係して使用できる経費ともいえる。

つぎに教室内での歳出予算の配分方法については、各教室で種々異なっており、効果的な使

用法がそれぞれの教室等で工夫されている。ここでは、６講座からなるＳ教室の例を示すと次の

とおりである。平成2年度の予算配分時における教官数は20名（教授５，助教授５，講師２，助手

8）、その他の職員数は7名（教務職員１，事務官5、技官1）であった。また、専門課程の学部学
生は80名、大学院修士課程学生は39名、博士課程学生は3名であった。
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区分 基準配分額

円

工学部への配分額

円

教室等への配分額

円

控除率％

＊ ＊＊

旅費 46.103.000 44.292.000 42.077.400 8．７ 5.0
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○旅費教室総配分額 1,460.240円

配分内訳

教官1人当配分額

外国人受託研究員旅費

主任旅費

節減予想額（5%）

66,713円×２０（教官数）

29,450円

25,000円

71,540円

なお、旅費の配分にあたり教授、助教授、講師および助手に差をつけていない。

○校費教室配分額

配分内訳

特殊装置維持費

職員厚生費

設備更新費

理工系学部設備費

節減予想額（4%）

教室共通経費

講座配分額

40,262,220円

1,962,940円

38,730円

1,385,100円

427,290円

1.610,000円

10,000,000円

24,838,160円 (6講座分）

講座配分にあたり、総額の50％を等配分し、残り50％を教授6、助教授３（ただし教授欠員
の場合には+2）、講師２，助手1の単位割合で配分している。平成2年度の総単位数は58で1単

位は214,122円である。

今、一例としてＣ講座（教授1名、助教授1名、助手2名）に配分された歳出予算額（経常的）
はつぎのようである。

等配分額

教官単位配分額…川趣一;:!::；鯛
合計 4.425,189円

教官1人当り平均 →1,106,000円

参考のために示すと、平成2年度においてＣ講座の教官に交付された科学研究費は2件で総額
360万円であった。また、平成2年度使用可能な奨学寄付金の総額は174万円であった。

一方、特殊装置維持費等は該当設備を管理している講座に配当される。設備更新費、理工系
学部設備費は、前述の一般設備費等の配分と共に、教室内で相談の上その都度必要な設備等の
購入にあてており、長期にわたって6講座間で金額に大きな差が生じないように配慮している。

いま、教育・研究のための主要経費として教官当積算校費、学生当積算校費、教育研究特別
経費および普通庁費をとりあげ、工学部配分額、学部共通経費等を控除した教室等への配分額
を示すとつぎの表のとおりである。
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学部共通経費等控除額（率）

157,351.17原(18霜）
23,998,560（９．７）

7,997,960（8.0）

1.222,350（８．０）

教室配分額

70ｲ.S5q83原
223,948,440

91,000,040

14,476,650

工学部配分額

867.7,0.00F
247,947,000

98,998,000

１５，７４９，０００

教官当積算校費

学生当積算校費

教育研究特別経費

普通庁費

190,570,040（15.6）合計 1,033,783.9601.224.404.000

ここでＳ教室へ配分されたこれらの費目別配分額をしめすとつぎの表のとおりである。

教官当積算校費24,881,140円

学生当積算校費7,551.250円

教育研究特別経費3,210,600円

普通庁費440,820円

合計36,083.810円

そこでＳ教室の各講座に配分された総額（24,838,160円）は、上表の総額から教室共通経費を

控除したものと考えると、

36.083,810円-24,838,160円＝11,245,650円

となり、その控除率は31.2％に相当する。

ちなみに、この事例調査結果では教育・研究に対して使用できる経常的校費は、文部省で6％

控除されて大学に交付され、大学本部でまず5％控除された残りから大学本部と工学部でそれぞ

れ必要な共通経費として約35％が順次控除されて教室等に配分されることにないさらに教室
で必要な共通経費として約30％強が控除されて教官の元に配分されることとなる。つまり、国

費として支出された金額のうち教官の手元で教育・研究に実際使用できるのはその約40％に相

当していることになる。

１００×０．９４ｘ０．９５ｘ0．６５ｘ0.7＝４０．６％

国〈文部省）（大学本部)<本部十工学部)(教室）教官

しかし、この学部では設備更新費、理工系学部設備費等の従来から配当されている設備費に

加えて、別途各年度毎に要求する一般設備費や特別設備費、ならびに工学部で毎年予算配分時

に確保している留保金によってまとまった金額の設備費を捻出し配分されている。これらの設

備費は教育・研究に極めて重要な役割を演じているので、配分される経常校費の目減りは実際

には緩和されているものと思われる。

しかし、目減りが半分以上にもなっていることは意外であるが、施設整備費の延びがおさえ

られている今日、新しい高度な設備の設置に役立っていることから、留保金制度が配分段階で

少なくならざるを得ない校費を補う有効な方法となっている。

一方、工学部における臨時雇のための賃金は、平成２年度では合計11,565千円であり、その

額は工学部へ配分された教官当積算校費の10.4％に相当している。比較のために、昭和４０年

度を調べてみると、それぞれ7,791千円および2.3％であった。しかし、この賃金は年々増加し

て今日10％を越える状況になっている。このことは定員削減によって事務系、技術系職員の業

務に支障をきたし、やむなく校費が賃金に振り替えられたことを示している。
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２文系学部の事例調査

この学部は博士課程をもつ文科系の学部である。現在１４講座編成であるが，そのうち

，実験講座が１１，非実験講座が３講座である。平成元年度の教官現員，助手６名を含め
て３４名で，学科数は２である。

（学部への配分予算）

この学部の平成元年度の校費予算は，次の通りである。
校費

教官当たり積算校費89,326,000（円）

学生当たり積算校費3,647,000

教育研究特別経費4,753,000

普通庁費1,283,000

その他159,000

全学共通経費

減額7,769,000

増額△7,103,000

合計98,502,00O

この大学の場合には，全学共通経費は普通庁費，教官当たり積算校費，学生当たり積算校
費，教育研究特別経費の４項目を基礎として，その各々に８％をかけた額を充当すること
になっている。上に掲げた数字は，こうした全学共通経費を差し引いた後の数字である。
（学部共通経費）

次に，この学部での共通経費の総額と，そのうち額の大きなものを挙げると，次のように
なっている。

学部共通経費

総額２ａ869,760（円）

非常勤鞍員雇い上げ費10,982,300

電気，ガス等806,000（その他，下水道料，上水道料，電話料，切手
類暖房費，雑役務費，環境整備などを含む）

つまり，非常勤職員雇い上げ費が約１，０００万円に達し，学部共通経費の38％，学部総
予算の11％をしめる点に注目する必要があるであろう。これを教官一人当たりに換算する
と，約３０万円の負担に相当する。

－８９‐



（各学科への配分方式）

この学部は２つの学科からiE成されているが，この学部共通経費は，各学科の予算規模

に応じて比例配分で負担する方式力切i【られている。この各学科の予算規模'よそれぞれの

学科に所属する実験講座数非実験講座数に，それぞれ文認省で定められた講座当たり積

算校費単価をかけて算出している。

このように学部共通経費を差し引いた残りが，２つの学科に配分されることになる。そ

の配分の方法は，

各学科への配分\Ui9a502POO-2a869,760-6,999,200＝62,632,800（円）

学部配分額共通経費その他学科Ｉ兒分額

Ａ学科I田分額37,143,600（円）教官数１９名（うち助手２名を含む）

この段階では教官一人当たり平均額が1,954,900円となっているが，このなかからさ

らに学科共通経費が差し引かれる。その中身は次の通りである。

学科共通経費

消耗品費2000,000（円）

備品費1,300,000

修理費500.000

学科共通図書費6,00ＭＯＯ（ジャーナル類）

紀要刊行費2,000,000

教材機器費２００，０００

学科共通賃金1,800,000

その他250,000

合計１４，０５０，０００

差引２３０９３６００

（各講座への配分方法）

これら学科共通経費が差し引かれた上で，各講座へのH巳分額が決まることになる。その

際には，実験議座ｂ非実験講座間の格差をl薗小させる方針力卸【られている。まず助手以上

の教官には，一人当たり36万円の基本研究費が配分されその上に実験講座には講座当た

り190万円，非実験講座には95万円がHB分される。つまり，実嘆非実験講座間での比重

を２対１の割合にしてある。
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(1)各教官-人当たり360,OOOx19＝6,840,000（円）

(2)講座当たり配分額

非実験露座950,000×５＝4,750.000

実用Q講座1,900,000×６＝11,400,000

予備費103.600

小計16,25ａ600

(3)合計23,O9a600

したがって，いくつかの実例を挙げると，以下のようになる。

教授1,助教授1,助手１の実９２護摩2,980,000（教官＝人当たり約99ａ000円）

教授ｌだけの非実験箪座1,310,000

（まとめ）

教官一人当たり最終配分額は，約100万円前後となる。そこから図書費，調査研究費，コ

ンピュータ代，アルバイト謝金を支出することになる。その外に学科共通図書費として6０

０万円を支出しており，これは教官一人当たり綱2万円となるので，それを加えれば約
135万円程度となる。

（問題点）

研究の高度化とともに，文科系といえども，パソコン，ワープロ，ビデオ等の機器，機

材を識達しなければならずｂそれに対する支出が増加してきている。また，実証的研究の

増加とともに，データの収菓そのコンピュータ入力のため，アルバイターの雇い上げの

必要度力塙まってきている。またその一方では，各専門領域の基本文献をたえず継続的に

収集しておかなければならないという圧力が掛かっている。年々刊行される基本文献を十

分購入。蓄積できているかについては各教官ともかなりの危倶を抱いている。また，近

年ジャーナルの種類は急速に増加しており，そのための支出が増加している。このための

予算を削ることは，将来基本資料面での空白をもたらす恐れがある。この面でも十分が資
料繍成ができているかについてはかなりの危倶がある。

-９１－



３医学部・附属病院の事例調査

この事例の対象となる大学は、５学部、教養部、医療技術短期大学部及び医学部附属

病院を持つ大学である。この大学の予算総額等（表ｌ）について、昭和５８年度以降の

推移を見ると、全体的には予算総額の逐年的増は校費の伸びを常に上回っており、その

主体は人件費の増によるものと判断される。以下に医学部と附属病院を事例に調査結果

を示す。

１．医学部の事例

この大学の医学部には、基礎医学１４講座、臨床医学１８講座、附属脳神経疾患研究

施設に５研究部門と附属動物実験施設とがある。この医学部の定員状況等について、昭

和６１年度（－部については昭和５８年度）以降の推移を見ると以下のとおりである。

（１）定員状況について

平成２年度の定員は２１８名（うち教官１５０名）で、これは５年前の昭和６０年

度に比べると、教授1名、助教授１名の増加となっているが、昭和６２年度附属病院

臨床検査部の教授・助教授それぞれ１名が医学部に新設された中央検査医学講座の教

授・助教授として振り替えられたものである。定員削減は、昭和６１年度行（－）１

名、昭和６２年度助手１名と行（二）１名、昭和６３年度行（二）２名、平成元年度

に行（一）２名の計７名の削減があった。従って、差し引き５名の減となっている。

一般に定員削減は、大学内で教官は教官の定数割で、職員は職員の定数割で、各部

局に削減数が割り当てられ、それぞれ割り当てられた部局では、教官或いは職員のど

の定員を減らすか決定しているが、第７次と削減の回を重ねるに従って大学として、

又学部としての機能を危うくする程影響があり、特に講座制では、不可欠の要員を減

ずることになり、大きな問題となっている。又職員についても、欠くことのできない

ポジションの定員を出さざるを得ない程の所に追いつめられており、削減による欠員

のため、非常勤職員を採用せざるを得ず、これが校費の出養増となり、教育・研究の

遂行を大きく圧迫する財政上の大問題となっている。この点については、非常勤職員

についての項で改めて述べる。

（２）予算執行状況について

表２に示すように、人件費については前年度に比べて相応の伸びとなっている。教

育・研究費については、附属研究施設の改組によるほか、教育研究学内特別経費の配

分による増がある。施設整備費も、当然病院の新築計画の影響を受け、営繕費で可

能な範囲程度の工事に留っている。

受託研究の大部分は、病理組織検査・病理解剖であり他にはヂストロフイー症の受
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託研究がある。

共同研究で最近継続しているものは、抗動脈硬化症物質についてのものである。

科学研究費補助金は、昭和６２年来努めて申請を出すように奨励している。申請件

数・採択件数は微増であり、金額も漸増的である。ただ、申請者の問で審査の内容が

全く不明であったり、又闇の中で伝わって来ないのは、納得出来ないとの声が大きく
なっている。

委任経理金は、件数・受入金額も増加の方向にあり、医学部の研究を支える大きな
資金源となっている。

（３）非常勤職員について

表３のとおり医学部では日々雇用１９名、パート３３名、計５２名の非常勤職員が

採用されており、平成２年度の賃金負担額は合計で１１３，７２４千円になる。これ
は財政的に大きな負担となっている。

戦後新制の大学として出発し、教育・研究を殆どゼロの状態から始め、活発な活動

によって拡大し推し進めるために、当然生じた人手不足を非常勤職員の採用によって

カバーしてきた。昭和２０年代後半から昭和３０年度に数多くの雇用が行われた。当

時は、どちらかと言うと、それ程高額でない賃金で雇用出来たし、又その最高額も押

さえられていた。従って余り長期に継続して勤務を続ける人は比較的なかった。それ

でも年月が過ぎるにつれ、長期の勤務者が次第に増えてきた。これ等の人々は、仕事

に手慣れた熟練者であり使用する者の側から考えても大変効率の良いことであった。

非常勤職員自身も拘束される時間が少ないことや、家庭の事情などで、一層仕事を続

ける人が増えてきた。そのため賃金の負担額が増加傾向にあるうえ、更に賃金の頭打

ちを撤廃したため、負担額が急激に増加した。その対策として新しい日々雇用の採用

を極力抑制しているため、日々雇用者の退職後はパートで補ってきた。又職種によっ

ては定員化要求をすすめる等を行っている。更に一方で定員削減が前に述べたように

特に行（一）行（二）職員に集中して行われ、その結果職務内容によっては、外部委

託により代行出来るものもあるが、どうしても非常勤又はパートの職員を雇わざるを
得ないものもある。

現実には表３のように、２名の日々雇用を昭和６１年度から平成２年度の間に減ら

したが、その間にパートは５名増え、賃金も総額２３，０５８千円の増の１１３，７２
４千円となっている。

これ等は校費で支払われるが、この額は基礎・臨床を合わせた教育・研究のための

校費３０３，０８９千円の１／３を超すもので、財政上大きな問題である。
（４）講座経費について
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基礎医学１４講座のうち病理第１、臨床医学１８講座のうち内科学第１を代表例と

して示したものが表４－１，４－２である。各講座とも当初配分の差引配分額が年々

減少傾向にある。この理由は、この学部では全講座が少なくとも事務職員を１名持つ

ことを保証しており、事務職員を持っている講座は、事務職員を持たない講座が非常

勤職員を雇用するための賃金を負担する申し合わせがあり、このための供出賃金負担

額が年々増えたことによる。

追加配分は学部共通経費の返戻分、設備費、特定研究経費、教育研究学内特別経費

の配分である。

研究費上段（）書は、講座雇い人件費の額で内数である。このことから、各講座

とも研究費のうち講座雇い人件費の割合が高くなっていることがわかる。

このように医学部では、基礎・臨床いずれの講座においても、教育・研究に当てら

れる校餐は、共通的な供出額や負担額を差し引くと驚くほど少額であり、外部資金の

導入によりその殆どをカバーしている状況である。

特別設備は、回り持ちの順番で、最近は１０年待ちとされている。病院では財投に

よる大型機器の調達があるように、自然科学系でも最新の機器の導入が必要である。

さもなければ世上最近言われるような国立大学での研究の遅滞をもたらす原因となる

ことを考え、特別設備枠を拡げるべきである。

委任経理金は１件の金額が大きいものは少なく、数多く集めなければならないので、

講座の研究対象内容に差が生じる。

科学研究費補助金は、その審査について理解を求められているので、もっと積極的

申請が望まれる。

非常勤職員の賃金負担はここでも大きな問題で、大学として又学部として、より積

極的に問題解消に努力する必要があり、これには事務サイドからの協力が極めて重要

である。

昭和６１年から続いている教育研究学内特別経費は、各学部に年間概ね1件、５０

０万円前後の助成を可能にしており、研究、特に学内共同研究の推進に大きな活力を

与えており、その継続と更には増額を切望するものである。

個人の多額の寄付金を基金とし、その利子による研究助成が医学部で行われている

（年間１，５００万円）。このような基金の設立のために、社会の理解と、種極的な

善意の参加を求める努力をすると共に、大学単独だけでなく、文部省からの表彰も考

えてほしい。

２．医学部附属病院の事例

医学部附属病院は、１８の診療科と薬剤部・中央臨床検査部・中央手術部・中央放射
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線部・救急部・中央材料部・理学療法部・輸血部・集中治療部・周産母子センター・看
護部・事務部より成っている。医学部附属病院の定員状況等について、昭和６１年度以
降の推移をみると以下のとおりである。

（１）定員状況について

平成２年度の定員は５７９名（うち教官１００名）である。昭和６２年度の教授１
名、助教授１名の減は中央臨床検査部から臨床検査医学講座への振り替えである。昭
和６０年度定員に比べて、平成２年度では定員３名の減員となっている。

定員削減では行（一）１名、行（二）１１名、更に平成元年度には医（三）の看護
婦の削減まで行われている。これ等削減定員には、職務の外部委託と非常勤職員でカ
バーしているが、大世帯であるだけに問題が多い。

（２）非常勤職員について

表５のとおりであるが、日々雇用の中で、教育研究にかかわっている人数は、医員・
研修医の数であって、これに対する給与は文部省からの人件費として支払われている。
この医員・研修医は平成２年度は８８名で、医学部卒３年以上経過したものが実質的

にフルタイム勤務し、１人当り月額１８万円（実質手取１４万円足らず）である。医
員には定員からはみ出した医学部卒１０年以上の者も少なくなく、だまっているから

と放置しておくと、かつての学園紛争の問題になったように火種になって再燃しかね
ないことも、考えなければならないと思う。

平成２年の非常勤職員計２３７名分の経饗、５４１，５２２千円から、この８８名
分、１９９，０９０千円を除くと、１４９名、３４２，４３２千円となる。これと医学
部非常勤職員を合わせると、合計で２０１名、４５６，１５６千円となり、巨額であ
る。

（３）予算執行状況について

表６のとおりで、予算上特徴的なのは、診療経費である。これは大きく診療費と診

療用設備費に分かれる。はじめに述べた如く、病院には１８の診療科の外に特殊部門

が数多くあり、これ等が総合的に機能する事により質の高い医療が行われる。診療費
は前年度の実績を考慮されることが多いが、診療報酬の多寡のみによって重要性が決
まるものでなく、不採算部門も多い。長い間菰み重ねられた経験によって診療費が配

分されている。特に新しい治療施設や部門が出来たときには、配分が難しいが、現状
では、概ね過不足がないように配慮されている。何しろ患者を抱えた現場であるので

追加予算や、年度により大きな経費の増減がある。現在国立大学附属病院での収入が

文部省の財源の一つと見なされているが、そのために収入予定額が決められ、頑張れ
～というのは一般病院と競い合うようで、本質を脱していないのではないか。非常勤
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職員問題もこの膨大な財政の中に隠れたようにも思われるが、患者のサービスを落さ

ない合理化を考えて良いと思う。外来患者に対する対応の貧しさが国立大学のお家芸

になっては困る。施設整備費については表６の内訳のとおりで、現在再開発の為の

新病院建築中であり、その費用が突出している。財投による特別設備の購入は、附属

病院にとって多きな支えであり、診療の近代化を可能にしているものとして、その財

源の確保・拡大に努力をお願いしたい。

受託研究は、医学部におけるように臨床診断についてのもので、病理、生化学診断

が主体である。これは、人手を増やさないと件数を増やせない。

科学研究費補助金は診療部門から出されるので、件数の割には比較的額は少ない。

委任経理金については、大多数の診療科が医学部の講座と連繋しているため、医学

部の方へ回り、附属病院では件数も金額も少ない。
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表１大学予算総額年度別内訳

（）内は対前年比伸率を示す

＠
『

区分 昭和５８年度 昭和５９年度 昭和６０年度 昭和６１年度 昭和６２年度 昭和６３年度 平成元年度 平成２年度

(項）国立学校
●

上記の内(目)校費

千円

6,867,059

1,339,388

千円

7,021,347

１ 、

(2.25%）

358,778

(1.45%）

千円

7,502,623

(6.85%）

1,3869034

(2.012）

千円

8,000,209

１ ,

(Ｍ３X）

415,207

(2.10X）

千円

8,353,104

(Ｍ１X）

1,415,228

(0.00%）

千円

8$333,866

(△0.23%）

1,432,601

(Ｍ３X）

千円

8,753,999

１ 、

(5.04%）

487.346

(3.82X）

千円

9,146,620

(4.49%）

1,508,602

(1.43%）

(項)大学附属病院

上記の内(目)校費

5,364,642

780,371

5,484,233

(Ｍ３x）

774,148

(△0.80%）

6,0962392

(11.1館）

797,724

(3.05%）

6,344,375

(4.07%）

808,299

(1.33%）

６ ９ 650,530

(4.83%）

794,208

(△1.74%）

7Ｄ055,037

(6.08%）

803,618

(1.18K）

7聯520,622

(MOX）

812,058

(1.05%）

７ ， 748,501

(3.03%）

909,888

(12.05%）

計

予算馨額

上記の内(目)校費

１
９

０
５

７
７

ｐ
、

１
９

３
１

２
１

９
９

２
２

１

12,505,580

(2.24X）

2,132.926

(Ｍ２X）

13,599画015

(8.74%）

2,183,758

(2.38%）

14,344,584

(M8X）

2,223,506

(1.82%）

15.003,634

(4.59%）

2,209,436

(△Ｍ３X）

15,388,903

(2.57%）

2,236,219

(1.21%）

16,274,621

(5.76%）

2,299,404

(2.83%）

16,895,121

２ ’

(3.81%）

418,490

(5.18%）



表２医学部辺去５年間の予算執行状況調

（）内は対前年度比伸率を示す

昭和６１年度 昭和６２年庇 昭和６３年度 平成元年度 平成２年度

、千円 ７１０００

7.080千円 ５１８２０ １０２０７ ３５３０８ ４７１８０

7.,80千円 １２２８２０ 10207 ４７１６０

８２９９件

５８８０６ ６，６０１52700千円

、千円

17500千円 ３２５００ ４９８７５ ３１１０， 3９３，，

’’千円 １８８００８ ２３１１１０ ２８８，４８

１８８３８５千円 ２３１７８３ ２２５８５２1８１３０１ ２１８Ｍコ

-９８－

区分 昭和６１年度 昭和６２年度 昭和６３年度 平成元年度 平成２年度

人件賛（定員内職員分）
千円

１，３４４，９６３

千円
1,360,003

（1.12）

千円
1,426,562
（4.89）

千円
1,470,847

（3.10）

千円
1,5960583

（8.55）

物件費

教育研究
経費

教育研
究費

設備費

計

基礎

臨床

基礎

臨床

基硬

臨床

一般管理経費

1070923

150,034

31,908

2７，７９８

139,831

177,832

2030775

91,556

(△15.17）

179,346

（19.54）

530942

（69.05）

43,644

（57.00）

145,498

（4.05）

222,990

（25.39）

190,458

(△6.54）

117,628

（28.48）

159,102
(△11.29）

32,246

(△40.22）

53,386

（22.32）

149,874

（3.01）

212,488

(△4.71）

190,710

（0.13）

108,158
(△8.05）

161,380

（1.43）

79,294

（145.90）

4７，９７８

(△10.13）

187,452

（25.07）

209,358
(△1.47）

189,556
(△0.61）

102,670

（11.57）

182,419

（13.04）

3２，８３７

(△58.59）

2８，１７１

(△41.28）

1530507
(△18.11）

2１０５９０

（0.59）

204,894

（8.09）

計 1,866,401 1,918,949

（2.82）
1,9790634

（3.16）
2,057,213

（3.92）
2,1650574

（5.27）

施設整備費

設偲賢

工事賛

計

０千円

7.080千円

7.080千円

７１００００

51,820

122,820

０

1０，２０７

1００２０７

0

35,308

35,308

0

47.160

４７゜１６０

受託研究
受入件数

金額

8,299件

62,700千円

7,885

58,646

９，２１８

60,601

9,932

68,365

9,562

64,011

共同研究
受入件数

金額

0件

0千円

０

０

１

755

１

1,469

１

1,486

科学研究費補助金

申調件数

採択件数

金額

９６件

１３件

17,500千円

9１

10

32,500

9.1

1９

49,875

9７

1５

3１．１００

100

1７

3９，３００

委任経理金

受入件数

受入金額

支出件数

支出金額

291件

153,000千円

356件

188,385千円

306

188,008

287

1６１０３０１

384

245,344

317

218,043

383

231,110

397

231,763

383

2680048

371

225,852



表３ 過去 年間の 非5 常勤職員調

(医学部）

！
３ｲD99fII

２１ＭＩｆＨ
Ｏ

Ｅ
Ｕ

５５１ｲ3ﾁＨ 58,I28fII

90.666fII 95.956fＩＩＩＯＭ５０ｆＨ

区分 昭和６１年度 昭和６２年度 昭和６３年度 平成元年度 平成２年度

日々嵐用

教育研究

￣ 股管理

計

人数

金額

人数

金額

人数

金額

１３人

3ｲ,099ﾁ1１

8人

21.311ﾁ1１

２１人

5Ｍｲ3ﾁⅡ

１４人

３Ｍl肝１１

８人

2Ｍ93ﾁＨ

Ｚ２人

5Ｍ1粁、

１３人

31.518千円

７人

lM90fR

２０人

5ｲ．368ﾁＲ

１３人

37,イイ8ﾁ円

７人

2Ｍ8肝１１

２０人

58.128ﾁ１１

１２人

３ＭllfII

７人

2Ｍ12ﾁ８

１９人

6M53fH

パ ￣ 卜

教育研究

￣ 股管理

計

人数

金額

人数

金額

人数

金額

２４人

30,1ｲ5fII

４人

M18fIi

２８人

IM23fII

Ｚ５人

3M95flI

４人

5.1Ｉ肝1１
｡

２９人

36.913ﾁ円

Ｚ７人

３Ｍ91ﾁⅡ

４人

M91ﾁIリ

３１人

11,58肝1１

２８人

38゜659ﾁ１１

４人

M63fH

３２人
●

IM22ﾁ１１

２８人

Ｉ６`211ﾁ円

５人

ＭＳＩﾁﾄﾞﾘ

３３人

5M7i千Ｎ

計
人数

金額

４９人

90.666ﾁIＩ

５１人

9ｲ.155ﾁ１１

５１人
●●

●

95,956ﾁ１１

５２人

102,250ﾁⅡ

５２人

llM2ｲﾁ1１



医学記剪座径費年度別内Ⅸ

駒理学第 (単位8千円）

昭和５８年度 昭和５９年度 昭和６０年度 昭和６２年度昭和６１年度 昭和６３年度 平成元年度 平成２年度

７．４０２ ,３９２

２．６１２ ２．６１２ ２．６１２ ２．６１２ ２．６，２ ２．６０２ ２．６７８ ２．５９８

４．７９０ 5．７９０ ４．７９０ ７９０ ４，７９０ ４．９３３ ５．０８６

７０９ １．０７６ １．０７２ Ｌ２８０

1，１０１ １．２１５ １．２１１ １．４１９

３．５７５ ３．５７９ ３．５１４

３．９１８ ３．７８３ ３．８９２ ３．５１３ ３．５７５ ３．３９９ ３．４５１
￣

=

６５０ ５．０９２ ９０６

震
６５０ 680

（２．０９３）
４５６８

（1．６２４）
４５５５

（１．９３８）
４．５７２

（１，８６２）
４ｐ３７４

（２．００３）
４４８１

（２．２９３）

４．４０９

（２．４２１）
４．２６３

（２７３８）
４．１６７

(注）図HⅡ上段に（）は黛座ＨＨＷＷ棚Rで内数

区分 昭和５８年度 昭和５９年度 昭和６０年度 昭和６１年度 昭和６２年度 昭和６３年度 平成元年度 平塵２年度

当
初
囲
分

積算垂準額（AＵ

全学及び学部共通厘費控B&額(H目的含tF）（８）

轟座当り巴分額⑪ｓ(A-D）

控
除
額

供出負金負担額（､Ｉ

助物実験施投供出額（８）

肘（『昨(B+、

差引已分額畑口(６－，堕
喀
”

研究笠００

硬■貧（１）

７ ● ４０２

2．６１２

４ ● ７９０

７０２

１４３

８４５

3．９４５

3.918

２７

7．４０２

2．６１２

4．７９０

７０９

１４３

８５２

3．９３８

3．７８３

１５５

７．４０２

２．６１２

4．７９０

７５５

１４３

８９８

3．８９２

3．８９２

0

７．４０２

２．６１２

４ ロ ７９０

９５８

１４３

１ 、 １０１

３ 、 ６８９

3．５１３

1７６

7．３９２

2．６０２

4．７９０

1．０７６

１３９

1．２１５

3．５７５

3．５７５

０

７．３９２

２ ■ ６０２

４ 、 ７９０

１．０７２

１３９

1．２１１

3．５７９

3．５７９

0

７．６１エ

２．６７８

４．９３３

１ 、 ２８０

１３９

1．４１９

3．５１４

３ 、 ３９９

エエ５

7．６８４

２．５９８

５．０８６

1．４３３

１３９

１ 、 ５７２

3．５１４

3．４５１

６３

追
加
囲
分

週、配分内旗

配分額（ル域
鏑
州

研究寅、

設備民（L）

迅函分

６５０

６５０

６５０

0

》 肋
３
分
７

４
加

別
目

特
迅

5．０９２

７７２

４ Ｂ ３２０

追加分

６８０

６８０

６８０

0

迫、分

８６１

８６１

８６１

0

追加分

９０６

９０６

９０６

0

迫、分

８３０

８３０

８３０

0

追加分

８６４

８６４

8６４

0

追加分

７１６

７１６

７１６

0

叶

研究更００窒佃、

股街賛（H0p(IfIJ

叶（00.01卿

（２
４

Ｃ

Ｏ

０９３）
５６８

２７

４．５９５

（エ.、６２４）
４，５５５

４．４７５

９．０３０

（１．９３８）
4．５７２

0

4．５７２

（１ ● ８６２）
4゜３７４

１７６

４ ● ５５０

（２
４

●

０

００３）
４８１

0

4．４８１

（２．２９３）
４．４０９

0

４ ● ４０９

（２．４２１）
４ ■ ２６３

１１５

４ 、 ３７８

（２．７３８）
４．１６７

６３

４．２３０



医学毎■■径賢年度別内訳

内科学鋪 (単位：千円）

昭和５８年度 昭和５６年度 昭和６０年度 昭和６エ年度 昭和６２年度 昭和６３年度 平成元年度 平成２年度

8．０３３ ８．０３３ 8．０３３ ８．０３３ ８２６１ 8３４０

２．８３５ ２．８３５ ２．８３５ ２．８２５ ９０８

５．１９８ ５．１９８ ５．１９８ ５，６０６

２．３９４ ２．４５６ ２．５６２ ２．９８５ ３．０５８ ３，３３０ ３．５８３

２．５３７ ７０５ ３．１９７

、５９９ ２．２８７ ２．０７４ ２．００１

２．５９９ ２．０７４ 、００１

￣

￣
￣

６５０ ４．５３６ ９０６ ロ７５６ ７１６

９０６ １．４５４

３，８５６ ４．３０２

（１．エ６２）
３３１１

（１．１９８）
３３７１

（１．２８１）
３．１７３

（１，２０５）
３．１０７

（１．２２９）
２．９８０

（１．３９８）
２．８３１

（１，５１０）
３．３３８

（１．６６１）
１．９５８

３．８５６

７．６４０

豪プロジェクト名：大■■勘祖錨只吊趨の■駒モデルf挿図に鴎する迎姐的研究 (由仙佃上段に（）は■座囲い人件費でPi数

区分 昭和５８年度 昭和５９年度 昭和６０年度 昭和６１年度 昭和６２年度 昭和６３年度 平成元年度 平成２年度

当
初
毘
分

穣算基ｑロ額（A）

全学及び宇目B共通経費控蹄額（節的含む）（８）

露座当り配分額ＩＣ)。(A-9）

控
除
額

供出賃金負担劃側

財物実Rn随股供出額（10

叶佃・伽、

差引配分額（GI。(0-11域
電
輌

研究只佃

股伍史（1１

8．０３３

2．８３５

5．エ９８

2．３９４

１４３

2．５３７

２．６６エ

2．６６１

0

８．０３３

2．８３５

5．１９８

2．４５６

ユ４３

2．５９９

2．５９９

2．５９９

0

８．０３３

２ ■ ８３５

５ ■ 1９８

2．５６２

１４３

2．７０５

2．４９３

2．４９３

0

８．０３３

２．８３５

５ ● １９８

２ ウ ７６８

１４３

2０９１１

2．２８７

2．２４６

４１

８ ● 0２３

２ ● ８２５

５．１９８

2．９８５

１３９

3．１２４

２．０７４

２．０７４

0

８ ● 0２３

2．８２５

5．１９８

3．０５８

１３９

3．１９７

2.001

２ 0 001

０

８ □ ２６１

２ ■ ９０８

５ ■ ３５３

３ ■ ３３０

１３９

３ ● ４６９

１ ● ８８４

１ ● ８８４

0

８ ■ ３４０

２ ０ ７３４

５ 、 ６０６

3．５８３

1３９

３ ● ７２２

１ ０ ８８４

1．２４２

６４２

追
加
配
分

迫、湿分内訳

配分額（〃城
鎧
州

研究負⑤

駐伍安（L）

迫、分

６５０

６５０

６５０

0

追加分

７７２

７７２

７７２

０

一般駐■

君昆泳勘､u逼翻
３．８５６

週掴分

６８０

4．５３６

６８０

3．８５６

【

週、分

８６１

８６１

８６１

0

追加分

９０６

９０６．

９０６

0

追加分

８３０

８３０

８３０

0

教官研究笥埆特別
下１日磯
４．８９２

過ｎ分

８６４

5０７５６

1．４５４

4．３０２

追加分

７１６

７１６

７１６

0

十
・

３

研究安価雪佃、

設■貸側=(IfLl

計（O)、田+、

（1．エ６２）
3．３１１

０

３．３１エ

（１．１９８）
３ ■ ３７１

0

3．３７１

（１．２８１）
3．１７３

3．８５６

7．０２９

（1 、 ２０５）
３．１０７

４１

3．jＬ４８

（１．２２９）
２．９８０

0

2．９８０

（１
２

●

■

３９８）
８３１

0

2．８３１

（1．５１０）
3．３３８

４ ■ ３０２

7．６４０

（１，６６１）
1．９５８

６４２

２．６００



表５過去5年間の非常勤職員調

型 182539千Ｎ 183,1141円 190,084千N l9M90fH

－

(= 234,028fＨ 227,099柵 ２２６４１６ﾁⅡ ２３M75fII 260,911ﾁ１１

３８１．２５４千N 407,638千ＨＩＣ９５３０千円 426.859千N l6MOlfH

661063千N ７Ｍ62棚 ６８９３IfN ８１５２１冊

66,063千N 68,031千N 78,862千Ｈ 68,931千１１ 81,521ﾁ１１

481,392千Ｈ ４９Ｍ90千Ⅱ

勘職員は医員・研修医＊教育研究の非常勤職員は医員・研修医である。

(戻堂蔀附圃窟跨、

区分 昭和６１年度 昭和６２年度 昭和６３年度 平成元年度 平成２年度

日々雇用

教育研究

￣ 股管理

計

人数

金額

人数

金額

人数

金額

６６人

１４７，２２６： :円

８２人

23Ｍ28千円

１４８人

381,254千円

７８人

182,539千Ｎ

８３人

227゜099
ｑ

■

Ｐ
■

１

１６１人

407,638千1１

７８人

l8M14f １

７６人

226,イ1６
曰

■

:円

１５４人

109,530
■

■ :円

８２人

190,084千１１

７９人

23Ｍ15千PＩ

１６１人

42Ｍ59千N

８８人

l9M90fH

７５人

26ＭｌｌｆｌＩ

１６９人

ｲ6MOlfH

'《 ■■■■■ 卜

教育研究

I■■■■ 股管理

計

人数

金額

人数

金額

人数

金額

０人

ＯチＨ

５８人

66,063
ｑ

■

■
■

５８人

66,063千Ｎ

0人

0千１１

６０人

68`037
■

■ ;円

６０人

6Ｍ37ﾁⅡ

0人

０
■

Ｐ 8１１

６５人

7Ｍ62ﾁⅡ

６５人

1M62fH

０人

Ｏチ リ

６６人

6Ｍ31千N

６６人

68,931千１１

0人

Ｏﾁ円

６８人

811521千N

６８人

81,521ﾁP１

計
人数

金額

２０６人

4Ｉ7,317千N

２２１人

I1M75fII

２１９人

48Ｍ92千F１

２２７人

495,79肝Ⅱ

２３７人

54Ｍ22千1１



表６附属病院過去５年間の予算執行状況衝

（）内は対前年度比伸率を示す

－１０３‐

区分 昭和６１年度 昭和６２年度 昭和６３年度 平成元年度 平成２年度

人件賛（定員内職員分）
千円

2,908,293
千円

2,975,523

（2.31）

千円
3,073.602

（3.30）

千円
3,203,849

（4.24）

千円
30413,987

（6.56）

物件費

研究経費

教育研究費

設備賛

計

一般管理経費

診療経費

診癖賀

診療用設備費

計

10,剛３

480

11,313

1,125,440

3,478,338

283,065

3,761,403

14,623

（34.99）

585

（21.88）

1５，２，８

（34.43）

1,072,724

(△4.68）

3,7260542

（7.14）

196,674

(△30.52）

3,923,216

（4.30）

9,174

(△37.26）

2,640

（351.28）

11,814

(△22.32）

1,155,338
（7.70）

4,181,168

（12.26）

228,286

（16.07）

4.409,454
（12.39）

1４，９１５

（62.58）

０

(△100.00）

1４０９１５

（26.25）

1,176,974
（1.87）

3,925,021

(△6.13）

188,798

(△17.30）

40113,819

(△6.70）

12,414

(△16.77）

1,422

（100.00）

13,856

(△7.10）

1,319,022
（12.07）

3,848,181

(△1.96）

1922610

（2.02）

4,040,791

△1.78）

計 7,806,449 7,986,671

（231）
8,650,208

（8.31）
8,509,557

(△1.63）
8,787,656

（3.27）

施設整備費

設備質

工事賛

計

60,000千円

316,390千円

376,390千円

231,000

3,371,800

3,602,800

460,000

37,623

497,623

490,948

1,886,373

2,377,321

246,476

2,262,601

2,509,077

受託研究
受入件数

金額

９１件

4,379千円

115

4,403

145

8,352

180

1２，７８２

194

15.128

共同研究
受入件数

金額

０件

0千円

０

０

０

０

0

０

０

０

科学研究費補助金

申調件数

採択件数

金額

５０件

７件

6,800千円

5７

1２

13,500

6０

９

50273

4７

４

２，２００

5６

８

５，８００

委任経理金

受入件数

受入金額

支出件数

支出金額

１８件

5,334千円

２５件

5,928千円

2９

７，７１８

3４

6,556

1８

4,774

3８

７，３９９

3３

11,738

2８

７，４６０

2４

8,741

5１

1０，９８６



４外部資金の導入状況の事例調査

この事例調査は外部資金の導入状況の実態をさぐるために、Ｋ大学工学部に

おける校費（基準的経費および一般設備と特別設備）、科学研究費、受託研究

費、民間等との共同研究および、委任経理金の受け入れ状況について、昭和４０

年度から平成2年度までの間の推移を調べた結果である。第１図は各年度毎のそ

れぞれの金額を、第２図はこれらの経費の総額に対するそれぞれの割合の変化を

示している。

この学部の構成は昭和40年度では、２２学科、２附属施設で、教官数553名（教

授136、助教授136、講師24、助手257）、その他の職員数424名であったが、平

成2年度では２３学科、２独立専攻（大学院）、４実験施設となり、教官数541名

（教授137、助教授125、講師37,.助手242）、その他の職員数315名となって、

学部および大学院の改組・拡充が進んでいる。

したがって、校費の基準的経費も昭和40年度以来年々増加の一途をたどって

きたが、昭和56年度を境にその延び率が急激におとろえ、むしろ漸減傾向もみ

られて今日に至っている。校費のグラフの上の部分の太線はその年度に設置さ

れた一般設備および特別設備の経費で、年度によってその金額は著しい差があ

るが、最近ではそれにも減少傾向がみられる。

科学研究費については、この学部の教官が研究代表者となっているものに交

付された金額のみの総計である。この金額中他大学の分担研究者に配分された

金額は不明であり、また他大学の教官が研究代表者となっているものに交付さ

れ、この学部の教官が分担研究者となっていて、配分をうけた金額はこの金額

に含まれていない。科学研究費の交付状況の一般傾向にも昭和40年度以来増加

傾向がみられたが、昭和59年度をピークにしてその後は増加傾向がみられず、

むしろ減少傾向にあるといってもよい。

受託研究および共同研究のために受け入れた民間等からの資金は校費や科学

研究費に比べて非常にわずかで、昭和40年度以来増加傾向は僅少で、最近でも

学部全体で使いうる経費総額のわずか２％以下にすぎない。

一方、委任経理金は昭和50年代初期までは年々増加傾向はあったにしても学

部全体の経費総額の約10％以下であったが、それ以後年々急激な延びを示し、

今日では校費の基準的経費を越える状況となっている。ただし、ここにプロッ

トされている各年度毎の委任経理金はその年度に受け入れた額に前年度から繰

り越された金額を加えた額である。つまり、その年度に使用した金額がプロッ

トされていないので、単年度使用が決められている校費や科学研究費等と同一

視することはできないが、その年度で使用しうる最大の金額であったといえる。

最近の各年度毎の委任経理金の使用額はこの学部では大体5億円程度であるとの

－１０４－
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ことである。

学部全体で使いうる経費総額に占める各経費の割合は校費のみが年々減少し

ている。一般的に言えることは昭和56年度以降経常的な校費に延びがなく、物

価上昇を考虜にいれるとむしろ減少している状況のもとで、この学部の教育・

研究にその影響がみられないのは、科学研究費の増加と民間等からの資金の導

入がある以外に、各教官の工夫と努力によるところが大きいためであろう。－

国立大学の工学部の例で一般的な理工系の国立大学の傾向を推論することは適

切でないかも知れないが、政府予算の抑制下で経常的な校費の大きな増額が望

めない今日、国立大学の使命を今まで通りに果たせていることは喜ばしいこと

である。

さらに、２１世紀に向けて進歩発展する学術科学に十分対応しうる教育・研究

の高度化のために、創造的あるいは先駆的な研究の推進をはかり、わが国独自

の学術の発展と社会的ニーズに十分機能する学生、研究者を養成することは今

後の国立大学に課せられた重大な使命であり、このためにも緊急かつ効果的な

財政立て直しを考えなければならない。

国立大学で使用できる資金を大別すると校費、科学研究費、民間資金という

ことになるが、今日の状況から判断して簡単に増額をはかれるのは民間資金と

いえる。しかし、受託研究にしても民間等との共同研究にしても研究内容が特

定されており、また国立大学の教官なら誰でも可能であるものではない。しか

も受け入れ条件として研究が教官の公務として行われるべきものであり、その

研究が国立大学の教育研究上有意義であり、本来の教育研究に支障を生じるお

それがないことが前提である。また民間等の研究者と共通の課題について共同

で取り組むことにより、より優れた研究成果が期待できるものという条件がつ

いている。

本来、大学における研究はその大学独自の教育・研究方針にのっとり、それ

ぞれ教官の担当する分野における基礎研究を重点的に行うものであるとされて

いる。民間資金に負うことのできない重要な基礎研究もあるものと考える。し

かし、民間資金の導入によって不足する国費を間接的に補うことも今日の国立

大学の窮乏を救う－つの方法であろう。そのためにも民間資金導入を促進する

対策を考えてみる必要がある。それには受託研究や共同研究のための資金を受

け入れやすいように制度上の問題をいま一度慎重に検討してみる必要がある。

例えば受け入れ手続きの簡素化、予算費目の弾力的運用、会計処理上の制限の

緩和等があげられる。

また、地方ではその地域に固有な問題を解決するための研究課題があり、大

学における共同研究や受託研究を必要としているものも多い。したがって、研

究者や研究資金の大学への提供は民間団体は勿論のこと地方自治体にも許され
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る範囲内で大いに推進すべきであろう。もし制度上許されない場合でも、財政
運営を合理的、効率的に行うために弊害となる制度の改善を考えてみる必要は
なかろうか。そして、国立大学の内部機関のみに固執することなく、ひろく産
・宮・学が有機的関係を保ち、相互協力によって高等教育と研究の高度化に対
処することができれば、財政問題の解決のみならず、人的交流など大学の活性
化に弾みがつき人類の飛躍的な発展に貢献することになるである 。

●

や
つ

－１０７－



llI国立大学財政に対する教官の意識

本研究会では、国立大学の財政の現状に対する、個々の教官の実態とそれに関す
る考え方を明かにするために、国立大学の全教官に対して「国立大学の財政状況に
ついての調査」と題するアンケート調査を行なった。このアンケートの質問票、お
よび回答の単純集計結果､Iま、本報告書の巻末につけ加えられている。この章では、
このアンケート調査の概要を紹介したのち（第１節）、集計結果をもとに、国立大
学の役割と問題点に関する教官の意識（第２節）、教育研究費の現状（第３節）、
財政問題の改善への要望と意見（第４節）、自由記述欄への回答にうかがわれる問
題点（第５節）について分析をおこなう。

３．１調査の概要

この調査は全国の各国立大学を通じて、１９９０（平成２）年１２月１日に実施され
た。

調査対象者は、国立大学の教授・助教授・講師・助手の全員（海外出張中などを
除く）で、総数53.248人、これに対して回答者は34.325人、回答率は６５ﾊﾟｰｾﾝﾄに達
した。全教官に対する調査は前例がなく、また回答項目もかなり煩雑であったこと
を考えれば、高率であったといえよう｡自由記入欄の回収も3,000枚以上にのぼっ
た。部局系統別の調査票配布数と回収数は図１のとおり。回答率は理工農系の学部
・研究所で７１ﾊﾟｰｾﾝﾄと高く、特に実験系の専門分野で教育研究費の問題が切実であ
り、関心も高いことがうかがわれる。

[図１．部局系統別の回答数（人）］

５

人
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3.2国立大学の役割と問題

質問票ではまず、国立大学の理念と役割、さらに現在の教育研究条件、またその

教育研究面での影響について各教官の考えを聞いた。

１国立大学の果した役割

回答をみると、今まで国立大学が全体として果してきた社会的役割について、教

官自身は一般に高い評価を与えている。特に「学術研究の推進」については、９割

以上が肯定的な評価をしており、６１パーセントは大きく貢献したと考えている。「研究

の後継者の養成」についても８割以上が評価し、貢献がなかったとするものは１割

にみたない。

また教育面での「各分野での人材養成」についても、大きく貢献したと考える教

官は５８ﾊﾟｰｾﾝﾄ、少し貢献したと考えるものを含めると９割に達する。特に、理・工

・農学系の学部では、大きく貢献したと考える教官は６６ﾊﾟｰｾﾝﾄあった。

「地域の文化・経済への寄与」および「教育機会の均等」については、貢献した

とするものが６割を占めるが、どちらとも言えないとするものも３割ある。ただし、

都市部の国立総合大学と地方の国立大学とでは差がみられた。「外国人留学生

の受け入れ、国際交流」については、約７割が貢献をしたとしているものの、大き

く貢献したとするものは１８パーセントにとどまった。

[図２．国立大学の果した役割（%)］

大きく貢献少し貢献いえ貢献
す

ｒ

ｌ６学術研究の推進

人材養成 ３

研究の後継者養成

留学生受け入れ

地域への貢献

教育機会の均等

２研究環境と研究水準

このような研究教育面での自負にも関わらず、現在の国立大学の教育研究環境に
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対する不満は強い。自分の専門分野では比較する対象がないと答えた教官を除けば、

民間の企業・研究所・病院と比べると、建物および設備に関しては、大きく劣ると

感じている人が６割程度：少し劣ると感じる人を加えれば、８割に達する。更に給

与面については、民間企業などより大きく劣ると考えている人が８割、少し劣ろを

加えればほぼ１００パーセントとなった。私立大学と比べると、建物に関しては優れてい

ると答える人と、劣ると考える人がほぼ拮抗している。しかし、設備に関しては劣

ると考える人が６割で、給与では、９割が劣ると考えている。

[図３．研究環境(%)］

民間企業・研究所と比べて

大きく劣る少し劣る周等儲て■

２６設備

建物

給与

繩鈩宰５８－１騨謨蕊--11●

２４１８《騨鍵：:。６１趣｡i鰯ii職

蕨騨一…｣ｲﾊ79灘鰯麟繍i讓 １８ １

私立大学と比べて

大きく劣る少し劣る同等優れている

設備

建物

給与 ２

研究環境の悪化を背景として、国立大学の研究水準は近い将来に相対的に低下せ

ざるを得ないと考える教官が多い。民間企業・研究所などと比べると、現在のとこ

ろ国立大学の研究水準が優れているとするものが４２ﾊﾟｰｾﾝﾄと、劣るの３２ﾊﾟｰｾﾝﾄを上

回る。しかし、１０年後については５７ﾊﾟｰｾﾝﾄの教官が、国立大学の研究水準の方が下

になると答えた。国立の研究所・病院と比べても、現在の大学の研究水準は同等で

あるとするものが半数を､占め、優れると劣るがほぼ同数だが、１０年後については半

数近くが劣るようになると予測している。また私立大学と比べると、現在の国立大

学での研究水準が優れていると考えるものが６５パーセントに達するが、１０年後にも優れ

ていると考えるのは３７パーセントとなり、むしろ劣るであろうとするものが３割に達し

た。

３財政ひっぱくの影響

さらに、既に財政状況の悪化の影響は多方面に及んでいると考える教官が多い。

特に、現在の研究費・設備などの制約の下では、教官の能力が活かされていないと
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［図４．現在と十年後の研究水準（%)］

民間の研究機関と比べて

現在

１０年後

国立の研究機関・病院と比べて

現在

１０年後

私立大学と比べて

現在

１０年後

大きく少し

園篝裁て鳶烹て劣る劣る

いるいる

［図５．財政ひっぱくの影響(%)］

どちらとも
いえない思わないそう思う

■経常的な研究費・設備などの制約で、国立大学の教

官の能力が活かされていない。

■待遇・研究条件が悪いため、優秀な教官が国立大学
に集まらなくなっている。

■先端的な研究で大学が企業等に立ち遅れているため、

国内・国際的な学術交流に支障が生じている。

■授業料の値上げ、建物の老朽化などで優秀な学生が

国立大学に魅力を感じなくなっている。

■そのため、教育の機会均等、地方の活性化などの点
で聾彩瀞が生じている。

答えた人は８１ﾊﾟｰｾﾝﾄに達した。また半数以上の教官が、人材の確保、学術的な国際
交流でも悪影響が出ているとしており、そう思わないものは１割にすぎない。教育
環境の悪化で、学生に対する国立大学の魅力が減少していると考える教官も６割に
達した。

－１１１－

正ロー亘墜亜図函

玉

５ 2１ 4７
ｐＱｐＪ

▲‐

2０ 霧
（

2０ 2６ 3７ 1３ ＃

６ 2８ 鰯ii蕊蕊面思Ｚ
１四四…悪＝

～～へ

｣０ 1９ 3４ 隣Ａ２職il■鐘

、

O▲

さ』婚．ft；

｣.●-

｣ヨー

ー凸

■

灘
3１

系でi（｣….

察iこき
Ｃ,■

幻ｂ
▲■

。

｡「

▲､

｡

3４

．↓，月１，㎡
｡■１

2３

3２
■ら■

Ⅱ?-． 2５ 2１
｡

1５ 壕

4７
▽１Ｊ



3.3教育研究宍の現状

１経常的研究費

まず、図書資料・研究補助者の賃金・設備・備品・消耗品・通信費などに使われ

る「校費」について聞いた（図６）。教官一人あたりで使用可能な額の中位値（額

が低い方から高い方へ並べて、ちょうど中央にある回答額）は、教養課程、人文社

会系、教育系で60万円前後、理工農系で100万円であった。病院勤務の助手が多い

医歯薬系では、中位値は５０万円にとどまっている｡別の質問で校費の必要額を聞い

たところ、教養課程、人文社会系、教育系では、中位値100万円から130万円であっ

たから、現在の配分額は必要額の約２分の１ということになる。理工農系学部では

必要額は250万円で、現状はその４割を満たしているにすぎず、医歯薬系では現状
は必要額の４分の１である。

また校費とは別枠で管理される「旅費」についテザま、現在の配分額（中位値）は

７万円程度であったが、必要額に対する回答（中仏箇）は専門分野を問わず２０万円

程度であった。現状は必要額の約３分の1にすぎオー、ことになる。

このような現状と必要額とのかい雛を反映して、自費から支出する研究費が少な

くない。特に学会出席などのための国内旅費については、人文社会系では８割、理

工農系ではほぼ全員が、自費からの出費を行っており、その額（中位値）も7-10万

円となっている。また人文社会系では、９割近くの教官が自費で研究用の図書を購

入しており、その額も２５万円に達した。さらに研究の国際化を反映して、過去一年

間に自費で海外調査、国際学会出席をした教官は、人文社会系で２割、理工農系で

[図６．校費：現状と必要額(万円）］ [表1．自己負担の研究費］

自己負担の
あった教官

自己負担額
（中位値）現状

120必要額

6５
教養課程

人文社会系学部（2,861人）

図書費８６．８２５
人文社会系 その他４９．６１０100

海外旅費２２．４４０

理・工・農系学部（12,277幻
教育系

130
図書費７９．１１０

その他４８．５１０Ⅱ

理工農系 海外旅費２９．４３０
250

図書費８２．２１０医歯薬系
200

その他５０．８１０

海外旅費３４．４５０
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３割、医歯薬系では３割以上もあり、その支出額も３０万円から５０万円に上っている。

２研究設備

経常的な研究費にとどまらず、教育研究のための設備についても障害を感じてい

る教官が多い。現在の教育研究を行っていく上で、最も重要な使用中の機器の性能

について聞いたところ、現在の研究水準からみて十分であると考える人は２３ﾊﾟｰｾﾝ

ﾄにすぎなかった。特に最も多数の教官（約１万２千人）があげた「計測・分析機

器」については、きわめて不十分とした人がほぼ３割で、不十分と答えた人を加え

ると８割に達した（図７）。使用数が次いで多い「電算機・情報関連装置」、「理

化学機器」などでも、不十分が約半数、きわめて不十分が４分の１に達する｡

このような状況を反映して、研究を進めていく上でぜひ新しい設備が必要だと答

えている教官は、調査回答者の８５ﾊﾟｰｾﾝﾄにのぼった（表２）。これらの設備は９割

以上が講座・学科あるいは学部などでの共同使用されるものである。品目別では、

最も希望者の多いのが「計測・分析機器」で、希望する装置の価格の中位値は1,5

00万円であった。この他、実験系の学部では1,000万円から2.000万円程度の設備へ
の希望が多い。

[図７．使用中の研究教育用機器の性能(%)］

きわめて不十分不十分十分

計測・分析機雷

電算機
情報関連装置.

理化学機器

[表２．新しく必要な機器］

希望数

（人）

価格

(中位値）
計測・分析機器 10,3441,500万円

電算器 7,020３００

理化学機器2,6171,000

試験機器・加工機械1,8172,000

光学・写真影像装置1,7561,000
医療機器装置 1,594１，５００
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３研究助成金

大学の予算から配分される研究費の不足から、文部省科学研究費あるいは民間か
らの研究助成金への要求が強いが、それを実際に交付されている教官の割合は必ず
しも多くない。

科研費については、教官のうち５３ﾊﾟｰｾﾝﾄは、過去５年間のうちに１回以下しか交
付されておらず、全く交付されていない人も３３ﾊﾟｰｾﾝﾄに達する（表３）。しかもこ
の傾向は地方の大学ではさらに著しく、４割の教官は全く交付を受けておらず、２
割が１回交付されたにすぎなかった。科研費以外では、過去５年間に１回以上、民
間企業・個人から研究助成金を受けた人が回答者の２４ﾊﾟｰｾﾝﾄ、民間財団からが２２ﾊﾟ

ｰｾﾝﾄ、文部省以外の政府機関からは8ﾊﾟｰｾﾝﾄ、地方自治体からは5ﾊﾟｰｾﾝﾄであった。
ただし、これらの資金は特に大都市の総合大学に集中する傾向がある。

交付された科研費の使途、あるいは科研費でまかないたい費目は、大学から配分
される研究費と、必要額とのかい雛にほぼ対応し、理工農系では６割が「設備・備
品」をあげ、医歯薬系でも同様である。これに対して人文社会科学系では、３６ﾊﾟｰ
ｾﾝﾄが旅費、ついで２９ﾊﾟｰｾﾝﾄが図書資料費をあげている。科研費が特別な研究プロ
ジェクトの実行というよりは、経常的な研究費を補填するために必要となっている
ことを示しているといえよう。

[表３．科研費の過去5年間の交付回数分布(%)］

大都市の地方のその他
総合大学総合大学の大学

､大学
全体

０回 2０４１３６３３

1回 2１２３１５２０

2回 1８１５１６１６

３回 1２８．９１０

４回 ８５５６

５回 ８４５６

6回以上１３４１４９

計 100１００１００１００

3.4改善への意見

１教育研究費

上にみた実状を反映して、教育研究予算の増額への要望は強い。教育研究予算に
関して、現状のままでよいとする回答は１ﾊﾟｰｾﾝﾄに満たなかった。

各教官が第一位に改善を要望する予算項目をまとめたのが図8である。専門領域
を問わず「教官当・学生当積算校費」の増額への要望が圧倒的に多く、５５ﾊﾟｰｾﾝﾄが
これをあげている。特に人文社会系および教育系では６割を越えた。いわば最も基
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礎的・経常的な予算の増額に対する要求がきわめて強いところに問題の深刻さが現

れている。次いで多いの､が「－段設備費（２千万円以下）」、「特別設備費等の大

型設備費（２千万円以上）」、「施設費」などの施設設備費の充実への要望で、特

に理工農系学部では２１ﾊﾟｰｾﾝﾄ、医歯薬系学部・研究所・病院などでは３４ﾊﾟｰｾﾝﾄの教

官がこれをあげている。これに対して特に教養課程、人文社会系などで要望が多い
のが「教官研究旅費」の増額で、２１ﾊﾟｰｾﾝﾄの回答があった。

なお、改善を要望する項目として第二位にあげられているのは、専門分野を通じ

て「教官研究旅費」が最も多い。全教官の３５ﾊﾟｰｾﾝﾄがこれをあげ、人文社会系では

５割を越えた。「設備施設費」も理工農系、医歯薬系では３割を越えている。

[図８．増額を要望する予算項目（%)］

他

［教養課程

４

人文社会系 ４

３

教育系

２

理エ農系
学部

理工農系
研究所

_蕊蕊「． ５医歯薬系

[表４．予算使用上での改善を望む点〈x)］

人文社会理工農

系学部系学部

校費・旅費間の流用

年度間の流用

校費自問の流用

問題はない

０
１
５
４

６
２
１

０
１
５
４

５
３
１

計 100１００
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ところで現行の教育研究費については、その配分総額の増加ばかりでなく、使用

上の諸制限の柔軟化を望む声が強い。会計制度上の理由による使用方法の制限につ

いて、現行制度で問題がないとする教官は４パーセントにすぎなかった（表４）。特に、

いわゆる「校費」と「旅費」との間で配分予算の流用ができない点に障害を感じる

教官が、人文社会系学部では６割、理工農系学部でも５割に達した。次いで、年

度間の予算流用ができないことに不満を感じている教官が、理工農系では３割、人
文社会系では２割あった。

２研究助成金

大学の教育研究費以外の研究助成金に対する需要が強いことは、前に述べた研究

費の実態からも明らかだが、特に文部省科学研究費については不満が強い。そこで

予算総額の増加への要求は別として、配分方法についてどのような改善が望ましい

と考えるかについて聞いた。これに対しては、交付件数を多くすることを望む声が

強い（図９）。特に人文社会系の学部では、６割が交付件数の増加が必要だと回答

し、逆に重点配分を望む教官は１割強であった。理工農系学部および医歯薬系学部

.病院・研究所では、科研費で高額の研究設備を購入する必要があることを反映し

て、重点配分を望む声も無視できない。しかしやはり、交付件数を多くすることを

希望する回答が圧倒的に多く、ほぼ６割に近かった。特定の研究目的を達成するた

[図９．科研費の配分のあり方(%)］

交付件数現状重点配分
を多くでよい

人文社会系

理工農系

医歯薬系

[図１０．文部省外の研究助成金への要望（%)］

鱸大すべ-鰯も霧．
各省庁

地方自治体
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めという本来の目的だけでなく、経常的な教育研究費の不足を、科研費で補うこと

が不可欠になってきている実状を反映しているものとみることができよう。

科研費以外の研究助成金として、文部省以外の各省庁および政府機関からの資金

については、これを積極的に拡大するべきだとする回答が７割に達した。地方自治

体および民間財団からの資金についてもほぼ同様である。ただし、民間企業・個人

からの資金については、拡大すべきという回答がほぼ半数で、拡大すべきでない、

あるいはどちらともいえない、という回答とほぼ拮抗している。

３大学活性化の方向

質問票は最後に、国立大学の内部の活性化をはかり、国民の理解を得るための方

策について聞いている。、これに対する教官の反応は一般に積極的であるといえよう
（表５）。

特に「各大学で情報公開・広報を行う」ことについては、７割が必要だと答え、

必要ないとする教官は７ﾊﾟｰｾﾝﾄにすぎなかった。また「教官の教育研究実績の公表」、
「学生による授業評価を含めて教育方法の改善」についても６割が必要だとしてい

る。さらに「各大学で自己評価を行う」ことも必要だと考える教官は５６n･－ｾﾝﾄにの

ぼり、必要ではないとする回答は１４ﾊﾟｰｾﾝﾄにとどまった。ただしいずれの問につい

ても、どちらとも言えないと答える教官が2-3割いた。また、大学外の第三者機関

から評価を受けることについては、意見が分かれている。

[表５．大学活性化の方法に対する意見(%)］

計必要で
ある

どちら必要で
ともはない
いえない

学生による授業評価
を含めて教育方法の

改善を進める 100６０２７１４

学部・学科で教官の
教育・研究実績を
公表する 100６３２６１１

各大学で情報公開・
広報を行う

100７０２３ ７

各大学で総合的
自己評価を行う

100５６３０１４

大学基準協会などの
第三者機関による

定期的評価を受ける 100３２３２３６

以上の調査結果から自ずと浮かび上がってくるのは、個々の教官がおかれたきわ

めて深刻な状態である。教育研究水準を維持するために必要な教育研究費と、現在
配分されているそれとの大きなかい鮭、旅費・図書費などでの教官の自己負担、教
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青研究に不可欠な設備の陳腐化、科研費の交付件数の絶対的な不足、などの実態は

我々の予測をもうわまわるのものであった。国立大学では、財政状況の悪化は決算

上での赤字といった目にみえる形であらわれることはないが、それによる教育研究

環境の悪化は、教育研究活動の内容を大きく変質させるところにまで達していると

いえよう。

このような実態を反映して、国立大学教官の多くは現在の教育研究環境の悪化に

きわめて強い危機感をいだき、さらには将来の研究水準の維持に悲観的な見通しを

もたざるを得なくなっていることも、この調査の明かにした点である。教官はそれ

ぞれの専門分野でわが国の学術研究・教育の先鑑を担ってきた専門家であり、これ

までの国立大学の研究教育を通じての社会的貢献に関しても強い自負をもっている。

その人々が充分に能力を活かす環境を与えられず、教育研究の水準が低下するとす

れば、それは国立大学だけでなく、日本の高等教育、学術研究にとっての危機であ

り、また重大な社会的損失であるといわねばなるまい。

深刻な危機に直面して：教官の間からは教育研究予算の改善への強い要望がださ

れている。特に積算校費の増額を望む教官が多いが、これは現在の校費が教育研究

の経常的な費用を満たすことができない実状を反映した、切実な要求とみることが

できよう。そのほか、施設設備費および旅費の増額、さらに科研費の交付件数の拡

大、政府機関・地方自治体・民間財団等からの研究助成金の拡大などへの要望も強

い。ただし、教育研究費の問題の性格は詳細にみれば、専門分野あるいは個々の大

学がおかれた状況によって異なることも、調査結果の分析を通じて、明らかにされ

た。

3.5自由記述からみた意見

アンケート調査の回収数34,333のうち、「自由記入欄」への回答者数は2,754人

（記入率８%）にのぼった。「自由記入欄」に寄せられたご案内･要求等は、諸種

の事由から統計的な処理になじまず、必ずしも全国の国立大学教官の意識･意見等

を客観的、公平にあらわ､すものだとはいいがたいものである。しかし、前記のアン

ケート調査では、十分にカバーしきれなかった問題等にたいする貴重なご意見など

が数多く寄せられており、前記のアンケート調査の結果を補充する意味で、ここに

それらの内容を簡潔にまとめて掲載することにした。

「自由記入欄」に寄せられたご意見で、全体的に共通して強く訴えられていた問
題は、以下のような項目であった。

①国立大学教官の給与等の待遇の劣悪さと改善要求

②建物･施設設備、及び研究･教育組織の劣悪さと改善要求

③科研費の審査方法、決定、配分への不満･疑問と改善要求

④研究費の調達、使用方法の問題と改善要求

⑤教官の人事交流、異動促進を阻害している問題と改善要求

更に、特徴的なものとしては、以下のような項目が目についた。

‐１１８‐



⑥大学、教官の評価問題

⑦「地方」大学の地理的、人的なハンディをカバーするために、各地方にその
地方の関連の研究嵩が自由に活用できる各種の共同利用施設の充実、必要性
を指摘する意見

⑧国立大学の授業料値上げは、国立大学の－特に、地方国立大学の存在意義を
著しく損なうことになる、とする意見（「優秀な学生が都市圏に流れている」）

⑨その他（１.国家予算改縄と国立大学予算２.文部省改革、他省庁との協力関
係３･国立大学の改革４.外国人教員、留学生の待遇改善、など）

⑩本アンケート調査にたし､する苦情、期待

以下、その主な代表的意見を列記しておく。

（１）国立大学教官の給与等の待遇の劣悪さと改善要求．

、教官の給与の低さが優秀な人材を民間、他省庁の研究所に流出させる原因
となっている。大学院進学者の減少、質的低下等、大学教官が魅力ある職
でなくなりつつあり、若手研究者の確保が困難となっている。
･住宅等の福利厚生面が劣悪である。

（２）建物・施設設備、研究・教育組織の劣悪さと改善要求

①建物・施設設備

．（私大）、民間研究所、外国と比較して余りにもお粗末、国立大の地位低
下を招き私大に学生が流れる要因の－つにもなっている。

・建物の老朽化、スペース不足の問題については大学別、文系理系を問わず
多くの意見が寄せられた（文系では図書資料の保管室スペースの絶対的不
足を訴えるものが多かった）。また、基準面積の見直し、倍増を求める意
見も多数あった。

・高額設備の共同利用の推進を訴える意見も多かった。

②研究・教育組織

１）ポスト削減の弊害とポスト増・充実の要求

・定員削減によるしわよせが教育・研究のあらゆる分野に深刻な影響を及ぼ
している。

・定員削減のため技官・助手に人材を確保することが困難、ポスト増ととも
に教官対学生の比率見直しを進めるべきである＝大学の「大衆化」に伴い
大学の教育機能が増大している。そうした事態に適正に対処するために学
生数を減らすか、教官ポストの増で対応する必要がある。前者は非現実的
であるため、教官ポストの拡充が緊急の課題となっている。
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・地方大学の助手の役割は、一般に教育及び研究において高いと思われる。

助手の研究職並びに教育職としての経費上の位置づけをもっと高めるべき
であり、又、職務内容に講義担当を加えるべきではないか。

２）研究・教育の補助体制の不備・貧困とその充実要求

.「雑用」が多すぎる。研究の事務サポートシステムを充実せよ。教育スタ

ッフと研究スタッフの分離をすすめるべきで、それを保障する条件整備が

必要ではないか。

・研究実験補助員（高度のテクニシャンから器具洗浄者までをふくむ）の充

実をはかってほしい。

・大学院生の有給teachingassistant,researchassistantes制度の導入

をはかってほしい。

３）院生の身分保障、研究保障

・学生-特に博士課程の院生に授業料の免除や研究費からの博士課程院生に

たいする手当支給を可能にしてほしい。

・博士課程院生の奨学金拡充をはかるべきである（外国人留学生並の給費制

度の採用、などが考えられてよい）。

４）その他

・地方勤務手当（東京などの都市圏集中のなかで地方大学は人材確保が困難

なため）や特殊専門教育職手当（人材確保の困難な領域に）などが考えら

れてよいのではないか。

・博士号取得にともなう給与等のメリットを採用すべきである。

・大学間、学部間、講座一学科目一課程、実験一非実験などの格差を是正す

べきである。文系学部でも情報機器等が必要となっており実験系との校費

比率を見直すべき時期にきていると思われる。

・１～２年程度の研究者交換制度をつくってほしい。

・保健管理センターは、学生の厚生補導施設として位置づけられているのみ

で、法政度上教育・研究機関としての位置づけがなされていないので、改

善の必要があると思う。

・サバティカル・イヤーの導入による充電期間が必要である。

（３）科学研究費の審査方法、配分・決定に対する改善要求

全体的に、科研費の審査方法、決定・配分の基準が暖昧で、決定・配分が－

部の大学及び大学関係者・個人に著しい偏りをもっているのではないか－特に

、重点領域、特定研究に多い－，等の問題を指摘する記述が非常に多かった。

そのような指摘のもとに、次のような改善を求める声が聞かれた。

①審査方法・手続きの改善など

審査結果に対する理由付けとその公開、審査結果に対してクレームをつけら
れる制度にしてほしい。また、それらを公表して判断の根拠の－つとさせる
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ことも考慮されてよい｡海外からの応募を可能にしてほしい。

、審査員を学会推薦で選出する現行制度は「ボス支配」の基盤になっているの

で、改善せよ。

、科研費による研究成果を何らかの形で評価すべきではないか。そして、それ

らの評価が次の決定に活用されるべきである｡

、総額を増やし採択件数の増大を希望する－特に、一般研究Ｂ，Ｃの採択件数
の増大。

、科研費の決定．配分を文部省の管轄外にしてはどうか。公平な評価を保障す

る何らかの委員会等をつくることも考えてよいのではないか。

,配分の偏りを是正すべきで、連続の配分は禁止してほしい。４～５年連続し

て不採用の場合には、採択されるように工夫できないか。

、若手にも多額の額を支給するシステムを導入すべきではないかく一般Ａ・Ｂ

は若手研究者１名では不可であるため、現状では一般Ｃで我慢している）。

、申請者に大学院生や研究生なども参加できるようにして欲しい（多くは実質
的な共同研究者なのだから）。

、巨額な科研費に採択される可能性が低い地方大学・研究者にもそれが可能と
なるような工夫・配慮を望む｡

・科学技術庁の振興調整費と協力せよ。

、事務手続きの簡略化をはかってほしい。

②科研費の使い方（主に、流用）にたし､する改善要求

・年度間の流用、大学間を含めた教官相互の流用が必要と思われる。

、現行では使用可能期間が短すぎるので、期間を長期化（３年～７年）してほ
しい。

、人件費専用のグランドを設けるべきである。

、科研費の使途として、もっと設備・備品費に使用できるようにしてほしい。
・海外渡航費の使用を認めよ。

（４）研究費の調達、使用方法の問題と改善要求

①校費の絶対的不足と流用の要求

・校費の絶対的不足解消のため大幅な増額が必要である。年度間の流用を認め
よ。

・維持管理補修費が不足している。

・設備備品購入は単年度予算では無理なため、積み立て方式、年度間流用など
を認めてほしい。

・大型設備の購入に際して、維持費やオペレーターなどの人的配邇にも留意す

べきとおもわれる。

・財政の弾力化、財源の多元化は賛成であるが、その前提には財源の十全な確

保・保障がなくては、多くの問題が生起するのではないか。

・予算使用の単年度方式を廃止し多年度使用を可能にしてほしい。

。
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・研究費を分野の特殊性に応じて目的にそって有効的利用ができるよう弾力的

運用をはかること。

・各レベルでの留置を廃止し研究者に配分せよ。

②旅費・調査費の不足と改善要求

・旅費の絶対額が少なすぎるので、圧倒的増額を希望する。また、海外旅費を

認めるべきではないか。校費、研究費と旅費との間の流用を認めよ。それら

の年度間流用を認めよ。

・大幅な旅費・調査等の増額が不可能であれば、私費（図書購入、旅費、等）

を必要経費と認めて所得減税ができるようにしてほしい。

・地方在住研究者は、多くの研究旅費が必要なので、大幅な傾斜配分方式の研

究旅費のありかたを工夫してほしい。

・教務員、技官への旅費がないため彼らにも旅費を認めよ。

・大学院生の旅費保障を－奨学金にこの項目を加えることも一案ではないか。

・国際会議、学会への参加費の校費支出を可能にしてほしい。

③外部資金の導入と活用

・文部省以外の省庁からの資金調達ができるようにしてほしい。

・商学寄付金が特定の教授にのみ受け入れられる傾向はよくない。商学寄付金

は大学か財団で受け入れ、テーマを設定した応募形式により教官に交付する

方式が望ましい。

・大学外に団体・組織をつくり（企業を含め）資金を調達することなどを工夫

できないか。

・民間資金の個別的導入は慎重であってほしい。それを導入するさいには、国

立大学全体として行いその管理・配分を行うべきである。

・研究機器の大型化、高度化、高額化に対処するため、地域毎に大学から独立

した「新鋭研究機器センター」のようなものを設け、共同利用等考えるべき

と思われる。

・民間資金の導入を誘導するために税制上の措置を考えて欲しい。

④その他

・財政の拡大とともに、大学の自主性を確保できる財政制度のあり方に改善し

てほしい。

、講座、研究室（教室）内における（一部）教授による予算の独占があり研究
教育上著しい弊害を生んでいる。研究室単位でなく各研究者個人単位で配分
して欲しい。

、ビック．サイエンス、技術等にかかるのは理解できるが、現在はあまりにも
基礎科学の軽視、社会的ニーズに欠けると判断される分野の軽視傾向が強す
ぎる。

、設備機器の保守及びリース制度の拡充をはかってほしい。
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（５）大学の活性化のために人事異動・交流を多様に可能にする諸条件を整備せ
よ

・異動による年金・退職金の不利を解消してほしい。

・教官異動による不利益が多い。一般・特別設備費等が勤務年数により影響さ

れるし、特昇、名誉教授等の多くの問題があり、異動を促進するためにはそ

れら不利を改善する必要がある。

・国立大学教官の兼業禁止規定を廃止するべきではないか。

・人事交流の活性化と資金配分の効率化のために何らかの評価が必要ではぱい

か。逆に、その弊害を強く指摘する声も同程度あった。

（６）大学、教官の評価問題

・賛否両論あり。役職者による評価は管理につながり、学生による評価は人気

とりとなる危険がある。学生による評価は修士以上の学生にすべきである。

・大学の自己評価は必要と思うが、具体的な実施方法はもっと研究すべきであ
る｡

・参考程度にする学生の授業評価は必要である。

・教官の任期制を考感してよいのではないか（審査により昇格・降格、免職等
の制度）。

・教官の研究教育の評価、自己努力による研究費の重点的配分簿増額等が考慮
されてよい。

（７）地方大学の不利、ハンディをカバーするために共同利用施設が必要である。

（８）授業料値上げは、国立大学-特に、地方国立大学の存在意義を甚だ損なう
ので、授業料値上げについては慎重であってほしい。

（９）その他

①国家予算改編と国立大学の予算

、国立大学財政の危機を防ぐために、ＧＮＰの何％以上というように確保でき
ないか。

・防衛費の削減等の予算編成の枠組みを変えて文部省予算の拡大をはかること
が必要である｡

②文部省の改革、他省庁との協力関係

・多額の研究費を必要とするビックサイエンスは文部省傘下で行わず、科学技
術庁等の傘下で行うべきと考える。

・高度科学技術の開発研究に関しては各省庁の縦割構造をなくし相互協力が必
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要である。

・文部省主導・誘導型の大学改革でなく個々の大学の独自制を尊重してほしい。

・文部省の下部機構として科学アカデミー的システムが必要である。

･文部省を高校以下管轄省と高度の科学研究省に分割すべきではないか。科学

技術庁、文化庁、文部省の高等科学部門を統合した省をつくる。研究は文部

省より科学技術庁に帰属したい．

③国立大学の改革

・学術総合研究機関としての大学が多すぎるのではないか。小規模な地域密着

型研究機関の全国的配置が必要と思われる。

・本質的に効率を求めない国立大学は基礎分野に特化し、先堵的応用的分野は

民間にまかせ人的交流さえ確保すれば良いのではないか。

・国民の理解を得るために国立大学の教育機関としての機能を重視すべきであ

る。

・国立大学の民営化・法人化をはかるべきではないか。

④外国人教員、留学生の待遇改善

・外国人教員の待遇が劣悪である。

・受け入れのための独自の予算と専門職員の確保・充実が喫緊の課題である。

（１０）アンケート調査にたし､する苦情

・文系・芸術系等から専門分野コードの改訂要求が多かった。

・科研費の額・配分方法に関する記述がないのは遺憾である。

・調査内容は理系向､きで、文系と理系とにわけて行うべきではなかったか。国

内の研究機関のみでなく海外先進国の研究機関との比較もいれるべきではな

いか。

.このアンケートでは地方国立大学の抱えている問題の本質をさぐるものとな

っていない。

・回答の選択肢が少なく、また適切でないものがある。質問全般に特定の方向

に誘導しようとする意図が読み取れる。

、こうした調査はもっと早い時期におこなうべきであったと思うが、結果を活

用し研究費獲得への働きかけを期待するという声も多く寄せられている。

執筆１～４節金子元久

５節小川正人

-１２４－



資料編

1．国立大学の財政状況についての調査質問用紙と回答用紙

2．国立大学の財政状況についての調査素集計

3．教官の直面する教育研究費の現状(中間報告）

4．国立大学財政の現状（第二中間報告）

5．マスコミの反響



国立大学の財政状況についての調査質問用紙と回答用紙１．

国立大学の財政状況

についての調査

国立大学協 会

平成２年１２月１日

■この調査は、国立大学の財政問題の実態と､･その改善の方向を明らかにするために、国立

大学の教官全員にお聞きするものです

■回答用紙は別になっています。鉛筆で、該当する数字あるいはコードを書き込んで下さい。

質問があてはまらない場合は何も記入しないで下さい。

■回収は各部局を通じて各大学で行われます。１２月20日附までに御提出下さい。
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〔まずあなた自身について伺います｡〕

あなたの職名

面 □
－■巳－こう矼刀■■－－－￣■■■■■■■￣－－－￣■■■■－■■￣￣￣￣￣■■Ⅱ■￣￣￣￣－－￣￣￣￣￣￣－－￣■■■■￣￣－－￣■■■■■■■■

1．助手

２．譜師

3．助教授

４教授

あ/kたの「|§齢（平成２年12月１日現在）
￣ 、'nＪ、’､‘、Ｕ、Jペリー

露
３
４

ロロ歳
■‐￣■■-b■■■■■－￣－￣■■￣￣口一一一一■■■■■■■■■■■■-－￣￣￣■■■￣-－￣ロー￣白一一一一一一一一一一■■Ⅱ■■■Ⅱ■

あなたの鉛ｊｊの級号俸(指定職は６級と記人）

□級□□号
■－－.■､■■－－￣￣￣＝■■l■L'■■ゴＴ￣￣‐■■■■■■■■■■■￣￣■■￣￣￣￣￣￣■■￣￣■■￣￣-－￣￣￣￣￣￣￣

あなたの所腿する組織の種類を下から選んで記入して下さい。

ロ
ー

■■￣￣￣￣￣￣￣￣￣■￣￣￣■￣￣￣￣｡一一一一一一一一一一一一一一一一一一■￣－￣￣－－－－－－－￣－￣￣■￣－－－

1．講座制（実験）

2．講座制（非実験）

3．講座制（臨床）

4．修士講座（実験）

5．修士講座（非実験）

6.学科目制（実験）
！１

７．学科自制（非実験）

８病院

9．研究所・施設・センター等

0．その他.わからない

あなたの研究方法を、中心となるものから順に二つ選んで下さい。

５ □□
￣￣■■■￣■■￣￣￣￣-－￣￣￣￣￣￣￣－－￣￣■■■■￣￣￣￣￣￣￣￣￣－－￣￣￣￣■■￣￣￣￣￣■■■■－￣￣＝可■_

１．文献研究

２．調査

３．データ解析

４．理論

５．実験

６．その他

sf縦鱸皇iiiii辮雰
右の科研費専門分野コード表

□□
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専門分野コード表

哲学 １１●
一
学

学

鯛
林
水

学
学
産

農 Ⅱ
一
肛
雨

文
心理学･社会学･教育学･文化人類学

史学

文学

枢
一
円
一
Ｍ
一
四
一
皿
一
四

農

学
6４》

童基礎法学

公法学

民事法学

学

法

社会法学…Ⅷ２４

（労働法・社会保障法・経済法等）

医学 刑事法学 2５

｜亟群
経済学

閉
一
列

数学
一

天文学

４０
￣

４１

歯学７６

薬学７７

医学一般７８

プラズマ理工学８０

情報学８１

学

理
物理学

地球物理学

化学

生物学：

地質学

岨
一
Ⅲ

Ｍ
’
㈹
一
妬
一
叩
一
岨

実験動物学８２

結晶学８３
複

学

家政学８４

科学技術史８５
（含科学社会学・
科学技術基礎論）

体育学８６

鉱物学(含岩石・鉱床学）

人類学(含生理人類学）
合

工 領 生物化学 8７

８８

８９

放射線生物学

原子力学

域
地理学９０

学'二i霊:E雲

印
一
卵
一
閃 _瞳豐了二二二ｉｌｚ

非該当 ９９一｜応用化学
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I・国立大学の理念と問題

〔国立大学の理念と役割についてあなたの御意見を伺います｡〕

ﾌ:噸::鵲慧董藝鷆琶W荊鰯麓〆

を記入して下さい。

２３４５

】溌口騨蕊錘.■蕊
［雲鷲]嚥鵬］

ａ・学術研究の推進 □□

ｂ・各分野の人材養成 □□

ｃ・地域文化や地域経済開発への貢献□□

。．教育機会の均等化 □□

ｅ・教育研究の後継者養成 □□

「・外国人留学生の受け入れ・国際交流ロ□

B鰯窯要駕:琶鯨卿雰i1W鰄樂為
設備・備品、建物の側面でみて、下から選んで記入して下さい。

↓
ロ
作
殉
１
４
．
６
●
ひ
‐

Ｌ
く
寄
〆
『

１熊矧一一織翻》 i菫讓
３

ｌｄＭ‐￣‐Ｐ

：同等１１
１１ﾌﾞｹiL7w･率
PＣ▽‐q●｢
PO■I｣~LIIL

鞠？（;r＃

４５６

駕篭鍵
〔給与〕〔設備〕健物〕

□□□

□□□

□□□

辱■4副H〉韓；弓，

私立大学と比べて

国立の研究機関・病院と比べて

民間企業・研究所・病院と比べて

●
●

冗
扣
】
．
’
皖
叩
叩
〉
ハ
Ｌ
》
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g鶏二欝鷲1k:肌上…脚制約は何ですれ製
□□

１．教官１人当りの授業時間数

２．１クラス当りの学生数

３．教材・教具

４．図書館

５．教室などの施設

６．実験設備・器具

７．補助教員

、惹竺１１:ji繭y《上で制約…てMのは何です沈蝋
ロロー￣￣￣￣￣￣￣￣￣‐￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣－■－￣－口￣‐￣－－－￣－－－－-－－－－－－－－￣－－－

１．実習・調査経;身

２．教室、研究室などのスペース

３．研究用図書

４．実験設備・器具

５．奨学金の不足

６．素質の高い学生の民間への流出

７．留学生に対する予算・人員措置の不備
８教育研究補助人員

研究を遂行していく上で、最も大きな制約となっているものを重要な順
に二つ選んで下さい。

ｎ，
－－■－－－－■￣￣－－、￣－■－－－￣￣｡￣￣￣－－-－－￣￣￣＝-－－－－￣｡￣￣￣￣●■－￣￣￣■￣－－－－￣￣￣￣￣￣

１．国内旅費

２海外旅費

３．経常的研究費

４．図書費

５．設備・備品賀

６．研究のためのスペース

７．研究・実験補助人員

８．事務補助人員

Ⅲ
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咀鰍ﾂﾞ鰯鯏綱鰐差奎菩ｆｉ嚇鰍菫管
ありますか。また現在の研究環境が変わらないとすれば、１０年後にはど

のようになると予測されますか。

１

大きく

劣る

２
乢
窪

．
；
８
１

３鴫一洲洲
二
．
■
◇
Ⅲ
⑪
弍
匡
●
｜
ｂ
夕
卍

４

１秒しｉＡ
■B1,

i優れて〕

Yi)`る（

５

大変

優れて

いる

６

比較の

対象が

ない

〔10年後〕

ロ

ロ

□

〔ｆＭ〕

ｎ．私立大学と比べて ［］

ｂ・国立の研究機関・病院と比べて □

ｃ・民間企業・研究所・病院と比べて□

旧攪獅豐豐::鰐;:塁鰯撚iiWiM…Ｆ１も曰鮴
－－－~￣

３

．そう

思う冊」

２
,'１．．割｡-Ｆ。;..■･ＰＲ

~どちら，

思か１溜鍾思う冊」
「:擬ｆ１〔'糊Ⅲ

('、授業料の値_上げ、建物の老朽化などで優秀な挙生が国立大学に魅

力を感じなくなっている。 －－－－－－－－－．－－－－_□

b、そのため、教育機会の均等、地方の活性化などの点で悪影響が生

じている。‘ □

ｃ・経常的な研究賀・設備などの制約で、国立大学の教官の能力が活

かされていない。 □

〔１．緋遇・研究条件が悪いため、優秀な教官が国立大学に集まらなく

なっている。 □

先端的な研究で大学が企業等に立ち遅れているため、国内・国際

的な学術交流に支障が生じている。 □

-130-
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I＿歪勺育ＪＩＪｆ零

〔まず`､なた自身の研究費について伺います。 学科・講座などで共同で使用して

いる場合は、－人あたりの平均額を記入して下さい｡〕

今ｲl§腰（jlz成２flﾐ度)､あなたの大紫の塗』【直上k壁・趣:iの中からあなたが

使える額はいくらですか。
Wｉ

ａ・旅lｌ１ｆ（99川二は99）－－－－－－－－－－－－－－□□万円

ｂ、校費（999以上は999〉＿－－－－－－－－－－－－－ロロロ万円

で５ あなた〔｣身の校費は今年度はどのように便われ亘予定ですか。（999以上
甲

は999）

ａ・図f1$・資料賀□□□７ＪP］
－￣￣￣￣￣￣￣￣￣■￣￣￣￣－－￣￣■￣￣￣●￣￣￣￣■￣￣￣￣－－￣￣￣■￣￣￣￣●￣￣￣￣￣￣￣￣￣●

ｂ、アルバイ1,等の謝金ｎ[。□万円

ｃ・設備・備品費ロロロ刀円
一－－■－－－￣￣￣￣￣己一一一■￣￣￣￣－－￣￣￣■■■￣￣￣￣￣￣￣■￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣－つ￣●■￣

｡、消耗&通信費・その他□□□万円

で晄撫:':鰐戸蓋慧付金等｡
中からあなたが使える研究費は

ａ、科研費□、、ｎ万円
一一■￣￣￣￣－－￣＝￣￣￣￣－－￣￣￣￣￣￣￣■￣￣￣￣￣￣￣■￣￣￣Ｃ￣￣￣￣￣■--￣￣￣￣￣￣￣￣--＝￣■￣￣

ｂ・奨学寄付金、委託研究費・民間との共同研究□□□□万円

ｃ、その他の研究賀、□ｎ口万円
一一一一～￣－￣￣￣■￣￣￣￣￣￣－－￣￣■￣－－￣￣--￣￣￣￣－－←￣－－￣￣￣￣￣￣￣￣￣

－１３１－



Ｗ鯰鰹臓臺臓雰鯛猟;舐研究費の不…

ロロ万円

□□万円

□□万円

□□万円

ａ・国内旅費

ｂ、海外旅費

c、図書費

ｄ・その他

旧蕊:繩鮮めには…卿研究費として-年間に〃／

ａ、国内旅費（99以上は99） □□万円

ｂ・海外旅費（999以上は999） ｎ、ｎ万円

ｃ、校費（999以上は999） 、ｎ口万円

〔あなたの研究室・教室・講座・学科について伺います｡〕

旧校費を配分する上で最小の単位と轡っているのは下のどれですか。
□

－－￣￣￣￣■■■■U■■■￣■■￣￣■■■■￣￣￣￣￣￣－－￣￣－－￣■－－■■－■■■■■■■■－－－－￣￣￣￣ぅ￣－－－￣－－●■■－－－－---－＝＿■■■■

研究室・講座

教育科目・学科自

大講座

学科・教室

学部

その他

●
●
●
●
■
●

▲
毛
■
■
ひ
（
⑭
タ
グ
』
（
叩
く
叩
）
・
勾
夘
麺
』
，
’
０
』
而
四
）
（
叩
』
叩
叩
》
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2Ｊ…その単位の責任者ですか。－－

□

１．責任者ではない

た人のみ回答して下さい.喜訂１１－毛７（や油

Ａ÷、

ロロ人
◇

￣￣--￣￣￣￣￣■￣￣■￣￣●￣－■－－－－￣

３＿子０ 9999）7〕型轄愛ｆｌ「ｑｑｑＣ

□、ｎｎ万円

７）弓ヲｊｌ－ＬＤｍ言kＪＩＱＯＯＣ

ａ・賃金・謝金□□ｎｎ万円｣ｃ￣￣￣￣￣￣‐－－－－■－－－－－＝一・屯－■－－．－口－－－句一一■－－－－－－－－－－－－－－＝－－－

ｂ・図書・資料費□□□□万円一一一一一一一一一一一一一口－－つ－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－■－－口－－－－－－－．－－

ｃ・設備・備品費□□□□万円一｡￣￣ロー■●－－－－－－－－－口－－口・－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－．ｍ－－－－－

．．設備保守・維持・修理費、、ｎｎ万円一一口￣￣￣■--￣￣￣－－－－－－－－－－－－￣－－－－－－－－－－－

ｅ・消耗品費□□ｎｎ万円一一一一一一｡￣￣￣￣￣－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－■－－－－－－－－－－－．－－－－－－－

「・電子計算機使用料□□□□万円一■￣￣￣￣￣￣￣－－－－－－つ－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－口－－口－－

９．通信費・その他□ｎ、□万円一一■Ｃｍ－■￣￣ロ－－－－－－口◆－■－－－．－－－－■－－．－－－－－－－－－－－－．－－－－
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(教育研究上に必要な設備・装置について伺います｡〕

鰯
あ；i:えの駄行Ｉｉ１｢究を行う

壬:つ選んで|くさい。

'百で、ＢｌＬｉＭｉ１１１している識lilIi・装縦を重要な順に

[i没lili］〕［設術２〕

〔1．その設備の種類をｲｺﾞの設ｉｉｉコード表から選んで

|くさい。 |］ □

|)．それ'よｆＭＩｉ１年lMiに製造されたものですか。

｢][]ｲｌ２１ｉｉｉ［]□年iii

ｃ・その機能は現在の{ﾘﾄ究水準からみて十分ですか。

Ｕ□

１．きわめて不十分

２．やや不十分

３．十分

iflIこう５ｲｌ２ｌｌｌ１に、あなたの教育研究を遂行する－kで是非必辨な設備．装置
鰯

について伺います。必要な設備がない場合は記入しないで下さい。

【1．その設備は|｢'1ですか。右の設備コード表から選んで下さい。

□
￣---－￣￣￣■￣￣￣￣￣■－－－￣￣－￣-－￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣ヰー－－￣￣－－－－－－－－－－－－￣￣－－－－－－

ｈ．それをｌＭｌｉ入するのに必要な額はいくらですか。

（99999u｣二は99999）

｜~|「|、、□万円

〔、それはどの範UMでＩ！!iいますか。

□
￣￣￣--■￣￣￣￣￣￣￣￣￣－－￣￣-－■￣￣■￣￣￣￣－－－￣--￣￣￣￣￣￣－－－－－つ￣￣－－￣￣￣￣■￣￣￣￣

あなた自身だけ

研究室・講座で共同使用

学科・大講座で共同使用

学部で共同使用

大学で共同使用

全国で共同使用

臼
●
■
●
の
●

▲
■
■
Ⅱ
０
（
叩
タ
グ
」
〔
囮
ぺ
扣
）
●
｜
、
夘
一
，
Ｆ
』
叩
皿
》
（
酢
【
叩
〕
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設備・装置．－ド表

１．計測・分析機器
一

２．試験機器・加工機械

３．医療機器・装置

４
’
５
’
６
｜
爪

理化学機器

光学・写真・撮像装置

放射線機器

環境機器．

８．電算機、情報関連装置

９．教育・ＡＶ機器、事務機器類

0．その他

〔科研費について伺います｡］
￣

閉 過｣ｉ５ｲ|ﾐｌＩ１ｌに、〃｢究代表者あるいは協力者として科研費の申請を何[IＩ行い

ましたかし，またI1illIll、交付を受けましたか。（99回以上は99）

ａ，ｌＭｉＭ数
□[]回～ロ‐￣￣￣￣￣￣■￣－－￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣-－￣￣￣￣■￣￣￣￣￣■---￣－－－￣￣－－－－－－－－－￣－－－－■￣－－■－－￣－

ｂ・交付|ＩＪＩ数
ロロロー一一一一一一一一一一一一一一‐￣￣￣－－￣■￣￣■￣￣￣■￣￣面一一■－－－－－￣￣－－－￣￣■－－－■－－－一・￣■－－－￣－－－－

科Ｉ)｢費の使途はliilでしたか。また交付を受けていない場合は、交付を必要

とするI1l1Itlは何ですか。研究の遂行に特に重要な順に二つ選んで下さいｃ
（科川Ｉｆを特に必要としない場合は無記入）

ロロー￣￣￣￣￣￣￣￣●￣￣■＝￣－－￣■■￣￣￣￣￣￣￣￣￣Ｃ￣■－－－￣-－－－－◆￣－－－－～-－－－－－■－－－－￣

１．国内旅費

２．海外旅費

３．研究補助者の賃金・謝金
４．図書′資料賀

５．設備・備品費

６．消耗品費

７．電子計算機使用料

８．印刷・通信賀

９．招へい旅費・会議費

0．その他

剛
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〔文部省以外からの研究費について伺います｡〕

Z5:潔|雲謡蝋|究補助鈍受…鑿したＭ川鮠
ａ、文部省以外の各省庁から □回

b、地方自治体から □回
一■●￣￣￣￣ロ－－￣￣￣⑤一一一色￣￣-口￣￣￣￣￣｡一一一⑤￣￣￣￣￣■￣￣、￣－－－■－－－￣￣￣￣■￣－－■－－￣￣●

ｃ、民間財団から □回
一一一一一一●￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣■￣□￣￣￣●●￣￣－－－－－－－￣￣-－￣￣－－－－－－￣￣￣￣■

。．民間企業・個人から □回
●￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣－つ￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣－－－－－－￣－－－－￣￣－－－－－－－￣￣￣

妬 その使途は何でしたか。また補助金を受けていない場合は、それを必要と

する理由は何ですか。特に研究の遂行に重要である順に二つ選んで下さい。

（補助金を必要としない場合は無記入）

ｎｎ
ＣＣ－■■￣Ｃ－Ｑ■￣￣￣￣￣￣－つＣ￣■￣￣￣｡‐￣￣￣■￣■￣●￣－－－－－－－－－－－－－－－ＣＣ－－－●－￣｡￣￣－■－■－ＣＣ－

１．国内旅賀§

２．海外旅貿

３．研究補助者の賃金・謝金

４．図書・資料贄

５．設備・備品費

６．消耗品費

７．電子計算機使用料

８．印刷・通信賀

９．招へい旅費・会議賀

０．その他
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〔国立大学の國政を改善する方向についてご意見を伺います｡〕

〃雲霧麓:,漣鰯:iil下…帥改善が必要と肌１
－－－－－－－－－－－－－□□

１．現状のままでよい

２．教官当・学生当積算校贄の単価引き上げ

３．特定研究、教育方法等改善経費の充実

４．一般設備費（2,000万円以下）の充実

５．特別設備贄等大型設備費（2,000万円以上）の充実
６．施設費の充実

７．教官研究旅費の引き上げ

８．科研費総額の増加

朗 現行の国立大学における経費使用について、どのような問題があると考え

ますか。重要な順に二つ選んで下さい。

□□￣￣￣￣－－￣￣￣￣■￣￣●戸寺一一一一◆￣￣￣￣■■---－－■■－－－口－■■－－－－－－－－－－－－つ￣－－■－■

１．問題はなし１

２．校費と旅費との流用ができない

３．校費の費目間の流用ができない

４．年度間の流用ができない

Zg科研費の地､塗についてどのよう巻改善が必要だと考えられますか。
□の－■ﾛ■■■■￣■－－－U■￣－－－●－－－￣￣￣｡-コ‐￣■￣■－－U■■■■■￣｡￣●－－■￣￣ｃ-－■■■￣－－Ｃ－Ｕ■￣￣￣￣←

●
◆
●

』
■
■
■
０
｜
〔
辺
夕
匠
』
（
叩
く
由
）

現状のままでよい

一件当りの額を少なくしても、交付件数を多くする

重点配分する

-１３７－

Ⅲ、財政改善の方向



如幽以外…研究資金Q翌込を拡大すべ誉でし』=うれ下`ｗにつ
いて、あてはまる数字を入れて下さい。

〔華＃木へ

すべき

艶ほなbiノ

３

拡大

すべき

である

２

どちら

とも

いえない

ａ・文部省以外の各省け:からの研究資金□

ｂ・地方自治体からの研究資金□

ｃ、民間財団からの研究資金□

。、民間企業８個人からの研究資金 □

民間からの研究資金（奨学寄付金・共同研究等）が、国立大学の教育研究

別
を歪めている、という意見があります。これについてどうお考えですか。

□

歪めていない

何ともいえない

歪めている

１．

２．

３．

舩鰐鰯雲鰯鯏堂蒻遂茸1鍬H騨了IiliIl
をどうお考えですか。

□

格差が拡大されるなら、柔軟化・多元化すべきではない

どちらともいえない

格差は拡大されても、柔軟化・多元化すべきである

１．

２．

３．

-１３８－



鋼国立大学への政府支出を拡大するためには、内部の活性化を図り、広く国

民の理解を得る努力が必要だ、という立場から下のような意見があります､

それに対するあなたのお考えを次から選んで記入して下さい。

２３

どちら；必要〈,必に纂行オ０－．､

でｌさともである．ｉ

なしＭ いえない

ａ、承生による授業評価を含めて、教育方法の改善を積極的に進める。

□
－￣■￣￣－－－￣￣￣￣￣￣■￣￣￣■￣￣－￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣句一一一一一口￣￣￣■￣￣￣￣￣ロ-￣￣￣－－－－￣

ｂ・‘糊|j・学科などで、教官の教育研究実績などを公表する。
□

￣■￣■--￣U■■■■■■￣Ｃ￣－－￣■■￣￣－つ－－￣￣■■￣￣⑤￣■■■■￣￣￣●■■■■■■■■－口￣■■■■－■d■￣￣－－－■－￣DＰ』

ｃ・各大学で、救育研究活動、予算などについて積極的に情報公開、

広報を行う。－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－□

〔し各人学で、総合的自己評｛illiを行う。

□
￣￣￣￣￣￣￣￣￣■＝￣￣--■■￣￣￣￣￣￣■￣￣￣￣￣￣￣￣￣ヰーー■－－＝＝￣￣－－■＝－￣￣－－－－■￣‐－－－

ｃ・大学推準|〕伽会などの、第三者機関による定期的評価を受ける。

□
￣－－￣￣￣￣￣￣￣￣￣■￣■￣￣￣■￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣－－つ－－-－－－－－￣￣‐－－－－－－－－￣－－－－－

■これで蘭llIMllはおわりです。ご協力ありがとうございました。

■国立大学の111政ｌ１１ｊ題にl剥してさらにお考えがあれば、次ページの自由記入欄に記入して下
さい。記入したページは、切り離してlul群Ⅱ]紙に重ねて回収者におわたし下さい。

－１３９‐



自由記入欄

質問１，２，６のコードを記入し、その下にご意見を書いて下さい。

□(質問2）
ＤＣ■Ｃ

□□

□□歳(賀問ｌ）職名コード 年齢

(質問６）専門分野コード

このページに記入された方は、このページだけ切り離して、回答用紙に重ねて回収者にお

わたし下さい。

－１４０‐



国立大学の財政状況についての調査回答用紙
鉛筆で数字・コードを記入して下さい

〔あなた自身について〕

〔あなた自身の研究費について〕

〔国立大学の理念と役割について〕

．Ｉ

￣

△
￣

現在12.研究の水準１０年後

a･私立大学と比べて

b・国立機関と比べて

c、民間と比べて

1－１１￣Ｉ

ＵＵ

□ □
13.財政状態

の影響

a・学生への魅力

b･機会均等、地方活性化

c・教官の能力の活用

｡､教官への魅力

e_学術交流への支障

に7□

1．職名 Ｌ
●凸一Ｆ

2．年齢(12月１日現在） ｜｜｜｜趣
3．蛤与の級号棒

■~已

■牛

一 ’１級ｌｌｌｌ ､号一

４．組H[の種類
Ｂ士 。.■〃 「’

■■

－ｓ午

5．研究方法 ｜Ｉ｜’

６－専門分野コード ● ｜ｌｌｌ

14.教官旅費

･校費

a,旅費、

b・校賢 ｌＩｌ

万円

万円

15.校衝の

使途

a､図香・資料費

b・謝金

c・遥備・備品費

｡､消耗品・通信費・その他

｜｜｜｜’ 万円

｜｜｜｜’」 万円

’’’’’’方円

’’’’’’方円

16．科研費等 n.科研費

b､奨学寄付金等

c、その他の研究費

ｌｌｌｌｌｌｌｌ万円

’’’’’’’’方円

’’’’’’１１ 万円

1７．自費の

支出

a、国内旅費

b､海外旅倒

c･図書費

｡、その他

Ｕｕ 万円

万円

． 万円

． 万円

18.必費な

研究■

a・国内旅費

b・海外旅費

c､校費 ｜’

万円

万円

'’’方円

７．果たしてきた役割

a・学術研究

b_人材養成

c_地域への貢献

f・留学生受け入れ

国立大学あなたの

全体学謡･怒局

｜「Ｉ｜’

｜、「Ｉ

｜ＵＵ

□□
□□

｜、、

｡､槻会均等

e･研究者養成

８．教育研究琿境給与設傭建物

a,私立大学と比べて

b・国立機関と比べて

c・民間と比べて

’’’’’１

ｌｌｌｌｌｌ

’’’’１’

9．学部教育の制約 ｜Ｉ’１

10.大挙賎教育の制約 ｜’｜’

11．研究の制約 ＵＵ



〔あなたの研究室･教室･餌座･学科について〕 〔文部省以外からの研究民について〕

ｃ･設備・備品 〔財政を改善する方向について］

９．通億・その他
￣

｣笘ｂ
ｂｇ

〔股鰐・装西について〕

〔科研黄について〕

Ⅱ｜回
御協力有難うございました

19,配分の最小単位

20.単位の責任者 亡

宜
任
者
の
み
回
答

Ａ・教官数

Ｂ・校費の正分蕊額

Ｃ，支出内訳
｡

a・賃金・謝金

b・図書・資料費

c,設備・備品費

｡.段傭保守費等

e_消耗品■

f・電算機

9.通lZI■･その他

、、 人

｜｜｜｜｜｜｜’ 万円

’’’’’’１１ 万円

’’’’’’１１ 万円

｜|［Ⅱ｜｜｣万円
ｌｌｌｌｌｌｌｌ 万円

’’’’’’１１ 万円

ｌｌｌｌｌｌｌｌ万円

’’’’’’'１万円

露.研究戸補助 ３.他省庁から

b・地方自治体から

c,民間財団から

dら民間企業・個人から

回

Ｕ 回

Ｕ 回

Ｕ 回

2ａ主要な使途 ＵＵ

27.増額すべき項目

2ａ軽費使用の問題

29.科研費の正分方法

30．文部省以外からの

研究資金
a､他省庁

b､地方自治体

c・民間財団

｡､民間企業・個人

｜’

１１

｜Ｉ 1口

31．民間資金の影響 １１
魂.柔軟化・多元化と格差鍾大

一

七 １１
33.大学評価と情報公開 a､授業評価

b,研究教育宴描の公表

c・各大学による構報公開

｡､各大学による自己患間菌

e・第三者機関による評1面

■-Dも

⑪ 聿■;/:」｜ｉｆ
--0￣

!■ 1上上rｌｌ
Ｌ

■：で

｡

■－

■

←｡

￣Ｃ_

ﾛ■

■

４

+かU,凸 ｜｜鼻
●

■‐■△

：溌考:窺亨Ｕ蕊；

一．」‐（』｛し

いむ谷一一一一一

Ｕ
■
●
■

］
。
｜
幻

ぐ
げ
■
ひ

■

▲

〒
几

］
か

。』
午

Ｂ■
■

21.現在使用している詮鎧設備１詮５６２

a､設簾コード

b､製造年

c_機能

Ｕ

｜｜｜」年前

□威
召

１１１１年繭

￣己~~｢~て丁了＝
22.これから必要な設備 己_設備コード

b,購入に必要な額

c・使用の範囲

ｑ

丹‐+笘午 ● □琴二＃
’’’’’’’’１
Cﾄ曰■巳

グ岸

ｂ’①ニーム Ｕｆ蓼

23.過去５年間の

申鮪、交付

a・申種回鋤

b・交付回数

回二

回

24.主要な使途



国立大学の財政状況についての調査２．

素集計

調査期日

平成２年１２月１日

-１４３－



エーpzu工2匹ブ亡雪全ｃつ五聖万全=どｎｕｕムヨユ

［国立大学の理念と役瓢についてあなたの御意見を伺います.］
年

７．国立大学が今まで墨たしてきた役割をどう評便されますか・１N血大学全体、およびあなたの所属する藝二亜量について・下のいずれ
力､の放字を記入して下さい．

戸一一一一
５

１:淡#透鎌:；

繊叉jEji;;ｉｉｉ

;!；::.!Ｌ:だ:蕊

■
Ｓ
Ｐ
ｑ
０
■
■
ザ
●
Ｂ
ｑ
Ｃ
ヤ
ヰ
｜
■
■
Ｐ
ｂ

鐵
舞
錘

３
鐸
鐘
鎧

■》●》凸》》Ｐ４・》●、』、》▽》

４

;醒鯵;;;;：

i貴i鹸灘

:Li:彪擬

２

！！;簿ｉ峯溌

霧買;餓蟻
簸簸哉溢

ｌ

鱈蟹沁;蟹

ｉｉｉ;鍵談蝶
鐘が当;膳

［警霜][:糊厨］
ａ・学術研究の推進ロロ

ｂ・各分野の人材養成ロロ

ｃ、地壌文化や地壌経済開発への貢欧一ロ□

。、紋官楓会の均等化ｐｐ

ｅ・教育研究の後鍾者養成ｐｐ

ｆ・外国人留学生の受け入れ・国際交捷ロ□

－１４４－

全分野 教養

駆租

人文社会

系学邸

教育

学部

理エ展

糸学部

実験系

研究所

医歯藁系

学郎・鈎

その他

院

学術研究の推迎

(国立大学全体）

１ほとんど武飲しなかった

２あまり貢献しなかった

３どちらともいえない

４少し貢献した

５大きく貢献した

(8+）

33850

129

509

1856

10511

20845

曇
４
５
５
１
６
０

０
１
５
１
１

３
６

００１

2９１９

３
１
１
８
７
０

●
●
●
の
●
▲

０
１
５
９
３
０

２
６
０

2809

５
４
０
９
２
０

●
●
■
●
●
■

０
１
６
８
３
０

２
６
０

4５２０

４
９
９
２
６
０

●
●
●
●
●
●

０
１
５
０
１
０

３
６
０
１

12347

２
３
４
０
１
０

■
●
●
ｃ
●
■

０
１
４
０
４
０

３
６
０
１

1226

２
０
４
８
７
０

●
Ｃ
ｅ
■
●
●

０
２
５
０
１
０

３
６
０
１

8404

５
８
５
１
２
０

●
Ｂ
■
Ｃ
Ｂ
●

０
１
６
４
７
０

３
５
０
１

1６２７

８
２
２
２
６
０

●
●
●
●
●
■

０
１
７
２
８
０

３
５
０
１

学術研究の推追

(各学郎・各部局）

１ほとんど武猷しなかった

２あまり武献しなかった

３どちらともいえない

４少し貫欧した

s大きく貢飲した

計

33845

565

1768

3418

14813

13281

７
２
１
８
２
０

●
●
●
●
、
■

１
５
０
３
９
０

１
４
３
０
１

2898

３
０
１
９
７
０

＄
●
●
ｃ
●
▲

２
８
４
８
６
０

１
４
２
０
１

2806

４
９
３
６
８
０

■
●
●
●
●
■

１
４
０
３
９
０

１
４
３
０
１

4５１８

８
５
２
７
９
０

●
●
●
●
●
■

３
０
７
８
９
０

１
１
４
１
０
１

12355

９
３
３
８
７
０

●
●
●
●
●
』

０
３
７
１
６
０

４
４
０
１

1232

４
０
６
５
６
０

●
●
●
●
●
●

０
２
４
６
６
０

２
６
０
１

8424

３
９
４
５
９
０

●
●
句
●
●
●

１
３
８
５
０
０

４
４
０
１

1６１２

３
１
３
３
１
０

●
●
●
●
＄
●

４
０
７
０
８
０

１
１
４
２
０
１

各分野の人材養成

(国立大学全体）

Ｉほとんど貢献しなかった

２あまり頁欲しなかった

３とららともいえない

４少し貢献した

５大ぎく貢献した

計

3３８１１

2０４

６７１

2662

１０３７１

１９９０３

６
０
９
７
９
０

●
●
●
①
●
■

０
２
７
０
８
０

３
５
０
１

2９１２

８
７
８
０
８
０

●
●
●
。
●
●

０
１
７
２
７
０

３
５
０
１

2808

５
６
４
４
１
０

■
●
●
●
●
●

０
１
９
１
７
０

３
５
０
１

4５１９

５
０
９
１
５
０

●
●
●
●
己
■

０
２
７
３
６
０

３
５
０
１

12338

４
４
９
４
０
０

●
●
●
●
ら
●

０
１
５
６
６
０

２
６
０
１
．

1224

０
９
４
０
７
０

●
●
の
●
●
●

０
１
６
８
３
０

２
６
０
１

8388

９
２
３
９
８
０

●
の
■
●
●
■

０
３
０
４
０
０

１
３
５
０
１

1622

２
０
２
６
１
０

●
Ｃ
●
Ｏ
●
●

１
２
９
鋼
副
叩
Ｉ



－１４５－

各分野の人材安成

(名字餌・各部局）

ｌほとんど貢献しなかった

２あまり貢献しなかった

３どちらともいえない

４少し貢献した

５大きく寅飲した

計

33814

7８１

1677

3916

12524

14916

３
０
６
０
１
０

●
Ｃ
Ｇ
●
台
■

２
５
１
７
４
０

１
３
４
０
１

2890

４
２
１
０
３
０

０
●
Ｏ
●
■
●

ニ
ロ
８
９
９
８
０

－
３
２
０

２８０２

９
２
７
３
０
０

●
◆
■
●
●
●

１
５
２
１
９
０

１
４
３
０

４５２５

１
５
１
７
６
０

●
Ｂ
●
■
●
●

２
４
２
８
２
０

１
３
４
０
１

12348

０
９
８
８
４
０

●
●
●
●
●
●

１
２
７
２
５
０

３
５
０
１

1２２８

４
１
０
７
８
０

，
Ｃ
Ｏ
●
●
Ｃ

ｌ
６
９
４
８
０

３
４
０
１

8４１４

７
２
１
６
４
０

ｓ
●
●
●
●
●

２
６
３
０
７
０

１
４
３
０
１

１６０７

６
８
７
７
０
０

１
３
３
０
１

７
３
５
０
６
０

地域への貢飲

(国立大学全体）

１ほとんど貢献しなかった

２あまり貢献しなかった

３どちらともいえない

４少し貢献した

５大きく宜飲した

計

33712

1150

3834

8593

13641

6494

４
４
５
５
３
０

０
●
巳
●
●
白

３
１
５
０
９
０

１
２
４
１
０
１

2906

５
７
６
２
１
０

⑪
０
●
●
●
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Ｉ
２
２
１
９
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１
２
４
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０

2798

７
０
６
１
７
０

●
●
●
●
●
●

２
２
７
９
８
０

１
２
３
１
０
１

4500

４
７
３
７
９
０

●
●
□
ご
●
■

２
０
５
０
９
０

１
２
４
１
０
Ｉ
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７
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１
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●
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５
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１
２
３
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小
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ｎ
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が
山
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■
■
ｑ
Ａ
四
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２
３
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４
９
５
０
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1６１９

６
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５
１
０

●
●
●
●
●
▲

３
２
５
０
８
０

１
２
４
１
０
１

地域への貢献

(各分野・各部局）

】ほとんど貢献しなかった

２あまり貢献しなかった

３とららともいえない

４少し貢献した

５大きく武飲した

8ｆ

33771

2389

4277

7J６０

12498

7447

１
７
２
０
１
０

●
●
印
●
●
●

７
２
１
７
２
０

１
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３
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１
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３
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２
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●
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６
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１
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９
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６
６
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３
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１
４
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１

1四?⑨

５
５
４
３
２
０

＄
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●
●
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６
胞
型
銅
四
叩
１
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●
●
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４
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９
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１
２
２
２
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１
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匂
〃
、
Ⅱ
■
須
山
も
ロ
ハ
「
印
次
■
Ｒ
印
咀

１
１
３
２
０

１
５
４
３
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０

1６０９

１
３
３
６
５
０

１
１
２
３
１
０
１

７
８
１
０
４
０

教育槻会の均等化

(国立大学全体）

】ほとんど貢献しなかった

２あまり宜飲しなかった

３どちらともいえない

４少し寅飲した

５大きく貢献した

計

33554

1147

2969

9945

9929

9564

４
８
６
６
５
．
０

●
●
●
●
●
●

３
８
９
９
８
０

２
２
２
０
１

2897

８
６
１
７
８
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●
●
●
●
●
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３
９
５
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２
２
３
０
１
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８
９
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５
４
０

●
●
●
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●
●

２
８
５
０
２
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２
３
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０
１

4４９１

２
９
９
１
６
０

２
３
２
０
１

７
１
９
３
９
０

12223

■
ｑ
山
。
Ⅸ
］
９
９
９
０

２
２
２
０
１

３
６
９
０
１
０

1２１０

７
８
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１
０
０

●
●
●
白
□
の

３
９
２
８
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０

３
２
２
０
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０

●
■
●
●
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■

３
８
１
８
７
０

３
２
２
０
１

1６１１

４
９
１
２
２
０

３
３
２
０

４
８
１
３
５
０

教育撮会の均等化

(各分野・各部局）

１ほとんど貢献しなかった

２あまり貢献しなかった

３どちらともいえない

４少し貢献した

５大きく貢献した

3ナ

33498

1560

2850

10722

8991

8375

７
５
０
８
０
０

■
●
●
●
●
■

４
８
２
９
５
０

３
２
２
０
１

2870

３
６
１
８
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０

■
●
●
Ｃ
●
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ｓ
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７
６
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●
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●
句
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７
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鋼
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叩
１
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０
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●
●
巳
●
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●

４
８
１
９
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０

３
２
２
０
Ｉ
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４
５
７
８
６
０

●
●
●
●
●
●

９
１
７
３
７
０

１
３
２
１
０
１
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２
２
５
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４
０

●
●
●
Ｏ
■
●

５
９
釧
函
狸
叩

1590
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７
１
６
５
０

●
●
●
Ｏ
Ｇ
句

９
８
７
７
７
０

３
２
１
０
’
一

教育研究の後継者養成

(国立大学全体）

１ほとんど貢欲しなかった

２あまり貢献しなかった

３どちらとも卜､えない

４少し貢ERした

５大きく貢献した

計

3ぷ758

４０２

1447

4341

12480

15088

２
３
９
０
７
０

●
Ｇ
Ｂ
■
巴
●

１
４
２
７
４
０

１
３
４
０
Ｉ

2908

１
２
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３
０
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●
己
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■

Ｉ
４
０
４
９
０

１
３
４
０
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１
７
２
６
５
０

●
●
●
●
●
●

Ｉ
３
０
５
９
０

１
３
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０
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２
２
４
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６
０

●
●
●
Ｓ
■
●

１
４
２
６
５
０

１
３
４
０
Ｉ
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０
０
０
９
１
０

■
●
●
Ｇ
●
■

１
４
週
弱
拓
叩
１

1220

８
３
４
７
８
０

●
●
●
ｐ
●
●

０
４
哩
諏
刎
加
１

8379

１
５
４
９
９

１
３
３

００１

５
０
６
６
４
０

1６１８

９
３
５
３
０
０

●
Ｃ
Ｏ
●
●
●

１
４
旧
犯
躯
叩
１

教育研究の後継者養成

(各学部・各師同）

１ほとんど貫飲しなかった

２あまり貢欲しなかった

３どちらともいえない

４少し貫飲した

５大きく貢餓した

計

33776

２５９１

４７３２

５８９２

１２１３２

8429

７
０
４
９
０
０

●
■
缶
Ｓ
ｃ
◆

７
４
７
５
５
０

１
１
３
２
０
Ｉ

2875

1５

１６

２３

３０

１３

100

７
９
４
６
４
０

2797

２
９
５
４
１
０

●
●
■
●
●
●

９
６
５
３
５
０

１
１
３
２
０

4522

０
９
２
８
３
０

●
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●
●
●
●

５
２
９
８
４
０

１
２
１
２
１
０
１

12337

０
４
２
０
５
０

●
●
■
●
■
●

３
皿
応
鋼
鋼
叩
Ｉ

1228

３
６

ｕ
頸
佃
ｍ
ｌ

３
８
８
０
１
０

８４１６

４
９
６
１
７
０

１
４
２
０
１

６
８
８
２
６
０

１６０１

１
９
６
９
６
０

●
。
●
●
●
●

９
８
２
６
２
０

１
１
２
２
１
０
１



-１４６－

留学生の受け入れ

(国立大学全体）

ｌほとんど頁飲しなかった

２あまり貢ntしなかった

３どちらともいえない

４少し貢献した

５大きく貢献した

計

33687

983

369'1

6084

16719

6207

９
０
１
６
４
０

●
●
●
Ｑ
●
■

２
１
８
９
８
０

１
１
４
１
０
１

２９０２

８
１
８
８
一
勺
０

●
●
■
●
●
Ｇ

３
５
７
７
５
０

１
１
４
１
０
１

2801

３
６
６
２
３
０

●
●
●
●
■
Ｇ

２
０
９
０
７
０

１
１
５
１
０

4497

２
９
８
０
１
０

●
●
●
■
●
●

３
２
９
９
５
０

１
１
４
１
０

12282

７
２
６
５
０
０

●
■
巴
●
●
■

１
８
６
１
２
０

１
５
２
０
１

1２１５
８
６
１
０
６
０

●
●
●
●
●
■

Ｉ
７
７
１
２
０

１
５
２
０
１

8375

５
０
４
４
８
０

●
●
Ｂ
●
の
●

４
３
９
７
５
０

１
１
４
１
０

1６１５

５
３
０
９
３
０

●
●
●
●
Ｐ
巴

３
２
６
９
８
０

１
１
４
１
０
１

留学生の受け入れ

(各学部・各部局）

１ほとんど貢献しなかった

２あまり貢献しなかった

３どちらともいえない

４少し貢献した

５大きく宜猷した

計

33794

2791

4199

4736

14894

７１７４

３
４
０
１
２
０

●
●
●
●
●
●

８
２
４
４
１
０

１
１
４
２
０
１

2887

２
３
７
２
７
０

●
●
●
●
●
の

０
５
６
２
５
０

１
１
１
４
１
０
１

2799

９
１
８
６
７
０

●
●
●
●
●
●

４
ｎ
画
“
西
叩

4520
７
５
２
２
４
０

●
●
●
●
●
●

Ｉ
７
６
１
３
０

１
１
１
４
１
０

1２３３１

５
９
６
４
７
０

●
●
。
●
●
●

３
９
２
７
６
０

１
４
２
０
１

1226

５
５
０
８
２
０

●
●
●
■
●
●

２
６
ｍ
姻
鋼
伽
１

8421

０
８
６
０
５
０

●
●
●
●
●
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３
４
４
６
０

１
１
１
４
１
０
１

1６１０

８
５
９
１
７
０

●
■
●
●
●
●

７
２
３
０
５
０

２
１
１
３
１
０
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8．あなたの塾育研究届陞亜は．
…２．辺究設個・鯛品、

私立大学、国立の研究機ＩＨＩ・獅腕、比MU企梁・研究所・潤院と比べると、
塗麹の側面でみて、下から逸んで出入して下さい．

どのような地位にありますか．蛤

２３４５ ６

:比附rの
灘象が

ｉｊｉ;な蕊＊

蕪毒鐸
;11劣織：

懸
繊
鐸

識
湛
溌
》

ｑ
Ｐ
■
ロ
■
●
■
◆
＄
■
Ｂ
◇
ｑ
Ｃ
Ｂ
Ｑ
ｑ
●

擁
護
溌

薗
鴬
馨

り
■
■
■
●
。
■
■
●
●
●
の
■
■
■
ｅ
Ｃ
●

●
勺
句
け
■
●
⑪
■

独
一
容
憲

蕊
鍵
鍵

⑥
●
勺
４
■
■
Ｐ
Ｏ
Ｃ

:熱:奥:i：
;魁;瀧茜

i;蕊駒:蓉

［給与］［備品］［進物］
ａ・私立大学と比べて---------__＿ロｐｐ

ｂ・国立の研究掘関・翻院と比べてロロ□

c・民間企業・研究所・病院と比べてロロロ

-147-

全分野 教養

課程

人文社会

系学部

教育

学部

理工展

系学部

実馳系

研究所

医歯薬系

学部・病

その他

碗

私立大学と比べて（給与）

l大きく劣る

２少し劣る

３同等

４少し優れている

５大変優れている

６比較の対象がない

、計

３麺9９

】3443

14296

３２７０

716
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1520

４
９
８
２
２
６
０
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■
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、
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０
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●
●
◆

２
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０
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Ｒ
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０
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０
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０

1２１１１
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０
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０
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０
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ａ
Ｌ
０
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１
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私立大学と比べて（設備）

l大きく劣る

２少し劣る

３同等

４少し優れている

５大変優れている

６比較の対象がない

計

●

33495

5054

82鰯

“0８

10041

2222

】074

１
８
３
０
６
２
０

●
●
●
■
■
●
●

５
４
０
０
６
３
０

１
２
２
３
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２
７
０
４
７
９
０

●
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□
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Ｂ
●
●

７
６
０
９
３
２
０

１
２
２
２

０
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６
３
７
７
６
１
０

■
●
●
●
■
●
■

０
７
８
５
６
１
０

２
２
１
２

０１

4521

７
０
６
１
２
１
０

２
３
１
２

０１

５
６
４
２
５
８
０

12182

４
９
７
４
２
５
０

●
。
●
Ｃ
Ｑ
●
●

１
１
１
５
７
２
０

１
２
２
３
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６
３
６
０
２
２
０

●
Ｄ
Ｃ
。
●
■
●

２
７
４
７
５
３
０

１
４
２
０
１
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９
６
６
７
０
２
０

●
●
■
■
●
■
●

２
６
２
６
６
５
０

１
２
２
２

０１
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４

７
１
３
２
８
０
０

●
●
●
●
●
Ｃ
●

晦
溺
Ⅳ
鮨
８
６
０
０１

私立大学と比べて（建物）

１大ぎく劣る

２少し劣る

３同等

４少し優れている

５大変優れている

６比較の対象がない

計

33506

弱4８

10075

7鋼7

4596

950

】000

５
１
９
７
８
０
０

●
Ｄ
Ｃ
●
■
●
■

８
０
１
３
２
３
０

２
３
２
１

０１

2893
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４
７
４
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Ｃ
●
■
の
Ｂ
●

４
９
９
２
１
２
０

３
２
１
１

０１
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６
５
６
８
４
２
０

■
●
■
■
●
●
●

０
９
９
４
４
１
０

３
２
１
１

０１

4522

７
１
３
７
４
７
０

●
Ｃ
Ｄ
●
●
●
■

６
０
７
１
２
１
０

３
３
１
１

０１

12194

５
１
９
８
５
２
０

●
の
●
●
●
●
●

８
０
１
４
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０

２
３
２
１
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８
６
２
９
４
０
０

の
Ｂ
●
●
●
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●

１
０
４
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４
３
０

２
３
２
１
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３
６
７
７
９
０
０

●
■
●
●
●
●
●

３
０
５
２
２
５
０

２
３
２
１

０Ｉ

1599

３
９
３
０
０
６
０

■
■
■
●
◆
●
●

３
８
１
６
５
５
０

２
２
２
１

０１

国立の研究撮囲と比べて（給与）

ｌ大きく劣る

２少し劣る

３同等

４少し優れている

５大変優れている

６比較の対象がない

計

32712

2395

万2４

!⑨BBO

847

3４

I鋼２

３
６
８
６
１
６
０

■
■
Ｐ
、
●
巳
■

７
３
０
２
０
５
０

２
６

０１
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０
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①
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０
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０

１
６

１
０

１
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０
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０

4334
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９
０

ｓ
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４
５
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０
６
０

２
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０１

12020

６
４
３
２
０
３
０

２
６

０１

７
２
０
８
０
３
０

1１９０

８
９
６
９
２
８
０

■
■
■
●
⑪
●
●

４
３
５
２
０
２
０

２
６

０１

8】６５

６
５
７
８
１
３
０

Ｐ
ｅ
■
●
●
●
●

７
４
９
１
０
６
０

２
５

０１

1562

４
５
３
１
１
７
Ｏ

ａ
２
Ｌ
ａ
ｑ
ａ
ｕ

２
６

０１



‐１４８‐

国立の研究撮囲と比べて（設備）

ｌ大きく劣る

２少し劣る

３同等

４少し優れている

５大変優れている

６比較の対象がな',､

3ｆ

33053

10550

11175

7580

lＢ６Ｂ

4３１

1449

９
８
９
７
３
４
０

●
●
凸
●
●
●
◆

瓢
調
理
５
１
４
０
０１

2808

４
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０
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８
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０

●
■
■
●
●
●
●

１
３
３
３
０
７
０

３
３
２

０１
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６
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３
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０

印
●
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Ｃ
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７
４
９
６
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０
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１
０
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３
１
５
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５
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０

●
Ｃ
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露
頭
旧
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０
０１
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７
８
８
４
６
７
０

●
■
①
ｑ
■
●
■

６
４
３
２
０
１
０

４
３
１

０１

1206

６
９
４
５
７
９
０

●
●
●
●
巳
●
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５
１
８
９
２
１
０
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２

０１
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４
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０

●
●
。
●
凸
已
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０

Ｍ
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０
０１
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５
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０

◆
●
●
ロ
ロ
①
Ｐ

５
２
６
８
２
５
０

２
３
２

０１

国立の研究扱関と比べ（建物）

ｌ大きく劣る

２少し劣る

３同等

４少し優れている

５大変優れている

６比較の対象がない

3ｆ

32983

8427

10950

10070

1６２５

４１３

１４９８

５
２
５
９
３
５
０

●
●
●
●
●
●
●

５
３
０
４
１
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０

２
３
３

０１
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の
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●
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６
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２
０

２
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３

０１

8214

・
７
９
２
５
９
８
０

４
８
１
８
１
４
０

１
２
４

０１

1575

１
３
９
８
６
３
０

●
●
■
●
●
●
●

９
２
３
６
２
５
０

１
３
３

０１

民間の研究掘囲と比べて（給与）

ｌ大きく劣る

２少し劣る

３同等

４少し優れている

５大変優れている

６比較の対象がない

計

33162

24882

5469

６９８

１８２

5８

1873

０
５
１
５
２
６
Ｏ

Ｇ
●
●
ｃ
ｃ
●
●

５
６
２
０
０
５
０

７
１

０１
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７
２
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０

の
●
●
Ｄ
Ｃ
の
■

３
５
１
０
０
８
０

７
１

０
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３
８
４
４
１
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０

■
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■
●
■
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■

３
２
１
０
０
２
０

７
１
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１
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１
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●
■
●
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３
５
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０

７
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●
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７
１
３
６
０

●
●
●
Ｃ
Ｏ
●
●

７
１
３
１
０
５
０

６
２

０１

1566

９
７
４
８
３
９
０

の
●
■
●
●
口
●

３
３
３
１
０
６
０

６
２

０１

民間の研究機関と比べて（設備）

l大きく劣る

２少し劣る

３国節.

４少し優れている

、 大変優れている

６比較の対象がない

計

33164

18792

7503

2299

1672

521

2377

７
６
９
０
６
２
０

●
●
●
■
■
●
●

６
２
６
５
１
７
０

５
２

０１
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７
１
９
３
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０
０

●
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●
ｃ
●
ロ
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２
７
４
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２
０

５
２
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０
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４
６
０
３
６
２
０

■
●
■
□
●
●
の

７
３
７
４
１
６
０

４
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２
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０

●
の
●
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●
①

２
６
０
５
１
５
０
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３
７
５
９
７
９
Ｏ

Ｇ
●
．
□
●
●
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９
８
１
０
３
５
０

３
２
１
１

０１
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４
６
５
７
６
２
０

●
Ｂ
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●
●
●
●

幅
妬
８
７
２
９
０
０１

民間の研究臓囲と比べて（建物）

l大きく劣る

２少し劣る

３同等

４少し優れている

５大変優れている

６比較の対象がない

計

33124

17730

8023

3377

1282
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2344

５
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０
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●
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０
３
１
７
０

５
２
１

０１

2８１７

２
８
１
６
７
８
０

●
■
●
●
●
●
■

４
０
９
３
０
１
０

５
２

１
０

2667

２
６
６
４
４
８
０

□
●
Ｐ
■
■
●
の

６
３
９
３
１
５
０

４
２

１
０
１

4380

の
Ｊ
４
。
？
●
『
回
ｑ
〕
ｍ
ｅ
ム
リ

●
Ｄ
Ｃ
●
●
●
●

４
３
８
２
０
０
０

５
２

１
０
１

】２２】８

９
０
２
７
５
７
０

●
●
●
の
●
ロ
ロ

４
２
７
１
０
３
０

６
２

０１

l２Ｕ１

３
７
５
４
３
９
０

●
■
●
■
■
●
■

９
６
８
１
０
３
０

５
２

０１

8265

８
２
７
９
２
１
０

●
●
■
■
□
●
●

９
８
５
７
２
６
０

３
２
１

０１

1566

９
０
７
６
０
８
０

●
■
●
●
●
●
●

１
８
２
６
２
８
０

４
２
１

０１



9.現在・望璽塾互を遂行していく上で・段も大きな籾約は何ですか．，､製な噸に二つ週んで下さい． ロロ
￣￣￣＝－－■￣￣￣￣---■－－￣￣②■＝－￣￣￣

１教師1人当Ｉ)の授業時間数

２１クラス当りの学生散

３教材

４図書館

５教室などの施設

６実験設備・器具

７補助教員

‐１４９－

全分野 紋養

課程

人文社会

糸学部

教育

学部

理工農

系学部

実験系

研究所

医歯薬系

学部・病

その他

院

学部教育の制約】

ｌ教官当りの授業時間数

２１クラス当りの学生数

３教材・教具

４図雷飽

５教室などの施設

６実験設飼・器具

７補助教F１

:ｆ

32563

8387

8231

2230

1570

4044

5550

2551
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目
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０
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Ｃ
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鎚
４
４
７
８
４
０
０
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７
８
５
９
９
３
８
０

●
●
●
●
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●
印
●

９
９
９
７
２
３
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０

２
１
１
１

０１
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。
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脳
５
７
２
０
４
０

１
１
０
１

９
９
６
０
５
３
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０

12209
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Ｉ
２
５
２
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０
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０

878

６
４
６
１
４
３
９
０

２
２

１
２
０
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０
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０
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●
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０
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０
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０
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■
●
●
の
●
の
●

７
７
７
４
９
５
８
０

２
２
６

１
０
１

学部教育の制約２

１教官当りの授粟時間数

２１クラス当りの学生政

３教材・教具

４図書館

５教室などの施設

６実駿設備・器具

７補助教貝

計

322ｓ８

1965

4512

1915

1787

5363

7270

9456
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０
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５
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０

●
Ｂ
●
●
①
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●
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０
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１０．大学院教育を遂行していく上で制約となっているのは何ですか「ｉｌ(獲な眼に二つ過んで下さい。￣

ロロ

ｌ実習・調査経受

２教室．研究室などのスペース

３研究用図書・図密館

４実験８２個・器具

５奨学金の不足

６素質の高い学生の民間への擁出

７留学生に対する予算・人員措匠の不佃

８教育研究補助人日

－１５０‐

全分野 教養

課程

人文社会

系学部

教育

学部

理工農

系学部

実験系

研究所

医歯薬系

学部・病

その他

碗

大学院の制約１

１実習・飼査経受

２教室・研究室のスペース

３研究用図齊

４実験設備・器具

５奨学金の不足

６素質の商い学生濃出

７留学生に対する措匠

８教育研究補助人貝

計

30429

7127

8494

1651

5714

2180

2597

567

2099
４
９
４
８
２
５
９
９
０
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■
●
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●
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０
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●
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９
０
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●
。
●
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■
■
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■
の
Ｐ
Ｃ
Ｃ
Ｃ

Ｂ
８
２
７
５
９
１
７
０

１
２
２

０１

１１８１

０
５
８
０
７
２
４
６
０

■
■
白
ひ
Ｐ
●
①
●
●

５
５
０
９
３
５
２
８
０

１
２
１
１
１

０１

8073

８
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５
０
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，
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●
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●
●
●
◆
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●

６
５
４
４
８
９
２
８
０

２
２
１

０１

大学院の劇約２

１実習・臼査経受

２教室・研究室のスペース

３研究用図杏

４実放盈伯・器具

５奨学金の不足

６素質の高い学生淀出

７留学生に対する措置

８教育研究補助人Dｕ

計

30250

2066

4582

1507

5886

2888

3784

2011

7526

８
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０
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９
０
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■
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５
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９
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１
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０
１
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０
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０
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０
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１］・研究を遂行していく上で、最も大きな制約となっているものを1K襲なRnに三二逝んで下さい．ロロ
ー￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣□￣Ｃ－－￣－－－■－－－●■

１国内旅費

２海外旅費

３経常的研究受

４図密餐

５設備・備品受

６研究のためのスペース

７研究・実験補助人貝

８事務補助人貝

-１５１－
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理工魁
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その他
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１２．あなたの専門分野で．国立大学の國塑旦杢型は．私立大学．、11世研究磯関・荊院・民間企梨・研究所・摘院と比べると.現在どのよ￣

うな地位にありますか．また現在の研究現境が変わらないとすれば､型Ｅｊｉｉにはどのようになると予測されますか．

６

；塵較の
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；火蓋慈

薮蓋譲

[10年後］
ロ

［現在］

ａ・私立大学と比べて－－___------------．ｐ

ｂ・国立の研究槻関・痛院と比べて----------□

ｃ・民間企粟・研究所・病院と比べて－－－－□

ロ
ロ
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その他
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６比較の対象がない
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３同等。
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１３．国立大学の財政状鳳の及ぼす影辱について下のようなlL解が１Kmかれます｡各々についてあなたの御意見をＦから週んで記入して下さ
い．

nｍ１
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□
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●

《荻】識》》
罪已や●いの。》●》●西。》」一一》』

３
鍔
麹

ａ・授梨科の値上げ・建物の老朽化などで優秀な学生が国立大学に魅力を感じなくなっている-----------－----口

ｂ・そのため、敦育槻会の均等、地方の活性化などの点で悪彫辱が生じている－－－－－－－－－－___－－－－－－－－口

ｃ・経常的な研究愛・奴嗣などの制約で．国立大学の故宮の姥力が活かされていない □
￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣⑪￣￣￣￣■￣￣￣￣￣￣￣￣－－￣￣￣

ｄ・待遇・研究条件が思いため、優秀な教官が国立大学に典虫らなくなっている-----______-------_______------口

ｅ・先珀的な研究が企粟などで行われるため・研究成果が公､】されず．国内・国際的な学術交涜に支障が生じているロ

－１５４－

醇響・学生

ｌそ,う思わない
２どちらともいえない

３そう思う

針

33995

6796

７９８２

19217

全分野

０
５
５
０

●
■
■
句

０
３
６
０

２
２
５
０
１

故養

扉程

2921
３
２
４
０

●
０
句
●

６
０
３
０

１
２
６
０
Ｉ

人文社会

糸学邸

2８１９

５
０
５
０

●
●
■
●

Ｉ
８
０
０

１
１
７
０
Ｉ

教育

学部

4561

０
７
３
０

●
●
●
●

３
２
４
０

１
２
６
０
１

理工■

系学団

12412

３
８
８
０

●
●
●
●

７
２
９
０

１
２
５
０

実験系

研究所

1222

２
９
０
０

●
■
①
●

２
５
２
０

２
２
５
０
１

医餌薬系

学部・痢

8433

０
９
２
０

●
■
■
●

１
６
２
０

３
２
４
０
１

その他

院

1627

９
３
８
０

●
●
印
●

２
６
０
０

２
２
５
０
１

形辱・均等地方

１そう思わない

２どちらともいえない

３そう思う

８ｆ

33840

5914

11854

16072

５
０
５
０

●
●
●
ｑ

７
５
７
０

１
３
４
０
１

2893

３
．
９
８
０

●
●
●
Ｇ

５
０
３
０

１
３
５
０
Ｉ

2809

６
３
１
０

■
■
●
●

０
８
１
０

１
２
６
０

4527

６
８
７
０

●
●
●
白

、
鋼
別
ｍ
ｌ

12354

６
５
Ｏ
０

ｐ
●
●
ロ

６
６
７
０

１
３
４
０
１

1220

７
５
８
０

●
■
●

・
９
９
０

１
３
４

００１

8417

４
０
６
０

●
●
●
●

４
６
９
０

２
３
３
０
１

1620

１
３
５
０

■
●
■
●

９
８
Ｚ
０

１
３
４
０
１

●

形轡・鹿力活用

１そう思わない

２どちらともいえない

３そう思う

影密・故宮

１そう思わない

２どちらともいえない

３そう思う

計

計

34007

1480

5059

27468

34003

3761

10623

19619

４
９
Ｂ
Ｏ

Ｃ
ｐ
●
●
■

４
４
０
０

１
８
０
１

１
２
７
０

□
●
●
●

１
１
７
０

１
３
５
０
１

２９】８

１
７
３
０

●
●
●
●

５
７
７
０

１
７
０

2923

９
７
５
０

●
●
●
●

０
１
７
０

１
３
５
０

2８１９

８
４
８
０

●
●
●
■

５
６
７
０

１
７
０

２８】７

１
５
５
０

●
■
●
□

９
４
６
０

２
６
０

4558

２
７
１
０

●
●
●
●

４
５
０
０

１
８
０
Ⅱ

4555

７
６
７
０

●
●
●
●

９
２
７
０

３
５
０
１

12415

８
３
８
０

●
●
●
●

３
３
２
０

１
８
０
１

】2412

７
７
７
０

●
●
●
●

皿
廻
鋼
叩
１

1229

４
３
３
０

●
●
■
■

５
５
９
０

１
７
０
１

1227

６
０
５
０

●
、
●
句

咽
鋼
麹
叩
１

8443

３
４
３
０

■
●
■
●

４
４
１
０

１
８
０
１

8442

３
４
３
０

●
の
●
●

Ⅱ
８
０
０

１
２
６
０
１

１６２５

８
８
０
０

●
●
●
●

４
８
６
０

１
７
０
１

1627

０
２
８
０

●
●
●
●

皿
鋼
弱
”
１

形■・学術交魂

ｌそう思わない

２どちらともいえない

３そう思う

8ｆ

33601

４１００

11587

17914

２
５
３
０

●
●
●
●

哩
狐
鋼
叩
１

2843

１１．３

３４．８

５３．９

100.0

２７３７

４
９
７
０

●
●
●
●

０
２
６
０

１
３
５
０

4440

３
４
３
０

■
ｃ
●
●

７
３
９
０

３
５
０
１

12344

７
７
６
０

●
●
●
●

３
５
０
０

１
３
５
０
１

1225

９
６
５
０

●
●
●
■

廻
弱
“
、
１

鋼1２

４
１
５
０

■
■
●
●

２
３
４
０

１
３
５
０
１

1600

４
７
９
０

●
●
●
●

皿
鯛
卯
叩
１



ロ．露文講了I鈩F夛巳翌ｔｏつ雲囿Z北代

[まず:あなた自身の研究受について伺います。 学科・鱒座などで共同で使用している場合は．一人あたりの平均額を記入して下さい．］

１４．今年度（平成２年度）．あなたの大字の教官旅硬・校娩の中からあなたが使える額はいくらですか．

ａ･臓受（９９以上は９９）ロロ万円

ｂ・校突（９９９以上は９９９） ロロロ万円

－１５５‐

牧義

展種

人文社会

系学部

教育

学部

理工風

系学部

爽冊口系

研究所

医歯蕊糸

学部・病

その他

腕

教官・旅受（万円）

第１四分位

中位値

第３四分位

2804

５

６

９

2705

６
７
０
１

4４７１

５
６
８

11896

５
７
０
１

1１３０

５

８

10

6357

５
７
０
１

1554

５
６
９

教官・校受扮頓（万円）

第１四分位

中位値

第３四分位

2642

4０

６５

1００

2409
頸
釦
”

4321

０
６
０

４
６
９

１１４１２

5０

100

150

1103

5０

100

200

5475

2０

５０

100

1493

33.5

6０

100



【５．あなた自身の校受は今年度はどのように使われる予定ですか。
（９９９以上は９９９）

ａ・図宙鐘－－－－－－－－－_____---------ロロロ万円

ｂ・アルバイト等の田金…__-----------_＿ロロロ万円

ｃ・設俄・備品愛___…--------_____－－－ロロロ万円

。、消耗品・その他ロロロ万円

|霊］

属

lili

－１５６‐

教養

課程

人文社

会系

学部

教育

学部

理工良

系学部

実nh糸

研究所

医歯顛糸

学部・獅

その他

暁

教官・図宙（万円）

第１四分位

中位位

鰯３四分位

2363

1５

３０

４５

２３６６

０
０
８

２
３
４

４１０７

０
０
０

１
２
３

8946

８
０
４
１
２

７５６

8

1０

２０

2７７１

５
０
０
１
２

1２１９

７
皿
狸

牧官・甜金（万円）

第１四分位

中位値

第３四分位

300

５

１０

２３

269
５
０
０
１
２

４鋼

５
０
０

１
２

1６２３

５

】0

25

236

０
０
０

１
３
６

774

５

旭
釦

1８６

7.7

1０

４０

教官・殴目（万円）

第１四分位

中位笹

第３四分位

2090

1０

２５

５０

1489

７
５
０
１
３

３７０９

５
０
０

１
３
４

9096

０
２
５

２
４
７

８０６

3０

５０

1００

3335

０
０
０

１
３
５

1170

1３

．３０

５０

教官・その他校受（万円）

第１四分位

中位笹

第３四分位

2288

５

１０

３０

1843

。
□
Ｐ
⑨
▲
Ｕｌ

4036

７
戸
⑨
０

１
３

11322

０
０
０

２
４
７

1080

3０

５０

９０

5235

０
０
０

１
３
６

1397

９

2０

４５



１６．今年皮（平成２年度）、あなたが科研費．奨学寄付金惇から１９１分で使うことのできる研究兵はいくらですか．

（９９９９以上は９９９９）

a・科研受…___－－－－－－－－－－－____－－－ ロロロロ万円

b、奨学寄付金・委託研究愛・民間との共同研究ロロロロ万円

c、上里以外の研究受 ロロロロノア1Tｌ

一興」

ill
_翌｜

】;Ⅱ

－１５７‐

教養

課程

人文社会

糸学部

教育

学紐

理工良

系学部

実験系

研究所

医箇栗系

学部・痢

その他

院

故宮・科研受（万円）

第’四分位

中位値

第３四分位

7６１

２０

５０

】００

679

2０

５０

1００

879

５
０
０

１
４
９

5500

5０

】00

200

７１３

8０

１６０

３５０

３１５３

7０

1００

２００

4０１

31.5

9０

200

教官・奨学寄付金（万円〉

鉋１四分位

中位値

鰯３四分位

304

３０

５０

】00

237
０
５
０

２
４
８

288

3０

５０

100

549】

5０

】00

200

563

5０

】00

300

3067

5０

100

200

401

4０

100

200

教官・佼受外その他（万円）

第１四分位

中位ｌＨ

第３四分位

226

2０

４０

７１．２

274

５
５
５

１
。
。

３
６
３
５

453

５
５
０

１
３
８

1669

3０

６０

】５０

，２５０

47.5

1００

３００

1687

3０

５０

100

239

3０

５０

1５０



研究fliの不A1のため.白?Pから支出した畝はいくらですか．１７．過去一年間に、教育研究上で必要であるにも関わらず．

（９９以上は９９）

ａ・国内旅鑓一一一-－－－－－－－－－－____＿ ロロ万ｍ

ｂ・海外旅愛 ロロ〃円

ｃ・図宙受 ロロ万円

。、その他 ロロ万円

８
６
０
０

４
１
２

４２

序
・・
Ｐ
｜
■
】
ｎ
Ｍ
百
Ｆ
『
】

■
］
■
凸
。

■
■
■
■
。
■
■
■

・
で
。
】
。

■
■
■
■
。

－１５８－

教養

課種

人文社会

系学部

敏育

学部

理工里

糸学部

実験系

研究所

医歯薬系

学部・痛

その他

院

自宍・国内旅受（万円）

第１四分位

中位位

第３四分位

2448

６

10

２０

2330

８
０
０
１
２

4164

０
２
０

１
１
２

9１０４

５
０
５
１
Ｉ

７１０

５
０
０
１
１

６７０２

０
７
０

１
１
３

1２９５

７
０
０

１
２

自費・海外旅兵（万円）

第’四分位

中位値

第３四分位

685

2５

４０

６０

640
５
０
５

２
４
５

942

０
５
０

３
４
６

36Ｍ

０
０
０

２
３
５

375

５
０
６

１
３
４

2836

０
０
０

３
５
７

380

０
０
０

２
４
５

自兵・図密受（万円）

露’四分位

中位値

繁３四分位

2392

1０

１５

３０

2484

５
５
０

１
２
４

4062

０
５
０

１
１
３

9706

５
０
５
１
１

833

５
０
０
１
１

6783

８

】0

20

1297

６
０
０

１
２

目ＢＥ・その他（万円）

第１四分位

中位画

第３四分位

1３１５

５

1０

１５

1４１９

５
０
０
１
２

2664

５
０
０

１
２

5956

５

】０

１０

539

５
０
５
１
Ｉ

4195

５
０
０

１
２

７９７

５
０
５
１
１



１８．本来の教育研究を行うためには．あなた自身の研究後として一年Illlにどの程度の額が埜璽ですか．

ａ、国内旅喪（９９以上は９９）ロロ〃I9

b、海外旅突（９９９以上は９９９）ロロロ万ｍ

ｃ・校受（９９９以上は９９９）ロロロ万円

-１５９－

教養

課程

人文社会

糸学部

故有

学部

理工風

采学部

実験系

研究所

医歯襲系

学部・掴

その他

院

必要・国内旅行（万円）

露１四分位

中位値
第３四分位

2776

1５

２０

３０

2675

７
０
０

１
２
３

4４０６

０
０
０

２
２
３

】２０３６

０
０
０

２
２
３

】1７３
０
５
０

２
２
４

7665

０
０
０

２
３
５

1543

５
０
０

１
２
３

必要・海外旅行（万円）

第’四分位

中位値

第３四分位

２１７０

5０

７０

100

2027

5０

l００

ｌＯＯ

3038

5０

８０

100

10400

5０

６０

100

1096

5０

７０

】００

6651

5０

８０

1００

1187

5０

７０

1００

必要・校兵（万円）

第１四分位

中位他

第３四分位

2650

8０

120

200

2562

63.7

100

150

4307

'0０

１３０

２００

１１８３７

150

250

400

1174

200

300

500

7185

１００

２００

３００

1481

92.5

1５０

３００



校我を分配する上で最小の単位になっているのは下のどれですか．

１研究室・諏座

２教育科目・学科目

３大露座

４学科・教室
５学部

６その他

ロ1９．

-160-

全分野 教養

課程

人文社会

糸学部

教育

学部

理工展

系学部

実験系

研究所

医歯薬糸

学部・病

その他

院

最小単位

ｌ研究室・謝座
２教育科目・学科目

３大銅座

４学科・教室

５学部

６その他

3ｆ

32778

22】4５

2236

803

4708

４８２

2404

６
８
４
４
５
３
０

●
●
●
●
。
ｏ
■

７
６
２
４
１
７
０

６
１

０１

2817

０
１
２
４
７
６
０

，
●
０
□
●
●
●

６
１
２
４
０
５
０

２
３
３

０１

2629

０
０
７
７
５
１
０

●
●
凸
■
●
●
■

３
８
５
３
１
８
０

４
１
１
１
０

4458
４
０
８
５
０
３
０

●
■
■
■
■
●
●

９
４
３
５
２
５
０

３
１
３

０１

12203

２
７
９
７
１
４
０

●
Ｃ
Ｄ
●
●
●
●

６
１
１
４
０
５
０

８
０１

】２１０

８
２
１
３
１
６
０

●
■
●
●
■
白
。

８
０
３
０
０
７
０

８
０１

7888

６
６
４
３
２
９
０

●
●
●
Ｃ
Ｇ
●
⑥

２
１
１
０
０
３
０

８
１

０１

1573

０
４
４
７
３
３
０

●
●
■
句
の
■
●

７
２
２
５
２
０
０

２
１
２
３
０
１



２０．あなたはその単位の責任者ですか．

￣￣￣

1責任者ではなI,、

□

２責任者である

Ａ～Ｃまでは．上の質問で、「責任者である」と巷

えた人のみ回答して下さＷ1６

Ａ、その単位に凪する教官数〔９９以上は９９）
￣

ロロ人

その単位に配分された校喪の塾墾（９９９９以上は９９９９）Ｂ，

□ ロロロ万円

Ｃ、その支出内訳（９９９９以上は９９９９）

賃金・謝金ロロロロ万円

図書受ロロロロ万円

設備・憤品愛ロロロロ万円

設備保守・維持・修理費一…－－－－－－－_＿ロロロロ方円

禰耗品費ロロロロ万円

電子叶算槻使用料ロロロロ万円

その他-------------------____－－ロロロロ万円

Ｇ
■

０
０

●
●

ａ
。
」
，
ｃ
○
。

⑥
の
Ｉ

９．

－１６１‐

教養

課程

人文社会

系学部一

教育

学部

理工風

系学部

実験系

研究所

､医歯薬糸

学部・病

その他

院

学科鱒座責任者

句の》

学科銅座所属教官数（人）

第１四分位
中位値

第３四分位

789

１

２

３

782

１
１
３

】３２７

１
２
５

4905

２
３
３

443

２
３
４

1800

３
４
９

470

２

3.2

講座配分・総額（万円）

第１四分位

中位値

第３四分位

754

8２

154.5

340.2

725

4８

８５

180

1２４６

76.7

129

32Ｌ２

4810

175

280

400

4３６

2.10

360

548.7

1638

２６０

３５０

４５０

－人当りの平均の配分額（万円）

第１四分位
中位値

第ａ四分位

666

5９

９４

140

645

4３

５７

87.7

1052

5８

８０

109.9

4275

86.6

1１６．６

1５０

393

1００

１４０

２００

1480

4９

７５

100.6

鱒座支出・総額（万円）

講座支出・Ｄｔ金（万円）

第１四分位
中位価

第３四分位

160

1０

２５

９０

134

０
５
０

１
２
８

236

7.2

2０

７０

1２０６

１０

３０

７０

2００

５０

1００

１４０

４５３

4０

1００

．1５０

翻座支出・Ｄｔ金（万円／人）

第１四分位
中位値

第３四分位

1５１

4.1

1０

22.7

】１５

５
０
５
１
２

1９２

４

1０

２０

1０７３

５

1０

２５

1８２

1６．５

３０

５０

４１８

７．５

17.5

3０



-１６２－

認座支出・図密（万円）

第’四分位

中位値

第３四分位

683

2５

５０

】】0

700

3０

５０

】】３

】】２０

20

110

100

430】

５
０
０

１
３
５

380

０
０
０

２
３
５

1255

０
０
０

２
４
６

鋼座支出・図書（万円／人）

第１四分位

中位値

第３四分位

604

１５

３０

５０

626

５
０
０

２
４
５

958

1０

２０

33.4

3837

４
５

■
■

７
２

１

０２

344

6.6

1０

２０

1139

６
５
３

●
＠
■

４
７
３
１

露座支出・設備（万円）

第１四分位

中位位

第３四分位

6】９

2０

５０

1００

481

０
２
０

１
２
５

1０５４

２１

５０

100

4279

5０

100

150

375

6０

100

200

1２９４

5０

100

150

謝座支出・段備（万円／人）

第１四分位
中位値

第３四分位

552

12.2

26.6

53.3

427

6.6

1５

３０

910

】5

28.5

５０

3８１３

２３．３

４０

６６．６

鋼８

23.3

4０

７５

1178

１０

２０

33.3

鱒座支出・保守（万円）

第１四分位
中位値

第３四分位

295

７

１１

３５

1３９

５
０
０

１
４

5.12

５
３
０

１
３

３０９５

脚
如
姻

307

０
０
０

２
４
８

1071

２
０
０

１
３
５

露座支出・保守（万円／人）

第１四分位
中位値

第３四分位

274

３

５

1１．２

119

２
３
６

３
８

4７１

３
５
０１

2765

２
０
５
１
１

277

４
５
５

・
・
２

６
２
口
■
の
■

978

５
５
５

■
●

２
２
１

鱒座支出・消耗品（万円）

第１四分位

中位値

第３四分位

659

１０

３０

７６

588

５
０
０

１
．
２

１１】２

０
５
５

１
２
５

4651.

４０

８０

145

425

６０

100

200

1480

60.5

1２０

２００

露座支出・消耗品（万円／人）

第１四分位

中位値
第３四分位

588

５

1５

４０

522

３

５

1０

953

6.2

1５

３０

ｄＭｌ

１９．１

弱

56.6

380

２５

４４．８

７０

1348

12.5

27.3

5０

一室支出・趣箕（万円）

第１四分位
中位値

第３四分位

227

５

10

３０

１２５

４

10

34.5

３２８

５
０
０

１
２

2509

1０

２０

46.5

278

０
０
０

１
２
５

468

５
０
５
１
２

灘座支出・電算（万円／人）

第１四分位

中位値

第３四分位

205

2.4

５

1３．１

1１４

６
３
１

●
●
■

１
３
０
１

280

６
３
６

Ｌ
ａ
ａ

2253

３
６
６

■
●
■

３
６
６
１

245

８
５
５

●
Ｃ
■

２
７
４
２

421

１
５
５

●
●

１
２

禰座支出・その他（万円）

第１四分位

中位値

第３四分位

340

５

1０

２０

2９１

２
５
５
１

672

４

10

20

3476

｛
⑨
０
８

１
２

341

０
０
０

１
２
５

1146

０
０
０

１
２
５

鱒座支出・その他（万円／人）

第１四分位
中位値

第３四分位

306

２

4.7

7.9

260

１
３
６

３
６

576

２
３
７

３

3】２０

３
５

０１

３０６

3.3

７

1５

１０５２

２

４

7.5



･装固について伺います．］

で・硯在使、していゑ設燗・装批を血挫な、に二つ逆んで下さい．

［段.開;聾］［設飼21］
の設備コード表

口ロ

あなたの敦脊研究を行う上で．２１．

その設備の種頭を右の設備コード表
一

から週んで下さい．

ａ．

b，それは各々何年前に製遺されたもの
ですか．ロロ年的ロロ年ｉＭＩ

－￣￣￣￣￣●￣￣￣￣

ｃ、それは現在の研究水準からみて十分
ですか．ロロ

１きわめて不十分
２やや不十分

３十分

-１６３－

全分野 教養
課程

人文社会

糸学iiU
教育
学部

理元旦

系学部

実験系

研究所

医歯薬系

学部・浦

その他

院

現有設飼1.種額

131測・分析擬器

２鋲験槻墨・加工樋械

３医疲椴器・装匠

・理化学機器

Ｊ光学・写真・撮像装亜

６放射線槻器

７覇境椴器
８冠算槻．備綴５８連装丘

９敦脊・ＡＶ掘墨．事務椴器
Ｏその他

計

31987
の￣￣￣-1

11803

1956

2053

2566

2028

646

290

7369

2779

497

９
１
４
０
３
０
９
０
７
６
０

●
Ｃ
Ｄ
Ｇ
■
●
●
●
●
口
●

６
６
６
８
６
２
０
３
８
１
０

３
２

０１

2629

４
１
４
５
７
－
０
２
１
０

２
３
２
０
１

ｌ
３
８
２
Ｐ
⑨
５
２
８
１
４
０

2276

２
３
０
０
０
５
０
０
６
０
０

５
３
．
０Ｉ

４
７
２
４
５
６
４
５
２
１
０

4１４９

７
６
６
３
２
７
４
９
０
６
０

●
●
●
●
●
●
①
■
●
●
●

４
８
３
１
３
８
０
０
２
６
０

１
３
２
０
１

12155

９
９
２
５
４
９
０
３
８
１
０

◆
●
■
●
■
■
巳
Ｂ
●
の
●

０
５
０
０
９
４
２
１
３
１
０

４
１

２
０
１

1２１９

５
６
４
７
３
７
２
２
１
３
０

●
●
●
●
●
●
●
●
●
●
▲

２
８
０
０
１
３
６
１
５
０
０

４
１
１

１
０
１

8038

７
７
３
６
１
７
８
４
６
２
０

①
●
●
●
●
●
●
■
●
●
■

０
５
４
０
１
７
２
０
５
１
０

４
２
１

０１

1５２１

９
９
７
５
８
０
６
９
１
６
０

●
●
●
Ｂ
●
●
●
●
●
Ｃ
Ｄ

１
０
２
９
６
５
３
０
６
２
０

３
２
１
０
１

現有設伯２・田頭

l3f測・分枅樋器

２試験樋劉・加工概械

３医濠槻蜀・装置

４理化学機器

５光学・写真・掻倣装置
６放射線槻器

７国境田器

８電梓樋、情報閲迫装置

９教育・ＡＶ樋濁．事務概饗
Ｏその他

gｆ

zｍｎＢ

5069

1977

1407

4674

2721

794

436

6013

5253

994

７
６
４
５
９
２
１
０
７
３
０

１
１

２
１
０
１

３
７
８
９
３
７
５
５
９
４
０

2172

０
３
３
２
７
２
１
２
０

１
１

２
３
６
００１

６
５
７
１
４
４
３
３
２
６
０

1６２４

０
６
６
９
０
２
０
７
３
７
０

●
●
●
●
●
●
●
●
●
●
⑤

３
０
０
０
６
０
１
１
７
８
０

２
－
，
０
１

3547

６
３
６
４
４
５
２
２
４
６
０

●
●
●
０
●
ｂ
●
●
●
●
◆

８
３
１
７
８
０
１
０
９
９
０

２
３
０
１

11606

４
４
６
３
９
２
２
１
４
４
０

●
●
■
■
□
●
●
●
●
●
●

３
９
０
９
７
２
２
２
１
１
０

２
１

２
１
０
１

1183

１
０
４
３
４
１
４
１
５
６
０

●
●
●
●
●
●
●
■
●
●
●

７
０
０
８
６
４
１
４
６
１
０

２
１
１

２
０１

7８ ９

１
４
９
２
９
６
８
８
８
５
０

●
●
●
●
●
印
●
●
●
●
●

６
６
３
９
３
４
０
６
６
１
０

１
１
１
１

１
０１

1387

２
５
５
７
１
０
３
５
８
４
０

□
●
□
●
●
●
⑪
●
●
●
●

３
４
７
２
６
４
１
１
４
４
０

１
１

２
２
０
１

･有殴伯１．製造（年前）

第１四分位

中位位

第３四分位

2432

３
５
７

３１

2086

２
４
６

3915

３
５
０２

11745

３

８

3０

1176

３

７

2１

7428

５

８

5１

現有設備２．製造（年前）

第’四分位

中位値

第３四分位

2000

３

５

１０

1４５６

２
４
５

3320

句
）
一
ａ
ｎ
》１

l】１８１

３
５
０
１

1136

３
５
０
１

7203

３
５
０
１

現有設侭ｌ・槻餡

ｌきわめて不十分

２やや不十分

３十分

計

31460

7827

16513

７１２０

９
５
６
０

●
■
●
●

４
２
２
０

２
５
２
０
１

2564

１
２
６
０

２
５
２
０

５
２
４
０

２２】１

３
７
０
０

●
勺
●
■

８
２
９
０

１
５
２
０
１

4057

１
３
６
０

●
●
●
ロ

６
１
２
０

２
５
２
０
１

12039

９
１
９
０

２
５
１
０

３
７
０
０

1209

２
４
４
０

０
●
Ｂ
■

３
３
３
０

２
５
２
０

7888

４
０
７
０

●
●
●
●

０
８
４
．
口
、
Ｕ

ワ
』
一
ヨ
ワ
』
▲
０

1４９２

●
■
Ｌ
ｎ
ｑ
Ｌ
。
β
『
●
口
已

２
５
２
０
１

３
８
９
０

現有K2億２.槻能

１きわめて不十分

２やや不十分
３十分

肝

28754

7327

15007

６４２０

５
２
３
０

■
●
●
●

５
２
２
０

２
５
２
０
１

2097

７
３
１
０

●
●
●
●

１
２
６
０

２
５
２
０
１

1５５０

６
６
８
０

●
●
●
●

１
９
８
０

２
４
２
０

3444

ｏ
ｌ
ｄ
・
Ｐ
ａ
ｎ
》

■
●
●
●

７
１
１
０

２
５
２
０
１

1１４７０

２
５
３
０

●
●
●
●
■
●

９
１
９
０

２
５
１
０
１

1165

５
１
２
０

２
５
２
０
１

５
９
７
０

７６６７

６
１
３
０

●
●
●
●

１
４
４
０

２
５
２
０
１

1361

５
０
５
０

●
●
●
■

亟
鎚
霞
”
１



２２．向こう５年間に、あなたの教育研究を遂行する上で是非必要なilulii･装狂について伺います．

ａ、その設備は何ですか．右の,設備コード表から通んで下さい．必要な齪備がない場合はＯと記入して下さい．
□

b、その設備を鴎入するのに必要な麺はいくらですか．
（９９９９９以上は９９９９９）

ロロロロロ万円

ｃ、その設佃はどの範囲で使いますか．
□

lあなた自身だけ

２研究室・露座で共同使用

３学科・大露座で共同使用
４学部で共同使用
５大学で共同使用

６全国で共同使用

－１６４－

全分野 教養

課程

人文社会

系学部

教育

学部

理工座

系学部

実験系

研究所
医歯薬系

学部・病
その他

院

必要設備・使用範囲

ｌ回答者自身

２研究室・鱒座で共同使用
３学科・大銅座で共同使用
４学部で共同使用

５大学で共同使用
ｊ全国で共同使用
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［文部省科学研究受について伺います．］

２３．過去５年間に、研究代表者あるいは協力者として科研喪の｣11』』ｌを何回行いましたか．また何回、童旦を受けましたか．

ａ･申薄同数ロロ回

ｂ・交付回数ロロ回

２４．科研葵の運塗は何でしたか．また交付を受けていない蝿合は．交付芒必要とする理由は何ですか．研究の遂行に特に重要な噸に二つ遇
んで下さい．（科研餐を特に必要としない場合は鍼配入）

ロロ

１国内旅嚢

２海外旅受

３研究補助者の賃金・甜金
４設陶・備品受

５国宙・史料受

６愈子計算機使用料
７印刷・通借受

８招へい旅愛・会議受
９その他

－１６５‐

全分野 教養

課程

人文社会

系学部

教育

学部

理エ良

糸学部

実験糸

研究所

医歯薬糸

学翻・病

その他

陳

軒の使途１

１国内旅餐

２海外旅受

３研究補助者の負金・甜金

４図宙・史料BG
５段田・備品受

６消耗品５ｔ

７盆子計算掴使用料

８印刷・通侭突
９招へい旅兵・会醸受
Ｏその他

計
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科研の使途２

１国内旅突

２海外旅突

●

■

３研究補助者の賃金・謝金
４図再・資料受

５段H1・備品受

６消耗品受

７愈子gf耳扱使用料

ｄ印園・通信受

９招へい旅受・会盈我
０その他

計
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について伺います．］［文部省以外からの研究盛

25.過去5年間に文部省以外から研究補助金を受けられましたか.その回故を召いて下さい.(9回以上は9)

ａ・文部省以外の各省庁から□回

ｂ・地方自治体から_－－－－…__…_________－－□回

ｃ・民間財団から------…____－－－－－－－－－－－□回

。、民間企粟・個人からロ回

２６．その竺塗は何でしたか．また補助金を受けていない掲合は．それを必要とする理由は何ですか．特に研究の進行に凰要である噸に二つ
沮んで下さい．（補助金を必要としない掲合は無記入）

ロロ

１国内臓受

２海外旅受

３研究補助者の貫金・囲金

４段田・俔品受

５図画・資料受
６蝕子8f算槻使用料
７印刷・通個受

８招へい飾突・会窪突

9その他

‐１６６‐

全分野 放養

扉程

人文社会

糸学部

放脊

学部

理エ風

系学部

実験系

研究所

医歯菌糸

学部・癖

その他

院

補助の使途１

ｌ国内旅安

２海外旅受

３研究補助者の賃金・囲金

４図宙・史料受

５段侭・働品長
６消耗品受

７電子Ef算槻使用料

８印刷・通侭BＱ

ｇ招へい旅受・会畿兵
Ｏその他

計

21722

4079

3306

1835

855

7663

3491

1２３

B３

１５Ｂ

１２９

８
２
４
９
３
１
６
４
７
６
０

●
●
●
●
□
●
●
ｂ
●
●
●

８
５
８
３
５
６
０
０
０
０
０

１
１

３
１

０１

】２７８

３
４
１
８
２
２
６
２
３
９
０

●
●
●
●
●
●
●
●
●
●
●

４
３
８
７
４
９
０
０
１
０
０

２
２

２
０１

1307

３
５
０
８
２
７
６
５
１
４
０

巳
■
■
□
■
●
●
●
●
Ｑ
●

８
４
４
８
７
１
０
１
２
１
０

２
２
１
１

０１

1９１８

２
５
７
５
７
４
５
６
９
０
０

●
●
●
●
●
●
■
。
■
●
●

８
３
４
０
２
５
０
１
０
２
０

２
１
１
１
２

０１

9479

７
３
１
１
５
６
８
１
５
３
０

●
●
＆
●
●
■
■
Ｄ
Ｃ
■
●

０
７
６
１
頸
Ｍ
０
０
０
０
０

２
１

０１

９１８

３
４
４
７
２
９
１
１
９
１
０

●
Ｃ
Ｄ
●
■
●
。
●
●
Ｇ
●

６
９
４
０
１
５
１
０
０
０
０

１
２

３
１

０Ｉ

5907

７
４
３
６
３
５
１
２
４
４
０

●
●
ロ
■
巴
Ｃ
Ｇ
●
●
●
●

９
６
９
２
４
６
０
０
０
０
０

４
２

０１

９１５

３
７
３
６
４
９
４
１
６
７
０

●
●
●
●
●
●
●
●
●
●
●

８
５
１
４
９
６
０
１
１
０
０

１
１
１
２
１

０１

補助の使途２

ｌ国内旅受

２海外旅受
１研究補助者の負金・田金

４図齊・資料兵

５設備・償品兵

６消耗品災

７尅子Uf算槻使用料

８印刷・通個兵

９招へい節兵・会醸愛
０その他

計

２１６２８

2373

1917

2425

1269

３４７２

８１６１

338

501

700

472

０
９
２
９
１
７
６
３
２
２
０

●
●
■
●
●
●
●
●
●
●
●

１
８
１
５
６
７
１
２
３
２
０

１
１
１
３

０１

1263

２
８
１
８
０
８
１
３
１
８
０

●
●
●
●
□
●
●
□
⑪
●
●

’
９
３
１
６
４
１
２
６
３
０

１
１
１
１
２

０

１３００

ｎ
Ｕ
ｑ
）
４
つ
→
ａ
ｎ
Ｕ
ｑ
〉
〔
■
（
Ｕ
４
・
ワ
ニ
０

●
●
●
■
●
●
⑪
■
■
。
●

２
８
５
６
１
７
１
５
７
４
０

１
１
２
１

０１

1９４６

８
４
９
９
８
１
６
０
７
８
０

●
●
●
●
●
●
●
●
●
●
●

０
６
４
３
４
３
１
５
４
４
０

１
１
１
１
２

０１

9382

５
３
７
８
７
１
１
８
９
１
０

●
■
●
●
●
●
●
ｃ
●
■
●

３
１
１
２
５
８
２
０
２
１
０

１
１
１
１
３

０１

907

３
６
８
２
６
４
３
０
８
０
０

●
●
●
●
●
●
●
ロ
ロ
●
■

脚
晦
ｍ
２
ｕ
鍋
２
１
５
１
０
０１

5917

０
７
４
９
０
６
６
１
４
２
０

●
●
●
●
●
●
■
●
●
●
●

６
４
７
２
９
２
０
３
１
２
０

１
５

０１

913

４
１
０
４
２
２
４
７
２
４
０

●
●
●
●
●
●
□
巳
●
●
●

２
８
５
５
５
１
１
４
３
３
０

１
１
１
３

０１



［国立大学の財政を改善する方向について御意見を伺います．］

27.鷲蟷掴璽鰐醇挫#いものとすると.さしあたり下のどの爪目の趣が必要と思いますか．
重要な順に二つ選んでください．

ロロ
￣－－￣‐￣￣￣￣￣￣￣◆￣￣￣－－－－口－－－￣●

現状のままでよい

教官当・学生当積算校喪の単衝引き上げ
特定研究、教育方法等改善経受
一般設鋪受（2000万円以下）の充実
特別設備受尊大型殴備受（2000万円以上）の充実
施設の充実

旅餐単価の引暫上げ
科学研究喪総額の噌釦
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４
５
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、‐貝オ産LEE凶と壱Ｆｃつうfﾗ「、二rｌ

全分野 放養

畷程

人文社会

糸学部
教育

学部
理工巴

系学部
実験系

研究所
医歯薬系

学部・病
その他

院

増額すべき項目１

１現状のままでよい

、教官当・学生当積算校長
３特定研究・教育方法等改瞥
４－舷設備品（2000万円以下
５大型設備受

６施設受の充実

７教官研究受用の３１き上げ
８科研受総額の増加
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増額すべき項目２

１現状のままでよい

２教官当・学生当積算校受
３特定研究・教育方法等改蕃
４二股設備品（2000万円以下
５大型設備費
６魔麹餐の充実

７教官研究受用の引き上げ
８科研受鱒額の墹加
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Ｄ
Ｃ

０
０
２
４
７
８
４
１
０

１
１

３
２
０
１

2843

虫
■
四
・
■
８
，
『
凸
由
印
■
Ｐ
角
］
、
、
β
ｎ
口
】
〔
ｘ
Ｕ
ｎ
咄
ｕ

ｌ
１

４
１
０

４
３
６
９
２
２
１
４
０

2767

１
９
５
７
８
０
０
０
０

■
Ｃ
Ｇ
■
の
■
●
ｐ
■

０
１
４
７
１
８
１
５
０

１
５
１
０
１

4478

２
２
６
６
４
６
７
８
０

●
屯
の
●
●
●
●
●
■

０
２
３
０
３
８
９
１
０

１
１

４
１
０
１

12291

２
８
６
２
２
６
８
５
０

●
Ｃ
Ｏ
●
■
■
Ｇ
Ｃ
Ｏ

０
０
１
７
９
７
０
２
０

１
１

３
２
０
１

１２２８

３
１
８
１
０
４
３
０
０

■
●
●
。
●
■
●
Ｃ
Ｏ

０
９
１
５
２
８
６
７
０

１
１
２
２
０
１

8２０１

１
４
０
０
２
４
０
８
０

■
●
●
、
●
■
■
●
■

０
７
３
６
９
９
５
９
０

１
２
２
０
１

1592

３
１
７
２
２
９
４
３
０

●
■
●
●
●
●
●
●
⑰

０
０
４
３
７
０
８
５
０

１
１
１
３
１
０
１



重要な頑に二つ週んで下さい．２Ｂ・現行の国立大学における.経侭使用を弾力化するとすれば・どのような方向が必要だと考えられますか.

□□
｡￣－－－－－－￣●￣￣￣￣￣￣￣Ｃ￣￣￣￣￣￣￣￣

１現状のままでよＩ､
２校喪と旅巽との擁用

３校喪の突目間の漣用

４年度間の流用

－１６８‐

全分野 教鍵

課程

人文社会

糸学部

教育

学団

理工且

系学部

実験系

研究所

医歯薬糸

学部・滴

,その他

院

使用上の問題１

１問題はない
２校ECと旅受との漣用
３校受の受目間の漉用
４年度間の涜用

計

32007

1248

16532

５５７２

８６５５

９
７
４
０
０

℃
■
ひ
●
白

３
１
７
７
０

５
１
２
０

2752

４
５
７
５
０

●
ロ
ロ
印
■

３
２
１
２
０

６
１
２
０
１

2643

７
９
４
０
０

己
ひ
ら
●
■

３
９
５
１
０

５
１
２
０

4309

９
５
８
８
０

●
ｑ
●
●
■

３
４
０
０
０

６
１
２
０
１

11861

２
５
２
１
０

●
●
●
●
●

４
９
５
１
０

４
１
３
０
１

1189

６
７
７
１
０

■
●
■
■
■

２
４
６
６
０

４
１
３
０
１

7691

１
０
０
０
０

●
①
●
●
●

４
１
８
７
０

４
２
２
０
１

1562

８
７
７
８
０

□
■
■
■
●

２
７
４
４
０

５
１
２
０
１

使用上の問題２

１問題はない

２校５ｔと旅受との擁用

３校受の我目間の擁用

年度同の擁用
計

30002

715

5405

７１５４

16728

４
０
８
８
０

巳
●
●
⑪
●

２
８
３
５
０

１
２
５
０
１

２５４７

７
７
９
８
０

●
■
●
●
●

２
５
２
８
０

１
２
５
０
１

２４５６

４
３
２
２
０

の
ｂ
白
ｐ
■

２
５
３
９
０

１
２
５
０
4033

９
１
１
０
０

●
■
●
●
■

１
６
１
１
０

１
２
６
０
１

11035

８
６
５
１
０

●
●
●
●
□

２
１
２
３
０

２
２
５
０
１

1146

８
７
６
８
０

●
■
■
●
■

１
１
１
４
０

２
２
５
０
１

7295

０
８
１
１
０

●
●
●
●
●

２
４
９
４
０

１
２
５
０
１

1490

０
３
７
１
０

□
●
●
。
■

２
８
０
９
０

１
２
５
０
１



２９．科研要の配分についてどのような改革が必要だと考えられますか．￣

ロ
ー￣￣￣￣￣￣￣－－つ￣￣--￣￣￣￣古＝－－－－■￣￣

現状のままでよI,、

一件当りの額を少なくしても、支給件数を多くする
重要な研究には璽点配分する

１
２
３

、

‐１６９－

全分野 教養

課程

人文社会

系学部

教育

学部
理エ風

系学部

実験系

研究所
医歯薬系
学部・病

その他

院

配分方法

１現状のまま

２交付件数を多くする

３麺点配分する

8ｆ

31061

７５７１

１８４２３

５０６７

４
３
３
０

■
ｐ
●
■

４
９
６
０

２
５
１
０
１

2524

１
６
４
０

●
■
■
●

８
８
３
０

２
５
１
０

2476

６
０
２
０

２
６
１
０

４
７
９
０

3958
５
３
３
０

●
●
■
■

３
５
１
０

２
６
１
０
１

11656

５
９
５
０

２
５
１
０

３
５
２
０

1１４４

７
５
８
０

巳
■
●
ひ

０
４
４
０

３
４
２
０

7858

８
４
８
０

●
■
ｐ
●

０
８
０
０

２
５
２
０

1445

２
０
８
０

■
■
●
●

４
７
８
０

２
５
１
０
１



３０．文部省以外からの財鳳を積極的に拡大すべきでしょうか．下の各々について､下の数字を入れて下さい.

蕊鱗犬蕊；謹葺灘：;難拡大:蕊
自議溌響蕊巻鱈潔：ｉ織教醤；
；筵:ほ:遥蕊蕊懸灘！蕊濁織；

ａ・文部省以外の各省庁からの研究受ロ

ｂ・地方自治体からの安全ロ

ｃ・民間財団からの資金___----------_＿_…_______＿□

。、民間企粟・個人からの安全ロ

l篝

－１７０‐

全分野 教養

課程

人文社会

糸学部

教育

学部

理工医

系学部

実験系

研究所

医歯薬系

学部・摘

その他

院

研究資金・他省庁

１拡大すべきではない

２どちらともいえない

３拡大すべきである

計

32701

1996

7334

23371

１
４
５
０

●
●
●
■

６
２
１
０

２
７
０
１

2７１１

６
５
０
０

●
■
■
Ｂ

７
８
４
０

２
６
０
１

2657

４
９
７
０

の
●
●
■

９
０
９
０

３
５
０
１

4235

５
５
０
０

０
■
●
■

６
９
４
０

２
６
０
１

12140

５
７
８
０

●
●
□
口

６
２
０
０

２
７
０
１

1２０３

７
８
６
０

●
■
■
■

７
１
０
０

２
７
０
１

8206

０
６
４
０

●
●
●
●

４
３
２
０

１
８
０
１

1549

１
９
１
０

●
●
●
■

４
２
３
０

２
７
０
１

ﾉﾋﾟ資金・地方

１拡大すべきではない

２どちらともいえない

３拡大すべきである

計

32659

2197

9174

21288
７
１
２
０

●
●
●
●

６
８
５
０

２
６
０
１

2709
７
２
０
０

３
６
０
１

５
４
１
０

2648

ｇ
３
８
０

ａ
Ｌ
ａ
０

３
５
０

4236

Ｂ
５
８
０

ａ
Ｌ
Ｌ
０

３
６
０
Ｉ

1２１３２

１
９
０
０

●
●
■
凸

７
９
３
０

２
６
０
１

1202

２
６
２
０

■
■
の
■

９
３
７
０

３
５
０
１

８１８８

１
２
７
０

●
Ｂ
●
■

５
０
４
０

２
７
０
１

1544

６
０
５
０

●
●
●
■

５
９
５
０

２
６
０
１

研究安金・民囲財団

ｌ拡大すべきではない

２どちらともいえない

３拡大すべ萱である

:ｆ

32717

2825

7576

２２３１６

６
２
２
０

●
ロ
●
■

８
３
８
０

２
６
０
１

2７１４

３
３
４
０

●
●
●
』

２
９
８
０

１
２
５
０

2665

５
３
２
０

■
●
●
■

３
９
７
０

１
２
５
０
１

4231

５
７
８
０

⑪
●
●
ｅ

２
２
４
０
．

１
３
５
０
１

12159

１
５
４
０

●
●
●
■

８
２
９
０

２
６
０
１

1２０４

０
４
６
０

●
Ｃ
Ｏ
■

９
９
１
０

１
７
０
１

８１９７

８
３
９
０

●
●
●
●

４
５
９
０

１
７
０
１

１５４７

２
７
２
０

Ｐ
●
①
ｃ

７
５
７
０

２
６
０
１

研究資金・民間企粟

ｌ拡大すぺきではない

２どちらともいえない

３拡大すべきである

9ｆ

32697

5349

9832

17516

４
１
６
０

⑧
■
●
Ｂ

６
０
３
０

１
３
５
０

2716

７
６
６
０

■
Ｃ
Ｑ
■

別
魂
胆
叩
Ｉ

2659

０
４
６
０

■
⑪
勺
■

４
５
０
０

２
３
４
０
－

4219

４
６
０
０

□
■
■
■

１
７
１
０

２
３
４
０
１

12152

９
７
５
０

■
。
●
Ｂ

６
０
２
０

ｌ
３
５
０
１

1205

８
６
７
０

●
ロ
●
■

７
７
４
０

１
２
５
０
１

8２０１

１
６
３
０

９
１
３
０

２
６
０

1545

７
８
５
０

■
●
●
●

３
２
３
０

１
３
５
０
１



３１．…２回f璽墜全（奨学寄付金・共同研究蝉）が.【jW立大学の牧埒研究を通めている、という意見があります．これについてどうお
考えですか．

□

１歪めていない

２何ともいえない。わからない
３重めている

囎學度?蕃雛ﾕ遡愛型によって､大学間.あるいは研究者閥の放脊研究現駆での蜂差が鉱左することを問題とする意見があ
ります．これをどうお考えですか＿

３２．

これをどうお考えですか．

ロ．
●￣￣￣￣￣￣￣■￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣￣▲■￣－－￣￣

１格遷が拡大されるなら、柔軟化・多元化すべきではない
２どちらとも､､えない

３格蓬は拡大されても、柔軟化・多元化すべきである

、、

－１７１－



３３．国立大学への政府支出を拡大するためには．内部の活性化を回り．広く国民の理解を何る努力が必要だ、
見があります．それに対するあなたのお考えを次から週んで記入して下さい．

という立娚から下のような意

議麹;Ｎｉ蕊;鑓;督瀧鐸i隊嵐蕊
鱒な鱒議霧整：藁蕊;;;i冠,あi壱:ミ

蕊兼;鮫麺

a、学生による投薬評価を含めて、教育方法の改谷を敵極的に迎める
ロ

ｂ・学師・学科などで．教官の教育研究実紙などを公表する
ロ

■－－－■－－■￣￣￣￣￣￣￣￣￣●￣￣￣￣---￣‐￣

ｃ・個別大学で、敬育研究活動、予算などについて積極的lこ↑W報公開．広綴を行う
□

。、個別大学で．縄合的自己評価を行う
ロ

ｅ・大学基準圏会などの、第三者磯囲による定期的評伝を受ける
ロ

霞
|篭１－Ｉ

－１７２－

全分野 故養

認程

人文社会

系学部

放育

学部

理工且

系学部

実験糸

研究所
医歯襲系

学部・滴
その他

隣

評伍・授菜

ｌ必要ではない

２どちらともいえない

３必要である

肝

33465

4540

8980

19945

６
８
６
０

●
の
●
■

３
６
９
０

１
２
５
０
１

2865

８
０
２
０

●
●
●
●

５
７
７
０

１
２
５
０
Ｉ

2774

５
２
３
０

●
●
●
●

３
９
７
０

２
２
４
０
１

4470

Ｏ
１
０
０

Ｚ
Ｌ
ａ
ｑ

ｌ
３
５
０
１

1２２９２

３
５
２
０

●
●
●
●

３
８
８
０

１
２
５
０
１

1２１３

６
７
６
０

●
●
●
●

ｍ
濁
園
叩
１

8251

４
９
７
０

●
●
●
●

９
１
８
０

２
６
０
Ｉ

1６００

４
４
３
０

●
ｃ
●
●

８
４
７
０

２
６
０
１

評衝・実按の公表

１必要ではない

２どちらともいえない

３必要である

8ｆ

33472

3517

8784

21171

５
２
２
０

●
●
□
●

０
６
３
０

１
２
６
０
１

２８６７

７
２
１
０

、
２
８
９
０

１
２
５
０
１

2774

２
７
１
０

●
●
●
■

４
３
２
０

１
２
６
０

4466

２
８
９
０

●
●
●
●

１
６
１
０

１
２
６
０
１

1２２９２

●
●

７
７
６
０

●
■
。
●

９
５
４
０

２
６
０

1２１４

５
０
５
０

巳
●
ロ
●

０
５
４
０

１
２
６
０
１

8257

６
６
８
０

●
●
●
■

９
６
３
０

２
６
０
１

1６０２

６
０
５
０

●
●
●
５

８
９
２
０

２
６
０
１

評債・情報公開

ｌ必要ではない

２どちらともいえない

３必要である

肝

33450

2223

7752

23475

６
２
２
０

●
●
●
●

６
３
０
０

２
７
０
１

2862

８
６
６
０

●
●
●
二

６
３
９
０

２
６
０

2773

３
６
１
０

●
●
●
▲

８
０
１
０

２
７
０

4464

４
８
９
０

●
●
●
■

６
２
０
０

２
７
０
１

12279

９
７
４
０

●
■
●
●

６
３
９
０

２
６
０
１

1２１５

３
１
７
０

●
●
●
●

６
３
０
０

２
７
０
１

8261

０
４
６
０

●
●
●
●

６
３
０
０

２
７
０

1５９９

５
１
４
０

●
●
●
●

５
３
１
０

２
７
０
１

．，釘・自己評伍

１必要ではない

２どちらともいえない

３必要である

針

33429

4６１９

１０】81

18629

８
５
７
０

●
巳
●
』

３
０
５
０

１
３
５
０
１

2861

８
９
３
０

■
●
０
■

４
０
４
０

１
３
５
０
１

2768

８
０
２
０

●
●
①
■

９
１
９
０

１
３
４
０
Ｉ

4458

８
７
５
０

●
●
●
■

５
９
４
０

１
２
５
０
１

１２２７５

７
４
０
０

●
●
●
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教官の直面する教育研究費の現状(中間報告）３．

国立大学協会

I」
1991(平成3)年３月1日

国立大学財政基盤調査研究委員会中間報告

教官の直面する教育研究費の現状

全国調査の結果から

国立大学協会に設けられた｢財政基盤調査研究委員会｣は国立大学の直面する財政問題
について、(1)制度的・構造的側面の検討、(2)各大学・部局における聞き取り調査、

(3)国立大学教官の直面する教育研究費の実態と問題点についての意見調査、の三点

にわたって作業を行っている。このうち意見調査は、全国の国立大学の助手以上の

教官全員を対象として、昨（1990.平成２）年12月に実施したが、回収した回答を

いそぎ集計したので、その概要を報告する。この報告書の主な内容は次のとおり。

。調査の概要（Ｐｌ）。１．国立大学の役割と問題点（Ｐ２）３２.教育研

究費の現状（Ｐ､4）。３．改善への意見(Ｐ６）劇まとめと検討課題（Ｐ８)。

回答者数３万４千人回答率６５パーセント
営国の各国立大学を通じて１９９０〔図１.部局系統別の回答数(人)〕

調査の概要

この調査は全国の各国立大学を通じて１９９０

（平成２）年１２月１日に実施された。調査対象

者は、国立大学の教授・助教授・講師・助手の全

員（海外出張中などを除く）で、総数53,248人、

これに対して回答者は34,325人、回答率は65パー

セントに達した。全教官に対する調査は前例がな

く、また回答項目もかなり煩雑であったことを考

えれば、高率であったといえよう。自由記入欄の

回収も3,000枚以上にのぼった。部局系統別の調

査票配布数と回収数は図１のとおり。回答率は理

工農系の学部・研究所で71パーセントと高く、特

に実験系の専門分野で教育研究費の問題が切実で

あり、関心も高いことがうかがわれる。

。．／、ＤＦＲ隈孑

医歯薬系

理工農系

５

教育系

人文社会系

教養課程

その他
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１．国立大学の役割と問題点

質問票ではまず、国立大学の理念と役割、さらに現在の教育研究条件、またその教育研究面での影響に

ついて各教官の考えを聞いた。

学術研究・人材養成での貢献に強い自負国立大学の果した役割

回答をみると、今まで国立大学が全体として果

してきた社会的役割について、教官自身は一般に

高い評価を与えている。特に「学術研究の推進」

については、９割以上が肯定的な評価をしており、

61パーセントは大きく貢献したと考えている。

「研究の後継者の養成」についても８割以上が評

価し、貢献がなかったとするものは1割にみたな

い。

また教育面での「各分野での人材養成」につい

ても、大きく貢献したと考える教官は58パーセン

ト、少し貢献したと考えるものを含めると９割に

達する。特に、理・工・農学系の学部では、大き

く貢献したと考える教官は66パーセントあった。

「地域の文化・経済への貢献」および「教育機

会の均等」については、貢献したとするものが６

割を占めるが、どちらとも言えないとするものも

３割ある。ただし、都市部の国立総合大学と地方

の国立大学とでは差がみられた。「外国人留学生

〔図２．国立大学の果した役割(湖

献
す

学術研究の推進

人材養成 ３

研究の後継者養成

留学生受け入れ

地域への貢献

教育機会の均等

の受け入れ、国際交流」については、約７割が貢

献をしたとしているものの、大きく貢献したとす

るものは18パーセントにとどまった。

設備・建物・給与で劣り、将来の研究水準は低下研究環境と研究水準

このような研究教育面での自負にもかかわらず、

現在の国立大学の教育研究環境に対する不満は強

い。自分の専門分野では比較する対象がないと答

えた教官を除けば、民間の企業・研究所・病院と

比べると、建物および設備に関しては、大きく劣

ると感じている人が６割程度、少し劣ると感じる

人を加えれば、８割に達する。更に給与面につい

ては、民間企業などより大きく劣ると考えている

人が８割、少し劣るを加えればほぼ１００パーセン

トとなった。私立大学と比べると、建物に関して

は優れていると答える人と、劣ると考える人がほ

ぼ拮抗している。しかし、設備に関しては劣ると

考える人が６割で、給与では、９割が劣ると考え

ている。

〔図３．研究環境(別

民間企業・研究所と比べて

大きく劣る少し劣る同篝儒§て

儒
物
与

設
建
給

２

私立大学と比べて

大きく劣る少し劣る同等優れている

設備

建物

給与 ２

-174-



研究環境の悪化を背景として、国立大学の研究

水準は近い将来に相対的に低下せざるを得ないと

考える教官が多い。民間企業ｂ研究所などと比べ

ると、現在のところ国立大学の研究水準が優れて

いるとするものが42パーセントと、劣るの32パー

セントを上回る。しかし、10年後については57パ

ーセントの教官が、国立大学の研究水準の方が下

になると答えた。国立の研究所・病院と比べても、

現在の大学の研究水準は同等であるとするものが

半数を占め、優れると劣るがほぼ同数だが、１０年

後については半数近くが劣るようになると予測し

ている。また私立大学と比べると、現在の国立大

学での研究水準が優れていると考えるものが65パ

ーセントに達するが、１０年後にも優れていると考

えるのは37パーセントとなり、むしろ劣るであろ

うとするものが３割に達した。

〔図４．現在と十年後の研究水奉冊〕

民間の研究機関と比べて

現在

２１１副５『，１０年後

国立の研究機関・病院と比べて

現在

１０年後

私立大学と比べて

現在

１０年後

大きく
劣る

少し
劣る

少し

優れて
いる

大変
優れて
いる

同等

多方面に及ぶ強い危機感財政ひっぱくの影響

さらに、既に財政状況の悪化の影響は多方面に

及んでいると考える教官が多い。特に、現在の研

究費・設備などの制約の下では、教官の能力が活

かされていないと答えた人は81パーセントに達し

た。また半数以上の教官が、人材の確保、学術的

な国際交流でも悪影響が出ているとしており、そ

う思わないものは１割にすぎない。教育環境の悪

化で、学生に対する国立大学の魅力が減少してい

ると考える教官も６割に達した。

〔図５．財政ひっぱくの影適(湖

どちらとも
いえない思わないそう思う

■経常的な研究費・設備などの制約で、国立大学の教

官の能力が活かされていない。

回待遇・研究条件が悪いため、優秀な教官が国立大学

に集まらなくなっている。

■先端的な研究で大学が企業等に立ち遅れているため、

国内・国際的な学術交流に支障が生じている。

■授業料の値上げ、建物の老朽化などで優秀な学生が

国立大学に魅力を感じなくなっている。

■そのため、教育の機会均等、地方の活性化などの点
で悪影響が生じている。
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２．教育研究費の現状

避的研搬現状は必要額の２分の１以下、旅費・図書費で自己負担
まず、図書資料・研究補助者の賃金・設備・備

品・消耗品・通信費などに使われる「校費」につ

いて聞いた（図６)｡教官一人あたりで使用可能な

額の中位値（額が低い方から高い方へ並べて、ち

ょうど中央にある回答額）は、教養課程、人文社

会系、教育系で60万円前後、理工農系で100万円

であった。病院勤務の助手が多い医歯薬系では、

中位値は50万円にとどまっている。別の質問で校

費の必要額を聞いたところ、教養課程、人文社会

系、教育系では､中位値100万円から130万円であ

あったから、現在の配分額は必要額の約２分の１

ということになる｡理工農系学部では必要額は250

万円で、現状はその４割を満たしているにすぎず、

医歯薬系では現状は必要額の４分の１である。

また校費とは別枠で管理される「旅費」につい

ては、現在の配分額（中位値）は７万円程度であ

ったが、必要額に対する回答（中位値）は専門分

野を問わず20万円程度であった。現状は必要額の

約３分の１にすぎないことになる。

このような現状と必要額とのかい雛を反映して、

自費から支出する研究費が少なくない。特に学会

出席などのための国内旅費については、人文社会

系では８割、理工農系ではほぼ全員が、自費から

の出費を行っており、その額（中位値）も7-10万

円となっている。また人文社会系では、９割近く

の教官が自費で研究用の図書を購入しており、そ

の額も25万円に達した。さらに研究の国際化を反

映して、過去１年間に自費で海外調査、国際学会

出席をした教官は、人文社会系で２割、理工農系

で３割、医歯薬系では３割以上もあり、その支出

額も30万円から50万円に上っている。

〔図６．校費：現状と必要額(万円)〕

現状

必要額
教養課程

人文社会系

■11U■誓霊蕊珈教育系

DUUu1UUuU0豊爾蕊理工展系
蕊護鰯１２５０

5０
医歯薬系

万費謙酉?護憲〉夢1200

〔表１．自己負担の研究費〕

自己負担の
あった教官

自己負担額
（中位値）

人文社会系学部（2,861人）
国内旅費81.4％１０万円

図密費８６．８２５

その他４９．６１０

海外旅費２２．４４０

理・工・農系学部（12,277人）

国内旅費96.9％７万円
図書費７９．１１０

その他４８．５１０

海外旅費２９．４３０

医・歯・薬系学部（8,255人）
国内旅費81.2％１７万円

図瞥費８２．２１０

その他５０．８１０

海外旅費３４．４５０

匪遜鐘計測・分析機器は８割が研究に不十分
経常的な研究費にとどまらず、教育研究のため現在の教育研究を行っていく上で、最も重要な使

の設備についても障害を感じている教官が多い。用中の機器の性能について聞いたところ、現在の

－１７６‐



〔図７．使用中の研究教育用樋器の性能(%〕

きわめて不十分不十分十分

研究水準からみて十分であると考える人は23パー

セントにすぎなかった。特に最も多数の教官（約

1万２千人）があげた「計測・分析機器」につい

ては、きわめて不十分とした人がほぼ３割で、不

十分と答えた人を加えると８割に達した（図７)。

使用数が次いで多い「電算機・情報関連装置」、

「理化学機器」などでも、不十分が約半数、きわ

めて不十分が４分の１に達する。

このような状況を反映して、研究を進めていく

上でぜひ新しい設備が必要だと答えている教官は、

調査回答者の85パーセントにのぼった（表２）。

これらの設備は９割以上が講座・学科あるいは学部

などにおいて共同使用されるものである。品目別で

は、最も希望者の多いのが「計測・分析機器」で、

希望する装置の価格の中位値は1,500万円であっ

た。この他、実験系の学部では1,000万円から

2,000万円程度の設備への希望が多い。

計測・分析機器

電算機
囑報関連装置

理化学機器

〔表２．新しく必要な樋器〕

価格

(中位値）

希望数

（人）

計測・分析機器 10,3441,500万円

電算器 7,020３００

理化学機器2,6171,000

試験機器・加工機械1,8172,000

光学・写真影像装置1,7561,000

医療機器装置 1,594１，５００

研究助成金科研費の交付は半数以上が５年に１回以下
大学の予算から配分される研究費の不足から、

文部省科学研究費あるいは民間からの研究助成金〔表３．科研費の過去5年間の交付回数分布(剛

への要求が強いが、それを実際に交付されている

教官の割合は必ずしも多くない。 大都市の地方の
総合大学総合大学

科研費については、教官のうち53パーセントは、

大学
全体

その他
の大学

０回２０４１３６３３
過去５年間のうちに１回以下しか交付されておら

１回２１２３１５２０
ず、全く交付されていない人も33パーセントに達

２回１８１５１６１６
する（表３)｡しかもこの傾向は地方の大学ではさ

３回１２８９１０
らに著しく、４割の教官は全く交付を受けておら

４回８５５６
ず、２割が１回交付されたにすぎなかった。科研

５回８４５６
費以外では、過去５年間に１回以上、民間企業．

６回以上１３４１４９
個人から研究助成金を受けた人が回答者の24パー

計１００１００１００１００
セント、民間財団からが22パーセント文部省以

外の政府機関からは８パーセント、地方自治体か

らは５パーセントであった。ただし、これらの資ある。これに対して人文社会科学系では、３６パー

金は特に大都市の総合大学に集中する傾向がある。セントが旅費、ついで29パーセントが図書資料費

交付された科研費の使途、あるいは科研費でまをあげている。科研費が特別な研究プロジェクト

かないたい費目は、大学から配分される研究費と、の実行というよりは、経常的な研究費を補填する

必要額とのかい雛にほぼ対応し、理工農系では６ために必要となっていることを示しているといえ

割が「設備・備品」をあげ、医歯薬系でも同様でよう゜
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３．改善への意見

積算校費の増額予算使用の柔軟化に強い要望教育研究費

上にみた実状を反映して、教育研究予算の増額

への要望は強い。教育研究予算に関して、現状の

ままでよいとする回答は１パーセントに満たなか
った。

各教官が第一位に改善を要望する予算項目をま

とめたのが図８である。専門領域を問わず「教官

当・学生当積算校費」の増額への要望が圧倒的に

多く、５５パーセントがこれをあげている。特に人

文社会系および教育系では６割を越えた。いわば

最も基礎的・経常的な予算の増額に対する要求が

きわめて強いところに問題の深刻さが現れている。

次いで多いのが「一般設備費（２千万円以下)｣、

「特別設備費等の大型設備費（２千万円以上)｣、
「施設費」などの施設設備費の充実への要望で、

特に理工農系学部では21パーセント、医歯薬系学

部．研究所・病院などでは34パーセントの教官が

これをあげている。これに対して特に教養課程、

人文社会系などで要望が多いのが「教官研究旅

費」の増額で、２１パーセントの回答があった。

なお、改善を要望する項目として第二位にあげ

られているのは、専門分野を通じて「教官研究旅

費」が最も多い。全教官の35パーセントがこれを

あげ、人文社会系では５割を越えた。「設備施設

費」も理工農系、医歯薬系では３割を越えている。

ところで現行の教育研究費については、その配

分総額の増加ばかりでなく、使用上の諸制限の柔

軟化を望む声が強い。会計制度上の理由による使

用方法の制限について、現行制度で問題がないと

する教官は４パーセントにすぎなかった(表4)｡特

に、いわゆる「校費」と「旅費」との間で配分予

〔図８．増額を要望する予算項目(%)〕

註ＵＲ３･

旅費施設雷科5J干冒 他、

教養課程

４

人文社会系 ４

３

教育系 ４

２

理工農系
学部 ２

理工農系
研究所 ２

医歯薬系 ５

〔表４.予算使用上での改雪を望む点剛

人文社会理工農

系学部系学部

校費・旅費間の流用

年度間の流用

校費目間の流用

問題はない

０
１
５
４

６
２
１

０
１
５
４

５
３
１

計 100１００

算の流用ができない点に障害を感じる教官が、人

文社会系学部では６割、理工農系学部でも５割に
達した。次いで、年度間の予算流用ができないこ

とに不満を感じている教官が、理工農系では３割、
人文社会系では２割あった。

避迦全科研費の交付受給件数増加政府機関・地方自治体に期待
大学の教育研究費以外の研究助成金に対する需満が強い。そこで予算総額の増加への要求は別と
要が強いことは、前に述べた研究費の実態からもして、配分方法についてどのような改善が望まし
明らかだが、特に文部省科学研究費については不いと考えるかについて聞いた。これに対しては、
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交付件数を多くすることを望む声が強い（図９)。

特に人文社会系の学部では、６割が交付件数の増

加が必要だと回答し、逆に重点配分を望む教官は

1割強であった。理工農系学部および医歯薬系学

部・病院・研究所では、科研費で高額の研究設備

を購入する必要があることを反映して、重点配分

を望む声も無視できない。しかしやはり、交付件

数を多くすることを希望する回答が圧倒的に多く、

ほぼ６割に近かった。特定の研究目的を達成する

ためという本来の目的だけでなく、経常的な教育

研究費の不足を、科研費で補うことが不可欠にな

ってきている実状を反映しているものとみること

ができよう。

科研費以外の研究助成金として、文部省以外の

各省庁および政府機関からの資金については、こ

れを積極的に拡大するべきだとする回答が７割に

達した。地方自治体および民間財団からの資金に

ついてもほぼ同様である。ただし、民間企業・個

人からの資金については、拡大すべきという回答

がほぼ半数で、拡大すべきでない、あるいはどち

らともいえない、という回答とほぼ拮抗している。

〔図９．科研費の配分のあり方(%)〕

交付件数現状重点配分
を多くでよい

人文社会系

理工農系

医歯薬系

〔図10．文部省外の研究助成金への要望(%)〕

“…鰯も鶏，
各省庁

地方自治体

民間財団

民間企業

左鎚塑L辺Z回情報公開・自己評価には積極的だが､意見が分かれる点も
質問票は最後に、国立大学の内部の活性化をは

かり、国民の理解を得るための方策について聞い
〔表５．大字活性化の方法に対する意見%)〕ている。これに対する教官の反応は一般に積極的

であるといえよう（表５）。 計必要でどちら必要で
あるともはない

特に「各大学で情報公開．広報を行う」ことにいえない

ついて,よ､7醤１，が必震だと答え.必震ぱいとする篝臘騨lii
教官は７パーセントにすぎなかった。また「教官改善を進める１００６０２７１４

の縮研繍の公表｣[学生による繍価を鑿:鵜譲の
含めて教育方法の改善」についても６割が必要だ公表する１００６３２６１１

各大学で情報公開・
としている。さらに「各大学で自己評価を行う」 広報を行う

ことも必要だと考える教官は56パーセント(このぽ 100７０２３７

各大学で総合的
り、必要ではないとする回答は14パーセントにと自己評価を行う

どまった。ただしいずれの問についても、どちら大学基準協会などの
１００５６３０１４

とも言えないと答える教官が２－３割いた。また、第三者機関による
大学外の第三者機関から評価を受けることについ定期的評価を受ける１００－３２３２３６

ては、意見が分かれている。
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まとめと検討課題

教育研究費の将来の改革の方向については、これ

らの点をも考慮にいれてさらに具体的な検討が行

われることが必要である。

このような観点から今回の調査結果を、自由記

入欄への記述も含めて、さらに詳細かつ体系的に

分析する必要があることはいうまでもない。その結

果をふまえて、財政基盤調査研究委員会は今後さら

に各学部・学科・講座での教育研究費の具体的問

題について詳細な事例調査を行うとともに、国立

学校特別会計制度を中心に、国立大学の財政制度

についても理論的な検討を進める予定である。こ

れらをもとに、国立大学の財政の実態について政

府、さらに広く社会の理解を得る努力を行うとと

もに、事態の改善にむけて必要な提言をまとめる

ことにしたい。

以上の調査結果から自ずと浮かび上がってくる

のは、個々の教官がおかれたきわめて深刻な状態

である。教育研究水準を維持するために必要な教

育研究費と、現在配分されているそれとの大きな

かい雛、旅費・図書費などでの教官の自己負担、

教育研究に不可欠な設備の陳腐化、科研費の交付

件数の絶対的な不足、などの実態は我々の予測を

もうわまわるのものであった。国立大学では、財

政状況の悪化は決算上での赤字といった目にみえ

る形であらわれることはないが、それによる教育

研究環境の悪化は、教育研究活動の内容を大きく

変質させるところにまで達しているといえよう。

このような実態を反映して、国立大学教官の多

くは現在の教育研究環境の悪化にきわめて強い危

機感をいだき、さらには将来の研究水準の維持に

悲観的な見通しをもたざるを得なくなっているこ

とも､この調査の明らかにした点である。教官はそ

れぞれの専門分野でわが国の学術研究・教育の先

端を担ってきた専門家であり、これまでの国立大

学の研究教育を通じての社会的貢献に関しても強

い自負をもっている。その人々が充分に能力を活

かす環境を与えられず、教育研究の水準が低下す

るとすれば、それは国立大学だけでなく、日本の

高等教育、学術研究にとっての危機であり、また

重大な社会的損失であるといわねばなるまい。

深刻な危機に直面して､教官の間からは教育研究

予算の改善への強い要望がだされている。特に積

算校費の増額を望む教官が多いが、これは現在の

校費が教育研究の経常的な費用を満たすことがで

きない実状を反映した、切実な要求とみることが

できよう。そのほか．施設設備費および旅費の増

額、さらに科研費の交付件数の拡大、政府機関・

地方自治体・民間財団等からの研究助成金の拡大

などへの要望も強い。ただし、教育研究費の問題

の性格は詳細にみれば、専門分野あるいは個々の

大学がおかれた状況によって異なることも、調査

結果の分析を通じて、明らかにされた。従って、

翌国立大学の財政問題、あるいはそれに関する

調査検討の方向等について、ご意見をお寄せ下さ

い。あて先は下記のとおりです。

〒113東京都文京区本郷7-3-1

国立大学協会事務局内

国立大学財政基盤調査研究委員会

。国立大学財政基盤調査研究委員会は国立大学

協会第６常置委員会の下におかれ､下の委員で構成

されています。

馬場信雄（委員長・宇都宮大学長)､細谷純

（東北大学)､渡部美種（秋田大学長)､田原博

人（宇都宮大学)､津布楽喜代治（宇都宮大学)、

黒羽亮一（筑波大学)､松村睦豪（筑波大学)、

林健久（東京大学)､矢野眞和（東京工業大

学)､潮木守一（名古屋大学)､寺田孚（京都大

学)､金子元久（広島大学)､高橋良平（九州大

学長・第６常置委員長)､神田修（九州大学)､小

川正人（九州大学）
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4．国立大学財政の現状（第二中間報告）

国立大学協会

国立大学財政基盤

調査研究委員会

1991(平成３)年11月30日

第二中間報告

国立大学財政の現状

先に本委員会は国立大学の全教官を対象にアンケート調査を実施し、その結果を中間報告「教官の直面する教育研

究の現状」（本年３月１日）として発表し、大きな反響を呼び起こした。さらに本委員会は、国立大学財政の構造的

な問題点を分析する作業を行ってきた。その内容の概要をここに報告する。主な内容は次のとおり。

■１．国立大学の財政構造■２．教育・研究費■３．教育・研究の基盤■４．社会の中の国立大学

獄顎:！

〃5Ｍr/「し之:凹UbI；Fの海：i畷f庁`fi7Yl

私立大学を含む高等教育全体に対する政府支出は主とし

て、国立大学への政府補助にあたる国立学校特別会計への

繰り入れ、私立大学等経常費補助金、科学研究費補助金、

および育英奨学事業費、からなる。その総計を、ＧＮＰに

対する比率であらわして過去の推移を振り返ってみると、

1960年代中頃には0.45％程度であったのが、1970年頃に

0.40％に落ちた後、1970年代終わりにかけて0.60％近くに

まで上昇した（図表１）。しかし1979年度をピークとして、

その後10年以上にわたって実額で殆ど停滞したため、対Ｇ

ＮＰ比は急激に減少し、0.40％の水準を割りこんでいる。

その中で、国立学校特別会計への繰り入れは、1960年代

の0.40％前後から、1970年代の停滞をへて、1970年代後半

に増加し、1979年度には0.42％に達した。しかし、その後

は急速に下降し、1985年度に0.33％、1990年度に至っては、

ついに0.28％にまで落ち込んだ。これは実に過去25年間で

最低の水準である。

1980年代における対ＧＮＰ比での急激な減少は、財政緊

緒を背景として1982.(昭和57）年度に始まった財政支出の

ゼロ、マイナス・シーリングによるものである。国立学校

特別会計への繰り入れ金の総額は（図表２)、1980年度の

9,586億円から、1990年度の１兆1,997億円へと名目的には

微増している。しかし、消費者物価指数で購買力に換算し

た指数で見れば、1980年代前半にはむしろ減少、後半にな

ってもようやく減少分を回復したに過ぎ在し､。しかもこの

間に、国立大学の教官は12％、学部学生は14％、大学院学

生は77％も増加し、留学生に至っては4.5倍となっている。

[図褒１］ＧＮＰに占める政府の高等教育支出（％）

７
６

％
０

く

0.5

0.4
育英＄桑寅

科学研究費
禰助会

私立大学等
遭常固繍助金

0.3

0.2

国立学校
特別会酎へ
のiiiり入れ0１

０

1965７０７５８０８５９０

．資料：『国の予算｣，「経済田U8f月報」

[図衷２］国立学校特別会酎への繰り入れ金

1980１９８５１９９０
国立学校特別会計への繰り入れ

予算額（億円〕9,586

対ＧＮＰ比（％）（0.40）
10.626

(0-33）
11,997

(0.28）
物価指数による

教官数

学部学生数
大学院生数

100.0

1000

1000

107-6

107.2

131.5

112.4

114-3

176-9

資料：Ｆ国の予算｣，「学校基本目0面」
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[図表３］国立学B〔特別会計の財湶別構成（％）ｊｉＷＩｙすら趣〃吸入への渋みf産

国立大学の財政制度は、国立学校特別会計制度によって

運用されている。その収入は、政府からの補助金にあたる

一般会計からの繰り入れ、および自己収入（病院からの診

療収入、および学生からの授業料収入、民間からの研究資

金、そのほかの雑収入など）からなっている。

このうち、一般会計からの繰入金が前述のように実質的

に停滞、あるいは減少したために、研究教育に要する費用

をまかなうためには独自財源を増大せざるを得なかった。

このため、1970年には国立学校特別会計歳入予算のうち、

８割以上が一般会計からの繰入金で占められ、独自財源は

２割以下の水準にあったものが、1974年度以来、一般会計

からの受入比が年々低下を続け、現在は６割となっている

（図表３)。他方で、独自財源は、全歳入予算の４割を占め

るまでになった。

独自財源のうち特に授業料収入の伸びが大きいが、これ

は授業料の大幅な値上げによるものであることはいうまで

もない｡授業料と入学金をあわせた学生の初年度納入金は、

1970年の１万６千円から、1980年には26万円に、さらに、

1990年には54万円を越えるに至った（図表４)。これは消費

者物価水準の上昇を考逮しても、２０年間に約12倍の増加で

ある。このため、かつては低額といわれた国立大学授業料

は、既に一部の私立大学とあまり変わらなくなっている。

そもそも国立学校特別会計制度は、一般の行政と異なる

性格をもつ国立学校の運営を考魔し、予算執行の弾力化・

効率化を図る意図で、１９６４（昭和39）年度に設置されたも

のである。その際、独立採算をめざすものではないことが

関係省庁の合意として確認されている。しかし上に述べた

ように、国立学校特別会計の構造が実質的には独立採算の

方向に向かい、国立学校特別会計の性格自体が変質してい

ることは否定し難い。

(％）
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４００
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その他
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20.9
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ら74.2
60.3

１９７０

資料：「国の予算」

1980 1990

[図表４］ 授業料・入学金の推移 (円）
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質料：「国の予算」

[図表５］国立学校特別会計の支出構成（％）
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一般会計からの繰り入れの実質的減少に伴って、1980年

代に入ってからは独自財源の拡大にも拘らず、国立学校特

別会計の規模自体は伸び悩んだ。この反面、前述のように

国立大学の櫛成員数は増加し、また付属病院における病床

数も急激に増加するなど、サービス規模が拡大したため、

人件費および消費的支出は増大せざるを得なかった。その

ため､特に施設整備費は実額で大きく削減されたのである。

国立学校特別会計に占める比率でみても、施設整備費は

1970年代の15％台から、1990年度までには７％にまで落ち

込んでいる（図表５)。

1970 1980 1990

資料：「国の予算」
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2．教育・研究費

鑓?ｸﾊｸiijrｸﾞＭｉｹﾞﾂﾜ停辨

1980年代の財政緊縮によって大きく抑制されたのが、基

幹的な教育・研究経費にあたる教官当積算校費である。教

官当祇算校費単価は、1975年度以降1981年度までは年々

数％の墹額がなされたが、1983年度には対前年度比におい

て2.2％の削減がなされ､それ以降７年間削減されたままの

状態が続いてきた。1990年度から１％程度の轍額が行われ

ているが、それでもようやく1980年度の水準に回復するに

とどまっている（図表６)。学生当積算校費は、特に大学院

生について、1981年度までは教官当積算校費を上回る比率

で改定がなされてきた。しかし、これもまた1983年度には

対前年度比で1.5％の削減を受け､その状態が1989年度まで

継続してきた。

しかし言うまでもなく、この間に物価は上昇し続けてい

たために、実質的な校費単価は減少している。消費者物価

指数を用い、1970年を100として各年の単価を換算したの

が、図表６の下段である。特に講座制の教官当校費単価は

1970年度水準を100とすれば､1980年度までに72程度、１９９０

年度には61程度まで下降している。２０年間に実質で４割程

度の減少を被ったことになる。学科目制でも、実質的には

３割以上の減少であった。

このような率憩を是正するために、いくつか措置が講ぜ

ら九てきたのも事実である。その一つは「教育研究特別経

費」で、1981年度には79億円であったものが、1990年度に

は210億円と噌額されてきている｡また大学院の新増設を通

じて、積算単価の低い学科目から修士講座、修士講座から

博士講座への転換が進められた｡全国国立大学教官のうち、

教官当積算校費の最も海い博士講座に所属する者は、１９８２

年度には全体の47％を占めていたが､1990年度には50％に、

修士講座所属教官は29％から32％に増加している。

[図衷６］教官・学生当積算樫5,単価の推移

980１９９０
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[図表７］叙官･大学院生一人当疋り侠気(物魎撹叡によって
1990年価格に換算）

(万円）
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しかしこのような努力にも拘らず、校費の絶対的水準の

低下は覆うべくもない。図表７には、校費総額（旅費を含

まない）を教官一人当たりで算出し、これを消費者物価指

数を用いて1990年価格で表わしたものを示した。これによ

れば、1981年に教官一人当たり354万円であった校費は、

1990年までに310万円と､10年間にほぼ13％の実質的な減少

をたどった。またこの間には、大学院生数の噌加も著しか

－１９８１８２８３８４８５８６８７８８８９９０

資料：「国の予算」および「学校基本困宜」から耳出

った。そのため、教官と大学院生の総数で校費総額を除し

たものを算出してみると、1981年の156万円から、1990年の

105万円へと､実に３分の１に近い減少を示したことがわか

る。

-１８３－
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一人当たりの校費が実質的に減少しているにも拘らず、

校費でまかなうべき教育・研究コストは増加している。特

に1969（昭和44）年に制定された総定員法によって、率務・

技術職員が抑制され、それを補填するため、臨時職員を願

用せざるをえなくなった。しかしその費用は、従来教育研

究に投じられていた校費によらざるを得ない。その結果、

大学共通、学部共通、あるいは学科共通で負担しなければ

ならない経費が急速に墹加し､教官への最終的な配分額は、

前に述べた－人当たり校費総額をさらに上回る勢いで減少

している。また自然科学系の分野では、研究設備の高度化

によって、その保守に多大のコストを要するだけでなく、

光熱水質も上昇している。文科系の専門分野においても、

実態調査、データ解析を伴う研究が増加し、コンピュータ

ー使用はすでに不可欠となっている。加えて、鴎入書籍の

単価高鴎、学術雑誌類の急速な増加にともなって、基本的

文献の収集・整備に要する経費も増大している。

[図表８］科学研究貝補助金の申飼および受信

）
ＨＩＨ

ＨＨＨＨ

、)し甲田廓通弼

汗･》:i1flFﾌﾋﾞが縦lljP命

教官が研究を遂行するのに重要な役割を果たす科学研究

費補助金は、近年かなり増額されてきた事は事実である。

1990年度の総額は558億円で､過去15年の間に約３倍に増額

されている。採択課題数６２万件に達した。

しかし、校費によって経常的な教育研究活動を保持して

いけなくなっているために、研究上では科学研究費補助金

を恒常的に必要とする傾向が見られる。このため、申鏑率

（申禰課題数を研究者数で割った割合)は､1976年度の28％

から、1990年度には42％にまで上昇し、申請課題数は約６

万４千件となった。そのため、新規採択課題数を申請課題

数で割った採択率は、1981年以降、22-25％にとどまって

いる（図表８）。

前の国立大学教官に対するアンケート調査で明らかにな

ったように、国立大学の研究者が科研費に大きな不満を示

している原因の一つはこのような背景によるとみられる。

[図表９］外部研究資金の導入状況

（

“
［

！劃鬮陰
1９８１８２８３８４ 8５８６８７８８８９９０９１

と、いかに急速な成長であるかが認識されよう。こうして

外部資金、特に奨学寄附金は、すでにその規模において国

立学校研究費の重要な財源になっている。また委任経理金

として、各国立学校長の管理の下に、費目の制限、会計年

度の制約なしに使用できる待蔵をもっているため、研究活

動の潤滑油として、校費の重要な補完的機能を果たしてい

る。しかし他方で、外部資金の提供を受けにくい専門分野

があり、また立地条件等により、大学間に外部資金導入の

水準にきわめて大きな格差がある点にも留意しておかねば

ならない。

WiLTF.たつ(亨入

国立学校における研究活動に外部資金を導入する形態と

しては、学術研究の助成のための奨学寄附金、研究調査等

の依頼にもとづく受託研究費、国立学校の教官と民間機関

等の研究者との共同研究のために受け入れる共同研究費、

の３種類がある｡その総額は1991年度には569億円に達して

いる（図表９)。ここ10年間でみると６倍近い成長で、教官

当積算校費の1.2倍、科学研究費補助金の1.6倍と比較する

－１８４－
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3．教育・研究の基盤

一方で政府支出の実質的な停滞、他方で人件費そのほか

の経常的支出の増大、その結果として支出削減の主な対象

とならざるを得なかったのが施設･設備への支出であった。

[図頚10］文叡施８２畳予算額および事業丘

(飽円） (万IＴｎ
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文凝雄錘〃の怠澱

国立大学の施設の整備を主にまかなうのは文教施設費で

ある。その予算額は、新設医科大学、技術科学大学、新教

育大学などの新櫛想大学の整備などが行われた1970年代に

急速に拡大し、1979年には1,546億円に達した（図表１０)。

しかし前述の事情で、1980年代中頃までにその水準は激減

し、その後多少の回復があったとはいえ、1991年で6898億

円と、物価上昇率を換算すれば、ピーク時の２分の１の水

準にとどまっている。また建物の建築面欄は、２０年以上に

わたって、多い時で年間90万JHf、少ない時でも60万m､の水

準が維持されていたが、予算額の削減に伴って、1985年度

以降、約30万mP以下の水準にとどまっている。これは国立

学校の現有建物面欄の約２千万mPと比べると、６０～70分の

１程度に過ぎない

１９６５７０７５８０

資料：「国立学椌腫､Q室同車蕊JOD型旦

8５ 9１

[図表11］国立学校施８２の姪年風Ｅ８布（％）

－シミュレーションによる予測一劾
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魅,蛍の腕麓化とどﾉﾂ仏

文教施設費の削減と同時に、国立大学の施設の狭腔化と

老朽化が大きな問題となっている。

国立大学の建物整備の基本となる現行の建物基準面積は、

1960年に制定された。それ以降、必要に応じて部分的な見

直しを行ってきたとはいえ、抜本的な改訂が行われていを

い･しかしこの30年の間に、各種の研究設備は増加・大型

化し、教室研究室で保有する図書が増加したのと同時に、

大学院生数.留学生数が飛躍的に増加したことはいうまで

もない。そのため全国の国立大学で．教育研究施設の極度

の狭膳化が進んでいる。また新築時の工事単価も、社会一

般のそれと比べれば､きわめて低い水準に抑制されてきた。

さらに既設の建物の構造的な劣化の進行も著しい。国立

大学の建物の多くは1950年代中ごろから、不燃化のために

木造から鉄筋コンクリート造に建て替えられた。そのため

現在の国立学校の建物のうち、建築後30年以上のものが約

１割で、20-29年のものが４割弱を占めている。これらの

建物は、建築後すでに30年前後を経過し、内面・外装とも

に傷みがはげしく、緊急に改築・改修等の適切な対策を講

じることが必要となっている。

しかし、現在の建築事業水準はきわめて低位にとどまつ

１９９１２００１２０１１

頁科：「国立学P巴麓用■時事葛必携』をもとに戯pH

ているのは前述のとおりである。仮に、年間の建築事業量

が将来61991年度と同水準の28万､Pにとどまるものとし、

それが建築後25年以上の建物の改築にすべて充てられると

単純に仮定して、国立学校施設の将来の経年別分布の推移

を試算したのが図表11である。現在全体の３割弱にあたる

建築後25年以上の建物は、１０年後の2001年には５割近く、

更に20年後の2011年には６割を占めることになる。抜本的

な対策が行われない限り、現在すでに老朽化・狭腔化して

いる国立大学の施設が、近い将来にますます深刻な状況を

迎えることは不可避といえよう。
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また文教施設費の急激な削減は、建物だけでなく、教育

研究に要する設備．図書鯛入費などにも大きな影響を与え

た。このため、消費者物価指数で実質価格に換算した国立

大学の支出額の推移をみると､国立大学が支出した設備費、

図書露入費などは、1970年からほぼ20年の間に殆ど変化し

ていない（図表12)。この間に、研究設備の高度化が進み、

学術印刷物の量力彌発的に増加していることを考えれば、

驚くべき事態といえよう。現在どの程度の設備が不足して

いるかを客観的に椎肘することは難しいが、前の本委員会

の調査においても、約８割の教官が研究設備が不十分と答

えており、最近行われた類似の調査でも同様の結果がでて

いることは、事魍の深刻さを反映するものとみなければな

らない。

[図衷12］国立大学の資本的支出（1989年伍搭）

(伍円）

１９７０１９７５１９８０

資料：「学校基本閃査」から算出

[図褒13］国立大学Rn興敏の変化

1985１９８９

JBO１９９m

我が研窓之錘麹識の溺麟比

国立大学の新・噛股、学生定員の墹加に伴い、国立大学

の教官数は、1970年から1990年までに46％増加した。また

附属病院の病床数の急激な拡大に伴い、看護蝿など医療系

職員数もこの期間に倍増している。

しかし国立大学の教育・研究を支えるうえで不可欠な役

割を演じる、その他の壇員に対しては、総定員法は厳しく

適用された。その結果、事務系、技術系職員、教務職員、

そのほかの非医療系職員は、むしろ削減されたのである。

事務系の本務職員をとってみれば、1984年の26,050人をピ

ークとして、1990年までに25,640人に減少した（図表13)。

また技術系の轍員に至っては、1980年には14,374人であっ

たのが、1990年には11,624人に、実に２割もの減少を示し

ている。

このため、教官一人当たりの非医療系蔵員数は、1970年

の1.2人程度から、1990年には0.8人を下回るに至っている

（図表14).また、教官、大学院生、学生の総数で非医療系

職員数を割った指標を作ってみると、これも100人当たり

３２人から1.9人へと半分近い減少となる。しかも前述のよ

うに科学研究費補助金への依存度の増加、委任経理金など

の墹加によって、必要な事務量は大きく墹加している。そ

の結果、一人一人の騒員の作業量が増加し労働強化の傾向

が著しいだけでなく、教官の事務的負担も増加し、本来教

員としてなすべき教育・研究活動を大きく阻害している。

また同時に、自然科学系の分野では、実験装置などが高

度化し、専門の技術轍員による保守管理が不可欠になって

いるにも拘らず､上述のように技術系職員が減少している.

そのため維持管理が十分でなくなったり、やむを得ず大学

Jo645,20040.855
ﾗ7７24.88025-64『

七の池

屡璽亟
840４７－８４

JＤ－ＵＩｎｇ

00.0105

,00“

)0.0碑

資料：「学名巴8本■杳口

[図表14]教員一人当疋り､教員･学生百人当定り非医頭系Ep貝欧

(人） ０，

rld

HID１８８５１囚Ｉ

頁料：「学校基本田函から耳出

院生などに実質的な管理を任せざるを得ないケースが増え

ていることも事実である。そのような状況を背景として、

人身事故が起こる事態さえ生じている。

－１８６‐
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以上に述べた財政状況に起因する国立大学の教育研究条

件の悪化は、他の教育研究機関との対比では、さらに明ら
かとなる。

[図表15]研究者一人当庖り研究JRの比較（物価鎧歓司988年
価格に換算）

（万円）
4000

大宣く1ｔちた蛍ころ研ｼ膣麦作と蕨｣i21

特に理工系の専門分野では、民間企業の研究所、あるい

は政府研究機関と比較して、教育研究条件は急速に差が広

がりつつある。図表15は、科学技術研究調査の結果から、

研究者一人当たりの研究費（人件費を含む）を国立大学、

民間会社等、および研究機関について算出し、さらに消費

者物価指数を用いて、1988年価格に換算して示したもので

ある。1970年度でもすでに国立大学100に対して、研究機関

179、会社などの研究所205という格差が存在していた。そ

の後、国立大学の研究費は実質的に漸減したのに対し、会

社等は増加、研究機関はほほ倍増した。そのため'988年度

には、国立大学100に対して会社等の研究所261、研究機関

369、格差は急速に拡大したのである。また、研究者一人当

たりの研究補助者数を比較してみても、1989年度には会社

等の研究所が0.56名､研究機関が0.49名であるのに対して、

国立大学の場合にはわずか0.15名にしか達せず、大学の研

究条件の相対的な悪化は明白である。

さらに教員・研究者の待遇においても差が著しい。図表

１６には国立大学､私立大学および民間会社(従業員500人以

上）においてそれぞれほぼ同じ年齢の教員・研究者を想定

してその給与水準（毎月決まって支給される給与で、賞与

を含まない）を比較した。1990年をみる老らば、各年齢層

を通じて、国立大学とその他の機関との間には、約１－３

割の差がみられる。賞与を加えた年間収入では、差はさら

に大きくなるものと考えられる。給与水準の比較は技術的

に困難を問題を含むため、必ずしも完全に正確とはいえな

いことを考慮にいれても、なお相当の格差があることは疑

いないものと思われる。しかもいずれの年齢層においても、

ここ10年来、国立大学と私立大学・研究機関との給与水準

の格差はさらに拡大の趨勢にあることが明らかである。特

に30才前後においては、国立大学と民間機関の研究員の間
での格差が拡大する傾向が著しい。

ここ10年来、優秀な学生が大学院博士課程に進学せず、

民間企業に就職する傾向が強くなっていることが指摘され

てきた。また中堅の教員が民間会社あるいは私立大学に流

3000

】HザBU1n関，、［
2000

1000

0

1970 1980 1988

資料：「科学技術研究田査」から耳出

[鬮嚢'6]瀞譲って…れ曇雷……い)の
（千円）

1980１９８５１９９０

灘灘
研究所部(課)長

54才

52-56才

艶～56才

444

451

447

卵
燕
釦

恥
錘
蹄

国立大学助教授

私立大学助教授

研究所係長

42才

42-44才

40～44才

300

340

320

２
０
０

弱
仙
郷

397

475

473

国立大学助手

私立大学助手

研究所研究員

30才

28-32才

28～32才

176

218

210

Ⅳ
碗
訂

２
２
２

237

290

300

資料：『囲沮別民間枯与実､k田査｣,『公務員犀i麹【｣及び｢国家公
務同等給与実鱒四壷」

注：(1)研究所は従業員規模500人以上

(2)国立大学教授54オは、教育園（－）５級17号で大学院
担当､配偶者と子供２人､助教授42オは４級12号で配偶
書と子供２人､助手30オは２級９号で独身と想定して、
俸給と調整額､扶養手当､調整手当を含め匠給与総額を
算定し厄。

出するケースも多い。以上に述べた客観的な条件・待遇の

格差をみるならば、それらは起こるべくして起こってきた

現象と言わねばなるまい。
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またわが国の高等教育に対する公的負担が、国際的にみ

ても低い水準にあることにも改めて留意しておきたい。先

進工業国における、公財政支出高等教育費（地方自治体支

出等を含む）の対ＧＮＰ比を文部省資料（｢教育指標の国際

比較』）に基づいて算出すると、旧西ドイツで1.34％、アメ

リカ合衆国およびイギリスで1.21％、フランスで0.64％で

あった（図表17)。これに対して、日本については（推計値

Ａ）0.67％で、西ドイツ、アメリカ、イギリスの２分の１

強、フランスとほぼ同等の水準となる。

ただしアメリカ、イギリス、フランスの推計値は国公立

大学での授業料あるいは病院収入などを含んでいないのに

対して、日本（推計値Ａ）は、国立学校特別会計の支出総

額を公財政支出に算入しており、従って国立学校の授業料

および病院収入などが含まれている。そこで国立学校の独

自収入を除いて、あらためて公的負担による高等教育支出

を算出してみると(推計値Ｂ)､対ＧＮＰ比で0.49％となり、

アメリカ・イギリスの４割程度、フランスと比べて６４分

の３程度である。各国との差はまさに歴然としていると言

わねばならない。

わが国は国際社会において経済的に大きな地位を占める

に至った反面、人類の学問文化に対する貢献が小さく、諸

外国の学術研究成果に「ただ乗り」してきたという非難を

陰に陽に浴びてきた。客観的にみれば、わが国における基

礎的な研究の成果は順調に墹加しており、そのような非難

には誤解に基づく点も多い。しかし上述のように、わが国

における高等教育への公的負担が、先進各国と比べて格段

に低いのは事実であって、その限りにおいて基礎的な学術

研究の上で国際社会への貢献を怠っているという批判を否

定し切ることはできない。

[図表17］各国のＧＮＰに占める公財政支出高等教育賀（％）

１．３４

DＭ」LＬ

薑
|B西ドイツアメリカイギリスフランス推計頃Ａ推計値Ｂ

（1986）（1985）（1987）（1988） ￣Ｂ本--

（1987）

資料：文剖省『教育箔概の国際比較」

注且曰本の推計値Ｂについては本文参照

の、国立大学が教育・研究を通じて、わが国の社会にこれ

まで果たしてきた役割を、完全に維持することはすでに困

難となりつつあるとしても不自然ではない。

しかも将来のわが国の発展を考えるとき、そこで国立大

学が担うべき役割にもきわめて大きいものがある。例えば

先鎧技術の開発に民間企業あるいは研究所などの役割が大

きくなるとしても、その基盤となる知的活力を形成維持し

ていくためには、大学における高度の基礎研究と、それを

中心とした大学院および学部教育が不可欠である。また国

際社会において、文化的貢献の欠如、閉鎖性のそしりを受

けないためには、知的創造と交流の拠点として、大学がこ

れまで以上に積極的な役割を果たしていかねばならないで

あろう。

国立大学はその歴史を通じて、そのような機能を果たす

に足る知的・組織的基盤を形成してきた。その潜在的な能

力を活用するためには、国立大学が自らを変革し、さらに

活性化する努力を払わなければならないことは当然であ

る。しかしそのためにも、現在の財政的窮乏は、きわめて

重い足かせになっている。

/Mljr,ぐ)矛の/Zr〃と11/y野

本報告はこれまで、財政状況の悪化によって国立大学に

おける教育研究条件が急速に悪化してきた状況を明らかに

してきた。その影響は目にみえる形では現われにくいもの

■国立大学財政基盤閃査研究委員会は未（1992）年３月までに股侍報告書を作成するため、現在さらに検討作業を行っています。

これに関してご意見をおよせ下さい。あて先は下記のとおりです。

〒113束京都文京区本郷７－３－１国立大学協会事務局内国立大学財政基盤調査研究委員会

■国立大学財政基盤調査研究委員会は国立大学協会第６常冠委員会の下におかれ、次の委員で樽成されています。

馬場信雄(委員長･宇都宮大学長)、慶匝力(北海血大学長・第６常置委員受)、細谷純(東北大学)、東野修治(弘前大学長)、

田原博人(宇都宮大学)、津布楽喜代治(宇都宮大学)、黒羽亮一(筑波大学)、松村睦豪(筑波大学)、林健久(東京大学)、

潮木守一(名古屋大学)、寺田字(京都大学)．金子元久(広島大学)、謝橋良平(前九州大学丑･前第６講盃委員長)、神田修(九

州大学)、小川正人(九州大学）
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蘂
に
水
を
あ
け
ら
れ
、
確
に
表
し
て
い
る
と
い
っ
て
よ
い
思
う
。

出
は
防
ぎ
難
い
。
基
礎
研
究
の
嚢
ン
ス
是
正
の
努
力
も
せ
ず
に
待
遇

日
本
の
基
礎
研
究
は
ガ
タ
ガ
タ
に
の
で
は
な
い
か
。
研
究
水
準
で
は
研
究
の
第
一
線
に
立
つ
教
授
や
弱
は
国
の
将
来
を
危
う
く
す
る
・
改
善
や
研
究
圏
増
額
を
課
え
て

な
っ
て
し
ま
う
と
危
磯
を
訴
え
る
ト
ッ
プ
ク
ラ
ス
の
大
学
で
も
、
壁
将
来
を
嘱
望
さ
れ
る
若
手
研
究
者
近
年
は
若
手
研
究
者
育
成
の
た
め
も
、
国
民
の
納
得
は
得
ら
れ
ま
い
・

声
も
、
相
次
い
で
い
た
。
の
は
げ
落
ち
た
研
究
室
で
、
古
ぽ
が
、
設
備
も
待
遇
も
格
段
に
よ
い
特
別
研
究
員
制
度
を
設
け
る
な
ど
大
学
の
研
究
磯
能
と
い
っ
て

国
立
大
学
協
会
が
全
教
官
を
対
け
た
設
備
に
あ
れ
こ
れ
改
良
の
手
民
間
企
業
へ
流
出
し
て
い
く
。
社
し
て
い
る
が
、
大
学
の
研
究
財
政
も
、
今
日
の
大
衆
化
し
た
大
学

象
に
初
め
て
行
っ
た
調
査
の
結
果
を
加
え
な
が
ら
研
究
を
続
け
て
い
会
へ
の
人
材
供
給
は
大
学
の
一
つ
空
の
思
い
切
っ
た
改
善
が
必
要
だ
。
を
、
す
べ
て
昔
の
象
牙
の
塔
扱
い

に
は
、
こ
う
し
た
大
学
の
危
磯
的
る
と
い
っ
た
例
は
珍
し
く
な
い
。
の
役
目
で
は
あ
る
。
が
、
大
学
は
し
か
し
、
・
大
学
の
研
究
樋
能
の
す
る
わ
け
に
は
い
か
な
い
。
｝
」
れ

な
実
態
と
、
教
官
の
不
満
が
よ
く
国
立
大
だ
け
で
な
く
私
立
大
へ
そ
れ
自
体
、
教
育
研
究
の
中
核
的
向
上
、
円
滑
化
を
は
か
る
に
は
、
か
ら
は
む
し
ろ
大
学
院
に
研
究
機

表
れ
て
い
る
。

の
援
助
な
ど
も
含
め
て
、
給
与
は
樋
関
で
あ
り
、
そ
の
観
能
を
巣
た
財
政
面
の
対
策
だ
け
で
な
く
、
大
能
の
重
点
を
移
し
て
い
く
方
向

設
備
、
建
物
、
給
与
の
ど
れ
を
と
も
か
く
、
学
問
研
究
に
振
り
向
す
社
会
的
責
任
を
負
っ
て
い
る
・
学
自
身
の
体
質
改
善
も
欠
か
せ
な
で
、
対
策
を
考
え
る
べ
き
だ
。

－１９０－
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不
足
し
て
い
る
と
の
溝
が
強

い
教
育
研
究
蜜
の
現
状
に
つ
い

て
、
国
立
大
学
協
会
の
国
立
大

学
財
政
基
盤
鋼
査
研
究
委
員
会

（
委
員
曇
。
馬
場
償
鍵
宇
都
宮

大
学
長
）
は
初
の
全
團
立
大
学

教
官
に
対
す
る
意
見
調
査
を
行

い
、
集
計
し
た
。
そ
の
結
果
、

八
割
以
上
の
教
官
が
「
学
会
出

席
な
ど
の
旅
蚕
や
図
書
費
に
、

自
腹
を
切
っ
て
い
る
」
と
答

え
、
「
現
在
使
っ
て
い
る
針
測

・
分
析
槻
器
で
は
性
能
が
不
十

分
」
と
す
る
人
も
八
割
に
上
る

こ
と
が
わ
か
っ
た
。

主
調
垂
は
昨
年
十
二
月
、
全
国

立
大
の
教
授
、
助
教
授
、
辨

師
、
助
手
ぞ
対
象
に
藻
施
。
六

五
％
に
当
た
る
三
万
四
千
余
人

か
ら
回
答
を
得
た
。

｜
橇
武
騒
信
一
慾
稗
掴
霞

！
必
〃
酷
立
大
〃
教
官
は
悲
鳴
醐

・
四
ざ

Ｄ
◇
●
●
■
▲
■
●
⑦
■
Ｃ
Ｑ
■
□
ロ
●
０
０
０
●
の
■
■
■
●
●
①
６
６
Ｐ
■
●
０
Ｊ
▽
』
■
・
Ｊ
Ｂ
Ｏ
▽
●
０
■
■
Ｕ
Ｕ
２
■
・
曰
■
■
■
・
０
▲
▼
」
■
０
▲
Ｐ
Ｃ
■
ロ
●
９
●
●
■
■
●
、
●
。

錘
や
研
究
補
助
者
の
錘
金
に
充

て
る
「
校
愛
」
を
い
く
ら
使
え

る
か
、
を
聞
い
た
。
回
答
を
す

べ
て
並
べ
て
ち
ょ
う
ど
中
央
に

く
る
額
は
教
義
課
程
、
人
文
社

会
系
、
教
育
系
で
は
六
十
万
円

前
後
、
理
エ
農
系
で
は
百
万

円
、
病
院
勤
務
の
助
手
が
多
い

医
歯
藥
系
で
は
五
十
万
円
だ
っ

た
。
合
わ
せ
て
聞
い
た
「
本

来
の
教
育
研
究
に
必
要
と
考

え
る
額
」
は
、
そ
の
二
－
四

倍
。過
去
一
年
間
に
、
学
会
出
席

な
ど
の
た
め
の
国
内
旅
費
を
自

喪
か
ら
支
出
し
た
こ
と
の
あ
る

人
は
、
人
文
社
会
系
で
八
割
、

十
万
円
程
度
、
理
エ
農
系
は
十

割
近
く
、
七
万
円
程
度
、
医
歯

藥
系
が
八
割
、
十
七
万
円
程

度
。
図
醤
壷
の
自
腹
も
各
系
を

通
じ
て
八
－
九
劃
、
＋
’
一
千

五
万
円
と
な
っ
た
。
汗
．
寸

題
砺
面
に
つ
い
て
も
、
い
ま

使
用
し
て
い
る
計
測
・
分
析
な

ど
の
教
育
研
究
磯
器
の
性
能

が
、
現
在
の
研
究
水
準
か
ら
見

て
「
十
分
」
と
し
た
人
は
二
一
一
一

％
に
す
ぎ
な
か
っ
た
。
・

・
他
と
の
研
究
潔
境
の
比
較
で

は
、
酸
砺
が
民
間
企
業
・
研
究

所
に
「
大
き
く
劣
る
」
と
感
じ

て
い
る
人
が
六
割
近
く
。
一
方

の
研
究
水
型
で
は
、
現
在
は
民

間
の
研
究
握
関
よ
り
團
大
の
ほ

う
が
優
れ
て
い
る
と
自
負
す
る

答
え
が
四
二
％
と
、
「
劣
る
」

の
三
一
一
％
を
上
回
っ
た
が
、
こ

の
ま
ま
な
ら
十
年
後
に
は
「
劣

る
だ
ろ
う
」
ど
予
測
す
る
人
が

五
七
％
に
の
ぼ
っ
た
。
．

調査

毎日 /９９/､係.〃

国
立
大
の
教
育
研
究
費
「
査
調

：
協

・
現
場
（
に
」
強
い
不
満
欧

「このままでは国卒大に危初の教育研究鬮凝鰔査「劣る］一回答。研究水寧
優
秀
な
人
材
は
筆
ら
な
い
」
。
で
、
霧
の
教
鳧
ち
が
予
算
の
塁
で
壗
吾
妬
が
「
＋

国
立
大
学
協
会
（
会
壜
有
馬
朗
の
不
足
に
強
い
不
満
を
持
ち
、
年
後
に
は
民
間
よ
り
劣
る
」
と

人
東
大
学
長
）
が
＋
曰
ま
シ
あ
阜
簡
璽
溝
薗
墜
会
打
ち
で
悲
観
的
蒼
通
し
だ
。

雲一一一一二二二二二二一二二一一二一二一二二一一二三二一二毒なくなるとの危観感弄譲そして全般的な財政ひつ
め
て
い
る
こ
と
が
分
か
っ
た
。
迫
の
影
轡
で
「
教
富
の
能
力
が

菌
奮
い
窪
十
一
一
局
国
立
生
か
さ
れ
て
い
な
い
」
（
八
一

九
土
尖
学
の
簔
宮
翁
授
、
妬
）
▽
「
待
遇
・
研
究
条
件
の

助
釣
浸
、
鋼
師
、
助
手
）
五
万
悪
さ
の
だ
め
墜
恋
な
教
官
が
国

一
一
一
千
一
一
百
四
十
八
人
寿
司
錘
に
立
大
に
采
ま
ら
な
く
な
っ
た
」

実
施
。
六
五
％
か
ら
回
苔
を
得
（
五
ハ
鯵
）
▽
軍
鶏
的
な
研

だ
。
・
究
で
企
業
な
ど
に
立
ち
遅
れ
、

研
究
環
境
で
は
、
国
而
へ
蕊
国
陳
的
な
学
逝
一
流
に
も
支
陣

・
研
窒
所
に
比
べ
股
剛
茄
で
八
が
あ
る
」
（
五
四
妬
）
と
、
活

四
発
、
建
物
で
八
五
発
、
給
与
力
の
減
退
を
一
種
に
損
掴
し
て

で
九
七
妬
が
「
大
き
く
劣
る
」
い
る
。
．
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当
大
正
の
建
物
、
狭
す
ぎ
る
」

「
本
の
重
み
で
床
に
ヒ
ビ
」

畷
を
東
大
で
聞
い
た
。
ｒ
ろ
建
物
鵲
ろ
。
物
蔓
面
の

、
同
大
の
本
郷
キ
ャ
ン
パ
ス
研
究
を
し
て
い
る
井
班
正
三
数

（
取
束
・
文
京
区
）
に
峰
大
奨
降
ぽ
「
徴
の
巻
っ
に
弧
鹸

小
九
十
抑
以
上
の
処
物
が
あ
る
衝
や
ビ
ー
カ
ー
ば
か
り
の
爽
鹸

が
、
そ
の
七
、
八
割
暁
正
吋
で
は
な
い
。
’
一
一
○
銭
・
蝿
、
｜

代
末
期
の
避
難
物
と
い
う
。
ス
○
○
戯
・
聡
悶
畑
圧
の
樋
器

ペ
ー
ス
が
研
究
者
の
麹
加
に
迫
も
あ
り
狭
い
研
究
塗
で
は
鶴

い
付
か
な
い
の
が
突
憎
。
地
下
だ
。
駁
低
一
一
面
の
ス
ペ
ー
ス
が

の
天
井
鶴
い
の
を
剛
し
－
欲
し
い
」
と
唾
く
Ｐ
九

階
分
を
二
階
分
に
利
用
し
て
い
半
蝉
咋
の
跣
魔
な
ど
状
況
究

社
会
系
で
は
百
万
円
必
幽
な
の

に
現
状
は
五
十
万
円
、
理
工
畷

Ｕ
蕩
皀

掻
四
熟
倒
穴

財
胤
哩
化
Ｚ
挑
圏
で
一
息
鰯

四
十
」
影 四
八
発

系
で
は
二
百
五
十
万
円
な
の
に

百
万
円
ｌ
と
か
け
離
れ
て
い

る
と
訴
え
、
学
会
出
席
の
旅
幽

も
足
り
ず
、
「
国
内
旅
賀
は
自

己
負
担
」
が
人
文
社
会
系
で
八

伽
、
迎
工
峻
系
で
ほ
ぼ
余
風
。
、

そ
の
負
担
額
は
剛
内
学
会
で
七

’
十
万
円
、
拠
外
鐸
エ
ニ
で
は
三

十
１
四
十
万
円
に
も
な
る
ｏ
｛

研
究
に
使
う
識
蝋
嬉
も
不
髄

は
樹
く
、
中
で
も
計
測
Ｃ
分
析

一
●
Ｐ
◇

機
鰯
や
躯
騨
槻
な
ど
に
は
八
割

以
上
が
「
現
状
で
は
不
十
分
」

と
摘
搬
し
て
い
る
。
Ｊ
弧
Ｆ
“

・
文
部
省
に
よ
る
と
、
行
財
政

改
峨
の
彫
轡
で
文
教
劃
が
伸
び

悩
み
、
教
画
一
人
当
た
り
の
教

商
研
究
斑
は
、
晒
和
五
未
一
年

か
ら
平
成
二
年
ま
で
に
一
・
一
一

二
倍
な
の
に
消
蹴
者
物
価
指
数

は
一
・
五
四
倍
。
ま
た
、
鬮
立
大

全
休
の
不
足
ス
ペ
ー
ス
は
約
二

百
万
平
方
厨
、
処
て
鋤
え
が
必

煙
な
老
朽
処
物
の
、
弧
は
八
百

万
平
方
脚
に
も
上
る
と
い
｝
（
で

テ
ー
マ
の
艮
沢
鱈
方
教
奨
四
と

も
「
実
験
の
た
め
に
欲
し
い
機

器
が
あ
る
が
、
、
ス
ペ
１
ス
が
狭

く
て
醐
入
で
き
な
い
。
レ
ー
ザ

１
光
繩
を
使
っ
た
爽
触
で
争
貝

麺
で
四
回
も
光
を
反
射
さ
せ
て

長
さ
を
碗
僻
し
て
い
る
」
と
い

う
苦
心
ぶ
り
９
，

』
「
外
壁
が
落
ち
て
小
に
当
だ

。
■

っ
だ
」
（
鯛
蝋
僻
雄
宇
郁
漕
大
学

鍵
）
、
「
図
磁
館
が
狭
く
て
本
が

入
り
切
ら
な
い
の
で
研
究
寵
を

使
っ
て
い
る
が
、
弧
さ
で
床
に

ヒ
ピ
が
入
っ
て
き
て
心
配
だ
」

（
潮
木
守
一
名
古
墜
大
教
授
）
な

ど
、
窮
状
を
訴
え
る
津
が
あ
ち

こ
ち
か
ら
上
が
っ
て
い
ろ
。 ’
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国
立
大
学
の
教
官
が
使
え
る
一
般
研
究
蜜
は
必
要
額
の
半
分
以
下
で
、
八
○
％
以
上
の
教
官
が
図
畜
鴎
入
軍

鶏
蕊
轤
議

一一卿鱸蕊

国立大教官の自己負担研究貝

鑿
や
む
な
く
自
己
負
担

Ｌ
雫
醐
文
教
予
算
底
上
げ
要
求
へ

『.

灘
鰯
必
要
額
の
半
分
以
下

(注)一人当たり年平均､国立恭舘圏会飼ぺ

５０「、．

▲ぜ■

4０ に
■
■
懸
蝋
Ⅶ

3０

2０

０
．
０

１
（
万
円
）
．

那
藤
“
錘
国
内
旅
費

｜
人
文
社
会
系
の
教
官
の
八
一
・
四
％
、

理
エ
農
系
の
九
六
・
九
％
、
医
歯
薬

系
の
八
一
・
二
％
が
「
自
己
負
担
の

窪
駿
あ
り
」
と
し
て
い
る
ほ
か
、
八

○
％
以
上
の
教
官
は
図
齊
を
自
愛
で

贈
入
し
た
〈
守
些
し
て
い
る
。
。
、

国
内
、
海
外
旅
蜜
や
図
琶
変
な
ど

を
含
め
た
研
究
喪
の
一
人
当
た
り
平

均
自
己
負
担
額
は
各
学
部
系
で
五
十

七
万
－
八
十
七
万
円
。
研
究
殴
硫
の

関
連
で
は
八
○
％
が
「
計
測
・
分
析

楓
器
豈
電
算
錘
・
情
報
関
迎
牽
錘
」

が
老
朽
化
な
ど
の
た
め
「
不
十
分
」

と
指
摘
し
て
い
る
。
．
”

民
間
企
蘂
・
研
究
所
と
の
比
較
で

は
、
給
与
面
で
七
九
％
が
「
大
き
く

劣
る
」
と
回
答
、
「
少
し
劣
る
」
も

加
え
る
と
九
七
％
が
不
満
派
。
建
物
、

設
砺
も
約
六
○
％
が
「
大
き
く
劣

る
」
、
約
一
一
五
％
が
「
少
し
劣
る
」

ど
指
摘
Ｃ
ｆ
・
・
へ
．
・
・
・
・

財
政
ひ
っ
迫
の
影
響
に
つ
い
て

は
、
「
（
必
要
な
殴
砺
な
ど
が
な
く
）

教
鬮
の
餡
力
が
生
か
さ
れ
て
い
な

い
」
が
八
一
％
。
こ
の
ほ
か
、
雇

秀
な
教
官
が
集
ま
ら
な
い
」
「
圏
内

・
国
際
的
な
学
術
交
流
に
支
障
が
生

じ
て
い
る
」
「
優
秀
な
学
生
が
魅
力

を
感
じ
な
く
な
る
」
に
も
六
○
％
近

く
が
「
そ
う
思
う
」
と
答
え
た
。
．
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東京 /ｿ〃矢 〃

国
立
大
の
教
宮
が
使
え
る
一
般

研
究
麹
は
必
要
額
の
半
分
以
下

で
、
八
○
％
以
上
の
教
官
が
図
露

購
入
喪
や
学
会
へ
の
旅
饗
な
ど
を

自
己
負
担
し
て
い
る
こ
と
が
＋

曰
、
国
立
大
学
協
会
の
財
政
墾
盤

調
査
研
究
委
員
会
（
委
圏
長
、
馬

ｐ
ｏ
ｓ
！
■
Ｂ

国
立
大
教
官
お
寒
い
研
究
費

●
◆

●
Ｂ
守

国大脇初の調査

Ｌ
は
、
学
会

四
％
、
理
工
蕊
系
穴

匿
餓
蕊
系
、

■■

〆
社
会
系
の
教
富
の

》
力
、
八
○
％
Ｎ
字
星
の

万
届
、
理
一

、
医
歯
蘂
》

対
し
実
際
』

一
般
研
究
趣

十
万
円
、
甸

函
薬
系
五
一

万
の
一
が
二

干
乾
宮
田
負
担
額
は
各
学
部
》

刀
一
計
蘭
・
皀
響
耐
鰯
鑓
寵
一
「
腫
廼

釧
幽
鯛
の
輿
迩
で
は
八

７＝’五

茎
因
妬

、型’Ｈ１四
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二三二一重壬二

国立大教官の自己負担研究費
（注)-号人当だ'0年平均、

へ国立大学協会調べ

木
・
Ｉ
国
立
案
鰹
警
示
僅
辱
旦
盤
坊
寵
淫
瞼
璽
頚
躯
零
画
・

白
下
で
八
○
％
以
上
の
麺
菅
が
図
麹
鰯
入
費
塞
会
へ
④
饗
：

１
種
婁
邑
ご
亀
Ｕ
了
い
る
こ
異
エ
白
、
国
辛
學
蝿
雷

１
“
縄
燕
醗
鯛
棄
坊
窓
季
薗
登
（
誓
璽
境
騒
擾
猟
箪
都
富
大

胡娑邑の実態鯛壷ｒ謀っ毎今薗の国立茶罫菅を
１
対
震
塗
爾
餅
寵
禦
窺
涙
弄
鯛
塞
磑
お
は
初
め
て
半
数

脾
以
耒
對
菅
が
、
濁
京
灘
祷
や
教
育
研
議
祭
至
雷
示
ほ
今

威
糞
先
蝋
輿
欝
究
分
野
毛
圃
堕
蓋
僻
砦
慮
が
出
勾
と
し
・

坪
て
お
り
、
国
蚕
鰹
近
く
鯛
嘉
醤
逼
塞
に
文
懲
諺
蔓
産
め

年
嶬
岸
幹
鋲
府
に
要
求
し
〒
い
く
万
虹
」
。
．
‐

１
鯛
香
感
昨
年
士
一
月
、
全
国
の
系
が
一
人
当
だ
且
白
万
円
理
工

ｇ
国
立
兀
土
ハ
太
景
出
里
血
翼
の
墜
丞
一
百
五
十
万
円
、
医
蝋
騨
索

ｇ塾富麹二万一一一壬一百人にアン」一百万円これ臆莉爵謹匠
１
ケ
－
上
用
鰐
摂
百
、
う
至
全
予
算
下
配
全
（
混
る
一
盤
鵲
劉

％
の
約
一
一
一
戸
酋
壬
一
一
百
人
が
同
容
》
蛾
△
壮
哩
含
楽
が
五
十
方
角
、
理

し
た
。

「
工
嬰
糸
百
万
円
、
医
璽
騨
示
五
十

宝
ｘ
警
呆
必
襄
憲
爾
も
万
閤
篶
欝
姦
窃
云
あ
一
か
ら

っ
差
簡
研
篝
底
、
人
弄
芸
四
分
②
一
に
堂
譲
っ
て
い
ご

曜曰）

■■■■■■□巾・■■■二■■巴■■■■‐■・■■巳。■■■▲■■■●｜■■■■０‐■■■□。■■■ｐＢＥ■■■■■二■■■■■■■｜夕■■ロロロ■■■●■■■。■■■甲■■■■０■■巴■■Ｐｊ■■■凸■■可」■■■』■■■、△■■■Ｕ■■Ⅱロ■■■■■■■■▼■■▲■■■□巴▲■■▼▲■■■■■■■■■Ｐ．■■■▲■■Ｐ■■■■■Ⅱｐ■■■■二■■凸Ｐ■■■Ⅱ▽』■■巳二■■■０コ■■■■｜■■Ⅱ１▲■■■▲■■曰凸■■■■』■▲■■■▽’
別
万
円
如
釦
如

佇
二
・
臨
塑
・
画
察
翅

鷲
・
Ｉ
・
欝
国

…■・］．．。．（。・・，．葹靜亜壁・芋．二ｍ・叩．

1０

０ 海
外
旅
費

国
内
旅
費

図
書
費

そ
の
他

］
。
⑦

旅費､図書費で自己負担
皇蝋予算底上げ要求へ

蕊i蕊騨蕊



平成３年４月１‐ア日 (水曜日）

！

国
立
大
学
協
会
の
国
立
大
学
財

政
基
盤
調
査
研
究
委
員
会
（
委
員

長
・
馬
場
信
雄
宇
都
宮
大
学
長
）

は
、
こ
の
ほ
ど
、
昨
年
十
二
月
に

実
施
し
た
初
の
全
国
立
大
学
教
官

一
に
対
す
る
「
教
官
の
直
面
す
る
教

育
研
究
麹
の
現
状
」
と
題
し
た
意

見
調
査
の
結
果
を
ま
と
め
、
中
間

報
告
と
し
て
発
表
し
た
。

鋼
査
対
象
は
全
国
立
大
学
の
教

授
、
助
教
授
、
鋼
師
、
助
手
で
、

｜
そ
の
六
五
発
に
当
た
る
三
万
四
千

余
人
か
ら
回
薔
が
あ
っ
た
ｏ

そ
れ
に
よ
る
と
、
回
答
者
の
約

八
割
の
人
々
が
、
”
国
立
大
学
の

麓

ＯＣｇ■ご』■Ｑ■■ＵｃＣロニヱ・ロロ、｜■ＰＣＣ昌忘●・□■〃■◆■二■■●。。●■■Ｐｏｓ『一万■◆。■びり●舌三一一●：ｂ■■・▲凸二き●●ｂＤ０Ｃ◆■●やき●：｜Ｂ■■・名＆■・ｓＤｌＰ１８◆二吉●●●口■目・三き●、■、■▽◇●Ｃこ■■・●□■｜■▼▽●エ一五。：、｜■■ロー二号■■■口。。》■Ｔき◆。□〃■●９。『一つ。：｜、■■・己。。●・△■■０５９ざ■●◆▲｜■■■且つｚＤｑ■已刀■■。。◆■■な●：、１ロャニロ屯●◆▲■■Ｕ◇２つ｝■』●。■■■■・◆ロー●マロ・ＱＪ５Ｄ■ウマニ●■：■二■８◆■■■ご■・△ｐ■▽■。●

Ⅱ
国
立
大
の
研
究
条
件
等
に
Ⅱ

約
八
割
の
教
官
か
不
満

積
算
校
費
の
増
額
な
ど
要
望

研
究
条
件
・
待
遇
が
悪
い
〃
た
め

に
、
「
教
富
の
能
力
が
生
か
さ
れ

て
い
な
い
」
と
考
え
て
お
り
、
さ

ら
に
約
六
割
の
人
々
が
”
こ
の
よ

う
な
状
況
〃
で
は
「
ま
す
ま
す
優

秀
な
教
宮
が
染
ま
ら
な
く
な
る
」

と
危
機
意
識
を
持
っ
て
い
る
こ
と

が
わ
か
っ
た
。

と
く
に
民
間
企
業
・
研
究
所
と

の
比
較
で
は
、
給
与
面
で
七
九
鯵

が
「
大
き
く
劣
る
」
と
回
答
し
、

「
少
し
劣
る
」
も
加
え
る
と
九
七

％
が
不
禰
で
あ
り
、
建
物
、
設
禰

の
面
で
も
約
六
○
％
が
「
大
き
く

劣
る
」
と
回
答
、
約
一
一
五
杉
が

「
少
し
劣
る
」
と
回
答
し
て
い
る
。

ま
た
、
研
究
用
計
測
・
分
析
機

器
に
つ
い
て
は
、
八
割
の
教
官
が
一

「
不
十
分
」
と
答
え
て
い
る
。

教
冨
一
人
が
、
図
雷
賀
や
研
究

補
助
者
の
賀
金
に
充
て
る
「
佼

賀
」
を
い
く
ら
使
え
る
か
、
を
聞

い
た
の
に
対
す
る
回
答
で
は
、
平

均
的
な
額
は
教
護
課
程
、
人
文
社

会
系
、
教
育
系
で
は
約
六
十
万
円
、

理
工
塵
系
で
は
百
万
円
、
医
函
薬

系
で
は
五
十
万
円
で
、
「
本
来
の

教
育
研
究
に
必
要
と
考
え
る
額
」

を
聞
い
た
の
に
対
し
て
は
、
そ
の

一
一
１
四
倍
と
答
え
て
い
る
。

さ
ら
に
、
過
去
一
年
間
に
、
学

会
出
席
な
ど
の
た
め
国
内
旅
費
を

自
愛
で
支
出
し
た
こ
と
の
あ
る
人

は
、
人
文
社
会
系
で
八
割
・
十
万

円
程
度
、
理
エ
騒
系
は
十
割
近
く

で
七
万
円
程
度
、
医
歯
薬
系
が
八

劉
・
十
七
万
円
程
度
に
上
り
、
図

纏
倒
を
自
弁
し
た
人
も
、
名
系
を

通
じ
て
八
－
九
劃
。
＋
ｒ
一
一
十
五

万
円
と
な
っ
て
い
る
こ
と
も
わ
か

っ
た
０
「

ま
た
、
過
去
五
年
間
に
科
研
幽

の
交
付
を
受
け
た
回
数
は
「
○
ま

た
は
一
回
」
が
五
一
一
一
発
、
「
二
ま

た
は
三
回
」
が
一
一
六
妬
で
、
特
に

地
方
の
国
立
大
学
で
は
、
少
な
い

－
と
醤
え
て
い
る
ｏ

研
究
麹
は
、
人
文
系
教
員
が
必

要
額
の
二
分
の
一
、
理
エ
・
農
学

系
が
約
四
割
、
医
歯
系
が
四
分
の

一
程
度
し
か
な
い
こ
と
が
判
明
、
’

｜
文
部
省
の
科
研
幽
な
ど
が
大
都
市

の
総
合
大
学
に
梁
中
す
る
傾
向
が

あ
る
た
め
「
少
額
で
も
い
い
か
ら

も
っ
と
多
く
の
大
学
に
配
分
し

て
」
と
の
要
望
が
多
か
っ
た
。

こ
う
し
た
財
政
逼
迫
（
ひ
っ
ぱ

く
）
の
彫
轡
に
つ
い
て
は
、
（
必

要
心
設
砺
等
が
な
い
た
め
）
「
教

團
の
能
力
が
生
か
さ
れ
て
い
な
い

－
」
と
奮
え
た
者
が
八
一
杉
に
も

上
り
、
さ
ら
に
、
（
こ
の
結
果
）

「
鰹
秀
な
教
官
が
染
ま
ら
な
い
」

「
国
内
・
国
際
的
な
学
術
交
流
に

支
障
が
生
じ
て
い
る
」
「
優
秀
な

学
生
が
魅
力
を
感
じ
な
く
な
る
」
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国立大学の荒廃

と
、
束
大
の
教
授
が
麺
っ
て
い
る
。

京
大
工
学
部
で
は
、
こ
の
五
年
間
、
二
十

三
学
科
で
年
に
平
均
三
十
七
画
円
の
実
験
設

飼
費
（
科
学
研
究
費
）
を
要
求
し
た
が
、
認

め
ら
れ
た
の
は
年
平
均
一
件
、
二
健
円
の
み

で
あ
る
。
圏
械
工
学
科
で
は
、
大
正
時
代
の

楓
圏
が
使
わ
れ
て
い
た
。

「
表
面
的
な
繁
栄
に
慣
れ
た
日
本
に
、
衰
退

へ
の
片
逝
切
符
が
渡
さ
れ
よ
う
と
し
て
い

る
」と
、
大
阪
大
学
・
物
珂
学
教
室
の
胖
遜
識

８行
教
授
会
一
）
は
変
現
し
て
い
る
。

阪
大
剛
学
部
に
、
こ
の
四
月
新
設
さ
れ
た

宇
圃
地
球
科
学
科
は
、
二
百
万
円
で
ス
タ
ー

ト
し
た
。

「
学
科
の
新
設
に
は
、
二
十
五
年
前
で
さ

え
、
二
千
五
百
万
円
は
出
た
。
ち
ょ
っ
と
ひ

ど
す
ぎ
ま
す
よ
」

い
：
！
と

と
、
池
谷
元
伺
教
授
（
二
一
）
は
、
怒
る
。
可

子
ス
ピ
託
螺
聯
（
Ｅ
Ｓ
Ｒ
）
に
よ
る
年
代
測

定
法
の
開
発
で
知
ら
れ
る
人
だ
。
と
り
あ
え

ず
、
こ
の
Ｅ
Ｓ
Ｒ
を
一
砥
二
千
万
円
で
、
放

射
能
測
定
器
を
三
千
万
円
で
そ
ろ
え
た
か
っ

た
が
、
と
ん
で
も
な
い
話
だ
っ
た
。

研
究
室
も
、
学
生
ら
が
使
っ
て
い
た
部

屋
。
ト
イ
レ
の
ノ
ブ
な
ど
は
汚
く
て
さ
わ
れ

な
い
。
ペ
ン
キ
を
塗
る
ま
で
は
、
肪
れ
士
外

国
人
ら
城
騨
國
を
脳
さ
ぬ
こ
と
を
祈
る
は
か

り
。
結
局
、
理
学
観
全
体
に
つ
い
て
い
た
七

百
万
円
の
特
別
臆
段
費
を
回
し
て
も
ら
っ
た

も
の
の
、
他
の
学
科
が
徴
牲
に
な
っ
た
。

研
究
室
の
魔
務
の
女
性
の
給
料
は
、
池
谷

教
授
が
、
八
六
年
に
得
た
、
大
阪
科
学
賞
の

貸
金
か
ら
払
わ
れ
て
い
た
・

人
間
現
燈
需
字
に
机
さ
え
な
く

「
学
者
は
カ
ネ
で
は
な
い
の
は
砿
か
た
が
、

糟
神
を
サ
ポ
ー
ト
す
る
体
制
が
な
さ
す
ぎ

る
。
後
継
者
に
な
っ
て
ほ
し
い
と
思
う
学
生

は
、
企
粟
に
行
っ
て
し
ま
う
。
こ
れ
で
は
、

国
と
し
て
、
基
璽
研
究
を
す
る
マ
ン
パ
ワ
ー

を
確
保
で
き
な
い
。
日
本
の
政
治
家
は
恥
ず

か
し
く
な
い
の
で
す
か
」

八
一
年
、
糊
舞
獄
⑪
唾
薙
覇
か
研
究
か

ら
、
電
子
ス
ピ
ン
共
■
に
よ
る
年
代
瓢
定
法

を
考
案
、
朝
日
学
術
奨
励
金
も
受
け
た
。

ヨ
ー
ロ
プ
パ
の
学
者
が
す
ぐ
反
応
し
、
且

富
な
研
究
資
金
で
楓
材
を
整
え
、
人
類
学
に

適
用
し
は
じ
め
た
。
ネ
ア
ン
デ
ル
タ
ー
ル
人

よ
り
、
ギ
リ
シ
ャ
の
ペ
ト
ラ
ロ
ナ
原
人
の
方

京大エ宇部では、大正時代
に頁い入れたフライス盤
（金■CUMHBR）がまだ実KE
に使われていろ

が
古
い
こ
と
も
、
池
谷
教
授
が
こ
の
方
法
で

証
明
し
た
が
、
生
み
の
親
の
池
谷
教
授
ら
日

本
男
は
、
研
究
、
節
段
宜
の
種
増
な
不
足
か

ら
、
か
す
ん
で
し
ま
い
、
い
ま
や
欧
州
勢
に

士
ｓ

太
刀
打
ち
で
き
な
い
、
と
も
い
う
。

こ
う
し
た
国
立
大
学
の
劣
悪
な
頚
境
は
、

研
究
者
や
学
生
の
輔
神
に
ど
ん
な
形
■
を
与

え
る
だ
ろ
う
か
。

京
大
に
、
こ
の
四
月
、
「
入
団
・
現
境
学

研
究
科
」
が
砥
生
し
た
、
と
い
う
の
で
教
え

こ

そ
乞
い
に
行
っ
た
。
大
学
院
生
を
対
象
に
し

た
八
劇
座
、
六
十
八
教
官
か
ら
な
る
、
京
大

初
の
独
立
研
究
科
で
、
三
十
九
人
が
合
格
、

来
年
は
百
人
に
ふ
く
れ
る
と
い
う
。

教
養
邸
の
薄
暗
く
、
汚
い
Ａ
号
鎗
。
雨
の

日
に
は
、
連
動
邸
の
学
生
た
ち
が
廊
下
を
走

り
回
っ
た
り
、
夕
方
に
は
コ
ー
ラ
ス
の
発
声

練
習
が
■
含
わ
た
る
。
研
究
科
の
専
任
放
官

で
、
哲
学
の
縮
減
鰯
錘
鐘
授
宜
已
は
、

「
頚
璽
と
人
間
と
い
わ
れ
て
も
ね
え
、
こ
ち

ら
は
師
屋
か
ら
し
て
な
い
ん
で
ね
…
…
」
．

京
大
に
三
十
五
年
ぶ
り
に
新
設
さ
れ
た
研

究
科
に
し
て
、
研
究
室
は
お
ろ
か
、
学
生
の

机
ひ
と
つ
な
か
っ
た
。
「
環
境
」
す
ら
な
い

と
こ
ろ
に
、
飛
び
込
ん
で
し
ま
っ
た
と
は
。

日
本
の
大
学
の
教
官
は
、
さ
ぼ
っ
て
い

る
、
教
育
も
ろ
く
す
っ
ぽ
や
っ
て
い
な

い
、
と
い
う
世
評
が
あ
る
が
、
こ
れ
は
違

い
ま
す
。
全
部
が
一
流
で
は
な
い
に
し

ろ
、
大
多
数
は
、
相
当
の
実
力
を
持
ち
、

が
ん
ば
っ
て
い
る
。
こ
の
こ
と
を
、
ま

ず
、
誓
わ
せ
て
ほ
し
い
。

国
立
大
学
の
研
究
・
教
育
環
境
は
本
当

に
ひ
ど
く
な
っ
て
き
た
。
原
因
は
三
つ
あ

り
ま
す
。
ま
ず
、
文
教
施
設
費
の
建
額
が

低
下
し
て
い
る
の
に
、
新
し
い
大
学
や
研

究
所
を
作
っ
た
か
ら
、
既
設
の
大
学
の
修

理
が
な
お
ざ
り
に
さ
れ
た
こ
と
。

第
二
は
、
光
熟
、
圃
品
、
旅
費
と
い
っ

た
一
餌
座
当
た
り
の
経
常
愛
（
校
費
）

が
、
十
年
間
も
据
え
函
か
れ
て
い
る
こ

と
。
こ
れ
で
、
シ
ピ
ル
・
ミ
ニ
マ
ム
（
最

低
水
顕
の
砿
保
）
が
つ
ら
く
な
っ
た
。

そ
し
て
、
ひ
ど
い
定
貝
削
減
で
す
。
東

大
で
も
、
こ
の
十
年
で
、
一
千
八
百
人
も

減
っ
た
。
と
り
わ
け
事
務
と
技
官
が
削
ら

れ
た
。
樽
内
を
自
分
の
家
の
よ
う
に
掃
除

⑱
東
京
大
学
隷
鯵
轆
上
学
長

「曰訶さ衣食足っても礼

翻与鶴自国麺

し
て
く
れ
て
い
た
用
務
員
の
人
や
、
実
醗

楓
圏
を
つ
く
っ
て
研
究
を
支
え
て
く
れ
る

技
能
者
で
す
。

日
本
は
本
当
の
意
味
で
の
金
持
ち
で
は

な
い
。
学
問
に
も
芸
術
に
も
ス
承
Ｉ
シ
に

も
、
カ
ネ
を
か
け
て
い
な
い
。
明
治
時
代

の
政
治
家
は
理
念
を
持
っ
て
い
た
の
に
・

大
学
教
育
へ
の
国
の
支
出
が
、
国
民
所

縛
に
占
め
る
創
合
は
、
日
本
は
欧
米
の
半

分
で
す
。
こ
れ
を
と
に
か
く
欧
米
な
み
に

し
て
ほ
し
い
。

当
面
は
、
産
業
界
と
の
協
力
関
係
を
保

っ
て
ゆ
か
ざ
る
を
得
な
い
で
し
ょ
う
。
し

か
し
、
基
礎
研
究
中
の
基
礎
研
究
は
、
国

が
き
ち
ん
と
面
倒
を
み
る
べ
き
で
す
。
大

学
に
く
る
カ
ネ
は
、
産
業
界
が
、
｜
社
で

使
う
麺
に
も
洩
尤
な
い
の
で
す
よ
。

そ
れ
と
、
生
涯
学
習
と
い
う
意
味
で

も
、
大
学
と
地
方
と
の
結
び
つ
き
を
強
め

て
ゆ
き
た
い
。
地
方
自
治
体
が
、
地
元
の

国
立
大
学
を
財
政
支
援
し
て
く
れ
な
い

か
、
と
思
っ
て
い
ま
す
。
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国立大学の荒廃

日
本
の
国
立
大
学
は
百
校
（
う
ち
短
大
二

校
）
。
そ
の
教
授
、
助
教
授
、
露
睡
、
助
手

の
全
教
官
五
万
三
千
余
人
を
対
象
に
、
国
立

大
学
協
会
が
こ
の
ほ
ど
、
教
育
・
研
究
環
境

に
つ
い
て
、
初
の
ア
ン
ケ
ー
ト
■
正
を
し

教
授
も

国
昌
官
ア
ン
－
ト

た
。
約
三
万
五
千
人
が
回
答
・

結
果
は
は
っ
き
り
し
て
い
ろ
。
左
の
表
の

よ
う
に
、
国
立
大
教
官
の
六
割
が
、
国
立
大

の
硬
衝
、
建
物
が
、
民
間
企
璽
・
研
究
所
に

比
べ
て
、
著
し
く
劣
っ
て
い
る
、
と
答
え
、

学生を■めて1,名が、百田頁いで、メーカー
の研究所にとられろ」と匠大のH回谷元Ｒ■u■

そ
の
た
め
、
教
官
の
餡
力
が
生
か
さ
れ
ず
、

優
秀
な
教
官
も
集
室
ら
な
く
な
っ
て
い
る
、

と
考
え
て
い
る
。

現
在
使
用
中
の
、
計
測
・
分
枅
楓
麗
の
佳

麗
に
つ
い
て
は
、
八
劃
が
不
十
分
と
答
え
、

教
育
。
研
究
史
は
、
必
要
頚
の
半
分
し
か
な

い
、
と
氏
え
た
ｏ
そ
の
結
果
、
国
立
大
学
の

研
究
水
甑
は
、
十
年
優
に
は
、
民
間
企
粟
の

研
究
■
関
の
水
館
を
下
回
る
、
と
過
半
数
の

教
官
が
感
じ
て
い
る
。

文
部
省
予
算
ね
●
年
か
ら
激
減

国
立
大
学
の
あ
え
ぎ
は
、
文
部
省
予
算
の

推
移
老
見
れ
ば
、
虫
鰐
郎
醸
鰄
で
あ
る
。
国
立

大
学
に
窩
等
専
門
学
筏
（
五
十
四
カ
所
）
と

茨
壊
・
つ
く
ば
市
の
高
エ
ネ
ル
ギ
ー
物
理
学

研
竃
阿
大
阪
・
雍
匪
市
の
国
立
民
族
学
博

物
因
な
ど
の
共
同
利
用
餌
関
（
十
四
カ
所
）

を
加
え
た
計
百
六
十
八
の
「
国
立
学
校
」
の

臓
設
鰹
園
且
は
、
次
守
の
表
の
よ
う
に
、
七

九
年
度
を
ピ
ー
ク
に
滋
波
。
九
一
年
度
の
八

|､B目0.国2.9白与顯企束･研究所と比べて 優
れ
て
い
る

、■

■杓

肘測・

分析彼団

電■彼傍田
囚■埜已

理化学彼困

彊鶏:…
田圃西冠詞一壷￣ヨー冨一■

￣

百
九
十
八
低
円
は
、
物
価
上
昇
老
蹴
麹
す
る

と
、
六
四
年
度
（
二
百
六
十
一
低
円
）
の
水

準
さ
え
．
・
大
幅
に
下
回
っ
て
い
る
。

研
究
装
歴
な
ど
の
■
入
の
た
め
、
文
部
省

が
出
す
科
学
研
究
費
は
、
国
公
私
立
、
亮
専

な
ど
一
千
三
百
五
十
大
学
・
機
関
に
対
し

て
、
九
一
年
度
で
五
百
八
十
九
億
円
に
す
ぎ

な
い
。
印
璽
製
作
所
や
配
電
自
動
車
な
ど
の

日
本
の
大
手
企
粟
が
、
人
件
史
を
の
ぞ
い

て
、
一
社
で
、
年
間
二
千
位
円
か
ら
一
千
健

円
の
研
究
費
を
使
う
時
代
に
で
あ
る
。

日
本
は
愈
速
に
口
か
に
な
っ
た
が
、
そ
の

豆
か
さ
は
、
国
立
大
学
を
索
通
り
し
て
し
ま

っ
た
。
そ
の
繁
栄
と
高
度
技
術
社
会
の
明
日

を
支
え
る
基
因
研
究
と
教
育
の
場
所
は
、
ま

る
で
タ
イ
ム
カ
プ
セ
ル
を
の
ぞ
く
よ
う
に
露

ど
こ
も
。
狭
く
古
く
、
翻
騨
り
が
し
、
そ

の
分
、
士
気
が
低
い
。
時
代
に
見
〈
回
っ
た
研

究
幾
髄
の
鷹
入
．
そ
の
た
め
の
膳
設
の
舷
弧

ど
こ
ろ
か
、
蓉
探
慰
投
の
改
修
も
、
ほ
と
ん

ど
な
さ
れ
て
い
な
い
。

「
文
部
省
予
算
は
、
人
件
費
の
割
合
が
大
き

い
ｏ
マ
イ
ナ
ス
シ
ー
リ
ン
グ
で
極
枠
が
抑
え

ら
れ
、
物
件
費
に
し
わ
寄
せ
が
き
た
」

と
い
う
文
郎
省
大
臣
官
房
文
教
施
設
部
計

画
課
の
錘
、
飛
鯛
録
長
（
登
）
は
、

現在と10年後の研究水準
民間の研究0噸と比べて

､2Ｆ五Ｔ恵一Ｆ否Ｔｍ現在

゛私立大学と比べて

「
大
学
の
庖
段
は
、
橋
や
逝
路
と
違
っ
て
、

紐
員
さ
ん
に
と
っ
て
は
、
票
に
な
ら
な
い
で

す
か
ら
ね
几
。
学
者
先
生
た
ち
も
、
最
近
は

少
し
は
動
い
て
く
れ
ま
す
が
、
と
て
も
圧
力

団
体
に
は
な
ら
な
い
の
で
す
よ
」

と
つ
け
加
え
る
。

衰
退
へ
の
片
道
切
符
鍾
一
さ
れ

こ
う
し
て
国
立
大
学
で
は
、
築
後
二
十

年
以
上
の
建
物
が
、
全
体
の
四
ｏ
形
を
囲

え
、
一
部
は
ス
ラ
ム
化
の
橡
相
を
み
せ
る
。

「
武
士
は
食
わ
ね
ど
…
…
の
時
代
で
は
な
い

の
で
す
よ
。
投
聞
、
樋
器
の
優
劣
が
、
研
究

結
果
を
左
右
す
る
。
大
学
は
カ
ネ
が
な
い
か

ら
、
企
粟
の
奨
学
寄
付
金
に
頼
る
。
企
粟

は
、
当
然
、
そ
の
果
実
を
求
め
る
。
大
学
の

教
育
が
ひ
ず
み
、
次
の
世
代
の
た
め
の
基
礎

研
究
の
蕊
硬
が
く
ず
れ
て
い
る
の
で
す
。
こ

の
ま
ま
で
は
、
日
本
の
経
済
は
速
か
ら
ず
、

廟
埴
し
ま
す
よ
」

と
、
京
大
工
学
部
長
の
輕
鵬
鰯
砕
牧
授

豆
と
は
い
う
。
企
粟
が
求
め
る
果
実
と
は
、

企
業
向
け
の
実
践
や
優
秀
な
学
生
の
確
保
。

「
百
万
円
く
ら
い
で
、
大
学
の
先
生
は
企
業

の
仕
醐
を
鏑
け
負
っ
て
し
ま
う
ん
で
す
よ
。

２
２

賛
す
れ
ば
鋪
す
で
す
」

忠わないば
劣悪な研究国境でどちらともいえない鈍【

鰯i;鯛：灘i駕匡、字いない

蓬聯繍F::=戸而|￣逐っている

|蕊騨鱗霧一Ｉ
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国立大学の荒廃

､■下b域ｎ座拾ってきた23団匪どでﾖ巴巫Enの培養稜■そつくっている京大・崖靭生理学の駈甸旧HHD■胚

東大も京大も阪大も広島大もスラム化する

脳の 立
国立大学が､日本の繁栄から､取り残されている。

廊下で実験する狭さ､資料室に虫がわく汚さ、

ビーカーも買えぬ貧しさ､安い給料……。

その劣悪環境の中で、

日本の頭脳が､疲弊しはじめている。
…8蓮鎧醗､灘蝋…）

ビーカーがわりに￣ワンカップ大ﾛﾛ＿のカッ
プやコーヒーのピンが並ぶ

レ
ム
巫
宇
て
つ

京
都
大
学
理
学
邪
航
一
物
学
教
譲
の
加
藤
毬

Ｏ

也
鋼
師
（
二
七
）
は
、
い
ろ
ん
な
「
ワ
ン
カ
ッ
プ

遍
唖
一
」
を
飲
み
比
べ
る
習
慣
が
つ
い
た
。
メ

ー
カ
ー
に
よ
っ
て
違
う
の
は
、
加
藤
さ
ん
に

と
っ
て
、
味
で
は
な
く
、
カ
ッ
プ
の
大
き
さ

で
あ
る
。

「
ビ
ー
カ
ー
を
買
う
金
が
な
い
か
ら
ね
。
た

い
が
い
は
、
ほ
ら
、
ワ
ン
カ
ッ
ブ
だ
よ
」

実
験
室
の
棚
に
、
さ
ま
ざ
ま
な
大
き
さ
の

日
本
酒
の
カ
ッ
プ
が
、
ビ
ー
カ
ー
に
交
じ
っ

て
お
い
て
あ
る
。
コ
ー
ヒ
ー
の
窄
含
び
ん
も

多
い
。

｜
使
い
枕
て
ピ
ペ
ッ
ト
な
ん
か
、
何
度
も
肱

っ
て
ま
す
よ
。
捨
て
る
な
ん
て
…
…
、
だ
い

た
い
、
こ
の
実
験
室
に
あ
る
物
は
、
拾
っ
て

き
た
も
の
が
多
い
ん
だ
か
ら
。
ほ
ら
、
こ
の

モ
ー
タ
ー
も
、
廃
品
置
き
羽
で
見
つ
け
た
。

拾
う
の
ば
か
り
う
ま
く
な
っ
た
ね
」

よ
し
丘
⑩
■
上
じ
ｒ

冗
談
で
は
な
い
。
京
都
・
圭
口
田
山
の
鹿
の

京
大
キ
ャ
ン
パ
ス
。
明
治
塒
代
か
ら
の
に
銃

■■■■■■■■■■Ｉ世
界
的
レ
ベ
ル
の
研
究

実
験
機
器
の
出
所
は

粗
大
ゴ
ミ
捨
て
場

京
大
阪
大

三麺する学生力廃り払った冷菌庫。実践拭田Ｅ
がつまっている
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